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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：人文社会科学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：中川 香代 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 29 3 1 1 

准教授 25 0 11 2 

講師 18 0 4 3 

助教 1 0 1 1 

合計 73 3 17 7 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

学部の教育目的は、「人間への深い洞察力と国際化に対応できるコミュニケーション能

力を身につけ、地域社会に貢献する人材の育成」である。以下、具体的な目的をあげる。 

(1) 個別専門分野の知識と思考力を身につけ、人文科学と社会科学を架橋する柔軟な発

想力とそれを培う人文社会科学領域の幅広い教養を具える人材を育成する。 

(2) 国際的に活躍する人材、および国際的な協力関係やグローバル経済下の社会的課題

解決を思考する力をもつ人材を育成する。 

(3) 地域の持続的再生産、コミュニティの自律性の維持等の課題に向き合い解決につな

げていく人材を育成する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

人文社会科学各分野の専門的知識、関連する諸分野の学際的教養をそなえ、グローバ

ルかつローカルな課題の把握と解決に貢献できる人材を育成するため、以下を今年度の

教育活動の目標とする。 

(1)人文会科学領域を基軸に教育課程を一体化する１学科体制の下、人文科学と社会科学の

多角的視点を養成する。 

(2)グローバルな視点とローカルな視点をもち、双方からものごとを考える力を養成する。 

(3)現代社会及び地域生活における諸課題に向き合い、その解明、展望を探求できる意欲と知

識と技法を広く身につけ、活用できる能力を養成する。 

(4)新たな技術による社会変化と影響について考え、それらの技術の応用、および人文社会科

学領域との融合による課題解決や社会構築を思考する能力を養成する。 

(5)少人数クラス、アドバイザーの機能をより充実させ、学生の特性に合わせた指導を行う。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）学部教育の大きな枠組みを学部運営

委員会が企画し、執行の基幹を教務委

員会とし、各種委員会・コース会議と

連携をとりながら、各授業の実施に関

しては、学部・コース・各授業担当グ

ループが主催する FD 活動を中心に教

育活動を行う。今年度は、より学部内

で連携向上をはかる。 

（1）学部運営委員会を 13回開催、その企画

のもと、学部教務委員会を 19 回開催、

教育の執行にあたった。 

ＦＤ25回を開催し、3コース会議（月

1 回の定例会議と数回の臨時委員会）、

学部内教育関係 9 つの委員会との連携

をはかり、学部の教育活動を計画し取り

組んだ。 

（2）学部内にファシリテーション委員会

を設置し、大学教育創造センターをは

じめ学内の諸機関と連携し、教育活動

に関する協議・企画、実施後の評価検

証を行う。今年度は、本委員会の機能

向上をはかる。 

（2）学部内の教育ファシリテーターが大学

教育創造センターとの間を橋渡しし、学

部内において学部長を座長に、ファシリ

テーション委員会 4 回の開催と学部運

営委員会内で 1回、教務の主幹メンバー

が教育活動について協議した。 

上記に参加する教務委員長が、コース
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教務委員会との間を橋渡しし、学部全体

で教育の質保証の課題に取り組んだ。 

 
ＦＤの取組状況 

1. 教育研究研修会（25回）  

【授業運営方法と教育力向上】初年次共通教育科目、学部必修科目の運用方法と教育 

力向上、専門ゼミナールの演習方法と指導事例の紹介、卒業論文研究の指導法 

【学生指導面談法】学生指導面談における留意点、配慮の必要な学生への対応法 

【入試改革と選抜・評価法】入試改革に関わる選抜方法、評価法 

【教育の質保証】eポートフォリオ導入準備、学生の能力評価法 

【就職活動支援】就職活動の現状と学生支援 

 

2.授業評価、卒業論文研究、ポートフォリオに関する学生アンケート 

 「大学基礎論」「学問基礎論」、必修専門科目「リサーチ・リテラシー」、「社会制度設

計演習Ⅰ」「社会設計演習Ⅱ」の授業アンケート調査の分析と報告、卒業論文、マイポ

ートフォリオに関する学生アンケート調査の分析と報告 

 

3.授業実施報告書事例集の作成 

『2018年度 国際社会実習報告書』（2019 年 7月発行） 

 

4.実践的拡張学習の実施 

地域視察等の合宿、工場見学等の企業視察、他大学とのインターゼミナール、社会人 

に向けたプレゼンテーション（高知行政監視行政相談センター）、インターンシップ型 

実習授業（地域ジャーナリズム実習）を実施し、それらを通じ、学生の社会的活動学 

習、およびそれらを論文にまとめて発表の機会を与える指導方法などの実践が行われ 

た。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）「プラットフォーム科目群」における

1年次必修科目「リサーチ・リテラシ

ー」において、学生が人文科学と社会

科学の両方の学習法・調査技法を身に

つける教育を行う。 

学部 1 年次の必修科目リサーチ・リテラシ

ー」の授業を実施した。3コースから専門領

域の異なる教員 2 名ずつ計 6 名がローテー

ションで、研究領域における資料データの扱

い方や調査技法を演習形式で指導した。学生

は人文科学と社会科学の複眼的な思考法を

学習した。 

(2)「プラットフォーム科目群」における

2 年次必修科目「グローバル社会と地

域」において、学生がグローバルとロ

ーカルの両方の視点からものごとを

考える力を身につける教育を行う。 

学部 2 年次の学部必修科目、「グローバル社

会と地域」の授業を実施した。3コースから

専門領域の異なる教員 2 名ずつ計 6 名がロ

ーテーションで、文化社会をテーマに、グロ

ーバルとローカルの両視点から課題を考え

る演習を指導した。学生は複数の専門領域に

おける国際的、地域的な問題の捉え方を学習

した。 
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（3）海外「スタディツアー」に新たな企

画を追加し、多様な海外実習の授業を

実施する。日本語教員養成課程での教

育実習を実施する。海外実習のための

基盤を充実させる。 

【英語による調査実習】 

オーストラリアのロイヤルメルボルン大学

と連携し、英語で調査を行う新たな海外実習

を企画しスタートした。 

「 Language Education in Context 」

「Indigenous Culture in Context」をテー

マにメルボルン地区の教育期間などに学生

による英語インタビュー調査を指導。（2019

年 3月 1－16日）参加学生 4名。 

2019 年度に大学間協定締結予定。 

 

【中国語実習】 

「北京語言大学スタディツアー」（2018年 8 

月 20－30日）参加学生 9名。 

「台湾・開南大学夏期中国語、台湾文化研修」 

（2018 年 8月 18－29日）本学参加学生 1 

名（インターカレッジ型研修、日本の大 

学から参加 41名） 

 

【日本語教員養成課程】 

帝京マレーシア日本語学院（高知大生 2名同

伴）等を訪問、教員や学生との交流、ヒアリ

ング調査を実施. 

海外教育実習の基盤を充実させるため、2019

年 3 月に日本語教員養成にあたる教員を中

心に 3名の教員が台湾の 3 大学（淡江大学、

高雄大学、中国文化大学）を訪問した。 

（2018 年 8 月に計画した海外での日本語教

育実習は台風のため中止とし、国内専門学校

において海外から来日している留学生に日

本語を教える実習に代えた）。 

（4）地域関連の専門科目において、地域 

課題の解決に関わる教育、地域の関係

機関と協働する教育活動に取り組む。 

【考古学調査】 

本学部考古学研究室と南国市教育委員会が

再開した「田村城址」の発掘調査に、考古学

授業の一環として学生が参加した（2018年 9

月 21日付高知新聞記事）。 

 

【国内調査実習】 

高知県安芸郡北川村にて、６月〜７月に、森

林鉄道を巡る住民からの聞き取り調査を実

施した。（2019 年 2 月 20 日付高知新聞に報

告会の記事）。 

 

【社会制度設計演習】 

2年次専門科目「社会制度設計演習Ⅰ」にお

いて、空き家・地域起こし・環境の地域的課

題を扱い、それぞれ高知法務局、地域の関企

業を訪問調査し解決策を考える授業を実施

した。2学期の「社会制度設計演習Ⅱ」にお
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いて、高知市内の地域課題について学生が住

民 300 人にインタビュー調査し、総務省高知

行政監視行政相談センターと解決について

対談する授業を実施した（2018 年 11 月 14

日付毎日新聞記事、2019年 1月 30日付高知

新聞記事）。 

 

【専門ゼミナール活動】 

専門ゼミの調査活動として、複数の学部内の

ゼミが地域の関係機関と協働し地域課題に

取り組んだ。一例として、「増大するインバ

ウンドと地域経済」（2019 年 3 月報告書発

行）、「外国人実習生の問題」（2018 年 6 月 2

日付高知新聞記事）がある。 

 

(5) IoT、AI 等、新しい技術、技術革新に

よる社会変化、企業における技術活用

法、基本的な技術活用技法について教

育を行う。 

【産学連携授業「経営学特殊講義（IT ｺﾝﾃﾝﾂ・

ｱｶﾃﾞﾐｰ）】 

高知県産業創造課と本学地域連携センターと

本学部との協働で、1・2学期に専門科目「経営

学特殊講義（IT・コンテンツアカデミー ～企

業から学ぶ先端ビジネス～）」「同（ビジネス

イノベーションのためのデジタルマーケテ

ィング）」をスタートした。東京・高知県の IT

企業からの講師によるリレー講義で、IoTや AI

（人口知能）、IT コンテンツビジネスについ

て学ぶ教育を実施した。 

 

【経営学の授業・ゼミで IT活用を学ぶ】 

「経営学概論」の内容に、IoT、AIの企業に

よる活用事例の解説を取り入れた。経営学ゼ

ミで、学生が業務システムアプリで顧客アン

ケート入力画面を作成し実践的活用を行っ

た。 

(6) ゼミナールによるきめ細かい履修指

導と、「ポートフォリオ」による個別

指導、これらを実施する教員の FD活

動を促進する。 

【教務委員会とアドバイザーで履修指導】 

履修指導について、学部教務委員会のもと、

コース教務委員会が主体となり、各ゼミナー

ルのアドバイザー教員による指導を実施し

た。 

 

【ポートフォリオの活用と FD研修】 

「ポートフォリオ」による個別指導につい

て、学部主催 FD、学部ファシリテーション委

員会での協議、学部教務委員会の計画に基づ

き、コース教務委員会が主導し、ゼミナール

のアドバイザー教員による個別指導を実施

した。 

e ポートフォリオ導入のための FD 研修を

2019 年 3 月に実施した。ほかに初年次にお

ける学生の状況把握、面談の留意点、教育の
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質保証に向けた FDを 5回実施した。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成した

ものを記載） 
取組状況（左記に対応す

る取組を記載） 
教育活動の成果（左記の取組に

対応する結果を記載）（成果を示す

指標（卒業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述すること） 
（1）人文科学と社会科学

の両方の学習法、文献

資料・データの分析法

の基本を修得する。 

1 年次の必修科目「リサー

チ・リテラシー」の授業に

おいて、人文科学と社会科

学から教員 6 名がローテ

ーションを組んで、各研究

領域における資料データ

の扱い方や調査技法を演

習形式で指導した。 

学生は、人文社会科学における資料

及びデータの捉え方、集め方、読み

方の基礎が身に付いた（93.2％）。

（授業アンケート結果より） 

 

（2）グローバルとローカ

ルの両方の視点から

ものごとを考える力

を修得する。 

学部 2 年次の必修科目「グ

ローバル社会と地域」の授

業において、グローバルと

ローカルの課題を扱う教

員 6 名がローテーション

を組んで、国際的、地域的

な問題の捉え方を指導し

た。 

学生は、人文社会科学におけるグロ

ーバル化と地域に関する捉え方の

基礎が身に付いた（90.9％）（授業

アンケート結果より）。 

（3）異文化を理解する力、

外国語の運用能力な

ど、国際人としての素

養を修得する。 

「国際社会実習」 

①オーストラリアにおけ

る学生による英語インタ

ビュー調査（2019 年 3月 1

－16日）を指導。参加学生

4名。 

②北京語言大学スタディ

ツアー（2018 年 8 月 20－

30日）を企画引率。参加学

生 9名。 

③台湾・開南大学夏期中国

語、台湾文化研修（インタ

ーカレッジ型研修）（2018

年 8 月 18－29 日）への参

加を指導。参加学生 1名。 

 

『国際社会実習報告書』の

作成と学生への配布、後輩

学生のための実習報告会・

相談会の開催。 

 

海外留学プログラムの

参加希望者の支援指導を

行った。 

2つの海外調査実習および 2つの外

国語実習の参加学生合わせて 14 名

の英語、中国語の外国語運用能力、

実習先の文化や社会への理解が高

まった。（資料：『2018 年度 国際

社会実習報告書』） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省「トビタテ！留学

JAPAN」日本代表プログラム第 10期

派遣留学生に、本学部から 2 名が採

用された。（高知大学公式サイト国

際交流 

http://www.kochi-

http://www.kochi-u.ac.jp/international/
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「日本語教員養成課程」の

一環として、国内専門学校

において実習を指導。 

 

異文化理解力は、「異文化

間コミュニケーション論」

同演習、「日米異文化コミ

ュニケーション論Ⅰ」、同

演習、「比較人事管理論」

で養成した。 

 

 

u.ac.jp/international/ 

topics_/topics/2019030800021/） 

 

13名の学生に「日本語教員養成課

程単位修得証明書」を発行。 

 

 

学生の「異文化への理解、組織にお

ける異文化マネジメントの知識が

深まった」（資料：「比較経営論」授

業レポート） 

（4）現代社会及び地域生

活における諸課題の

解明、展望を探求でき

る意欲・知識・技法を

広く身につけ、活用で

きる能力を修得する。 

【国内調査実習】 

高知県安芸郡北川村にて、

６月〜７月に、森林鉄道を

巡る住民からの聞き取り

調査を実施した。（2019年

2 月 20 日付高知新聞に報

告会の記事） 

 

 

【社会制度設計演習】 

「社会制度設計演習Ⅰ」に

おいて、空き家・地域起こ

し・環境の地域的課題を扱

い、それぞれ高知法務局、

地域の関企業を訪問調査

し解決策を考える授業を

実施した。 

 

「社会制度設計演習Ⅱ」に

おいて、高知市内の地域課

題について学生が住民

300 人にインタビュー調

査し、総務省高知行政監視

行政相談センターと解決

について対談する授業を

実施した。 

 

【専門ゼミナール活動】 

専門ゼミの調査活動とし

て、複数の学部内のゼミが

地域課題に取り組んだ。 

 

 

 

学生は、住民へのインタビューを通

じて、「ゆずが北川村など中芸地域

の産業を支え、人々の暮らしを支え

ていることを、実体験を通して知る

ことができた」（国内調査実習）高

知県・中芸地域における「国際社会

実習」について『2018 年度 国際

社会実習報告書』に成果を掲載。 

 

 

「社会制度設計演習Ⅰ」は、「自主

的に学ぶ（95.6％）」「授業時間外の

学修を促す（95.6％）」「学外の調査・

見学を実促す（90.0％）」授業にな

っていた（授業アンケート結果よ

り）。 

 

 

「社会制度設計演習Ⅱ」の学生によ

る調査報告、総務省高知行政監視相

談センターと対談に関する記載は、 

2018年 11月 14日付毎日新聞記事、

2019年 1月 30日付高知新聞記事に

掲載された。 

 

 

 

 

優秀卒業論文（学部長奨励賞受賞） 

に、以下、現代社会及び地域生活に

おける諸課題を扱うものがある。 

『稲作からゆずへ－住民の語りか

ら描く高知県中芸地域のローカル

な歴史』、『高知県の製紙業における

http://www.kochi-u.ac.jp/international/
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「経営学特殊講義（IT・コン

テンツアカデミー ～企業

から学ぶ先端ビジネス～）」

「同（ビジネスイノベーシ

ョンのためのデジタルマ

ーケティング）」を新たに

開講し、現代社会の技術的

変化に対応する課題を考え

る授業に取り組んだ。 

事業継承を考える』、『女性のライフ

イベントと昇進の両立に関する一

考察』（県内企業とその女性従業員

にインタビュー）。 

 

ゼミ調査の成果として以下がある。

『増大するインバウンドと地域経

済』（調査報告書 2019年 3 月発行）。

「外国人実習生の問題」（2018年 6

月 2日付高知新聞記事）。 

 

「経営学特殊講義（IT・コンテンツア

カデミー）」の授業アンケートから、

学生が「現代の技術変化を知る」機

会、「社会的な技術活用を考える」

機会となったことがわかる。（資料： 

授業アンケート結果より） 
 

 

（5）進路・就職について

は、将来、組織の管理

監督および指導的職

位の候補者として公

務員、教員、企業・団

体等に就職、あるいは

大学院に進学する。現

在の高い就職率を維

持するとともに、個別

の特性と希望に応じ

たキャリア形成とキ

ャリア選択の向上を

はかる。 

【学部就職委員会活動】就

職活動支援イベントを企

画・開催し、アドバイザー

が学生の相談を受け指導

に取り組んだ。 

Ⅰ 学生向け就職オリエ

ンテーション 

1） 全学年の学生を対

象に、4 月に、オリ

エンテーション時

に学部作成の『就職

活動の手引き』を配

布した。 

2） 人文学部就職オリ

エンテーション（4

月 マイナビ講師） 

Ⅱ 教育向け就職指導 FD 

学部教員全員を対象に

7月に「2019年卒就職活動

の状況、2020 年卒学生の

就職活動ポイント」をテー

マに FD研修を開催した。 

Ⅲ 保護者向け就職説明

会 

1） 保護者を対象に、7

月と 11 月に学部就職

委員会が「就職活動説

明会」を開催。 

2） 新入生の保護者を

2019 年 3 月の学部卒業生の就職率

は 95.36％と、昨年に引き続き高い

数値となった。 

2019 年 3 月の卒業生は、就職は公

務員 42名、教員 5名、企業 179 名、

大学院に進学は 10名であった。 

（就職室による調査データ 2018年

5月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「保護者のための学生就職活動説

明会」により、学生の就職を取り巻

く環境や活動スケジュールへの保

護者の理解が深まった。（資料： 

2018年 7月 11月 就職活動説明会

アンケート） 
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対象に 4月に『就職活

動の手引き』を配布し

た。 

 

学部の専門科目のなか

で、職業関連教育を実施し

た。「経営学概論」、「人事

管理論」等の授業を通じ、

組織の管理監督および指

導的職位の候補者として

の知識や思考力を養成し

た。 

「地域ジャーナリズム論」

（新聞社の記者などによ

るリレー講義）、「地域ジャ

ーナリズム実習」（新聞記

者インターンシップ）、「経

営学特殊講義（IT コンテ

ンツアカデミー）」（IT 企

業人によるリレー講義）、

など、複数の授業に、企業

人を招聘し、職業上の専門

的知識や情報、実践につい

て講義や指導を行った。 

「行政法」の教員が早朝公

務員受験勉強会を開催し

た。 

 

7 月と 12 月に大学院進

学説明会を開催した。 

アドバイザーが進学指

導に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域ジャーナリズム実習」に参加

した学生からは、新聞記者として取

材し新聞記事を書く体験を通じ、就

職を考える機会になっている。（「実

習体験の記録と感想」より） 

 

「IT コンテンツアカデミー」の 1

学期履修者 81名中、62名（76.5％）

が「IT ビジネスについて興味がわ

いた、あるいは関心が高まった」。 

（「経営学特殊講義」アンケートよ

り） 

公務員への就職は 42名。 

（就職室による調査データ 2018年

5月現在） 

 

大学院進学者 10名、うち 2名が本

専攻科に進学。 

 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 80.6％ 76.8％ 73.3% 

就職率 96.0％ 95.8％ 95.4% 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 
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1-2-2-4教育環境の状況 

「総合自己評価」の数値より、 

1）活動比率のうちの「教育活動の比率」は、41％（2017 年度 42％）と前年度とほぼ変

わらず、4割を超えている。 

2）FD参加数は、101（2017年度 67）と前年度から 38増えた。 

3）講義時間は、共通教育が 2974（2017 年度 29067）、専門教育が 11537（2017年度 10783）

といずれも、前年度から増えている。 

以上、教育活動を実施する組織体制として、平均的な個人別活動比率は適正に保たれて

いるものの、全体の講義時間が増え、個別の研究、社会貢献、大学運営のあいだのバラン

スがとりにくくなってきていることが課題である。 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1） 1年次の「リサーチ・リテラシー」および 2年次の「グローバル社会と地域」の

授業において、複数の教員チームで、多様な研究調査法を指導し、人文科学と社

会科学の複眼的思考法、国際と地域双方からの問題の捉え方を養成した。 

（2） 「国際社会実習」（海外調査実習）と外国語実習、異文化理解関連授業を中心に、

国際人としての素養を身に付ける教育に取り組んだ。 

（3） 「社会制度設計論」「社会制度設計演習Ⅰ」「社会制度設計演習Ⅱ」および、複数の

「専門ゼミナール」において、地域社会における諸課題探究力の養成に取り組んだ。 

（4） 「経営学特殊講義」（前期：企業から学ぶ最先端ビジネス）（後期：デジタルマーケ

ティング）及び、「専門ゼミナール」において、AI、IoTなどの新技術を地域社会や

企業活動に活用する方法を考える能力の養成に取り組んだ。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（全学的な観点） 

（1）地域協働教育の推進による地域の再生・活性化への貢献 

（2）地域の課題解決型の実践的な教育・研究の展開 

（3）地域の雇用に関する課題への対応による地域貢献 

（4）地域課題体験プログラム 

（部局の観点） 

（1）地域の文化的資源の発掘・保存・発信を行う。 

（2）地域社会の課題の発見、原因究明、解決などに教育研究で貢献する。 

（3）地域の文化・社会に関わる諸機関と協働で教育研究を行うことにより地域社会の

活性化に貢献する。 

（4）国際社会あるいは地域社会で体験学習・実習等を行うことで社会的課題を解決す

る人材を育成する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

(1) 地域の文化にかかわる教育研究を行う。 

(2) 地域社会の課題に関わる教育研究を行う。 

(3) 地域の文化・社会・経済などに関して、地域の諸機関と協働し教育研究を行う。 

(4) 国際社会あるいは地域社会において体験学習・実習等の教育を行う。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

(1) 高知県、あるいは高知県を

含む圏域の文化にかかわ

る教育研究を行う。 

【国内調査実習】 

「高知県・中芸地域（安芸郡奈

半利町、田野町、安田町、北川

村、馬路村の 5 町村）におい

て、教員と学生が住民のライ

フヒストリー・インタビュー

作業を実施し文化人類学的な

研究を行った。 

学生、教員のインタビュー

データ約 50 名分から、結

婚・恋愛のエピソードを集

め、『サブストーリーコレ

クション 1 恋花—おばあ

ちゃんと女子大生が花を

咲かせる恋話』（冊子）を

作成。 

調査活動に参加した学

生らが、学生団体「やすく

らそう」を立ち上げ、イン

タビュー活動を中心に地

域活性化に取り組む。「安

田町学生地域活動支援事

業補助金」を獲得し、活動
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を継続中である。 

資料：①「（国内調査実習）

2018 年度 高知県・中芸

地域における「国際社会実

習」について」『2018 年度 

国際社会実習報告書』 

②2019年 2月 20日付高知

新聞に報告会の記事 

(2) 高知県、あるいは高知県を

含む圏域の地域的課題に

関わる教育研究を行う。 

【社会制度設計演習Ⅰ】 

「社会制度設計演習Ⅰ」にお

いて、空き家・地域起こし・環

境の地域的課題を扱い、それ

ぞれ高知法務局、地域の関企

業を訪問調査し解決策を考え

る授業を実施した。 

 

【専門ゼミナール活動】 

専門ゼミの調査活動として、

複数の学部内のゼミが地域の

関係機関と協働し地域課題に

取り組んだ。 

 

「社会制度設計演習Ⅰ」

は 、「 自 主 的 に 学 ぶ

（95.6％）」「授業時間外の

学修を促す（95.6％）」「学

外の調査・見学を実促す

（90.0％）」授業になって

いた（授業アンケート結果

より）。 

 

「社会制度設計演習Ⅱ」の

学生による調査報告、総務

省高知行政監視相談セン

ターと対談に関する記載

は、2018 年 11 月 14 日付

毎日新聞記事、2019年 1月

30 日付高知新聞記事に掲

載された。 

 

優秀卒業論文（学部長奨励

賞受賞）に、以下、高知県、

あるいは高知県を含む圏

域の地域的課題を扱うも

のがある。『稲作からゆず

へ－住民の語りから描く

高知県中芸地域のローカ

ルな歴史』、『高知県の製紙

業における事業継承を考

える』、『女性のライフイベ

ントと昇進の両立に関す

る一考察』（県内企業とそ

の女性従業員にインタビ

ュー） 

(3) 高知県、あるいは高知県を

含む圏域の文化・社会・経

済などに関して、地域の諸

機関と協働し教育研究を

行う。 

【ゆずと森林鉄道日本遺産協

議会、集落センターなかやま

と協働】「国際社会実習スタデ

ィツアー（国内調査実習）」で、

学生が地域機関の協力を得て

調査活動を実施した。 

 

【日本語教員養成課程】 

【総務省高知行政監視行政相

資料：①「（国内調査実習）

『2018 年度 国際社会実

習報告書』 

②2019年 2月 20日付高知

新聞に報告会の記事 

 

 

 

資料：『高知大学生とのカ
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談センターと協働】 

「社会制度設計演習Ⅱ」の

授業で学生が地域調査を行

い、行政評価局調査テーマ案、

高知県及び高知市の行政相談

事案を提示し、総務省高知行

政監視行政相談センターと、2

回、地域課題について対談し

た。 

  

【地域企業と協働】 

 専門ゼミナール活動にて、

高知県内スーパー・マーケッ

ト・チェーンと協働で、経営改

善課題と地域課題を探るイン

タビュー調査（300人回答）を

実施し、結果報告会を開催し、

2店舗の店長と対談した。 

 

【高知県産業創造課との協

働】 

県庁との協働により、「経営学

特殊講義（ITコンテンツアカデ

ミー）」を学内開講することに

取り組んだ。 

レッジミーティング』（行

政評価局調査テーマ案、行

政相談事案） 

（2018 年 11 月 14 日付毎

日新聞記事、2019 年 1 月

30日付高知新聞記事） 

 

 

 

 

 

『2018 年度 顧客アンケ

ート調査報告』を作成。 

 

 

 

 

 

 

 

「経営学特殊講義（ITコン

テンツアカデミー）」前期 8

履修学生 91名、後期履修学

生 24名。 

(4） 海外あるいは高知県にお

いて地域を学ぶ体験型学

習・実習等の教育を行う。 

【考古学調査】 

本学部考古学研究室と南国市

育委が再開した「田村城址」の

発掘調査に、考古学授業の一

環として学生が参加した。 

 

【地域ジャーナリズム実習】 

地元新聞社で記者としての仕

事を実践的に学ぶインターン

シップ型授業を行った。 

 

【国内調査実習等の実習】 

高知県安芸郡北川村等にて、

６月〜７月に、森林鉄道を巡

る住民からの聞き取り調査を

指導した。 

 

【社会制度設計演習】 

「社会制度設計演習Ⅰ」では、

空き家・地域起こし・環境など

の地域課題を学生がグループ

で調査実習を行った。 

 

「社会制度設計演習Ⅱ」にお

 

（2018年 9月 21日付高知

新聞記事）。 

 

 

 

 

資料： 履修生が作成した

新聞記事、感想文 

 

 

 

 

（2019年 2月 20日付高知

新聞に報告会の記事）。 

 

 

 

「河川の環境だけではな

く、その近くの町の活性化

の取り組みなどについても

知ることができた」等、地

域を体験して学んでいる（ 
授業アンケート結果より） 
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いて、地域課題について学生

が調査し解決策を考える授業

を指導した。 

 

【専門ゼミナール活動】 

複数の学部内のゼミが地域を

学ぶフィールドワークを導入

することに取り組んだ。 

 

 

 

 

（2018 年 11 月 14 日付毎

日新聞記事、2019 年 1 月

30日付高知新聞記事）。 

 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）「高知県・中芸地域において、住民のライフヒストリー・インタビューを実施し文

化人類学的な研究を行った。成果として、『サブストーリーコレクション 1 恋花

—おばあちゃんと女子大生が花を咲かせる恋話』（冊子）の作成、学生団体「やすく

らそう」の立ち上げ、「安田町学生地域活動支援事業補助金」を獲得があげられる。 

（2）「社会制度設計演習Ⅰ」では、空き家・地域起こし・環境などの地域課題を学生が

グループで調査実習を指導した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：教育学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：岡谷 英明 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 26 0 2 0 

准教授 15 0 4 0 

講師 20 0 3 1 

助教 3 0 2 0 

合計 64 0 11 1 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

【学校教育教員養成課程】 

（1）実践的指導力を持った教員の養成 

・４年一貫の教育実習授業の実施：フレンドシップ、観察実習、介護等体験、教育実習、

応用実習、教職実践演習 

・実習による実践的指導力および教育に対する熱意と使命感、子どもに対する共感性、リ

ーダーシップの育成 

・ボランティア活動等による主体的活動の育成と支援 

・介護等体験による協調性豊かな人間性と思いやり 

（2）教員に必要な学力と応用力の育成 

・共通教育、教科専門科目、教職科目による基礎学力の育成 

・教育学、心理学による子どもの全体像を深く把握する力の育成 

・ゼミ、プレゼンテーションによるコミュニケーション能力の育成 

・アカデミックな知識を実践現場で生かす力の育成 

・社会的問題に対応可能な情報収集力の育成 

・総合的判断能力・課題探求能力の育成 

・問題解決能力の育成 

（3）地域に根ざした教育の推進 

・地域に開かれた高等教育機関としての使命を果たす 

・教育委員会および教育現場、現職教員と幅広く交流、連携する 

・地域が必要とし、地域から認められる人材の供給 

・幅広く社会のさまざまな教育現場で活躍できる人材を育成 

・初等・中等教育に係る情報発信の基地となる 

・高知県内の教育機関との連携協力による地域の教育活動支援 

・学生の地域社会への自主的貢献活動の支援育成 

（4）国際通用性の育成 

・国際交流協定締結やプログラムに基づく積極的な教育交流 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）実践的指導力を持った教員の養成 

・附属学校教育センターと連携した「４年一貫した実習系授業」の実施 

・教職実践演習および教材開発演習を実施し，実践的指導力を養う 

（2）教員に必要な学力と応用力の育成 

・内部質保証委員会の設置 

・ＴＡの活用を促進した学生の理解度の向上 

（3）地域に根ざした教育の推進 

・教育ボランティア活動の推進 

・附属校園を活用した教員養成の充実 

（4）国際通用性の育成 

・小学校英語に対応したカリキュラムの検討 

・協定校との国際交流の推進 
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1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

(1)教育組織改革に対応した学部組織の見

直しを図る 

教育組織改革に対応した学部組織の運営

をモニタリングするために運営委員会を組

織し、組織改革についての議論を行った。 

従来の教育実習は教育学部附属教育実践

総合センターが中心となって行っていたが、

同センターが教職大学院附属学校教育研究

センターに組織改編されたので、平成 30 年

度の教育実習は教育実習系委員会を中心に

運営することとした。それにともなって、教

育実習系授業の見直しを行うために教育実

習系授業見直しワーキングを組織した。 

平成 33 年度入試改革に向けて昨年度組織

した部会を本年度も継続した。 

(2)ＦＤの活用により，教員の意識向上を

図る 

 教育に関するＦＤを 4回開催し、教職員の

教育に対する啓発に努めた。 

 
ＦＤの取組状況 

平成 30年度には、以下のＦＤを行った。 

１ 「欠席の多い学生・成績不振学生との面談における留意点」（５月１６日 

  講師：坂本智香 学生総合支援センター修学支援ユニット長（特任講師））   

２ 「育児と介護制度の説明会」（６月１３日 講師：小島優子 安全・安心機構 男女共

同参画推進室支援ステーション長（准教授）） 

３ 「情報セキュリティについて」（１月９日 講師：山中学術情報課長） 

４ 「高知県公立学校教員採用について」（２月１３日 講師：高知県教育委員会事務局

教職員・福利課） 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

(1)教職大学院附属学校教育センターと連

携した「４年一貫した実習系授業」を実

施する 

従来の教育実習は教育学部附属教育実践

総合センターが中心となって行っていたが、

同センターが教職大学院附属学校教育研究

センターに組織改編されたので、平成 30 年

度の教育実習は教育実習系委員会を中心に

運営した。 

組織改編にともなって生じた課題につい

ては、平成 30 年 6 月に、教育実習系委員会

業務についての協議を開催し、解決した。 

また、教育実習系授業の見直しを行うため

に教育実習系授業見直しワーキングを組織

した。教育実習の実施時期に関するアンケー

ト調査を行った。  

(2)教職実践演習および教材開発演習を実

施し，実践的指導力を養う 

教育実習の振り返りを行う「教材開発演

習」を、教職専門教員と教科専門教員の連携
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により実施した。その結果、学生の教育実習

における学びの見える化が実現した。教職専

門教員と教科専門教員の協働もさらに進ん

だ。 

教育学部学校教育教員養成課程以外の学

生が履修する教職実践演習を、高知県教育セ

ンター指導主事等の協力を得ながら実施し、

学生たちの実践的指導力を養うことに貢献

した。 

(3)内部質保証委員会を設置する 教育学部内に、内部質保証委員会を設置

し、平成 30 年度第２学期の成績評価分布一

覧表等に基づき、成績分析を行い、７月の学

士課程運営委員会において報告を行った。 

(4)ＴＡの活用を促進し、学生の理解度を

高める 

ＴＡならびにＳＡの活用を促進し、ＴＡ１

１名ならびにＳＡ１名がＴＡとして授業の

理解を助ける役割を果たした。ＴＡ・ＳＡア

ンケートからは、学生が教員になるための有

意義な機会が与えられたと考えていること

がうかがえる。 

(5)教育ボランティア活動を推進する 高知市教育委員会と連携して学生を 68 名

高知市内の学校等へ学習ボランティア等で

派遣した。国立室戸青少年自然の家ボランテ

ィアリーダーなど正課外活動における教育

ボランティア活動を支援した。 

(6)附属校園を活用した教員養成の充実を

図る 

附属学校園において、「実践に学ぶ指導法」

という講義を行い、学生は附属学校の教員か

ら実践的な学習指導案の書き方を学び、実践

力を養った。 

11 月に附属中学校で「新学習指導要領理

解のための学習観－社会構成主義学習論を

中心に－」という公開研究会が開かれ、教育

学部生が参加し、新学習指導要領の本質を学

習した。 

1 月に附属学校園と大学とをテレビ会議

システムで中継し、公開授業研究会を行っ

た。学生は附属学校園の授業およびその後の

検討会に参加し、授業研究についての知識を

獲得した。 

3月に教育学部が主体となって「教員養成

改革の方向性」というシンポジウムを開催

し、附属学校教員がシンポジストとして参加

し、80名を超える学生が参加した。 

(7)小学校英語に対応したカリキュラムを

検討する 

5月に国際教育講演会「英語教育改革の動

向について（小・中・高＋大学入試）」（講師：

文部科学省初等中等教育局国際教育課小幡

泰弘）を開催し、教育学部生 130 名､高知県

教育委員会から 10名が参加した。 

文部科学省の委託事業「小学校英語教科化

に向けた専門性向上のための講習の開発・実
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施」に採択され、のべ 202名の参加があった。 

学長裁量経費「英語教育推進のための高知

大学版 Can-Do リストの開発」に採用された。 

(8)協定校との国際交流を推進する 現在、教育学部が申請の主たる部局となっ

ている協力校が 16 校、教育学部が共同申請

部局となっている協力校が 16 校ある。この

うち 4校について更新を行った。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の取

組に対応する結果を記載）

（成果を示す指標（卒業率，

就職率など），エビデンス，

資料名も記述すること） 
（1）学生支援委員会を中心に

教職キャリア形成支援を充実

させる 

学生支援委員会を中心に、

教員採用試験に向けてのガイ

ダンスおよび模擬面接・模擬

授業指導等を行っている。 

学校教育教員養成課程の

卒業生は，実質就職率（就

職者÷就職希望者）が

99.25 ％で，就職未定者は

1 名である。就職者のうち，

教員就職者は 97 名で，教

職以外の公務員・企業等へ

の就職者が 36名である。昨

年度と比べて，教員就職者

が 29名増加し，教職以外就

職者は 15名増加した（就職

室資料：令和元年 5 月 1 日

現在）。この結果，教員就職

率（教員就職者÷卒業生）

は 69 ％で，昨年度よりも 4

ポイント程度増加した。ま

た，正規教員採用者数は 57

名で，昨年度より 3 名増加

した。教員就職率は昨年度

よりも若干増加し，正規教

員採用者数も，前年度を超

える，高い数値を達成した。 

（2）後援会や同窓会，教育委

員会と連携，協力して学生支

援を強化する 

学生支援委員会および同窓

会、後援会の連携を強め、ま

た、高知県教育委員会や元校

長や現職教員の協力を得て、

教職キャリア支援の内容と方

法をより効果的なものに改善

した。 

 

学部の教員就職者は，正

規教員 57 名，臨時教員 40 

名で，計 97名であった。昨

年より 20 名増加した。ま

た，高知県公立学校教員採

用候補者の正規就職者数は

30 名で、昨年度の 26 名を

大きく上回った。ここ 5 年

間では、特に小学校教員採

用試験の合格者数が増加傾

向にある。 
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【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 91.5％ 91.5％ 92.9％ 

就職率 96.7％ 100.0％ 99.25％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

教育学部構成員が教育活動に従事したエフォートは 37%であり、目標である 30％を超え

ている。過去 2年間を見てもほぼ同様のエフォート数であり、教育に十分な時間を割いて

いる。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）教育実習の振り返りを行う「教材開発演習」を，教職専門教員と教科専門教員の連

携により実施した。その結果，学生の教育実習における学びの見える化が実現した。

教職専門教員と教科専門教員の協働もさらに進んだ。 

（2）学校教育教員養成課程の卒業生は，実質就職率（就職者÷就職希望者）が 99.25 ％

で，就職未定者は 1名である。就職者のうち，教員就職者は 97 名で，教職以外の公

務員・企業等への就職者が 36名である。昨年度と比べて，教員就職者が 29名増加し，

教職以外就職者は 15 名増加した。この結果，教員就職率（教員就職者÷卒業生）は

69 ％で，昨年度よりも 4 ポイント程度増加した。また，正規教員採用者数は 57 名

で，昨年度より 3名増加した。教員就職率は昨年度よりも若干増加し，正規教員採用

者数も，前年度を超える，高い数値を達成した。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

高知県下唯一の教員養成機関として，蓄積した専門知識を生かし，地域の教育・文化の

充実と発展に寄与する。 

（1）人材育成および研究を通じた地元教育界への貢献 

（2）教員の資質向上のための研修機会を提供する 

（3）児童・生徒または保護者・教師に対して教育相談・発達相談活動を行なう 

（4）地域社会・学校の求めに応じて教育知識を普及するために講演会活動を行なう 

（5）教育行政機関等と連携協力すると共に，各種委員会・審議会活動に参加し，教育行

政等の発展に寄与する 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）学部と教育委員会との組織連携をより密接に図り，養成と採用の一体化を目指す 

（2）教員の資質向上のための組織的な研修講座を開くとともに，地域社会・学校への講

演会活動，研究会活動を推進する 

（3）教育相談・発達相談活動，スクールカウンセラー，心理・教育相談活動，教師への

コンサルテーションを積極的に行う 

（4）教育行政機関等での各種委員会・審議会活動に積極的に寄与する 

（5）附属校園を中心とした研修を推進する 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）高知県教育センターとの

連携事業を推進する 

高知大学教育学部附属教育

実践総合センターを、高知大

学大学院教育実践高度化専攻

附属学校教育研究センターへ

と改組し、教育学専攻長が附

属学校教育研究センター運営

委員会の委員となり、連携事

業を推進した。 

高知県教育センターと

合同で教育羅針盤を開催

した。 

（2）高知ＣＳＴプログラムを

実施する 

高知ＣＳＴプログラムを展

開し、教育委員会と連携して

高知県における理数系教員の

育成を実施した。 

今年度の養成実績は 14

名（うち修了者６名）であ

った。 

（3）附属学校教育研究センタ

ーを中心に研修，講習を開

設する 

 教育学専攻長が附属学校教

育研究センター運営委員会の

委員となり、研修事業を推進

した。 

道徳研修講座、学校組織

マネジメント、教育力向上

などの 24 件以上の研修を

県内教員に対して実施し
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た。 

高知市教育委員会と連

携して学生を 68 名高知市

内の学校等へ学習ボラン

ティア等で派遣した。 

（4）免許更新講習，認定講習

を実施し教員研修に応え

る 

必修領域・選択必修領域専

門部会および選択領域専門部

会を開催し、免許更新講習、

認定講習を実施し教員研修を

企画実施した。 

教員免許更新講習は 50

講座を開設し、866名の受

講者があった。 

発達障害教育の認定講

習を実施し、のべ 603名以

上の受講者があった。 

「小学校外国語教科化

に対応した外部人材活用

促進等のための講習」を実

施し、のべ 202名の受講者

があった。 

 

（5）附属校園の研修を充実し，

地域の拠点となる 

高知大学附属学校園拠点機

能推進委員会を開催して、附

属校園の研究及び研修を充実

した。 

高知大学附属学校園拠

点機能推進委員会におい

て附属学校園の研究につ

いて高知県教育委員会と

意見交換を行い、高知県の

教育課題に対応した附属

学校園の研究の方向付け

を行った。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知大学附属学校園拠点機能推進委員会において附属学校園の研究について高知県

教育委員会と意見交換を行い、高知県の教育課題に対応した附属学校園の研究の方

向付けを行った。 

（2）「小学校外国語教科化に対応した外部人材活用促進等のための講習」を実施し、の

べ 222名の受講者があった。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：理工学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：鈴木 知彦 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 43 3 1 0 

准教授 30 0 4 1 

講師 15 0 1 0 

助教 6 0 1 0 

合計 94 3 7 1 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

高知大学は，幅広い教養と高度で実践的な専門能力を身に付け，地域社会や国際社会の健

全な発展に貢献できる人材を育成することを目標としている．その中でも「環・人共生」の

精神に立って地域が直面する諸課題を自ら探求し，解決策を提案できる人材の養成に重点を

置いている． 

以上の全学的方針に沿って，理工学部は，総合的な教養及び理学や理工学に関する専門的

知識と，理工学的な視点を有しグローバル化する社会の中で自らが課題を発見しそれを解決

していける能力を身に付けさせ，地域社会や国際社会において，地域イノベーションの創出

と持続可能な社会づくりに貢献できる人材を育成する． 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

以下に，理工学部５学科の教育活動の目的を記す． 

(1) 数学物理学科 

数学分野と物理学分野の各専門分野に関する知識を学ぶことで自然科学の基礎となる理

論を理解し，さらに論理的思考力や問題解決能力を強固に身に付け，それらを用いることに

より，基礎理学の進展と応用を目指し，社会における様々な理系分野で独創性を発揮して活

躍できる人材を育成する. 

 

(2) 情報科学科 

情報科学分野に関連の深い数学や物理学の学習を通して論理的思考力を身に付けさせ，さ

らに，計算システム科学，ソフトウェア科学，数理情報科学の各分野での教育研究を通じて，

情報科学の基礎から応用までソフトウェアとハードウェアの両面にわたり高度情報化社会

で幅広く活躍できる研究者や技術者を育成する． 

 

(3) 生物科学科 

分子・細胞から生態系までの様々なレベルにおける生物学の知識に加え，進化の歴史も踏

まえた幅広い総合的な観点からの生物科学の知識を有し，野外調査や実験手法の基礎も身に

付け，国内外の様々な地域に根ざした環境教育や生物多様性や自然環境の保全に資する人

材，あるいはバイオ・食品関連産業などを担える人材を育成する． 

 

(4) 化学生命理工学科 

 理学的思考と工学的思考をシームレスに連携させた教育研究を通して，化学と生命科学に

関する専門知識をもとに，新しい物質材料の創製，機能物質の開発やグリーンケミストリー，

ライフサイエンス及びバイオテクノロジー等の様々な課題に対応し，社会の要請に柔軟かつ

創造的に対応でき，豊かな人間性や崇高な倫理観を併せ持ち，国際的にも活躍できる人材を

育成する. 

 

(5) 地球環境防災学科 

地球構成要素の特性，自然現象の発生機構，自然災害の進行準備過程，災害に対する生命

財産と構造物の保全策などの教育を行い，総合的な防災力を兼ね具え，持続可能な自然共生

型社会の構築・発展に貢献できる人材を育成する. 
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1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 
 理工学部は教育実施体制を下記のように

整備する． 

① 理工学部（総定員 240名）に５学科（数

学物理学科（学生定員 55名），情報科学科

（学生定員 30名），生物科学科（学生定員

45 名），化学生命理工学科（学生定員 70

名），地球環境防災学科（学生定員 40名））

を置く．数学物理学科には，数学コースと

物理科学コースの２コースを置く． 

 

 

② 各学科は，AC期間中は以下の教員数で教

育にあたる：数学物理学科（15名），情報

科学科（10 名），生物科学科（15名），化

学生命理工学科（20名），地球環境防災学

科（18 名）． 

③ 専門科目においては，数学物理学科及び

生物科学科は基礎理学に重点を置き，情

報科学科，化学生命理工学科，地球環境防

災学科は基礎理学と工学の両輪を学ぶ教

育課程を提供する．また，理工学マインド

の育成のために，学部生全員に，理工系数

学，科学者技術者倫理，リスクマネジメン

ト，キャリアデザイン等の必修科目を課

す． 

 

 理工学部は，教育改善に取組む体制とそ

の役割を以下のように定める． 

① 理工学部運営会議 （役割：改革改善の

方向付け） 

② 理工学部学科長・施設長会議（役割：学

科間の意見調整，及び教育改善の議論） 

 

③ 理工学部学務委員会 （役割：教育プロ

グラム作成，各種 FD 活動の企画実施） 

 

 

① 理工学部２期生として，数学物理学科 57

名（学生定員 55名），情報科学科 33名（定

員 30名），生物科学科 45名（定員 45名），

化学生命理工学科 74 名（定員 70 名），地

球環境防災学科 40名（定員 40名）の入学

者があり，合計は 243名であった（超過率

は 1.3 ％）．入試の実質競争倍率は 2.68 倍

であり（全ての入試形態の平均）前年度

（5.29倍）よりも低下した． 

② 数学物理学科（15名），情報科学科（10名），

生物科学科（15名），化学生命理工学科（20

名），地球環境防災学科（18 名），合計 78

名の教員で理工学部の教育にあたった． 

 

③ 予定通り，数学物理学科及び生物科学科は

基礎理学に重点を置き，情報科学科，化学

生命理工学科，地球環境防災学科は基礎理

学と工学の両輪を学ぶ教育課程を提供し

た．学部生全員に，理工系数学，科学者技

術者倫理，リスクマネジメント，キャリア

デザイン等の必修科目を実施した． 

 

 

 

 

 

① 理工学部運営会議を 10 回開催し，改革改

善の方向付け及び情報共有を行った． 

② 理工学部学科長・施設長会議を 10 回開催

し，学科間の意見調整，及び教育改善の議

論を行った． 

③ 理工学部学務委員会を 11 回開催し，教育

プログラムのチェック，各種 FD 活動の企

画実施を行った． 

 
ＦＤの取組状況 

 

理工学部は，以下の９件の FDを理工学部教授会として開催した（理学専攻／応用自然

科学専攻と共催）． 
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1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
学部共通の教育に関する内容 

① イノベーションの創出に関わる，あるい

はそれに強い関心を持ち，理工学の視点

から防災も含めたリスク管理に関する基

礎知識を身に付けた人材を育成するため

に，理工学の基礎となる「数学概論」に加

え，学部共通科目として，「理工系数学」，

「科学者・技術者倫理」，「防災理工学概

論」，「リスクマネジメント」，「理工学研究

プロポーザル」を配置する（必修）． 

② 企業経営者等から働くことの意義を学

ぶ「キャリアデザインⅠ」，「キャリアデザ

インⅡ」を選択必修科目にするとともに，

実践的な地域密着型企業研究やインター

ンシップに取り組む「実践キャリアデザ

イン」を配置する. 

 

③ グローバル社会への対応として，「英会

話」（共通教育：１年次），ネイティブスピ

ーカーによる「科学英語」（２年次），「理

工学英語ゼミナールⅠ」（３年次），「理工

学英語ゼミナールⅡ」（４年次）を体系的

に学ばせる（必修）． 

④ ＧＰＡによる成績評価の確認を行うと

ともに，アドバイザー教員による履修指

導（個人面談）を実施することで学習到達

度を把握する． 

⑤ ｅポートフォリオを用いて学生の学習

 

① 初年次学生に対して，理工学の基礎となる

「数学概論」に加え，学部共通科目の「理

工系数学」，「科学者・技術者倫理」（いずれ

も必修）を開講した．二年次生に対しては，

「防災理工学概論」，「リスクマネジメン

ト」を開講した（必修）． 

 

 

 

② 技術系講師陣による「キャリアデザイン

Ⅰ」，経営／地域／環境系講師陣による「キ

ャリアデザインⅡ」（選択必修）を開講し

た．それぞれ，103名，51名が受講した．

授業の感想，今後の進め方等を講師陣と議

論する「意見交換会」を全講義終了後に実

施し，今後の運営に活かした． 

③ 二年次生に対して，ネイティブスピーカー

による「科学英語」（必修）を開講し，それ

ぞれの専門分野に近い話題を材料にした

内容を学ぶことにより，実践的な英語力を

身につけさせた． 

 

④ 年に２回行うアドバイザー教員による履

修指導（個人面談）の際に，ＧＰＡによる

成績評価と学習到達度の確認を行った． 

 

⑤ 理工学部 1，２年生に対する年２回の面談
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の質を保証し，実践的学修と理論的学修

の統合を図る． 

 

 

⑥ 教員が理工学的視点を持つための FD 等

を充実する（授業とリンクさせた教員向

けのＦＤの実施）． 

 

 

 

⑦ 地域社会の有識者の意見を学部運営に

反映するため，「理工学部運営委員会」を開

催する． 

 

 

 

 

 

 

 

 各学科に関する教育内容 

① 各学科では，専門分野に関する「学科基

礎科目」，「学科専攻科目」を開設する． 

② 「学科基礎科目」の中で，学士（理学）

を授与する「数学物理学科」，「生物科学

科」では「理学情報処理演習」を，学士（理

工学）を授与する「情報科学科」，「化学生

命理工学科」，「地球環境防災学科」では，

「理工学情報処理演習」を必修科目とし

て指定する．また，学士（理工学）を授与

する学科においては「物理学概論」を必修

科目として学ぶことで，工学系科目を履

修するに当たって必要とされる物理学の

基礎的知識を身につける． 

において，ｅポートフォリオへの活用を説

明し，入力を促した． 

 

  

⑥ 教員の理工学的視点の醸成のための FD を

４件実施した（6 月 13 日，9 月 12 日，10

月 10日，11月 13日）．理工学部教員の参

加者数は，それぞれ，62名，56名，59名，

52名であった． 

 

⑦ 地域の有識者６名および理工学部教員５

名から構成される「理工学部運営委員会」

を３月７日（16時から 18時）に開催し，

今後の理工学部の取り組みに対する意見

を伺った．前年度に外部委員から指摘のあ

った広報活動の強化については，受験倍率

が低下した学科が，四国内の全ての高等学

校を訪問する取り組みを行ったことなど

を報告した． 

 

 

① 各学科で，専門分野に関する「学科基礎科

目」，「学科専攻科目」を開設した． 

② 「学科基礎科目」の中で，学士（理工学）

を授与する学科においては「物理学概論」

を必修科目として指定し，工学系科目を履

修するに当たって必要とされる物理学の

基礎的知識を身につけさせている（１年次

から履修開始）．また，学士（理学）を授与

する学科では「理学情報処理演習」を，学

士（理工学）を授与する学科では，「理工学

情報処理演習」を必修科目とした（2年次

履修開始）．  

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成した

ものを記載） 
取組状況（左記に対応する取組を記載） 教育活動の成果

（左記の取組に対

応する結果を記

載）（成果を示す

指標（卒業率，就

職率など），エビ

デンス，資料名も

記述すること） 
総合的な教養及び理学

や理工学に関する専門的

知識のみならず，理工学的

な視点を有しグローバル

理工学部の取り組み 

① 理工学部の各学科は 4 月のオリエンテー

ションにおいて，理工学部教育課程，及び

教員免許取得に関する履修方法を徹底し

 

理工学部履修案内

（平成 29 年度入学

生対象） 
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化する社会の中で自らが

課題を発見しそれを解決

していける能力を身に付

けさせる．これにより，地

域イノベーションの創出

と持続可能な社会づくり

に貢献できる理工系人材

を育成できる． 

て指導した． 

② 理工学部の各教員は，設置申請書に記載

した通りの授業を実施した．また，授業ご

との成績評価の方法はシラバスに明記し，

受講生に周知することで，明確かつ厳格な

成績評価を行った（成績分布は eポートフ

ォリオ上で公開）．成績分布が適切でない

授業については，担当教員にその理由書を

提出させた．また，成績評価に対する異議

申立て制度を運用した． 

③ 理工学部１年生の成績優秀者（GPA 3.0以

上）は 20名，2年生は 18名であり，昨年

度と同程度であった． これらの数値は理

学部時代よりも低いが，理工学部各学科で

の成績評価がより厳格になったためと思

われる． 

 

理学部の取り組み 

① 理学部生において，過去４年間（平成 27-

30 年度）の標準修業年限（４年）を超え

て在籍している学生数（留年者数）は，80

名，76 名，68 名，57 名と順調に減少し

た．平成 22-24 年度には 100 名を超えて

いたことを考えると，留年生は確実に減

少している．  

② 理学部生において，平成 28-30 年度の３

年間の休学者数は， 44名，38名，41名

とほぼ一定である．休学者が最も多い学

年は 4 年次であり，休学理由としては，

「経済的理由」「進路再考」が多かった． 

③ 理学部生において，平成 27-30 年度の４

年間の退学者数は，31名， 28名，21名，

34名であった． 

④ 理学部生は教員希望者が多いが，平成 30

年度は，正規教員として 10名，臨時教員

として 20名が教職に就いた． 

⑤ 理学部では平成 20年度から，教育コース

ごとに学士力確認試験により 4 年間の学

修成果の確認を行い，卒業生に学士力が

身についていることを保証して社会に送

り出している．学士力は以下の 4 項目に

分類し，卒業研究での取り組みを含んで，

口頭試問や筆記試験により評価を行って

いる：１．プレゼンテーション能力，２．

課題探求能力（課題発見能力・課題解決能

力），３．理学士としての基礎能力（数学

力、科学英語理解力，情報スキル能力），

４．専門分野基礎知識．すべての項目で 60

点以上を合格とし，クリアできるまで再

試験を行っている．多くの学生は 4 年間

の学習を復習してから受験しているの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 回理工学部入

学および卒業に関

する委員会（資料） 
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で，基礎知識を再確認する意義は大きい．

平成 30年度卒業生 264名は，全員，学士

力確認試験に合格した． 

⑥ 標準修業年限内での卒業率は年々上昇

し，平成 30 年度 3 月卒は 91.4％に達し

ている（H27：79％， H28：82.9 ％, H29： 

83.4 ％）． 

⑦ 地域志向科目として，１学期に，理工学部

で４科目(防災理工学概論,地震地質学,

野外調査法基礎, 動物分類学),理学部で

５科目(ベンチャービジネス論 IV,専門情

報処理演習(化学）,専門情報処理演習(応

用化学),野外巡検Ⅰ,資源鉱物学)を開講

し，２学期には，理工学部５科目(キャリ

アデザインＩ, キャリアデザイン II, 植

物分類学, 生態学, 構造地質学),理学部

５科目(基礎ゼミナール（化学）, 野外調

査実習, 基礎ゼミナール（応用化学）, ベ

ンチャービジネス論 I, ベンチャービジ

ネス論 II)を開講した． 

⑧ 平成 30年度には，17科目の専門講義科目

において第５週／15 週アンケートを実施

し，授業改善に努めた． 

 

理学部生の受賞状況 

① 理学部の学生４名が，優秀な卒業論文に

対して「理学部長賞」を受賞した． 

② 2018年度 JSiSE 学生研究発表会で，理学

部応用理学科情報科学コースの河邉倫さ

んが「優秀学生賞」を受賞した． 

 

理学部学生による評価 

 10 年以上継続して行っている卒業予定者

および卒業後３年目のアンケートの集計結

果を Web上で公表した（集計と分析の済んだ

平成 29 年度分まで）．「総合的に考えて高知

大学理学部で学んでよかったと思うか」との

問いに対しては， 95％以上の学生が学んで

よかったと回答した．アンケートでは，「大学

生活で満足できたものとその理由」，「満足で

きなかった授業とその理由」，「理学部の標準

履修モデルについて」，「授業の難易度や実習

実験等について」，「成績評価」，「アドバイザ

ー教員の指導・支援」，「高知大学の就職支援

活動」などを問うている．詳細については教

育コースごとに，理工学部 HP に掲載してあ

る. 

  

 

 

理学部生の就職進学状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理工学部 HP 

(http://science.c

c.kochi-

u.ac.jp/info/dtl.
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① 平成 30年度の理学部卒業生の就職率（就

職希望者に対する就職者の割合）は前年

度より若干低い 94.4 ％であった．卒業

者 256 名のうち，就職希望者は 162 名で

ある．県外への就職者数は 117 名，県内

への就職者は 36名（22 ％）であった．  

② 進学者を除く卒業者に占める実就職者の

割合は 87.4 ％であり，昨年度より約

４ ％低下した．  

③ 産業別にみると，「公務員・教員」，「製造

業」，「情報通信業」，「金融・保険業」が上

位を占め，この傾向は昨年までと大きく

変わらない．公務員就職者は 29名（29年

度 28名），教員就職者は 27名（29年度は

30名）であり，昨年度と同程度であった．

卒業生に対する公務員及び教員就職者の

割合は 22 ％である． 

④ 「就職未定者」または「就職を希望しない

もの」に分類される学生は 22名（29年度

は 16名）おり，そのうち 10名（29年度

は７名）は公務員または教員の再受験を

目指している．両者ともその数は昨年度

より増加した．  

⑤ 進学率（進学者/卒業者）は 31.6 ％であ

り（進学者数 81名），29年度（27.7 ％）

より増加した．内部への進学者は 53名で

あり，34 名が外部へ進学している．外部

進学者の割合は 35 ％に達し，今後，専攻

内で魅力ある大学院教育を早急に検討す

る必要がある． 

⑥ 教員免許状の取得者数は，中学校数学／

理科 43名，高等学校数学／理科 74名（高

等学校情報１名を含む）であり，免許総数

で 117件，免許取得学生実数で 74名（卒

業生の 28 ％）と昨年度より５％程度減

少した． 

 

 

理学部生への就職支援  

①  ベンチャービジネス論 IV を平成 30 年

5 月下旬から 10 月上旬にかけて開講し

た．学外での実習や陶芸の体験などを通

して地域の活性化を考え，新たな価値観

でベンチャービジネスを考える内容に取

り組んだ（受講生は 4 名）．  

② オープンキャンパスにて，高校生とその

保護者に理学部の就職状況や就職支援に

ついて説明と個別面談を行った． 

②  平成 30年 9 月 16 日に第４回理工学部

／理学部保護者会を開催し，学部が取り

組む就職支援について説明を行い，その
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後，個別相談会を開催した． 

③  平成 30 年 11/18～12/8 に企業人等の学

外講師 16 名による「ベンチャービジネ

ス論 I」及び「ベンチャービジネス論 II」

を開講した．理学部生の履修登録者は合

計 89 名であった． 

④  ベンチャービジネス論担当の学外講師

と教員との意見交換会を平成 30年 12 月

20 日に実施した．講師 7 名に出席して

いただき，今年度の実施内容及びアンケ

ート結果に基づく意見交換を行った． 

⑤  各教育コースの就職担当を通じて，全学

実施の企業就職ガイダンス，インターン

シップガイダンス，就職模擬試験，就活直

前対策講座，面接対策実践，業界研究セミ

ナー，公務員就職ガイダンス・セミナー，

教員就職ガイダンス・セミナーなどへの

参加を学生に呼びかけた． 

⑥ 理工学部就職委員長は，⾼知県産業創造

課からの依頼により⾼知へ進出を検討し

ている企業との関係作りのための⾯談，

教員採⽤試験の際に⼤学推薦を希望する

学⽣との⾯談，マイナビとの打ち合わせ，

企業の採⽤担当者との⾯談を行った． 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率（％） 82.9 83.4 91.4 

就職率（％） 94.5 96.2 94.4 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

※数値は理学部のもの 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

理工学部を構成する教員の自己評価集計結果から，教育活動にエフォートの 37％が割り

当てられ（前年度も 37％），総講義時間も前年とほぼ同様の，共通教育 935 時間，専門教

育 10600時間であった（一人当たりの平均で，それぞれ 10時間，113 時間）． 

 

教員は，教育活動に 30％以上のエフォートを割り振って活動していることや実際の講義

時間数から,教育活動を実施する理工学部の組織体制は適切であると判断される． 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

(1)学士力確認試験の実施による卒業生の学士力の担保（理学部）．学士力は以下の 4 項目

により評価：１．プレゼンテーション能力，２．課題探求能力（課題発見能力・課題解決

能力），３．理学士としての基礎能力（数学力、科学英語理解力，情報スキル能力），４．

専門分野基礎知識．すべての項目で 60点以上を合格とし，クリアできるまで再試験を行
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った．これにより，卒業生の学士力が担保されている．これにより，標準修業年限内での

卒業率は年々上昇し，平成 30年度は 91.4 ％に達している（H27：79.0 ％， H28：82.9 ％, 

H29： 83.4 ％）． 

(2)キャリア教育の充実 ：キャリアデザイン I,II（旧ベンチャービジネス論 I,II）及び理

学部生向けベンチャービジネス論 IV（野外実践形式）を開講した． 

(3)地域社会が期待する理工学部のあり方を知る目的から，地域社会で活躍されている企業

人等を講師に迎え，教員向け FD講演会 を年 4回開催している． 

 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

11/理工学部 
33/368 

４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）国立大学が社会全体に貢献する公共的存在であることを，理工学部教員は常に自覚し

て行動する． 

（2）理工学部の教育研究活動を通して育成した人材，深い学識と技術，将来的課題を見抜

く視座を社会に還元し，地域・国際社会に広く貢献する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）理工学部の教育を通じて，地域・社会のニーズにあった人材を育成する． 

（2）理工系学科（情報科学科，化学生命理工学科，地球環境防災学科）や理工学部附属「水

熱化学実験所」「地震観測所」を核として，要請に応じて企業等に知識技術を提供する． 

（3）高大連携協定に基づき，出張授業や体験入学･体験実験等を実施し，高等学校の数学・

理科教育を支援する． 

（4）国際・地域連携センターと協力して市民の啓蒙活動を促進する． 

 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
取組の成果（左

記の取組に対応

する結果を記載）

（成果を示す

指標，エビデン

ス（外部の意見

や反応，評価も

含む），資料名

も記述するこ

と） 
（1）オープンキャンパス等での

理工学部／理学専攻／応用

自然科学専攻の広報と，地

元の高校生の受入の促進 

オープンキャンパスでは，午前中に理工

学部５学科の学科紹介及び入試概要の説

明に引き続いて，学生，大学院生による

学科（コース）の教育や大学生活の紹介

を行った．午後は，学科別企画として，

講義や研究紹介，研究室訪問などを行っ

た．参加者数は昨年度より 150人ほど多

いおよそ 350人であった．  

理工学部／理学専攻の広報活動として，

平成 30年度は県内外の高校等を中心に，

昨年度とほぼ同数の 10 件の進学ガイダ

ンス等を行った． 

平成 30年度の出前授業として，昨年度

とほぼ同数の 11 件の講義を県内外の高

校に対して行った． 

左の「取組状況」

に記載のとおり 

（2）「高知大学と高知県教育委

員会の連携事業に関する

７月 14，15，21，22，23日の延べ５日

間「自然科学概論」（主管校 高知西高校）

左の「取組状況」

に記載のとおり 
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協定」に基づいた，高大連

携事業「自然科学概論」「高

校生のためのおもしろ科

学講座」の推進 

を実施した．テーマは，「DNA フィンガー

プリント法による科学検査体験」，及び

「交流信号の物理学～LCR 共振と整流平

滑回路～」である．参加者は，県内４校

からの 21 名であった（昨年は，５校 22

名）．最も参加者が多かった岡豊高校から

は 10名が参加した． 

７月 29，８月５，７，９，18，19日の

延べ６日間，「高校生のためのおもしろ科

学講座」（主管校 高知小津高校）を実施

した．テーマは，「次世代３Ｄ映像技術」，

「パズルで体験する情報の数理」，「使い

やすさとは何か？」，「ニューラルネット

で人工知能」，「ノーベル賞の技術を体験

しよう１：ペプチド固相合成，２：ペプ

チドの質量分析」，「地球の環境と災害へ

の備え」，「地すべり・土砂災害の判別方

法とプレート運動や地球環境変動の地層

観察」と多様である．参加者は，県内６

校からのべ 31名であった（昨年は，6校

38 名）．本年度は，台風のため初日のス

ケジュールが全て中止となった． 

（3）理工学部／理学専攻／応

用自然科学専攻教員の学

外活動（各種審議会委員，

講演会講師，出前授業講

師）の支援 

理工学部／理学専攻／応用自然科学専

攻教員の学外活動（各種審議会委員，講

演会講師，出前授業講師，進学ガイダン

スへの参加）のインセンティブとして，

担当者に対して相応な評価を行った． 

① 理工学部の米村教授が，科研費の助

成を得て 8 月 6 日に「ひらめき☆と

きめきサイエンス－ようこそ大学の

研究室へ－KAKENHI：光学異性体の識

別に挑戦！ ～目や鼻だけでなく最

新装置を使って分子を見分けよう

～」（後援 高知県教育委員会）を実

施した．対象は，中四国の高校 1-3年

生で定員 15名，６年連続の採択，実

施となった．この功績により，米村教

授は，平成 30年度に制定された高知

大学広報顕彰制度「優秀広報貢献賞」

を受賞した． 

② 原教授が，西日本高速道路株式会社

四国支社から，災害関連の貢献に対

して感謝状が贈られた． 

③ 本田教授は，「はやぶさ２」プロジェ

クトに搭載カメラの開発やデータ解

析を通して参加した． 

④ 坂本講師が，一般社団法人日本福祉

のまちづくり学会 21 回大会におい

て，災害時の搬送計画モデルに関す

る研究で大会奨励賞を受賞した． 

⑤ 野田教授が，風工学に関する技術開

 

 

 

 

 

高知大学 HP イン

フォメーション

等 
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発により，平成 29年度日本風工学会

技術開発賞を受賞した． 

⑥ ３回の「理学部門研究談話会」を公開

で開催し，合計９名の教員がこれま

での基礎科学，応用科学の研究成果

を広く社会にアピールした．研究談

話会開催のアナウンスは，高知大学

ホームページ及び自然科学系のホー

ムページで周知した．また，公開可能

な講演要旨は，理工学部門のホーム

ページで公開した． 

⑦ 理工学部教員によるその他の社会貢

献活動の集計は以下の通りである． 

1. 社会貢献活動の実施状況は，昨年度と

ほぼ同等であった． 

2. 学外における教育活動は延べ 378 時

間である． 

3. 公開講座を 31件実施した． 

4. 講演，研修などが 81件あった． 

5. 審議会活動などの学外委員会には，

153件の委託があった． 

6. 産官学との連携は 92件であった． 

7. メディアによる啓発活動は 1043件で

あった． 

8. 国際セミナー，シンポジウムは 17件

であった． 

9. 大学（学部）/学術組織との交流等が

22回あった． 

10. 在外研究が５回あった． 

11. 海外姉妹校との交流は 14回あった． 

12. 留学生，研究者の受け入れは 15 人

であった． 

13. 技術指導が 6件あった． 

14. 国際委員会活動が 5件あった． 

 

（4）理工系学科（情報科学科，

化学生命理工学科，地球環

境防災学科），対応する専

攻，及び理工学部附属施設

を中心とする共同研究受

入増加 

理工系学科や学部附属施設を中心とし

て共同研究受入の増加を目指した結果，

産学官連携が昨年度の 88件から 92件に

微増した． 

左の「取組状況」

に記載のとおり 

（5）「キャリアデザイン」の講

師懇談会等を通じての，県

内企業人との連携強化 

キャリアデザイン担当の学外講師と教

員との意見交換会を 12月 20日に実施し

た．外部講師７名が参加し，今年度の実

施内容及びアンケート結果に基づく意見

交換を行った．次年度の実施内容に関す

る打合せを行うとともに，理工学部／理

学専攻への要望についても意見交換し

た．この取り組みによって，理工学部／

理学専攻と県内企業人との連携が一層強

化された． 

左の「取組状況」

に記載のとおり 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）「自然科学概論」「高校生のためのおもしろ科学講座」を実施し，高大連携を継続した．

それぞれの講座では，多様なテーマを設定し，高校生が理工学の広い分野において興

味が持てるような工夫をした． 

（2）「キャリアデザイン」の講師懇談会等を通じて，県内企業人との連携を一層強化した． 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：医学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：菅沼 成文 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 45 1 5 0 

准教授 33 2 5 0 

講師 18 0 9 3 

助教 78 8 19 2 

合計 174人 11人 38人 5人 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

(1)豊かな人間性と裾野の広い価値観を有し，自己の人間形成を目指す医師，看護師，医

学および看護学研究者を育成する。 

(2)社会の変化と時代の要請に対応可能な高度の情報収集・分析能力，および自ら課題を

設定し，問題を解決する能力を有する医師，看護師，医学および看護学研究者,教育者

を養成する。 

(3)医療人としての使命に徹し，生命の尊厳と医の倫理をわきまえた医師,看護師を育成

する。 

(4)高度の知識，技能を身に付け，地域住民の健康や高度専門医療の発展に貢献できる医

師，看護師を育成する。 

(5)上記の目的を達成するために，学生が勉学や人間形成活動に励めるように環境を整備

する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（医学科） 

(1)養成する人材像：医療人の基盤となる高い教養と幅広い専門知識を身につけ,これら

を横断的に活用して基礎医学・臨床医学および社会医学の研究や課題解決に取り組む

ことが出来る。臨床現場に出るにあたっては,十分な基本的診療能力を身につけ,医療

安全意識し地域に貢献する高い意欲を持ち,チームの一員として活動できる。 

(2)来るべき新入試制度に向けての入試改革案および新たな受験実施体制の策定を完了

する。 

(3)令和 4年度（2022年）の医学教育分野別評価に向けて継続的な検討を続ける。 

（看護学科） 

（1）ディプロマ・ポリシーの目標をより高いレベルで達成した「革新力のある」看護職

を養成する。 

（2）看護学教育モデルコアカリキュラムを踏まえ，高知大学ならではの特色ある新カリ

キュラム策定に向けた取り組みを再スタートする。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（医学科） 

(1)新たにカリキュラム検討委員会を設置

し,新カリキュラムの実施および自己点

検・評価にあたる。 

 

 

(2)IR(Institutional Research)室を中心

に,入試,および学部教育のデータを収

集・解析し学部教育の充実および最終的

な総括評価となる医師国家試験成績の

(医学科) 

(1)カリキュラム検討委員会を中心にして

検討された新カリキュラムが開始された

初年度にあたる。それぞれの新たな科目

を中心に学生からの評価も得ながら順調

に進んでいる。 

(2)IR 室は引き続き順調にデータの蓄積を

行っており，医師国家試験に関する解析

も行われ,卒業試験・共用試験 CBT・国家

試験模試および留年歴等について詳細な
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改善につなげる。 

(3)臨床教育の充実のため，県の寄附講座

「家庭医療学講座」と「災害・救急医療

学講座」との協力体制を引き続き維持す

る。 

 

 

 

 

(4)成績不振など,何らかの問題を抱える

学生の早期発見と対応について,学務委

員会,保健管理センター,学生課を中心

に,新たなアドバイザー制度の策定など

について検討を継続する。 

 

 

（看護学科） 

（1）新入試制度に向けた新しい入試方法

を看護学科内入試委員会で検討し，必

要な決定を看護学科会議で行う。 

 

 

（2）アドバイザー教員の配置方式として

キャタピラ方式を継続しつつ，教員の

構成に合わせて柔軟に運用する。 

 

（3）学期毎にアドバイザー教員による個

別面談を行う。 

 

 

 

 

（4）学生の状況と指導内容を把握できる

ポートフォリオの記録を充実させ，教

員間の連携と一貫した指導を推進す

る。 

 

 

 

（5）附属病院での実習指導の充実，附属

病院への就職率向上および現任者教

育の充実を図るため，附属病院との連

携を強化する。 

 

 

 

 

 

(6) 学生の実習前の態度・技能評価のた

検討が行われ関係会議で報告された。 

(3)家庭医療学講座を中心に他部門の教員

も加わり,地域医療への貢献が強く期待

される地域枠学生（主に推薦Ⅱ）への臨床

教育を積極的に行っている。「災害・救急

医療学講座」については,次年度新たな体

制となり,災害関連教育に加えて,医療拠

点施設として更なる整備を予定してい

る。 

(4)成績不振など,何らかの問題を抱える学

生の早期発見と対応について,学務委員

会,保健管理センター,学生課を中心に連

携を持って継続的に活動しているが,新

たなアドバイザー制度の策定などについ

ての検討には尚時間を要しており,次年

度での発足を目指している。 

（看護学科） 

(1)新入試制度の英語の評価に関しては全

学の評価方法に従うこととした。面接に

関しては，現在行っている面接方法は新

入試制度の指針を満たしており，踏襲す

ることとした。 

(2)看護学科会議で，アドバイザー教員配置

について意見交換を行い，1 年から 3 年

でキャタピラ方式を継続することができ

た。 

(3)学生の状況把握のためにアドバイザー

教員による学生との学期毎の個別面談

は，1年生 68％，2年生 98％，3年生 85%，

4 年生 56％ではあり，学年によって実施

率がかなり異なる。なお，年 1 回の面談

はほぼ 100%できていた。 

(4)全学 e-ポートフォリオ機能については，

教員によって活用度にばらつきがみられ

た。看護実践能力の習熟度を把握するた

めの独自機能のポートフォリオについて

は，習熟度検討委員会が中心になり 1 年

目の習熟度評価が行われ，学科会議で報

告された。 

(5)年 1回看護部と看護学科の合同による実

習指導検討会を行っている。効果的な実

習指導に向けて検討した結果，実習前の

実習指導者との打ち合わせが充実し，さ

らに実習期間中専任の臨地実習指導者に

よる指導が可能な受け入れ病棟が増え，

学生の実習指導に対する満足度は上昇傾

向にある。 

 

(6)2019 年の OSCE 実施に向けて，検討委員
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め，OSCEの導入にむけた教育体制の準

備を行う。 

 

 

（7）現行カリキュラムの看護学教育モデ

ルコアカリキュラム包含状況を確認

すると共に，特色あるカリキュラム策

定に向けて，新カリキュラム検討会を

スタートさせる。 

（医学科・看護学科共通） 

(1)海外協定校との間の留学プログラムに

則って学生を派遣する。 

 

 

 

 

 

 

(2)医学教育ワークショップ, 各種 FD に

ついて, 教職員のニーズを確認しなが

らより多くの参加が得られるような内

容で実施する。 

会を立ち上げ，看護部とタイアップした

OSCE を確立していくために，導入の目

的，位置づけ，実施時期，実施内容など

の概要について検討を行った。 

（7）看護学科で教育の内部質保証委員会を

立ち上げ，カリキュラム改訂スケジュー

ルについて検討を行った。 

 

 

（医学科・看護学科共通） 

(1)例年通り海外協定校には引き続き実習

等で学生を派遣した。医学科ではハワイ

大学から夏季に交換留学生 3 名を受け入

れた（医療管理学）。一方で本学からも 6

年生の実習時期を中心に例年若干名がハ

ワイ大学関連の施設で実習を行って評価

を受け本学の実習単位の一部として認定

した。 

(2)前年度につづき，台湾大学への派遣時期を

臨地実習に影響を及ぼさない３月とした。

学生たちは現地での実習に専念でき，プロ

グラムもより充実した。 

 
ＦＤの取組状況 

（看護学科） 

平成 30年度より本格的に導入された eポートフォリオの利用促進を図るため，講習会

を開催し，12名の教員が参加した。 

（医学科・看護学科共通） 

医学教育ワークショップは,社会人類学の濱 雄亮  講師（東京交通短期大学）を招い

て,『文化人類学から見た,医療・病気・患者』をテーマに講演いただき,医学科・看護学

科合わせて 38名が参加した。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（医学科） 

(1)平成 30 年度入学生から,新カリキュラ

ムを開始する。２年生以上の旧カリキュ

ラムにおいても,特に参加型臨床実習の

充実に向けて内容の改革を行う。 

 

(2)アクティブラーニングにおいては,PBL

チュートリアルは更に規模を縮小

し,PBL による教育形態が適切と思われ

る分野のみに限定して実施する。全体と

しては TBL（チーム基盤型学習）への移

行を更に進める。 

 

（医学科） 

(1)当初の予定通り,新入学生から新カリキ

ュラムが開始され,特に低学年からの臨床

実習を中心に,順調に進んでいる。また高

学年においても参加型臨床実習の充実に

取り組んでいる。 

(2)引き続き PBL の縮小から TBLの充実に向

けて進行している。新カリキュラムの学生

からは PBL コースを統合医学コースに変

更して更に改革される予定である。 

 

 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

5/医学部 
41/368 

(3)先端医療学コース, リサーチコースな

ど研究室配属の今後の在り方について, 

全国的な動きも把握しながら自己点検

評価委員会で継続的に検討する。 

(4)大学附属病院および県内医療施設での

初期研修希望者の増加を目指し,現在家

庭医療学講座を中心に行われている地

域医療教育を学部全体で積極的にサポ

ートする。また,地域枠学生を中心とす

る県の奨学金受給学生（SEED）への指導,

サポートを WG を中心に更に充実させ

る。 

(5)教育改善に向けた学生の自主組織であ

る BRIDGEの活動を継続的に支援する。 

 

（看護学科） 

(1) 現行カリキュラムの看護学教育モデ

ルコアカリキュラム包含状況を確認

し，不足があれば来年度のシラバス作

成時に補完する。 

(2) ｅポートフォリオに看護学科の独自

機能として追加した看護実践能力自

己評価システムを活用して，学生の習

得状況を学生の自己評価と教科評価

等を組み合わせて把握して行く。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ディプロマ・ポリシーの項目を総合的

に評価できるルーブリックを完成する。 

(4) 教育の質保証のため,成績評価の妥当

性を検討し,各教員に成績評価方法の見

直しを促す。 

 

(5) 各授業で導入されているアクティブ

ラーニングに対する学生評価を調査

し,より効果的な利用方法を探る。 

 

 

 

 

 

(6) 附属病院での実習をより充実させる

ために，学生・教員と現場スタッフと

のコミュニケーション向上を図る。 

(3)先端医療学コース, リサーチコースなど

研究室配属については,現状通り継続の方

針となって実施されている。 

 

(4)家庭医療学講座を中心に行われている地

域医療教育を学部全体で積極的にサポー

トし,地域枠学生を中心とする県の奨学金

受給学生（SEED）への指導,サポートを WG

を中心に継続している。 

 

 

 

(5) 学生の自主組織である BRIDGEの活動を

継続的に支援した。医学教育学会での発表

支援を行い優秀演題賞も受賞した。 

（看護学科） 

(1)現行カリキュラムの看護学教育モデル

コアカリキュラム包含状況を各講座で確

認した結果，不足は見られなかった。 

 
(2)看護実践能力自己評価システムを活用し
た結果，以下のことが明らかとなった（各
評価項目 20 点満点で，16 点以上が望まし
いレベル。）。【対課題】に対する能力の項目
は，2 年生では平均点が約 10 点であった
が，4年生では 13 点台まで向上していた。
【対人・対自己】に対する能力の項目は，
9～13 点であったが，4年生では 12～16点
まで向上していた。【統合・働きかけ】に対
する能力は 4 年生のみを対象としている
が，卒業前の自己評価での平均点は【１知
識の統合と実践への活用】17 点，【２看護
学の発展】15点，【３国際化】16点であり，
多くの学生が最高レベルに達していた。 

(3)全学の 10+1の能力評価によって，ディプ

ロマ・ポリシーの到達度の把握が行われ

た。 

(4)成績の分析結果が看護学科会議で報告さ

れ，概ね妥当な評価分布であるが，一部の

科目で大きな偏りがあるので，評価基準の

見直しをすることが促された。 

(5)学生は，小グループによる議論やグルー

プワークなどを通して，主体的に課題に対

して取り組むことができたという感覚を

得ていた。また，グループにおける自身の

取り組みについて，他者からフィードバッ

クを受けることで，対人コミュニケーショ

ンにおける自身の特徴や力，課題を知り，

目標を立てることにつながっていた。 

(6)附属病院の実習病棟では専任の実習指

導者を置いて，実習指導を行う病棟が昨年
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 度よりも増えたことや，毎日学生カンファ

レンスの時間を確保するなど，学生，教員

と実習指導者間でのコミュニケーション

も向上した。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成した

ものを記載） 
取組状況（左記に対応す

る取組を記載） 
教育活動の成果（左記の取組に対

応する結果を記載）（成果を示す指

標（卒業率，就職率など），エビデ

ンス，資料名も記述すること） 
（医学科） 

(1)全国共通の総括評価

としての共用試験（CBT

および実習前 OSCE）お

よび平成 32 年度から

正式実施が予定されて

いる６年生での実習後

OSCE の成績向上のた

め,座学および参加型

臨床実習において,よ

り臨床に直結したスキ

ルを身につけさせる。

これらの結果として医

師国家試験合格率につ

いては現状レベルの維

持を目指す（総合合格

率 90％,新卒合格率

95％を目標とする）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)卒後の進路について

は,初期研修医の県内

でのマッチング数は維

持しつつ,年々減少傾

向にある高知大学附属

病院のマッチング率の

向上を目指す。 

 

 

 

（医学科） 

(1)共用試験 CBT につい

ては,引き続き系統講

義およびアクティブラ

ーニング科目の充実を

図り,また OSCE につい

ても,4年生後期の基本

的臨床技能実習を行

い，いずれも良い結果

を得た。 

医師国家試験について

は，例年通り医師養成強

化対策チームを中心に,

同窓会や後援会の支援も

得て，年３回の医師国家

試験模試費用のサポー

ト，外部講師による講演

会と個人面談を行った。

また，学生課スタッフや

アドバイザーの面接指

導，各勉強部屋単位での

若手医師からの指導，国

家試験会場および宿泊施

設での医師同行による健

康サポートなども行い，

全国平均以上の合格率で

あった。 

(2)マッチングについて

は,5－6 年を中心に実習

の充実や説明会の開催等

を実施した。 

具体的には,  

○高知県臨床研修連絡協

議会の活動への参画 

＊県外臨床研修合同セミ

ナー（eレジ,レジナビ）

に高知県下の 8 基幹型臨

（医学科） 

(1)CBT は昨年と同様に 124 人の受験

者全員が本試験で合格し再試験対

象者はいなかった。平均点も 80.08

と昨年同様 80％以上を維持し全国

平均（78％）以上であった。OSCE（実

習前）の結果も良好で，全員が合格

した。6 年生対象の実習後 OSCE に

ついては 113名が受験し 15名が再

試験となり，最終的に全員が合格

した。 

第 113 回の医師国家試験の結果と

しては，新卒 112 名,既卒 10名の 122

名が受験。122名中の 111名が合格し

合格率は 91%（第 112 回は 90.6%）と

3年連続で 90%を超え,全国 80大学中

40位（第 112回は 49位）の成績であ

った。国立大学では 43 大学中 19 位

で昨年の 25位より改善した。また新

卒については 112 名中の 105 名が合

格し合格率は 93.8%（第 112 回は

95.2%）と, 全国平均の 92.4％を上回

り, 全 80大学中 46位, 43国立大学

中で 27位であった。 

 

 

 

(2)マッチングについては 

以下の結果あった。 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 

初 

期 

研 

修 

医 

県

全

体 

58 59 58 52 62 

卒

業

生 

45 49 51 39 44 
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床研修病院で参加するこ

とにより,県全体で若い

医師を育てる姿勢を示

し,卒後研修だけではな

く,専門研修も充実して

いることをアピール。 

＊高知県内で開催される

研修行事（病院合同説明

会,ﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄｸｴｽﾄ,ｺｰﾁﾌｪｽ

等）への参加および研修

病院見学に対して交通費

の支援を行っている。 

＊研修医らが企画する事

業への支援（ﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄｸｴｽ

ﾄ,ｻﾏｰｷｬﾝﾌﾟ,ｺｰﾁﾌｪｽなど）

を実施。 

＊コーチレジの活動への

協力：高知県出身の県外

初期研修医や医学生に対

するサマーキャンプ等へ

の参加を呼びかけてい

る。 

＊広報：研修医募集サイ

ト（e レジ,レジナビ等）

に登録し,広報を行って

いる。 

＊医療人育成支援センタ

ーの会議等 

・指導懇談会と研修懇談

会を定期的に行い，双方

の意見を吸い上げて研修

環境の改善等に生かして

いる。 

＊医学科６年生学習室へ

の研修医派遣 

・目的は国試合格への協

力であるが,このような

活動を通じて学生と研修

医がつながりを持つこと

により学生の生の声を聴

くことができ,研修体制

の改善やプログラム開発

に反映できる可能性があ

る。 

＊高知県臨床研修連絡協

議会の活動への参画 

・県内各病院の研修医,

コーチレジ代表,高知大

学 医 学 部 学 生 代 表

本

学 
17 19 17 8 15 

卒

業

生 

17 19 17 6 13 

後 

期 

卒

後 

3 

年 

県

全

体 

44 44 41 49 38 

本

学 
21 22 23 33 26 

初期研修医については，県全体およ

び本学いずれも，昨年よりそれぞれ

10名，７名増加した（ただし昨年は

いずれも激減した年であった）。県全

体については，この５年間で最も多

い初期研修医数であった。しかしな

がら大学附属病院自体の充足率はま

だまだ低く，今後更なる取り組みが

必要である。 

これに対して後期研修医について

は，昨年と比べて県全体で 11名，本

学も 7 名減少するという結果であっ

た。今後，専門医制度が本格化する中

で，県全体の医療と関連する問題と

して深刻に受け止める必要がある。

現在も初期研修医および後期研修医

へのアプローチについては種々の取

り組みがなされている状況ではある

が，本県の医療事情および全国的に

専門医定数のシーリングも議論され

ている状況もあり，比較的短期間で

ある成果を出す必要もあり，今後更

に工夫して取り組む必要がある。特

に来年度の後期研修医については，

H30 年度卒業生で，この 5 年間では県

全体の人数が最も少なかった。特に

大学については，8名と激減した年で

もあり，このままでは，後期研修医も

大きく減少する可能性が高く，何ら

かの対策が急務である。 
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（看護学科） 

（1）看護実践能力自己評

価においてより多くの

項目で前年度評価を上

（BRIDGE, SEED）が参加

しており,高知県の臨床

研修に対する意見や要望

を聴き,研修プログラム

開発や助成事業等に反映

させている。 

・県内臨床研修合同説明

会,県外臨床研修合同セ

ミナー（e レジ,レジナ

ビ）では,各病院の研修医

が学生に対して研修プロ

グラムや病院の特色を説

明している。学生にとっ

ては研修医の生の声を聴

ける場となっているが,

逆に学生のニーズ等を研

修医を通じて吸い上げる

ことができる。 

＊コーチレジの活動への

協力 

・ﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄｸｴｽﾄ,ｻﾏｰｷｬﾝ

ﾌﾟ,ｺｰﾁﾌｪｽなどで,研修医

と学生が交流することに

より,学生のニーズや要

望を吸い上げ,高知県内

の研修体制の改善やプロ

グラム開発に反映させて

いる。 

＊モーニングセミナー等 

・研修医に対して実施し

ているモーニングセミナ

ー等を学生にも公開し,

研修医との交流に役立て

ている。 

＊高知家総合診療専門研

修プログラム:総合診療

部 瀬尾教授がプログラ

ム統括責任者,家庭医療

学講座 阿波谷教授が事

務局となり,高知医療再

生機構,高知県,県下の医

療機関とともにオール高

知の体制でプログラム作

成を進めている。 

 

（看護学科） 

(1)看護学科会議での看

護実践能力の項目につ

いての周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（看護学科） 

(1)4 年の 4月時点（3 年生末の能力）

と 12月時点（卒業直前の能力）で
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回ることを目指す。 

 

 

（2）卒業年度時に 10+1

の能力が 4 年生全員レ

ベル 3 以上になること

を目指す。 

（3）先進医療を行う附属

病院への就職を促進す

るため，附属病院に就

職した卒業生と在学生

との関わりを増やす。 

（4）高知県内への就職促

進に向けて学内で開催

される企画などに県内

で働く卒業生が参加・

協力できるように調整

する。 

 

 

 

（5）キャリア支援委員会

を中心に進路指導の強

化を図ると共に，進路

ガイダンスや同窓会の

企画,ホームカミング

デーの取組などを活用

し，早い時期から学生

自身が将来の適切な進

路選択ができるように

指導する。 

（6）県内の保健医療機関

の参加する就職説明会

を開催する。 

 

（7）卒業生の地域医療機

関への就職増に向け

て，臨地実習に加え,高

知大学看護学会や安田

町へのヘルスプロモー

ション活動等の課外活

動を通じて，学生への

働きかけを継続的に行

う。 

 

 
 
(2)10+1 の能力の評価法

を学科内での周知  
 

 

(3)3年生対象の進路ガイ

ダンスへの看護部管理

者および本学卒業生の

参加 

 

(4)進路ガイダンスへの

養護教諭関連（高知県

教育委員会），保健師関

連（高知県），訪問看護

師関連（高知県），看護

師関連(附属病院，高知

医療センター，高知赤

十字病院)6 団体の参

加。 

(5)教職希望 2 年生の高

知県教育委員会による

説明会への参加調整 

 

 

 

 

 

 

 

(6)進路ガイダンスの開

催  

 

 

(7)高知大学看護学会へ

の看護学生参加促進と

学生主体での「安田町

健康・福祉ふれあいま

つり」への参加 

 

 

の自己評価から看護実践応力の平

均点が約 4点アップし，15点強（満

点 20点）となっていることを分か

った。 

(2)10+1の能力は卒業直前の入力がで

きておらず，把握出来なかった。 
 
 
(3)3 年生対象進路ガイダンス実施後

の学生へのアンケート結果では，附

属病院や高知県内の情報が聞けて

良かったといったコメントが多か

った。 

(4)平成 30年度卒業生 65名中高知県

内での就職・進学は 23名（35％）

であった。その内附属病院就職は

10名（15％）であり，前年度より 3

名減少した。しかし，保健師，養護

教諭として県内に就職した学生が

昨年 2名から今年は 7名に増えた。 

 

 

(5)保健師，養護教諭として就職した

学生が，昨年より増えていることか

ら，希望に応じて仕事を選択してい

る学生が増えていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

(6) 保健師関連（高知県），訪問看護

師関連（高知県），看護師関連(附属

病院，高知医療センター，高知赤十

字病院)6団体の参加。 

(7) 安田町ヘルスプロモーション活

動にボランティアとして，10 名の

学生が参加した。 

 

 

【参考】卒業率／修了率,就職率 

医学科 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 
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卒業率／修了率 89.1% 84.5% 85.5％ 

就職率（臨床研修医） 100% 100% 100% 

 
看護学科 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 90.2% 92.4% 98.3％ 

就職率 98.4% 100% 100% 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

（医学科） 

令和 4年に受審予定の医学教育分野別評価に向けて，新カリキュラムを開始し，特に参

加型臨床実習の充実，低学年での臨床実習体験，TBL を中心とするアクティブラーニング

型学修の拡充，先端医療学コースを中心とした基礎・臨床研究教育など，これまでの内容

の充実と新たな取り組みが比較的順調に推移している。 

（看護学科） 

（1）教育体制維持の課題 

退職教員の不補充方針により，平成 30 年 3 月末と 4 月末に生じた 5 名の教員退職が

速やかに補充されず，教育体制を維持することに苦慮した。近隣の大学の支援を受け，

学生に迷惑が出ない対応ができたが，看護分野では大学の新設が続いているため，今後

も退職教員は継続的に出て来ると予想される。 

（2）教育設備の老朽化 

看護学科は開設 20 年が経過し，当初に導入した実習機器が老朽化し，使用困難とな

って来ている。また，新製品に比較すると機能もかなり劣っており，新しい医療へ対応

できる臨床技能を育成する上では大きなハンディが生じてきている。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（医学科） 

(1)平成 28 年度に正式発足した医学部 IR 室の活動は，特にデータ蓄積の面ではかなり

充実した状態になった。これを基礎にして，特に医師国家試験合格率のより向上を目

指した解析が行われた。次年度に向けての更なる発展が期待される。 

(2)医師国家試験合格率の更なる向上を目指して 2013 年に発足した医師養成強化対策

チームの学生サポートも 6年目となり，結果も安定しつつあり，効果が評価される。  

（看護学科） 

（1）ｅポートフォリオの看護学科独自機能の運用 

教育の質保証のためには，学生の習熟度評価をしっかり行う必要があるが，本年度

稼働した看護実践能力自己評価システムにより，1 年次末から卒業直前までの習熟度

を自己評価であるが，把握できるようになった。これにより，どのような能力の育成

が不十分かが把握でき，教育改革に繋げることが可能となった。 

（2）アドバイザー教員による個人面談 

学習上問題を抱えている学生が増えており，速やかに状況を把握し，支援を行うこ

とが重要となっている。看護学科での留年率は 2～3％であるが，これ以上増加しない

ようにするためには，適時の学生個人面談が重要である。2年生についてはほぼ 100％

定期面談（2 回／年）が実施されている。他の学年でも実施率を高めるように取り組

む。 

（3）進学ガイダンスの充実 
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県内の保健医療機関が参加する進学ガイダンスを開催しており，平成 30 年度の卒

業生は県内出身者が 24名（37%)であったが，県内に就職した卒業生は 23名（35%)で

あり，数字上は県内出身者のほぼ全員が県内就職している状況となっている。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

高知大学医学部は，教育，研究，医療という医学部特有の３大使命を持っている。こ

の使命を４つのＣ(Chance， Challenge， Create and Change)に基づいて作成された中

期目標と計画に従い遂行していくが，その活動は地域の大学として地域社会の要請に応

え，また産業界との協力関係を保ち，さらに国際社会との交流・開発途上国の人材育成

への支援など，社会への貢献を基本としたものである。医学部の社会貢献活動の目的を

以下にあげる。これらの活動を通して，地域社会，さらに国際社会から信頼され，多大

な支援を得られる高知大学医学部を創出する。 

（1）医学・看護学教育等により，地域の医療活動を支える医師や看護師を供給する。 

（2）地域の医師・看護師・保健師，薬剤師等のリカレント教育を行なう。 

（3）医学・看護学研究を推進し，高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域に

その研究成果を還元し，地域医療と保健活動に貢献する。 

（4）附属病院での医療活動により，高度先進医療を地域住民に提供する。 

（5）産業界と連携し，研究成果を社会に還元する。 

（6）国際社会との交流を推進し，医療発展途上国等の医学・看護学・医療を担う人材

の育成を支援する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（看護学科） 

（1）地域の医療活動への関心を高め，より多くの卒業生が地域の医療機関へ就職する

ように努める。 

（2）地域における看護学や看護実践の発展について学会開催等で寄与する。 

（3）少子化・核家族化の現状に対応した子どもと家族とのきずなを育む地域活動を支

援する。 

（4）地域協働の取り組みとして，学生のボランティア活動を支援する。 

（5）協定に基づく国際交流を推進する。 

（医学科・看護学科共通） 

(1)地域の医療機関や保健機関への医療支援と医療従事者の派遣を従来どおり行う。 

(2)従来より行っている地域住民を対象とした健康啓発活動を平成 30年度も継続する。 

(3)地域の医療従事者のリカレント教育を支援する。 

(4)地域の各種教育機関へ教員を派遣し，メディカル・スタッフの育成に協力する。 

(5)医療発展途上国等からの研究者・留学生を受け入れ，また本学からの派遣を行い，当

外国の医学・看護学研究，医療活動の指導者となる人材の育成等，医学・医療の発

展，普及に貢献する。 
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4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（看護学科） 

（1）高知大学看護学会の開催

と高知大学看護学会誌の発

刊を行い，看護職の研究成

果を発表する場および看護

学を学ぶ場を提供する。主

な対象は，高知県内の医療

機関・社会福祉施設・教育

現場に従事する看護職とす

る。 

（2）学生の高知大学看護学会

への参加や地域の保健医療

等の課題活動への参加を促

し，地域の保健医療活動へ

の関心を高める。 

 

（3）地域で生活する子どもと

家族とのきずなを育むため

の学習会を開催する（参加

者のニーズ調査含む）。主な

対象は，高知県下の母子（住

民・関係者）とする。 

 

（4）学生のボランティア活動

へのニーズがある団体や組

織と協働し，学生のボラン

ティア活動を推進する。主

な対象は，医学部看護学科

学部生・大学院生及び，県

下の自主活動グループで学

生ボランティアのニーズが

ある団体や組織である。 

（5）国立台湾大学看護学科と

の国際交流協定に基づき，

双方の学生間交流を推進す

る。 

 

 

 

 

 

（看護学科） 

(1)第 13 回高知大学看護学会

を 11 月 10 日に開催。高知

大学看護学誌第 12巻第 1号

を発行。 

 

 

 

 

 

(2)高知大学看護学会の講演

テーマを教育的なものに設

定し開催。 

 

 

 

(3)第 25 回子どもと家族のき

ずなを育むサポートプログ

ラムを開催。 

 

 

 

 

(4)安田町健康・福祉ふれあい

まつりへの学生主体でのボ

ランティア参加。 

 

 

 

 

 

 

(5)国立台湾大学看護学科か

ら 6 名の受入と本学看護学

科から 4名の派遣を実施。 

 

 

 

 

 

 

（看護学科） 

(1)教育的な講演であり，

学生と院生を含め 81 名

（学外者 12 名）が参加

した。学会誌には本学看

護学専攻修了者が筆頭

となる論文 2編，報告 3

編が掲載された。 

 

 

(2)学部学生 51名（看護学

科 2 年生には授業の一

環として参加を促し

た），院生 2 名の参加が

あった。 

 

(3)助産師・鍼灸師の松尾

真璃先生講師として，参

加者は大人 7名・子ども

3名で，女性のこころと

カラダのセルフメンテ

ナンス法について学ん

だ。 

(4)看護学生 10 名が参加

し，歯科講習と健康測定

コーナーへの協力等を

行った。 

 

 

 

 

 

(5)国立台湾大学看護学科

を受入では，附属病院と

地域での実習を行うと

共に，セミナーを開催

し，日本および台湾の

「がん看護について」双

方から現状などの発表

があり，活発なディスカ

ッションが行えた。派遣



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

14/医学部 
50/368 

 

 

 

（医学科・看護学科共通） 

(1)県内の各地域の医療施設に

必要とされる医療スタッフ

を派遣する。 

 

 

 

(2)今後の高知県の地域医療を

担う人材の育成を行う。 

 

 

 

 

 

(3)昨年度も行った,南国市健

康啓発講演会や,他の県内

地区への出前講座などで,

地域住民への医療情報提供

を行い,地方自治体の生涯

学修活動へも継続的に協力

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医学科・看護学科共通） 

(1)県内の地域医療充実のた

め，地域の医療機関や保健

機関への継続的な医療支援

と医療従事者の派遣を行っ

ている。 

 

(2)（看護学科） 

県内の保健医療機関が参

加する進路ガイダンスの実

施。 

 

 

 

(3)-1平成 30年度も南国市岡

豊地区健康啓発講演会を 4

回,南国市関係健康啓発講

演会を 2回開催した。 

(3)-2（看護学科） 
地域の防災教育の取り組み

として，基礎看護学教員 4 名
と医学部災害医療研究会の看
護学生 1 年生 7 名と 2 年生 8
名の合同で活動した。 
・岡豊小学校の小学生対象に

防災教育を行った。 
・2018 年 11月 18日に岡豊地

区住民に防災教育 
・2019 年 1 月 20 日に高齢者

住宅の職員に，防災教育 
・2019 年 1 月 16 日に高知市

内のマンションの住民を対
象に応急処置の防災教育を
実施した。 

・2019 年 2 月 16 日に一般住
民向けに開催される高知大
学防災推進センターシンポ
ジウムにシンポジストとし
て教員が参加し，「地域の防
災教育の支援」をテーマに 
発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生は看護学科の授業

等に参加し，良い学びが

行えた。 

 

(1)左記の取組状況に記載

のとおり 

 

 

 

 

(2)（看護学科） 

附属病院以外の県内医

療機関に 4 名が看護師と

して就職し，市町村等の保

健師として 6 名が就職し

た。 

 

(3)-1 左記の取組状況に

記載のとおり 

 

 

(3)-2（看護学科） 
・小学 6 年生に 2018 年 6

月 26 日に「災害時のけ
が人の応急手当～家に
あるものを使って傷の
手当をしてみよう～」の
内容で実施した。44 名
の参加があった。 

・小学 4年生に 2018年 10
月 30 日の参観日に「大
学生たちと学ぼう～こ
んな時どうする？もし
人がたおれていたら～」
の内容で実施。小学生
36名と保護者 10名の参
加があった 

・一次救命処置の内容で
実施した。岡豊地区住民
25名（大人 21名，子供
4名）が参加した。 

・一次救命処置の内容で
実施した。高齢者住宅の
職員 25名及び入居者 15
名，ご家族 3名の参加が
あった。 

・マンションの住民 11 名
の参加があった。 

・発表に対し一般住民の

参加者から避難所にお

ける要配慮者への支援

についての質問を受け

た 
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(4)地域のメディカル・スタッ

フを対象とした講演会やセ

ミナーを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)高校生のためのサイエンス

体験学習を継続的に実施す

る。 

 

 

(6)従来より行っている県内高

校への出前授業や,高校生

の大学訪問の受け入れ,高

大連携の教育活動を継続的

に実施する。 

 

(4)-1 高知大学医学部附属病

院栄養サポートチームとし

て，実地修練認定教育臨地

実習を行い，地域病院の医

療スタッフ（6名）の栄養学

的専門知識及び技能の習得

に貢献した。 

(4)-2「安田町健康・福祉ふれ

あいまつり」に参加し，安田

町住民の健康意識向上に働

きかけた。参加状況は，教員

3名，学部生 10名であった。 

(4)-3（看護学科） 

・白菊園病院の看護管理者対

象に 12月～3月まで 3回看

護管理研修を実施。 

・大人の耳鼻咽喉科疾患めま

い・アレルギー性鼻炎。高知

産業保健総合支援センター

にて産業医研修講演を実

施. 

 

(5)高校生のためのサイエン

ス体験学習を 8月 1日,2日

の 2 日間の日程で開催し

た。 

 

(6)（看護学科） 

・高知高校生への模擬授業

「救急蘇生法を体験してみよ

う」 

・県立安芸高校「健康といの

ちの伝承」を実施。 

 

 

(4)-1 左記の取組状況に

記載のとおり 

 

 

 

 

 

(4)-2 左記の取組状況に

記載のとおり 

 

 

 

(4)-3（看護学科） 

・看護管理実践の場でお

こる課題について，SWOT

分析を行い，各部署の目

標管理を明確にし，発表

した。 

 

 

 

 

(5)左記の取組状況に記載

のとおり 

 

 

 

（6）左記の取組状況に記

載のとおり 

 

 

 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

【医学科】 

(1)高知県の地域医療充実のための各専門科からの人材派遣は，地域貢献型大学におけ

るもっとも重要な貢献の一つである。 

（2）医学科・看護学科共同での，南国市岡豊地区健康啓発活動については,高知医科大

学時代から続く息の長い地域貢献の取り組みである。 

（3）11 月 10 日に第 13 回高知大学看護学会を開催し，「地域の中にある看護－災害に

どう備え，どう動くか－」をテーマにシンポジウムと講演を行った。参加者は，地域

の保健医療福祉従事者や地域住民を含め 81人であった。 

【看護学科】 

（1）高知大学看護学会の開催と学会誌の発行 

高知大学医学部看護学科が県内の看護師，保健師，看護教員およびコメディカルの



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

16/医学部 
52/368 

方々に研究発表および学びの場を提供し，県内の保健医療の質向上に資するために

重要な活動である。今年度の学会には 81 名が参加し，学会誌では論文 2 編と報告 4

編が発表された。 

（2）安田町健康・福祉ふれあいまつりへの支援 

看護学科として地域自治体へ直接寄与している取組であり，地域貢献の一つのモ

デルである。教員主体では活動数が限られるので，今年度は学生主体で活動した。看

護学科の 1年生から 4年生までの 10人がボランティア参加し，歯科講習や健康測定

コーナー等に寄与した。 

（3）地域の防災教育の取り組み 

南海大地震だけでなく，水害も多い高知県では自然災害による被害を小さくする

取組が重要である。本年度は基礎看護学教員と医学部災害医療研究会の共同で 4 回

の防災教育を実施し，のべ 169 名が防災教育に参加した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：農林海洋科学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：尾形 凡生 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 35 2 1 2 

准教授 35 0 3 0 

講師 7 0 1 0 

助教 3 0 1 1 

合計 80 2 6 3 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高度で実践的な専門能力を身につけ、地域社会や国際社会の健全な発展に貢献でき

る人材を育成する。 

（2）本学の立地を活かしたフィールドサイエンス重視の教育によって、実社会で直面す

る諸課題を自ら探求し学際的な視点で考えるとともに、「環・人・共生」の精神に立

ってその解決策を提案できる人材を輩出する。 

（3）豊かな教養に裏打ちされつつ、創造力を備えた人材を育てる。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（養成する人材像）農林海洋科学部は、「幅広い教養及び農学・海洋科学分野に関連する

自然科学や社会科学についての専門能力を統合的に身につけ、汎用的能力を持って、人

と環境が調和のとれた共生関係を保ちながら持続可能な社会の構築を志向する人材」を

養成する。 

 

（1）農林海洋科学の体系の基幹となる原論的理念を学生および社会に明示し、その共通

の基盤の上で一体感を有しながらも、末端では多様な学問領域が豊かな枝葉を茂ら

せるという学部の姿勢を、体系的カリキュラムの構築と運営によって具現化する。 

（2）学生と教員のコンタクトタイムが充分に確保されたお互いの顔の見え合う教育体制

の整備と気配りのできる教育運営を目指す。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）学部改組の完成に向けてカリキュラ

ムを滞りなく進行させる。 

平成 28 年度開設の学部改組計画に基づき、

新 3 年生対応カリキュラムを含む学事を滞

りなく実施した。 

 
ＦＤの取組状況 

学部教授会にあわせて、メンタルヘルスに関するＦＤ講演会を実施した。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）農林海洋科学の原理・理念を学部生

に的確に伝え、学部として一体感のあ

る教育を構築することを一層進める。 

農林海洋科学の原理・理念について、初年

次科目の「大学基礎論」、学部共通専門科目

のフィールドサイエンス実習を学部生全員

に必修科目として履修させており、その内容

を各教科の運営委員会で検討している。平成

30 年度についても、当学部の成り立ちと役

割に関わる内容をグループワークの手法を
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交えて学修させた。 

（2）学部全体の教育技術の向上や新しい

手法の普及、教員相互のピアレビュー

を、さらに促す。 

従来実施してきた授業評価アンケート、卒

業時アンケート、授業相互参観については継

続的に実施し、また、教員個別に学生からの

授業に対する意見収集を行い授業の質向上

に取り組むことを推奨している。実施された

教育力向上活動の結果は、学部学務委員会に

て集約し、その成果を学部全体で共有するこ

とにつとめている。 

新入生の学びの意識付けにあたる初年次科

目群および 1 年次配当の専門基盤教育科目

群は、オムニバス形式で行われ、また、授業

設計・実施・授業評価を組織的に取り組んで

いるため教育経験の豊富な教員の各種手法

を若手教員に伝える格好の機会であると捉

えており、授業の世話役委員会の中に教育歴

の少ない教員を順番に配置して、ベテラン教

員の教育手法や授業設計方法に多く触れら

れるようにしている。 

（3）教育成果を具体的に把握して教育改

善に活かし、かつ成果の公表を可能に

する評価システムの構築に取り組む。 

教育ファシリテーターによるＡＰ事業の

指針提示や教育方法の解説を教授会で頻繁

に行い、学修ポートレートシステムを活用し

た学生指導をすすめている。教育成果の評価

については全学的な取り組みに協力してい

る。 

（4）コンタクトタイムが充分に確保され

たお互いの顔の見え合う教育体制の

整備と気配りのできる教育運営につ

いて、学務・教員・各種支援組織の連

携を一層深める。 

特別修学支援体制として、学生相談室、特

別修学支援室、保健管理センターとの連携の

もと、特にメンタルトラブルにより修学が困

難な状況に陥っている学生 4名について、個

別支援委員会を立ち上げ事態に対応した。支

援実例は、学務委員会、教授会等で構成員に

示して本システムの周知徹底をはかり、問題

の早期発見と支援システムの効率的活用を

呼び掛けた。 

あわせて物部学務として年度内に約 50件

の相談を受け個別に対応した。 

学生修学状況については、全学的取り組みで

ある初年次英語科目での出席チェックに加

えて、かねてより、大学基礎論、情報処理、

学問基礎論、課題探求実践セミナーでの出席

チェック、ならびに年度末の成績不振者の抽

出を行っており、学習意欲を喪失する学生の

早期発見につとめた。 

（5）学部横断型の新規教育システムであ

る国際協働特別プログラムおよび農

山漁村地域連携プログラムを円滑に

進行させる。 

国際協働特別プログラムおよび農山漁村

地域連携プログラムを計画通りに実施し、国

際協働特別プログラムについては 3 年生 3

名、2年生 5名、農山漁村地域連携プログラ

ムについては 3年生 6名、2年生 3 名がブロ

グラム関連科目を履修しており、いずれも円
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滑な運営ができている。 

（6）大学間連携に基づく「SUIJIコンソー

シアム」事業、及び「SUIJIサービス

ラーニングプログラム」（日本とイン

ドネシアの 6 大学連携によるサーバ

ントリーダー養成プログラムを継続

発展させる。 

愛媛大学大学院・香川大学大学院とともに

運営する SUIJI コンソーシアム事業を当年

度も継続推進した。当該プログラムの受講者

数は基礎座学（1年次配当）9名、海外サー

ビスラーニング・ベーシック（1年次配当）

9名、同アドバンスト（2年次以降配当）2名

である。同事業はいずれも外部評価委員によ

る PDCA サイクル運用を重視しており、本専

攻としてもそれらによる事業の継続的改善

に積極的に取り組んだ。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）学部・学科・コース・領

域の各レベルで、改組時

に想定した育成する人材

像を踏まえた教育成果の

把握を行う。 

成績データ、授業評価アン

ケート結果、卒業率、就職率等

を学部・学科・コース・領域で

解析し、改組時に想定した育

成する人材像を踏まえた教育

成果の把握を行った。 

卒業率 87.6％（前年度

5.2％増）、就職率 96.8％（前

年度 0.3％増） 

（2）新学部生の進路・就職に

ついての現状での希望動

向を的確に把握する。 

大学院改組のためのニーズ

調査と合わせ、学部の進路希

望調査を実施した。 

農林海洋科学専攻設置計

画の概要 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 83.6％ 82.4％ 87.6％ 

就職率 93.0％ 96.5％ 96.8％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 
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1-2-2-4教育環境の状況 

平成 28年度、29年度、30年度の総合自己評価による教育活動の占める活動比率は、34、

36、37％であり、ほぼ一定、あるいは新学部の学年進行に伴うあらたな学事への対応を反

映してやや増加している。 

学部教員の総講義時間は、平成 28 年度、29 年度、30 年度においてそれぞれ 18,307、

18,707、20,106時間（このうち共通教育講義時間はそれぞれ 803.3、922.5、915.5時間）

であり、新設領域の学年進行による新しい授業の開始もあって急増している。一方で、共

通教育科目担当時間は、同一科目への複数教員の出動の効率化などにより減少している。 

ＦＤの企画・授業改善への取り組み数は、新たな試みに多く挑戦した学部開設時の 55 件

に対して平成 30年度 40件であるが、前年度の 28件に比べて増加した。 

卒業論文指導数、就職相談数は大きな変動はないが、新学部入学生が卒業年次を迎える令

和元年度には、学部定員増加を受けて増加する見込みである。 

改組前後の組織併存のために増加していた学部の各種委員数は減少できている一方で、全

学委員会への出動は増えている。 

改組による教員研究室・実験室の物部キャンパスへの移動については、改組前組織に所

属する学生がおおよそ卒業してキャンパスをまたぐ２重の教育体制が解消され、かつ、教

員の定年退職によって生じるスペースを用いることで１キャンパス集中を進行させる予

定である。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）平成 30 年度の学部（農学部）卒業生数は 166 名（県内 17 名）であり、この内、

大学院・研究生・各種学校進学者および公務員教員等再受験希望者を除く就職希望

者は 126 名（県内就職を希望するもの 23 名）であった。就職希望者のうち、企業

等就職者は 91名（県内 8名）、公務員 31名（県内 10名）で、就職希望者の就職率

は 91.７％であった。 

（2）平成 30 年度 地盤工学会四国支部技術研究発表会において、農学部流域環境工学

コース 4年の西村大輝君が優秀発表賞を受賞した。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）豊かな教養と高い専門的能力を備えた人材輩出を通して社会に貢献する。 

（2）啓蒙活動や教育研究成果の還元を通して地域社会に貢献する。 

（3）海外の諸機関との学術的・教育的交流を通して国際社会に貢献する。 

（4）国および地方自治体等の各種審議会や審査委員会等への参加や学会等学術団体で

の活動を通して社会に貢献する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）内閣府のまちひとしごと創生事業・地方大学地域産業創生事業にかかる高知県お

よび県内大学との連携によるプロジェクトの構築と計画の具体化に、地域連携セン

ターと協力しながら、学部をあげて取り組む。 

（2）小中および高等学校への出前授業や生徒の受け入れ、市民講座など一般市民への

学習機会の提供や啓蒙活動を推進する。 

（3）学会活動や国および地方自治体等の各種審議会への積極的な参加、研究成果の実

用化や企業との共同研究などを通した教育研究成果の社会への還元、シンポジウム

やセミナー開催などを通した社会貢献を促進する。 

（4）国際学術交流や海外諸機関との共同研究実施などの国際活動を、国際連携センタ

ーとの協力ともあわせてさらに活性化する。 

（5）教員の教育研究情報の発信および広報活動を充実させ，学内外に向けて積極的に

情報提供を行う。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）高知県および県内大学と

の連携による地方大学地

域産業創生事業プロジェ

クトを実施する。 

平成 30 年、内閣府地方大

学・地域産業創生事業に、高知

県および県内大学連携のもと

『IoP(Internet of Plants)

が導く「Next次世代型施設園

芸農業」への進化』プロジェク

トを提案し、同年採択された。

採択初年度として、情報工学

を活用した先端的施設園芸生

産およびその周辺産業に関わ

る研究を開始するとともに、

当該産業分野を担う人材育成

事業として、大学院教育プロ

グラムを中心とした教育体制

左の取組状況に記載のと

おり 
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の整備と運用をすすめてい

る。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）公開講座 7件、講演・研修会開催 36件、学外委員会への参加 121件、産官学連携

活動 71件、メディアによる啓発活動 23件、セミナーシンポジウムの開催 28件、

海外大学・学術組織との交流 69件、在外研究 10件、海外姉妹校との交流 37件な

どを通して、地域社会・国際社会に貢献した。 

（2）内閣府地方大学・地域産業創生事業への申請・採択・事業初年次の活動を通して、

高知県ならびに県内大学との連携関係を構築した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：地域協働学部 

組織長（部局の長）：学部長 

組織評価の責任者名：上田 健作 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 10 0 1 0 

准教授 13 0 0 0 

講師 7 0 0 0 

助教 4 0 3 0 

合計 34 0 4 0 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

１）地域協働マネジメント力を有する地域協働型産業人材の育成 

（1）「6次産業化人（起業人材）」の育成 

（2）「産業、行政、生活･文化の各分野における地域協働リーダー」の育成 

２）地域協働マネジメント力の構成要素である「地域理解力」「企画立案力」「協働実践

力」の育成 

（1）地域協働マネジメント力を支える知識及び技法の確実な修得の保障 

（2）地域協働マネジメント力を支えるコンピテンシーの育成 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（１）設置計画書に定めた１～４年次の全カリキュラムを厳格に履行する。 

（２）実施済みの１年次～３年次のカリキュラムとの整合性を検証し改善点を明らかに

することに努める。 

（３）平成 29 年度に明らかになった演習授業及び実習授業における教育内容及び教育

方法上の課題の改善を図って教員の教育力向上と学びの成果の向上に努める。 

（４）引き続き、実習授業の教育効果をより高めるため、実習授業とそれに知識･技法を

提供する授業（企画立案事業計画基礎演習、非営利組織経営基礎演習、商品開発

演習）の接続を改善する。 

（５）引き続き、実習担当者会議、演習担当者会議等の FD活動を活発に展開して教育内

容及び教育方法に関して改善すべき課題を明らかにすることに努める。 

（６）平成 30年度の進路実績を分析するとともに、進路・就職支援策の改善をはかり、

学生の希望がかなえられる進路・就職支援活動を実施する。また、地域協働教育

推進会議と協働して就職支援の取り組みやキャリア形成支援の取り組みを実施す

る件に関しては、平成 30年度総会の決定に従い実施する。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）「アクションプランによる授業改善」

を学部教員の担当する全授業（共通教

育及び専門教育の全授業）で実施して

教育力の向上に努める。 

地域協働学部においては、開講学期中に改

善可能なものは改善を実現するという基本

方針で「アクションプラン」を原則的に全開

講科目で実施することにしている。受講者が

５名以下で回答者が特定可能であると考え

られる科目、学期中に改善措置を講じること

が困難であるオムニバス授業は、例外とし

て、実施対象から除外することにしている。 

専門科目 2018 年度開講総数 33 科目のう

ち 29 科目で実施した。未実施の４科目のう

ち受講者が５名以下の授業が２科目、15 回

すべてオムニバス授業であるものが１科目

であった。 
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（2）学年ごとの実習授業及び演習授業担

当者全員による「実習担当者会議」を

最低月１回開催して実習及び演習授

業の教育内容の改善と教育方法の改

善に努める。 

８月を除き毎月（第２水曜日）、各学年の

担当教員は学年ごとに担当者会議を開催し

て、実習及び演習授業の教育内容及び方法の

改善に努めた。延べ開催回数は、44 回。 

（3）引き続き、FD活動を活発に実施して

教育力の向上に努める。特に、平成 30

年度は、新たな取り組みとして、｢教

員のルーブリック｣の開発を開始す

る。 

平成 29 年度に開始した教員のルーブリッ

ク開発を継続して実施する計画であったが、

学生のルーブリックの改善に多くの時間を

とられたため、平成 29年度に開発した内容

を改善して実用的なルーブリックにするま

でには至らなかった。 

（4）実習受入先との連携を強化するため

に教務支援員２名を配置する。 

教務支援員２名を配置して、実習における

バス及び公用車の配車管理、運行報告及び出

張申請・報告の事務を遂行して本学部教育の

柱を支えることができた。加えて、インター

ネット環境を通じた学部教育研究活動に関

する情報発信をリアルタイムに近い形で実

施することができた。 

 
ＦＤの取組状況 

毎月開催する担当者会議（実習と演習）において授業改善を検討するほか、カリキュ

ラムの点検評価・改善のための FD を９回、e－ポートフォリオ操作説明会、セオーフガ

ーディング FD、メンタルヘルスに関する FD を各１回開催して学生指導の充実及びカリ

キュラムの改善に努めた。 

おおむね良好に執り行われた。しかし、２年生の担当者会議における教員の出席率が

低かったことが課題として残った。出席率の低さは、地域の要望から会議開催予定の日

に実習を入れてしまったことに原因がある。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
（1）引き続き、課題探求実践セミナーの

実施を通じて設置計画書に定めた教

育目標（基本姿勢、状況把握力、コミ

ュニケーション力に関するルーブリ

ックのレベル１）の達成を目指し、レ

ベル 2の達成に努力する。あわせて、

ルーブリックの改善に努める。 

課題探求実践セミナーを１年生 63名に対

して実施して左記の３つの能力のレベル 1

及びレベル 2の達成を目指した。 

（2）引き続き、地域理解実習の実施を通

じて設置計画書に定めた教育目標（論

理的思考力、情報収集・分析力、関係

性理解力に関するルーブリックのレ

ベル１）の達成を目指し、レベル 2の

達成に努力する。あわせて、ルーブリ

ックの改善に努める。 

地域理解実習を１年生 61名に対して実施

して左記の３つの能力のレベル 1 及びレベ

ル 2の達成を目指した。 

（3）地域協働企画立案実習と事業企画プ

ロジェクト実習を通じて設置計画書

地域協働企画立案実習と事業企画プロジェ

クト実習を２年生 64名に対して実施して



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

4/地域協働学部 
63/368 

に定めた教育目標（地域課題探求力、

発想力、論理的思考力、事業プランニ

ング力、商品・サービス開発力、関係

形成力のレベル 1）を達成する授業内

容を提供するとともに改善点を明確

にすることに努める。さらに、ルーブ

リックの改善に努める。 

左記の６つの能力のレベル 1 及びレベル 2

の達成を目指した。 

（4）地域協働マネジメント実習と教える

プロジェクト実習を通じて設置計画

書に定めた教育目標（事業評価改善

力、行動持続力、リーダーシップ、フ

ァシリテーション力、学習プロセス構

想力に関するルーブリックのレベル

１）の達成を目指し、レベル 2の達成

に努力する。あわせて、ルーブリック

の改善に努める。 

地域協働マネジメント実習と教えるプロジ

ェクト実習を３年生 53名に対して実施し

て左記の５つの能力のレベル 1及びレベル 2

の達成を目指した。 

（5）地域協働研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲにおいて論

文作成に必要な文献読解や文献資料

等を含む情報収集･分析等に関する基

本的技法の確実な習得を図る授業内

容を提供する。同時に、実習における

体験と授業で修得した知識・技法を活

かして初歩的な論文作成（課題設定、

仮説設定、論理展開、引用･参照）の

プロセスと方法･ルールを確実に習得

できる授業内容を提供するとともに、

平成 30 年度は地域協働実践･卒業研

究において「知の統合」を図る。各学

年研究論文のルーブリックを改善す

るとともに地域協働実践･卒業研究の

ルーブリックを定めて成績評価基準

を明確化する。 

学年研究論文及び地域協働実践・卒業研究の

ルーブリックを改善して定めることで、学生

に対しては論文作成の指針を示し、教員に対

しては指導指針を示して知の統合を図った。 

（6）核授業においてアクティブラーニン

グを導入して学生の主体的な学びを

促進する。 

本学 AP事業において推奨されているアクテ

ィブラーニングの様式を平成 30年度に開講

した学部専門科目 57 科目中 51 科目におい

て導入・実施した。 

（7）就職支援の取り組みを通じて就職率

100％を目指す。 

学部独自に 23 回の取り組み（資料２「就職

支援の取り組み」参照）を実施した。中でも

特色ある取り組みは、地域協働教育推進会議

と共同開催した「社長飯」を５回実施したこ

とである。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒
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業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
Ⅰ．学業の成果目標 

（1）課題探求実践セミナー

（基本姿勢、状況把握力、

コミュニケーション力に

関するルーブリックのレ

ベル１）の達成を目指し、

レベル 2 以上の達成に努

力する。 

課題探求実践セミナーを１年

生 63 名 に対して実施して

左記の 3 つの能力のレベル 1

及びレベル 2 の達成を目指し

た。 

63 名中 合格者は 61 名、

不合格者は２名であった

（S29名、A29名、B１名、C

２名、D２名）。合格者のうち

コミュニケーション力のレ

ベル 1 を達成した者は 58

名、「状況把握力」のレベル

1を達成した者は 59名であ

った。そのうちレベル 2 を

達成した者は、コミュニケ

ーション力に関して 11名、

状況把握力に関して９名で

あった。 

（2）地域理解実習（論理的思

考力、情報収集・分析力、

関係性理解力に関するル

ーブリックのレベル１）

の達成を目指し、レベル 2

以上の達成に努力する。 

 

地域理解実習を １年生 61

名 に対して実施して左記の 3

つの能力のレベル 1 及びレベ

ル 2の達成を目指した。 

61 名中 合格者は 60 名、

不合格者は１名であった

（S18名、A41名、B１名、C

０名、D１名）。合格者のうち

共感力のレベル 1 を達成し

た者は 59名、情報収集・分

析力のレベル 1 を達成した

者は 60名であった。関係性

理解力のレベル 1 を達成し

た者は 60名だった。そのう

ちレベル 2 を達成した者

は、共感力に関して６名、情

報収集・分析力に関して４

名、関係性理解力に関して

２名であった。 

（3）地域協働企画立案実習と

事業企画プロジェクト実

習（地域課題探求力、発想

力、論理的思考力、事業プ

ランニング力、商品・サー

ビス開発力、関係形成力

のレベル 1）の達成を目指

し、レベル 2 以上の達成

に努力する。 

地域協働企画立案実習と事業

企画プロジェクト実習を２年

生 64 名 に対して実施して

左記の６つの能力のレベル 1

及びレベル 2 の達成を目指し

た。 

64 名中 合格者は 64 名、

不合格者は０名であった

（S12名、A39名、B５名、C

８名、D０名）。合格者のうち

レベル 1 を達成した者の数

は、論理的思考力に関して

59名、地域課題探求力に関

して 59名、発想力に関して

53名、事業プランニング力

に関しては 54名、商品サー

ビス開発力に関しては 58

名、関係形成力に関しては

54名だった。そのうちレベ

ル 2 を達成した者は、論理

的思考力５名、地域課題探

求力９名、発想力０名、事業

プランニング力５名、商品

サービス開発力 10名、関係
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形成力１名であった。 

（4）地域協働マネジメント実

習と教えるプロジェクト

実習（事業評価改善力、行

動持続力、リーダーシッ

プ、ファシリテーション

力、学習プロセス構想力

に関するルーブリックの

レベル１）の達成を目指

し、レベル 2 以上の達成

に努力する。 

地域協働マネジメント実習と

教えるプロジェクト実習を３

年生 53 名 に対して実施し

て左記の５つの能力のレベル

1 及びレベル 2 の達成を目指

した。 

53 名中 合格者は 52 名、

不合格者は１名であった

（S13名、A37名、B０名、C

２名、D１名）。合格者のうち

レベル 1 を達成した者の数

は、事業評価力に関して 50

名、行動持続力に関して 51

名、リーダーシップに関し

て 51名、事業改善力に関し

ては 52名、学習プロセス構

築力に関しては 52名、ファ

シリテーション力に関して

は 51名だった。そのうちレ

ベル 2 を達成した者は、事

業評価力１名、行動持続力

２名、リーダーシップ０名、

事業改善力０名、学習プロ

セス構築力１名、ファシリ

テーション力１名であっ

た。 

（5）地域協働研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ

において論文作成に必要

な文献読解や文献資料等

を含む情報収集･分析等

に関する基本的技法の確

実な習得を図る授業内容

を提供する。同時に、実習

における体験と授業で修

得した知識・技法を活か

して初歩的な論文作成

（課題設定、仮説設定、論

理展開、引用･参照）のプ

ロセスと方法･ルールを

確実に習得できる授業内

容を提供するとともに、

平成 30 年度は地域協働

実践･卒業研究において

「知の統合」を図る。各学

年研究論文のルーブリッ

クを改善するとともに地

域協働実践･卒業研究の

ルーブリックを定めて成

績評価基準を明確化す

る。 

学年研究論文及び地域協働実

践・卒業研究のルーブリック

を改善して定めることで、学

生に対しては論文作成の指針

を示し、教員に対しては指導

指針を示して知の統合を図っ

た。 

論文のルーブリックを定

めて組織的に指導を行うこ

とで（資料１「『地域協働研

究Ⅰ～Ⅲおよび卒論』評価

の観点」を参照）、以下の成

果を収めた。 

地域協働研究Ⅰでは、履

修者 61名中、合格者 60名、

不合格１名であった（不合

格１名は体調不良による出

席不足のため）。S７名、A29

名、B21 名、C３名、D１名で

あった。 

地域協働研究Ⅱでは、履

修者 65名中、合格者 62名、

不合格者３名であった。S８

名、A15 名、B23名、C16名、

D３名であった。 

地域協働研究Ⅲでは、履

修者 52名中、合格者 52名、

不合格者０名であった。S11

名、A19 名、B17 名、C５名

であった。 

地域協働実践・卒業研究

では、履修者 57名中、合格

者 55名、不合格者２名であ

った（不合格者２名は休学

又は習得単位不足で卒業を
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延期した学生）。 

S0名、A30名、B19名、C6

名、D2名であった。 

（6）各授業においてアクティ

ブラーニングを導入して

学生の主体的な学びを促

進する。 

本学 AP 事業において推奨さ

れているアクティブラーニン

グの様式を平成 30 年度に開

講した学部専門科目 57 科目

中 51科目において導入・実施

した。 

調査漏れのため不明な科

目が６科目であった。その

内訳は、専任科目１科目、兼

任科目５科目であった。 

全専門科目の 89.4％の科

目でアクティブラーニング

が導入されており学生の主

体的学びの確立に向けて教

育改革が進んできることを

示している。 

①PBLを導入した科目は、

実習科目（地域理解実習、地

域協働企画立案実習、事業

企画プロジェクト実習、地

域協働マネジメント実習、

教えるプロジェム）及び演

習科目（地域協働研究Ⅰ～

Ⅲ、地域協働実践・卒業研

究）の９科目の他に講義科

目８科目で実施された。②

反転授業は、講義科目８科

目で、③グループワークは、

47科目、④プレゼンテーシ

ョンは、44科目、⑤ピアテ

ィーチングは１科目、⑥体

験学習・フィールドワーク

は実習科目５科目の他に９

科目、⑦フィードバックの

実施は 43科目、⑧ITCの活

用は８科目で実施された。 

①PBL、③グループワー

ク、④プレゼン、⑥体験学

習・フィールドワークは本

学部教育課程の特色であり

柱であるが、いまひとつの

教育内容の特色は⑦フィー

ドバックの実施である。開

講科目 57 科目中 43 科目

（75.4％）において実施さ

れており、教育力の向上の

一端を示している。 
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Ⅱ．進路・就職に関して 

（1）進路・就職支援策の具体

化をはかり、学生の希望

がかなえられる進路・就

職支援活動を実施して、

就職率 100％を目指す。そ

のため、 

①地域協働教育推進会議と協

働して就職支援の取り組み

やキャリア形成支援の取り

組みを実施する件に関して

は、高知県産業界の社会人

と学生による「社長飯」企画

を開催してネットワークを

構築する機会を提供するこ

と。当会議会員及び高知県

産業界の参加を得て、２学

期に２年生の事業計画に対

するブラッシュアップ会を

開催する。 

②就職〔企業向け〕セミナーの

定期的開催 

③就職〔公務員向け〕セミナー

の定期的開催 

④その他必要な支援（教養試

験対策講座等）の実施 

 

学部独自に 23 回の取り組み

（資料２「就職支援の取り組

み」参照）を実施した。中でも

特色ある取り組みは、地域協

働教育推進会議と共同開催し

た「社長飯」を５回実施したこ

とである。 

就職支援の結果、公務員

再受験１名を除いて卒業生

54 名中 53 名が進学を含め

て進路を決定した。その結

果、就職率は 98.1％となっ

た。 

高知県内就職率の向上を

狙いとして取り組みを開始

した「社長飯」は、地元企業

を中心に社長及び会社関係

者と学生が普段からの交流

を通じて地元企業に対する

理解を醸成する機会と場を

提供することを目的として

いる。広がりと効果の点で

まだ発展途上であるが２期

生、３期生が参加者の中心

を占めており、今後効果が

期待できる取り組みとして

発展させる予定である。最

初のモデルを構築できた点

で成果があった。 

なお、平成 30年度の卒業

生において高知県出身者は

13名、進路未決定者は０で

あった。うち県内就職者は

12名であった。 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 －  －  80.6% 

就職率 －  －  98.1% 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

地域協働学部は完成年度を迎えてカリキュラムの整備を完了した。基本的に週１回地域

に出向いて地域協働実践を行うカリキュラムを通じて地域協働リーダーとしての素養を

育成することが可能となった。４年間の学士課程教育の実践を通じて地域協働リーダーと

しての素養の育成及び社会人として自立して活躍する基盤の養成は実習を柱とするカリ

キュラムが効果的に機能することが明らかになった。 

平成 30年度に卒業した１期生に関して企業等の評価は、全般的に高いものであったが、

とりわけ 600時間に及ぶ地域協働実践及び教室での学びをタスクとして実行し続けたこと

に対して新社会人として十分な能力を備えていることを証明するものとして理解された

ことは重視すべきである。 

設置計画を滞りなく履行して地域社会及び学生が求める効果的な教育の仕組みが完成

したとはいえ、改善すべき課題もまた多数明らかになった。ひとつは、たゆまざる FD を

通じて教員の能力の向上を図ることである。いまひとつは、現在のカリキュラムの実施体

制を最低限の専任教員体制（24名）で設計したために、持続可能性が問われる事態に至っ
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ている。平成 31年度以降、退職教員の「後任不補充」の全学方針によって 24名体制を縮

小せざるを得ない状況に至っており、教員の教育負担が負担の物理的限界を超える可能性

が大きい。カリキュラム実施体制が危うくなりつつある。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）公務員再受験者１名を除き進学を含めて全員の進路決定を達成した。 

（2）実習及びアクティブラーニングを柱とするカリキュラムの教育効果が検証できた。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）学生力（学生教育）を通じた地域貢献活動の充実･発展 

（2）実習科目における「協働的学び」の組織化を通じて社会人教育と産業人材育成支援 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）設置計画書に定めた実習科目（「課題探求実践セミナー」、「地域理解実習」、「地域

協働企画立案実習」、「事業企画プロジェクト実習」、｢地域理解マネジメント実習｣

「教えるプロジェクト実習」）の地域協働による実施（８市町<大豊町、土佐町、香

南市、南国市、高知市、いの町、仁淀川町、黒潮町>13 組織との地域協働による実

習授業の実施）。学生主導の「地域づくりワークショップ」の実施を含む。 

（2）新たな実習フィールド（地域協働パートナー）の開発を強化する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）サービスラーニングを中

心とする実習授業「課題探

求実践セミナー」を６市町

（高知市、佐川町、大豊町、

南国市、黒潮町、香美市）

７組織との地域協働によ

って第１学期に実施する。 

計画したサービスラーニング

のすべてを実施した。 

地域のボランティアニー

ズに応えた。 

（2）学生主導の「地域づくり

ワークショップ」の実施

を、実習授業「地域理解実

習」と６市町（高知市、佐

川町、大豊町、南国市、黒

潮町、香美市）の７組織と

の地域協働によって第２

学期に実施する。 

計画したワークショップ及び

活動のすべてを実施した。 

高知市（土佐山地区）、

佐川町（黒岩地区）、大豊

町（ゆとりすとぱーく大豊

及び東豊永地区）、南国市

（稲生地区）、黒潮町（大

方及び佐賀北部）、香美市

（物部みらい）において地

域理解のためのワークシ

ョップを各１回実施した。 

（3）学生主導の「地域づくり

ワークショップ」の実施

を、実習授業「地域協働企

画立案実習（第１学期）」

及び「事業企画プロジェク

ト実習（第２学期）」と７

市町（高知市･越知町、い

計画したワークショップ及び

活動のすべてを実施した。 

いの町是友地区におい

て５回実施した。地域関係

者の参加延べ人数は 79 人

であった。 

南国市稲生地区におい

ては 11 回実施。地域関係

者の参加延べ人数は 172
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の町、土佐町、大豊町、南

国市、黒潮町）７組織との

地域協働によって実施す

る。 

人であった。 

大豊町「ゆとりすとぱー

く大豊」及び東豊永地区に

おいて 4回実施。地域関係

者の参加延べ人数は 48 人

であった。 

合計 20 回、地域関係者

の延べ参加者数 299 人で

あった。 

学生による学びの場の

提供によって述べ 299 人

の地域関係者による地域

と地域づくりに関する学

びを喚起することができ

た。 

（4）学生主導の「地域づくり

ワークショップ」の実施

を、実習授業（｢地域協働

マネジメント実習｣(１学

期)「教えるプロジェクト

実習」(２学期)）、地域協

働マネジメント演習Ⅰ・Ⅱ

において６市町（高知市、

香南市、南国市、大豊町、

黒潮町、大月町）の８組織

との地域共同で実施する。 

計画したワークショップ及び

活動のすべてを実施した。 

南国市（稲生地区）にお

いて６回実施。地域関係者

の参加延べ人数は 107 人

であった。 

高知市（ファイティングド

ックス）において２回実

施．地域関係者の参加延べ

人数は 20人であった。 

大月町（柏島）において、

５回実施。地域関係者の参

加延べ人数は 245 人であ

った。 

高知市（土佐山地区）に

おいて、３回実施。地域関

係者の参加延べ人数は 78

人であった。 

黒潮町（佐賀北部）にお

いて 19 回実施。地域関係

者の参加延べ人数は 389

人であった。 

合計 37 回、地域関係者

の参加延べ人数 839 人で

あった。 

学生による学びの場の

提供によって述べ 839 人

の地域関係者による地域

と地域づくりに関する学

びを喚起することができ

た。 

（5）地域協働パートナー説明

会を年３回開催してフィ

ールドの開発に努める。 

県東部、西部における開催を

中止して、高知市（朝倉）のみ

での開催とした。東部、西部か

らも朝倉へ来る関係者がほと

んどのため。 

鵜来島、須崎ほか 20 団体

が来場した。その他個別的

な協働申し入れにより６

団体とお試し地域活動の

実施を含めて交渉継続中。
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課題探求実践セミナーに

おけるサービスラーニン

グ実施地域として新たに

３地域（いの町柳野、四万

十町、安田町）を開発。平

成 31 年度１学期実施予

定。 

（6）｢株式会社里人｣など学外

の協働パートナーと連携

して地域を支援する。 

大豊ユトスト実習班が、大豊

町において NEXCO エンジニア

リング四国株式会社、株式会

社里人及び大豊町と協働し

『大豊ブルーベリーの里』構

想を推進した。 

ゆとりすとパーク大豊

において「ブルーベリー収

穫祭」「ジビエフェスタ」

を NEXCO エンジニアリン

グ四国株式会社及び大豊

町と共同開催して、「大豊

ブルーベルーの里」構想推

進の一翼を担った。 

株式会社里人による大

豊ブルーベリーワインの

製造によって NXCO エンジ

ニアリング四国株式会社

が運営するブルーベリー

農園の販路開拓及び大豊

町内においてブルーベリ

ー農家複数軒の育成に成

功した。 

（7）ホームカミングデイにお

いて協働パートナー（実習

先関係者）と協働して「地

域協働マルシェ」を開催す

る。 

 

「地域協働マルシェ」を開催

した。 

学園祭及びホームカミ

ングデイにあわせた開催

によって、実習先地域に情

報発信の場を提供するこ

とができた。 

出店した実習先地域は、

南国市西川地区（西川地区

集落活動センター、地域関

係者４名）、大月町（黒潮

実感センター、物品のみ参

加）、大豊町（東豊永地区、

地域関係者２名）、大豊町

（ゆとりすとぱーく大豊

及び NEXCO エンジニアリ

ング四国株式会社、物品の

み参加）、南国市（稲生地

区、集落活動センター・チ

ーム稲生、地域関係者５

名）、いの町（是友地区。

地域関係者４名）、高知市

（土佐山、中川をよくする

会、地域関係者１名）、高

知市（高知ファイティング

ドックス。地域関係者３

名）。総売り上げは 288，
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950 円であった。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）実習授業を通じて地域と学生の協働的学びを推進できたこと。 

（2）大豊町において地域住民、行政、企業、大学による産官学民協働の取り組み（モ

デル事業）を地道に進めていること。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：土佐さきがけプログラム 

組織長（部局の長）：運営委員会委員長 

組織評価の責任者名：岩崎 貢三 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 0 0 0 0 

准教授 1 0 0 0 

講師 2 0 0 1 

助教 0 0 0 0 

合計 3人 0人 0人 1人 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

関連する様々な分野を横断的かつ総合的に学ぶことにより，幅広い知識（基礎力）や

それらを組み合わせて考える力（応用力）を身につけ，現代社会が抱える問題の解決に

積極的に取り組む社会のリーダーを育成することを目的とする． 

１．グリーンサイエンス人材育成コース 

化学を基盤とし，環境に配慮した技術開発・学際研究を通じて，国際的に通用する

高度な専門知識や技術を身につけた，環境問題や資源問題などの解決に貢献できる人

材を，学士及び修士課程の教育を通じて育成することを目的とする． 

２．国際人材育成コース 

英語・中国語・日本語などを駆使し，高い国際コミュニケーション力とともに，文

化的・歴史的背景による価値観の違いを乗り越えて自文化と異文化を理解する心を持

ち，国際社会の発展に貢献できる人材の育成を目的とする． 

３．生命・環境人材育成コース 

人間を含む地球上のすべての生物にとって健全な生存環境を構築するために，生物

の生命活動とそれを支える環境に関連する諸科学を領域横断的に学ぶことで，生命を

育み，護り，次の世代へ繋ぐために必要となる様々な課題を俯瞰し，それを解決する

ことに貢献できる人材を育成することを目的とする． 

４．スポーツ人材育成コース（副専攻） 

所属する学部・学科等の専門分野の学びとスポーツ活動を両立させ，さらに副専攻

としてスポーツを科学的に学ぶことで，競技力の向上及び指導力を身につけ，在学中

は高知大学のスポーツ活性化を担い，卒業後は国内外においてスポーツ文化の発展に

貢献できる人材を育成することを目的とする． 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

1-1 に記載したような人材を育成するという教育目的を達成するため，（1）授業担当， 

（2）卒業研究指導（スポーツ人材育成コースを除く），（3）海外または国内における研

修・インターンシップの指導（国際人材育成コース），（4）教育改善のための活動，（5）

就職の支援に係る活動，（6）学生の生活指導に係る活動等に積極的に取り組む． 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 
（1）土佐さきがけプログラム運営委員会で，教育

の内部質保証に係る取組みを推進する． 

１．教育成果の可視化のための取組みを推進した。 

（1）「統合・働きかけ」に係る教育成果の可視化に努

めた。 

（2）e-ポートフォリオ利用状況の可視化に努めた。 

（3）ディプロマポリシー達成度の可視化に努めた。 

２．IRに関する取組みを推進した。 

（1）大学生基礎力レポートの実施と解析を試みた。 

（2）成績評価の適正化を試みた。 

（3）教育内容，教育方法，カリキュラム等の改善へ向

けた取組を推進した。 

３．その他，教育力向上に関する取組みを推進した。 
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（1）地域関連科目，アクティブ・ラーニング型授業等

における教育力の向上に努めた。 

（2）国際関連科目における教育力の向上に努めた。 

（2）学生面談を充実させ，学修指導，就職活動支援

等を促進する． 

学生面談の実施を通じた学修指導，就職活動支援等の

充実に努めた。 

 

 
ＦＤの取組状況 
１． 平成 30 年度第 2 学期の FD・SD ウイークで，土佐さきがけプログラムから「ビジネスのための中国理

解」「IELTS 講座Ⅱ」を公開し，参観者からコメントのフィードバックを得ることにより教育の向上に

務めた。 

２． 平成 30年 9月 20, 21日に九州大学で開催された「学際教育交流セミナー」に教員及び学生が参加して

発表および情報交換を行い，他大学の学際教育の試み等についての理解を深めた。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 
（1）①アクティブ・ラーニング型授業，②地域志向

科目，③国際的な視点を育てる科目等を実施

し，各種アンケートや相互授業参観の実施を通

じた教育内容等の検証・改善を継続して実施す

る． 

（1）①アクティブ・ラーニング型授業 

■グリーンサイエンス人材育成コース 

GS実験Ⅲ，Ⅳにおいて，英語関連論文の講読並びに専

門的な研究を行った。報告会を開催し，パワーポイン

トによる発表及び質疑応答を行い，達成状況を確認し

た。 

■国際人材育成コース 

共通教育科目として「グローバルコミュニケーショ

ン」を開講した。４月開催の説明会には履修希望者が

現れなかった．高額な必要経費に問題があると考え，

フィリピンに実習先を変更し再募集したところ，二人

の履修登録者があり，９月３日より現地にて海外実習

を行った． 

■生命・環境人材育成コース 

「生命と環境Ⅰ」，「英文読解・理解力養成セミナー」

（１年生），「生命と環境Ⅱ」，「研究室インターン実習

Ⅰ～Ⅳ」，「実践英語セミナー」（２年生），「産官学連携

インターンシップ」「生命・環境学集中実習」（３年生）

で授業評価アンケートを行った。１年生の科目では，

専門内容の理解が深まるよう指導した結果，自主性と

モチベーションを高めることができた。「研究室イン

ターン実習」は，自分の興味に合致した専門分野を能

動的に選択するうえで有効と考えられた。「産官学連

携インターンシップ」は，農芸化学分野の卒業生を講

師に招いての講義と研究指導によって社会貢献力の

育成につながる有意義な内容となり，学生アンケート

でもその効果が検証できた。 

■スポーツ人材育成コース 

「専門実技演習Ⅰ（剣道，陸上競技）」，「専門実技演習

Ⅱ（剣道，陸上競技）」，「専門実技演習Ⅲ（剣道）」，「ス

ポーツ指導演習」，「テーピング実習」などの講義と実

技を合わせて学生の自主性を高めるための施策を組

み込んだ授業科目を実施し，評価・検証・改善によっ

て内容を充実させた。質問紙調査と面接調査を用い授

業内容を評価・検証した結果，理論を実技にうまく適

用することが不得手であることが判明した。そこで，

理論を具体的な方法論にまで落とし込んで使用する

ことができるよう，具体例を示しながら解説するよう

に授業内容に変更を加えた。その結果，学生の理解が

進み，授業内容の改善が図られた。 
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（1）②地域志向科目 

■全コース 

・地域関連科目として「大学基礎論」「学問基礎論」を

実施し，授業評価アンケートを行い，教育効果及び成

果の検証・評価を行った。 

大学基礎論においては，グループワークの進め方を，

個人及びグループのレベルで改善した結果，全体の満

足度も高まった。また，キャリア教育を 2コマ実施し，

学習の目標設定や進路に対する意識を高めた。 

グリーンサイエンス人材育成コースの学問基礎論は，

関係教員による研究内容紹介と，与えられた課題につ

いてのプレゼンテーションで構成した。授業担当責任

者が受講生から直接講義内容やその感想の聞きとり

を行った結果，授業内容に満足していることを確認し

た。国際人材育成コースの学問基礎論では，本年度よ

り，日本語論文の書き方と基礎的なデータの収集，分

析方法を取り入れ，より説得力のあるレポートが書け

る基礎を身につけさせた。生命・環境人材育成コース

の学問基礎論では，個人別の学習活動およびグループ

での調査・研究活動を通じて，学生の積極性を高める

ことができた。 

■グリーンサイエンス人材育成コース 

・地域関連科目として「GS特別講義Ⅰ」を開講した。

学外から研究者を迎え集中講義形式で授業を実施す

ることにより，地域の課題等に関心を持たせた。学生

アンケートを行い，評価，検証したところ，学生は講

義内容に強い興味を示していた。特に様々な分野の知

見・技術を導入することは，今後，彼らが化学研究を

行う上で重要な指針となったようだ。また，「GS 特別

講義Ⅱ」では，授業ごとの内容を，レポートにまとめ

たものを発表させることにより，授業の理解度や表現

能力を評価，検証した。レポートの修正案について意

見交換を行い，その結果に基づいて再提出を行った上

で評価することにより，十分に授業目的を達成してい

ることを確認した。 

■国際人材育成コース 

・地域関連科目として「グローバル時代の日本」「国際

講座Ⅲ」「Japanese Studies II: Culture」「Japanese 

Studies III: Kochi Studies」「国際講座Ⅱ」を開講

し，地域に関連したフィールド学習やグループワーク

等を実施した。「グローバル時代の日本」では，moodle

を活用した授業を実施した結果，学生同士の議論のき

っかけにすることができた。 

■生命・環境人材育成コース 

・地域関連科目として「生命と環境Ⅰ」，「生命と環境

Ⅱ」，「研究室インターン実習Ⅰ～Ⅳ」を開講し，地域

貢献を意識した学びに努めさせた。 

 

（1）③国際的な視点を育てる科目 

■グリーンサイエンス人材育成コース（修士） 

国際的な視点からの学びを保証するとともに，イノベ

ーション創出に貢献できる高度専門職業人の育成に

資するため，修士課程第３期生に対して，海外インタ

ーンを開講した。（モナッシュ大学１名，ハノイ科学大

学化学科２名，ストラスブール大学 1名）。帰国後，報

告会で活動内容の発表を行わせた結果，海外インター

ンの効果が検証された。 

■国際人材育成コース 

・対象者９名に対し「海外研修・インターンシップⅡ」



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

5/土佐さきがけプログラム 
77/368 

を実施した（９名の留学又は留学予定先：米ロードア

イランド大学１名，オランダハンゼ応用科学大学１

名，フィリピン大学１名，台湾・中国文化大学１名，

台湾・東海大学２名，韓国 漢陽大学１名，ガーナ大

学１名，インランド・ノルウェー応用大学１名）。 

・外部外国語試験を受検させ，学生の語学能力の向上

について検証した。英語(IELTS)については，平成 29

年度実施の 1年次平均スコアは 5.4であったが，平成

30 年度実施の 2 年次平均スコアは上昇し 5.7 となっ

た。中国語(TECC)については，過去のスコアと比較可

能な 10 名で分析すると，スコアが上昇した学生が 3

名，下降した学生が 7名であった．非中国語圏留学者

のレベルダウンが顕著であり，4 年次の中国語授業の

改善（補講等）を検討する必要がある． 

■生命・環境人材育成コース 

・「英文読解・理解力養成セミナー」「英文実践セミナ

ー」で，理系英語論文の構成や良く使われる表現に関

連した演習を行った。また，「生命・環境学集中実習」

を実施し，主に英語原著論文の講読やプレゼンテーシ

ョン等を行わせた。これらの学習を通じて，国際的な

視野を持つための基礎力，専門分野に関係する語学の

能力向上を図った．その結果，卒論研究のための実践

力と，社会のニーズに対応した研究の企画力，国際的

に貢献できる研究力の育成に結びつける意欲を育む

ことができた。 

・３年生の４月から研究室に配属し，最新の研究成果

や研究技法を国際的な文献調査から学ばせることに

より，自分の研究の企画と実験計画，実験結果の考察

や議論に役立てることができた。 

 

（2）卒業研究等を実施し報告会を開催する（スポ

ーツ人材育成コースを除く）．パフォーマンス

評価等の手法により，教育効果を点検する． 

（2） 

【グリーンサイエンス人材育成コース】 

パフォーマンス評価対象科目である「GS実験Ⅲ」にお

いて，１学期末に成果報告会を指導教員，GSコース実

施委員の教員及び GS コースの学生を集めて行い，パ

ワーポイントによる発表及び質疑応答から，能力評価

指標およびルーブリックに基づくパフォーマンス評

価を実施した。3 年生から研究室配属され，研究テー

マの原理の理解，GS課題研究を見据えた研究計画，研

究に利用されている機器の理解を十分修得できてい

ると考えられた。 

【国際人材育成コース】 

海外研修・インターンシップⅠ～Ⅲ，国内研修・イン

ターンシップⅠ～Ⅲで第 1回目のパフォーマンス評価

を行い，学生の能力向上を検証した。4 年生では卒業

発表会において課題に取り組んだ成果が発表できて

いるが，2 年生の段階では課題に取り組む意識が低い

と考えられた。今後 2年次から課題研究にとりかかれ

るように授業内容の前倒しを検討する。また，研修終

了時に面談等を通じて，卒業までの学修の目標を設定

する予定である。 

【生命環境人材育成コース】 

3 年生の生命・環境学集中実習において第 1 回目のパ

フォーマンス評価を行い，研究配属と指導教員による

マン・ツー・マンの指導を通じて，今後もさらに密な

学修指導を行うことの重要性を確認した。 

また，４年生は，卒論演習，卒論研究に能動的に取り

組ませた。「卒業論文演習」では，英語論文による学習

と情報収集を行わせ，国際的な視野を持ったうえで，

自身の研究内容を論文にまとめさせた．国際的な視点
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を持って研究に取り組む姿勢を指導した結果，4 名の

内 3名が大学院への進学を確定し，本コースの目標を

充分達成できた。また，学会発表や卒業論文発表会に

おいて，研究内容，プレゼンテーション技術ともに優

れた成果をあげた。 

（3）TSP 独自開講科目について，成績分布等の調

査・検証を行う． 

（3）平成 29年度に開講された TSP独自開講科目につ

いて，成績評価分布の実態分析を行った。受講生数が

10名以上の科目は，第 1学期，第 2学期を合わせて 15

科目である。これらのうち，5 科目については，優以

上の割合は，50％以下であった。残りの科目について，

授業担当者に対し，優以上の占める割合が多かった理

由を調査したところ，非常勤講師による授業への専任

教員の補助教育者としての参画・指導，学生それぞれ

に応じたプレゼンテーションやレポート提出前の個

別指導，留学生・帰国子女等を交えたグループワーク

等を行うことによる学習効果の向上，外部外国語試験

受験を目標とすることによる授業時間外学習時間の

増加などの取り組みが行われており，授業担当教員が

設定した到達目標に達した者に優以上の成績を与え

ていることが確認された．これらの科目では，受講生

数が 10 名を超えているとはいえ，10～13 人と少ない

ことから十分な個別指導が可能であり，その結果，優

以上の学生の占める割合が高くなることは妥当と考

えられた． 

（4）修士課程において海外インターン等を実施し，

教育効果を検証するとともに，実施方法・授業

内容の改善を図る（グリーンサイエンス人材育

成コース）． 

（4）海外インターンに関することは，上記（1）③で

述べた。 

 

（5）海外研修・インターンシップ，国内研修・イン

ターンシップ報告会を実施し，教育効果を検証

するとともに実施方法・授業内容の改善を図る

（国際人材育成コース）． 

（5）海外研修・インターンシップ，国内研修・インタ

ーンシップに関することは，上記（1）③および（2）

で述べた。 

 

（6）カスタマイズされたｅ-ポートフォリオを活用

したリフレクション面談・学生面談を行い，学

修指導，就職活動支援等を促進する． 

（6）2018年 10月 31日時点での 1年生の e-ポートフ

ォリオ利用率は，ログイン率と卒業時に達成していた

い目標の入力率は 100％であったが，第 1 学期の学修

目標と振り返りの入力率は，それぞれ 93.3％，13.3％，

第 2学期の学修目標の入力率は 6.7％であった。一方，

2 年生については，ログイン率と卒業時に達成してい

たい目標の入力率は，それぞれ 64.3％，57.1％，第 1

学期の学修目標と振り返りの入力率は，ともに 7.1％，

第 2 学期の学修目標の入力率は 0％であった。以上の

結果を踏まえ，今後，学修指導，就職活動支援等をさ

らに促進していくために，年度初めのオリエンテーシ

ョンでの指導を TSP運営委員会で依頼した。また，第

2 学期の初めにも，e-ポートフォリオの活用を促す必

要があり，学問基礎論（1 年生）や専門科目での指導

について検討する必要がある。 

 一方，e-ポートフォリオにおける「統合・働きかけ

パフォーマンス評価」の入力状況は，1 回目の評価に

おける学生の入力率が 11.8％であったことを除くと，

学生，教員ともに入力率は 0％という結果であった。

（2）で述べたように，パフォーマンス評価自体は行わ

れていることから，今後，入力率向上を図る必要があ

る。 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応

する取組を記載） 
教育活動の成果（左記の取組に

対応する結果を記載）（成果を示
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す指標（卒業率，就職率など），

エビデンス，資料名も記述する

こと） 
（1）卒業予定者アンケートを実施

し，ディプロマポリシーの達成

度に関する自己評価結果を検証

する． 

（1）平成 29 年度卒業予定者

アンケートにおけるディ

プロマポリシーの達成度

に関する自己評価結果

を，平成 27，28年度の結

果と比較した．また，平成

30年度卒業予定者アンケ

ートを実施した。 

（1）成果を示す指標：卒業予定者アンケ

ートの解析状況 

国際人材育成コースでは，これまで同

様，中国語の授業が少ないという意見が

あったものの，知識・理解，思考・判断，

関心・意欲・態度，技能・表現のいずれ

の観点でも，満足あるいはどちらかとい

えば満足と回答した学生数が増加して

いる結果が得られた。 

 平成 30 年度卒業予定者にディプロマ

ポリシーの達成度を自己評価させると

ともに，学生の意見を収集し，教育内容，

教育方法，カリキュラムの改善に資する

ことを目的に，卒業予定者アンケートを

実施した。現在結果を解析中である。 

（2）就職説明会等を実施し，就職活

動支援を充実させる． 

（2）就職説明会等を実施し

た． 

（2）成果を示す指標：就職説明会の実施

状況等 

学内合同就職説明会，就職セミナー，

企業別説明会による就活支援に加え，個

別に指導を行った。また，国際人材育成

コースでは，1，2年生に対して，国際協

力事業の実務担当者による就職講演会

を開催した。 

 

（3）就職状況調査を行う（目標：卒

業生全員が就職先，進学先を決

定できること） 

（3）就職状況調査を行った。 （3）成果を示す指標：就職内定状況等 

調査の結果，企業への就職希望者の全

員が，内定を得たことを確認した。 

【グリーンサイエンス人材育成コース】 

修了生を輩出するグリーンサイエン

ス人材コースでは，2名とも民間企業（電

子電気関連，化学関連）へ就職した。 

【国際人材育成コース】 

卒業予定者 10名のうち，企業 6名，公

務員 1名，外国籍１名は帰国後に就職活

動予定．大学院進学 1名，公務員試験準

備 1名。 

【生命・環境人材育成コース】 

４年生４名の内，１名が民間企業へ就

職し，３名が大学院へ進学した。 

  

【参考】卒業率／修了率，就職率 

卒業／修了年度 
平成 28年度 

平成 29年度 

（学士／修士） 

平成 30年度 

（学士／修士） 

卒業率／修了率 76.5％ 81.3％／100.0％ 82.4%／100% 

就職率 100.0％ 100.0％／100.0％ 88.9%／100% 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 
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１． AP事業によって整備された e-ポートフォリオにおいて，国際人材育成コースでは，海外研修・インター

ンシップ，国内研修・インターンシップの活動記録や教員等とのコミュニケーションが記録できるように

カスタマイズを行い，ｅ-ポートフォリオの運用を開始した。また，全コースにおいて，e-ポートフォリ

オを活用したリフレクション面談・学生面談を行った。今後，利用率の更なる向上を図る必要がある。 

 

２． 卒業予定者アンケートのなかで，「「土佐さきがけプログラム」の施設や環境等は教育を受ける上で満足で

きるものでしたか。」という質問項目を設け，教育環境への満足度を継続的に調査している。平成 29年度

卒業予定者に対して行った調査結果は下表の通りである。なお，平成 29年度は，生命・環境人材育成コ

ースの卒業予定者は在籍していない。平成 30年度卒業予定者の調査結果は，現在解析中である。 

 解析の結果，スポーツ人材育成コースの 1名を除き，全員が，「満足」または「どちらかといえば満足」

と回答し，自由記述からも教育環境に大きな問題はないと考えられた。スポーツ人材育成コースの 1 名

は，設備および事務職員の対応に関し，「どちらかといえば不満」と回答した。これは，開設当初に導入

されたトレーニング設備の老朽化，スポーツ人材育成コースが副専攻であるため，担当事務が主専攻学部

と土佐さきがけプログラム担当事務にまたがっていることなどが原因ではないかと思われた。 

 

（1）全体として 

 
満足 

どちらかといえば 

満足 

どちらかといえば 

不満 
不満 無回答 

グリーンサイエンス人材育成コース 2 1 0 0 0 

国際人材育成コース 5 3 0 0 1 

スポーツ人材育成コース 0 1 0 0 0 

（2）設備について 

 
満足 

どちらかといえば

満足 

どちらかといえば

不満 
不満 無回答 

グリーンサイエンス人材育成コース 2 1 0 0 0 

国際人材育成コース 3 4 0 1 1 

スポーツ人材育成コース 0 0 1 0 0 

（3）事務職員の対応について     

 
満足 

どちらかといえば

満足 

どちらかといえば

不満 
不満 無回答 

グリーンサイエンス人材育成コース 2 1 0 0 0 

国際人材育成コース 6 2 0 0 1 

スポーツ人材育成コース 0 0 1 0 0 

（4）自由記述 

グリーンサイエンス人材育成コース ・少人数教育での授業が多かったから，設備としては１年生の時

にあった TSP棟は部屋もいくつかあり，ロッカーもあったの

で，とても使いやすかった。 

・どこで聞けば良いのかわからない事柄であっても，適切な課へ

と案内してくれた。 

・すぐ対応してくださっているから。 

国際人材育成コース ・棟が他学部と離れている少し距離を感じるが，とても衛生的に

もきれいで使いやすい。 

・特に困ることはなかった。 

・留学を通じて，大学の課題，授業を通してそう実感できたから。 

スポーツ人材育成コース ・記述なし 
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1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）卒業予定者アンケートを実施し，ディプロマポリシーの達成度に関する自己評価結果を検証した。 

（2）卒業生・修了生のほぼ全員が，就職先または進学先を決定した． 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

地域社会の課題から国際問題，環境問題などの解決に，グローバルな視点で積極的に

貢献することを目的とする． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

① 留学生，研究者の受け入れ・派遣，② 国際・地域連携型教育プロジェクトの推進，

ならびに，これらの情報発信を通じて，地域社会，国際社会に貢献する． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応

する取組を記載） 
取組の成果（左記の取組に対応

する結果を記載）（成果を示す指

標，エビデンス（外部の意見や

反応，評価も含む），資料名も

記述すること） 
（1）ウェブサイト等の更新（対象：

地域社会，国際社会） 

（1）ウェブサイトを更新し

た。 

（1）成果を示す指標：ウェブサイト更新

状況 

大学公式ホームページで，土佐さきがけ

プログラムの募集停止（廃止）について

掲載した。 

http://www.kochi-

u.ac.jp/sakigake_program/ 

（2）学生・研究者の海外派遣，外国

人研究者の受け入れ（対象：地域

社会，国際社会，数値目標：2件

程度） 

（2）学生・研究者の海外派

遣，外国人研究者の受け入

れを推進した。 

（2）成果を示す指標：学生・研究者の海

外派遣，外国人研究者の受け入れ状況 

【グリーンサイエンス人材育成コース】 

 豪州・モナッシュ大学グリーンケミス

トリー分野の研究者を迎え，集中講義形

式で「GS特別講義Ⅰ」を開講するととも

に，学術交流を推進した。また，修士課

程第３期生に対して，海外インターンを

開講し（モナッシュ大学１名，ハノイ科

学大学化学科２名，ストラスブール大学

１名），海外協定校との交流を深めた。 

【国際人材育成コース】 

・「海外研修・インターンシップⅡ」にお

いて 9名の学生が留学し，海外協定校と

の学生交流を推進した（米ロードアイラ

ンド大学１名，オランダハンゼ応用科学

大学１名，フィリピン大学１名，台湾・

中国文化大学１名，台湾・東海大学２名，

韓国 漢陽大学１名，ガーナ大学１名，

インランド・ノルウェー応用大学１名）。 

（3）サマープログラムの実施（対象：

地域社会，国際社会，数値目標：

1件） 

（3）サマープログラムを実

施した。 

 

 

（3）成果を示す指標：サマープログラム

の実施状況 

 ロードアイランド大学から，6 名の特

別聴講学生を受け入れ，サマープログラ

ム と し て 「 Japanese Studies Ⅰ : 

Language 」「 Japanese Studies Ⅱ : 

Culture」「Japanese Studies Ⅲ: Kochi 
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Studies」を開講した。地域に関連したフ

ィールド学習やグループワーク等を実

施し，交流を深めた。 

（4）海外学習プログラムの実施（対

象：地域社会，国際社会，数値目

標：1件） 

（4）海外学習プログラムの

実施に取組んだ。 

（4）成果を示す指標：海外学習プログラ

ムの実施状況 

 共通教育科目として「グローバルコミ

ュニケーション」を開講した．昨年と同

様，オーストラリアの語学学校を海外実

習先とする内容であったが，４月に開催

した説明会には履修希望者が現れなか

った．高額な必要経費に問題があると考

え，オーストラリアの半額程度で実習が

可能なフィリピンに実習先を変更し再

募集したところ，二人の履修登録者があ

った．当該学生らは，９月３日より現地

にて海外実習を行った． 

（5）入試広報活動の実施（対象：地

域社会，数値目標：10件程度） 

（5）高校訪問，大学訪問の

受け入れ，オープンキャン

パスの実施，会場式進学説

明会等への参加，パンフレ

ットの作成・配布を通じて

入試広報活動を行った。 

（5）成果を示す指標：入試広報活動の実

施状況，入試実施状況 

①県内外の高校等へ訪問し，プログラ

ム・コースの説明を行うとともに出前授

業や志願者との直接面談を行った（６月

16日高知追手前高校出前授業,６月22日

高知小津高校出前授業,９月 26日高松桜

井高校進路ガイダンス，10月７日土佐塾

高校進学ガイダンス）また，大学訪問の

受入れを行った。（６月 13日須崎高校・

春野高校，７月 14日高知学園）また，オ

ープンキャンパスでは，高校生及び保護

者に各コースの説明を行った。 

②進学担当者説明会や会場式進学説明

会に参加した（６月 14 日新阪急ホテル，

７月４日高知大学，７月 10 日岡山コン

ベンションセンター）。 

③平成 30 年度版の土佐さきがけプログ

ラムのパンフを作成・印刷し，配布した。

ホームページの改訂等を行った。 

④以上の入試広報活動及び平成 30 年度

入学者選抜方法の点検・検証を行った結

果，前期入試に変更したグリーンサイエ

ンス人材育成コースでは，平成 29 年度

よりも受験者数は減少したものの，募集

定員を上回る受験者数があり，３名の合

格者を発表した。平成 31年度入試には，

5名の出願があり，2名が合格した。国際

人材育成コースの平成 31年度入試では，

13名が出願し，8名が合格した。その内

外国人留学生は 1名であった。 

（6）特別教育プログラムを実施して

いる他大学との交流を通じて，

土佐さきがけプログラムの活動

を広報する（対象：地域社会，数

値目標：1件） 

（6）「学際教育交流セミナ

ー」に参加し，特別教育プロ

グラムを実施している他大

学との交流を深めるととも

に，土佐さきがけプログラ

ムの活動を広報した。 

（6）成果を示す指標：他大学との交流状

況 

 平成 30年 9月 20, 21日に九州大学で

開催された「学際教育交流セミナー」に

教員及び学生が参加して発表および情

報交換を行い，他大学の学際教育の試み

等についての理解を深めた。 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）学生・研究者の海外派遣，外国人研究者の受け入れを推進した。 

（2）土佐さきがけプログラムの廃止（募集停止）を学内外に向けて告知した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：医学部附属病院 

組織長（部局の長）：病院長 

組織評価の責任者名：執印 太郎 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 5 2 0 0 

准教授 9 3 0 0 

講師 31 6 7 0 

助教 73 24 28 0 

合計 118人 35人 35人 0人 
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６ 附属病院における診療活動の評価 

 

6-1 診療活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）社会ニーズに呼応した病院機能・運営の強化を図るとともに，地域医療の中核機関の役

割を担うため，地域との連携を強化する。 

（2）地域特性に根差し，国際社会にも貢献しうる医師・医学研究者等を養成する。特に，地

域医療を担う医師・メディカルスタッフの養成を積極的に行う。 

（3）先端的で特色ある研究を推進し，その研究成果を医療現場に還元するため，先端医療の

開発・導入を促進する。 

（4）安定的な経営基盤を確保するため，環境の整備，経営管理指標等を活用した戦略的な経

営改善を行う。 

 

6-2 平成 30 年度の診療活動における成果について 

6-2-1 診療活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）社会ニーズに呼応した病院機能・運営の強化を図り，地域との連携を強化するために， 

1) 医療の質・安全の向上に資するため，クオリティ・インディケーター(診療の質指標)

の測定結果の分析，評価，改善等を行う。特に医療安全や感染対策の質を向上させるた

め，医療従事者への教育・研修体制を充実するとともに，その取組について国立大学病

院間相互チェック等を通じて，病院機能・運営を強化する。 

2) 地域医療の中核機関として，がん・地域医療・災害医療など社会的ニーズの高い医療

に対応するため，がん治療センターを中心とした集学的治療や低侵襲性の治療技術の向

上，救急医療体制の充実を行うとともに，トリアージ訓練など大規模災害に備えた災害

医療教育を行い医療従事者の災害対応技能を向上させる。 

3) 地域医療を担う大学病院として，在宅医療・介護連携の ICT システムを構築し，情報

端末等を活用した在宅医療を推進するなど地域医療ネットワークを充実する。 

（2）地域医療等を担う医師・メディカルスタッフの養成や地域への定着を促進するために，

地域医療の観点から卒前・卒後・専門医・生涯までの一貫したキャリアアップのための

教育・研修プログラムを提供するなどの教育研修体制を整備する。 

（3）次世代医療創造センター及び先端医療学推進センターを中心に，我が国初となる「小

児脳性麻痺に対する自己臍帯血輸血による治療研究」をはじめ，再生医療における臨床

及び基礎研究などに取り組み，特色ある先端医療研究を実施し，新しい診断・治療法の

開発・導入を推進する。 

（4）安定的な経営基盤を確保するため，環境の整備，経営管理指標等を活用した戦略的な

経営改善を行うために， 

1) 患者本位の医療サービスや医療を取巻く環境の変化に対応するため，第２期中期目標

期間から継続している病院再開発を着実に行い，質の高い医療環境を整備する。 

2) 安定的な経営基盤を確保するため，経営管理指標，診療科別診療状況等から経営状況

を把握・分析を行い，効果的な増収策及び経費削減に向けた改善策を策定・実施し，健

全で効率的な運営を行う。 
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6-2-2 診療活動の計画と取組状況 

１ 計画（前年度に作成したものを記

載） 
２ 取組状況（左記に対応する取組を記

載）（特に医療の質的向上，医療水準の向

上に繋がった取組については必ず記載

（成果を示す指標，エビデンス，資料名

も記述すること）） 

 

（1）医療の質と安全性を高めるために，

本院独自のクオリティ・インディケ

ーター（診療の質指標）項目の拡充と

ホームページ等による社会への公表

及 び 医 療 安 全 管 理 研 修 の e ‐

learning 導入など研修体制の充実を

図る。感染対策，褥瘡予防対策などの

指標分析や国立大学病院間相互チェ

ックの外部評価の結果に基づく改善

を継続的に行う。 

・安全な中心静脈カテーテル挿入について，

VR センターでの患者受け入れから施行まで

の流れや，末梢型中心静脈カテーテル

(PICC)挿入方法に関する記述を追加して

「中心静脈カテーテル挿入／留置マニュア

ル」を作成した。 

・国立大学病院間相互チェックで指摘され

た，画像診断報告書の未読対応について，画

像診断報告書の確認不足を無くすための取

り組みを行った。その結果，平成 31 年１月

の電子カルテシステムの更新により，放射

線・病理・内視鏡検査の結果報告書の未読状

況がシステム上で確認可能となった。 

・周術期予防的注射用抗菌薬を使用した全

症例のうち，注射用抗菌薬の投与が手術後

１日目までで終了した症例が占める割合は

72.9%であり，目標である 60.0%以上を達成

した。感染対策に関連する環境は年々向上

している。 

・平成 29年度 DPC データによる病院指標の

作成を行い，病院ホームページに公開した。

今後，各項目の集計を開始し，平成 29年度

診療統計の集計を行う。 

・病棟との栄養管理に関連する摂食嚥下ス

クリーニング体制を構築し，スクリーニン

グシートが IMIS-9に搭載され，電子カルテ

内に記載できることとなった。 

（2）がん診療連携拠点病院として，がん

に対する集学的治療や低侵襲手術の

適応拡大，がん緩和治療の充実を行

うとともに，高知県の特徴的な疾患

に対し地域の医療機関と連携を行い

治療・予防など患者の QOL 向上を図

る。 

・内視鏡手術支援ロボット「ダビンチ」によ

る手術の保険適用の範囲が拡大し，これま

では，前立腺がんと腎臓がんに限られてい

たが，新たに膀胱がん，直腸がんなどの術式

が加わった。腎腫瘍に対する低侵襲治療と

して，凍結療法 15症例及びロボット支援腎

部分切除術 50症例，前立腺癌 420症例，膀

胱癌 10症例を実施した。今後，胃がん等へ

の保険適用拡大に向け環境整備を進める。 

・平成 30 年４月より「がんゲノム医療連携

病院」として厚生労働省に指定され，設備等

の整備に努め，平成 31年４月より遺伝子パ

ネル検査を用いたがんゲノム医療を開始す

る。がんゲノム医療は，一人ひとりのがんの
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個性（原因）を明らかにし，患者さんにより

適した治療薬の情報をご提供する次世代の

がん治療であり， 遺伝子レベルで自身のが

んを知ることは，治療薬などの治療方針の

選択に役立ち，副作用の軽減や病状の緩和

などが期待できる。 

 

（3）災害・救急医療学講座を中心に，災害

医療教育を継続的に実施し，県下の行

政・地域医療機関等と知識・課題の共有

化を図る。 

・災害医療教育に関する講演会を３回開催

した。また，学内で各種防災・災害訓練を実

施するとともに，学外での災害医療情報伝

達訓練や，内閣府主催の大規模時医療活訓

練に参加するなど，スタッフの防災意識等

の向上や技術習得，地域医師の災害対応技

能の向上に貢献した。 

（4）ICTを活用した医療・介護情報共有シ

ステムを活用し，医療・介護連携体制の

拡充を図る。 

・CT・MRIの検査時問診票の電子化及び放射

線部門システム（RIS）からの個人プロフィ

ールの IMIS画面での Web表示等の運用を開

始するなど，高知県の ICTを活用した医療・

介護情報共有システムに新たな機能を追加

し，医療・介護連携体制の強化を図った。 

・地域医療の中核機関の役割を担うため，平

成 28年度から ICT を活用した「高知医療介

護情報連携システム」（高知県補助事業）を

構築し，高知県下の医療機関・介護事業所と

の連携に取り組んでいる。参加事業所数拡

大のため，県・市町村・職能団体等と協力し

説明会・事業所訪問等を積極的に行い，参加

事業所数は平成 29年度末の 88事業所から，

平成 30 年度末現在，135 事業所と増加して

いる。平成 30年度は，地域の多職種を対象

とした研修会・説明会（10 回，約 400 名参

加），運用 WG12 回，医療機関を含めた事業所

訪問（のべ 156回）を実施した。 

また，入院患者の状態に合わせたスムーズ

な転院を実現し，さらに高知県内医療機関

の病床機能分化・連携を促進するため，ICT

を活用した転院支援システムの開発を行っ

た。令和元年度より運用を開始する。 

（5）高知地域医療支援センター及び医療

人育成支援センターが協働して，新

専門医制度に向けた卒前・卒後・専門

医・生涯までのキャリア支援体制を

強化し，シームレスに繋がる教育・研

修プログラムを提供する。 

・高知地域医療支援センターと医療人育成

支援センターが協働して，専攻医の確保，専

門研修の質の向上を目的とした研修プログ

ラムの更新及び平成 32年度専攻医募集に関

する情報などを HPに掲載した。 

・高知地域医療支援センター（ＹＭＤＰ）ホ

ームページに，相談窓口を設置するととも

に，高知県奨学貸付金受給者を対象にした

キャリア形成支援プログラム及び専門医制

度に対応した共通講習等の実施情報のカレ

ンダーを作成し情報公開を行った。 
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・医療人育成支援センターHP の専攻医募集

に関するページを維新するとともに令和２

年度専門研修プログラムを掲載し情報発信

を行った。 

・本学の医学科学生を卒後に高知県に多く

残すため，高知地域医療支援センター，医療

人育成支援センター及び地域枠学生等アド

バイザーＷＧ等が，学生・研修医・専攻医の

ニーズや動向及び課題を共有し，課題の解

決に向けて協働する体制を構築した。 

・「地域医療支援センター運営事務担当者

会」を毎月開催することに決め，高知地域医

療支援センター，高知県及び高知医療再生

機構が，それぞれの情報や課題を早期に共

有できる体制を構築した。 

・新医師専門医制度が本年度から開始され

たことを機に，高知県における専攻医の確

保，専門研修の質の向上，プログラム間の調

整等を目的とした「高知県専門研修連絡協

議会」を設置した。同協議会が「高知県臨床

研修連絡協議会」と連携・協働することによ

り，若手医師を高知県全体で育成・支援する

体制がより強固なものとなった。 

（6）次世代医療推進センター及び先端医

療学推進センターを中心に，「小児脳

性麻痺など脳障害に対する自家臍帯

血単核球細胞輸血」，「がんペプチド

ワクチンの開発」や「耳鼻科領域での

再生医療」などの先進医療・再生医療

の推進に係る支援を行い，新たな診

断・治療法の開発や導入を促進する。 

・「小児脳性麻痺など脳障害に対する自家臍

帯血単核球細胞輸血」の臨床研究の目標症

例数計６例は，計画より１年早く 2018 年４

月末で達成した。 

・臍帯血幹細胞治療の基礎と臨床 ～脳性

麻痺疾患治療はどこまで解明されたか，講

演会による中間報告及び記者発表を行っ

た。 

・日本初の本格的な光線医療技術を基盤と

する先進的かつ独創的な組織である光線医

療センターにおいて研究開発された天然ア

ミノ酸５-アミノレブリン酸が，膀胱がんに

おいて保険適用となり，現在，国内 300 施設

で使用されている。また，腎盂尿管癌に対し

ても多施設共同臨床試験を実施している。 

・「術後せん妄の病態解明に向けた新規動物

モデルの樹立」の研究成果により，Asia 

Pacific Society for Biology and Medical 

Sciencesから Scientific Award 2018が授

与された。 

（7）病院再開発整備計画（既存診療棟改

修）の見直し案の作成を行う。医療環

境では，臨床検査室の品質・能力

（ISO15189）を維持する。 

・附属病院再開発計画の見直し検討を実施

し，文科省と協議を重ねた結果，2020 年度

国立大学法人等施設整備費概算要求の要求

事項とした。 

・附属病院再開発計画に関連する「基幹・環

境整備（医療ガス設備等）」について，2019
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年度事業として文科省から予算内示を受け

た。 

・臨床検査室の品質・能力（IS015189）の維

持のため，カンファレンス等を開催し継続

的に各種マニュアルの見直しを行ってい

る。 

 

（8）安定的な経営基盤を確保するため

に，引き続き前年度経営管理指標等

の分析を行い，増収及び経費削減策

を策定・実施し，効率的な運営を行

う。 

国立大学病院管理会計システム（HOMAS

２）を活用して，経営管理指標等の分析を行

っている。今年度は看護必要度（30%超え）

を重点目標とし取り組み，WG を立ち上げて

毎月，現状確認と改善点を整理し看護必要

度ラウンド，病棟ラウンド時に報告して情

報共有することで 6 月以降は 30%超えを維

持している。 

更なる取り組みとして，稼働率と平均在

院日数の数値が低い病棟については，その

都度病棟ラウンド（ヒアリング）を実施して

いる。 

経営状況について経営戦略会議や病院運

営委員会で随時報告し，経営状況説明会を

行い病院職員と情報共有を行った。これら

の取り組みが功を奏して，平成 30年度は稼

働率が前年度の 85.5%から 86.1%に改善し

た。また，稼働額は，対前年度約 10.1 億円

(5.7%)の増加，病院収入は，対前年度約 11.2

億円(6.5%)の増加となった 経費削減策と

して，医薬品・診療材料については，医薬品

で当初の 12.08%の値引率から 12.26%とな

り，約 9,846 千円の削減，診療材料で当初

22.92%の値引率から 25.96%となり，約

22,242 千円の削減が図れた。また，各種契

約の見直しを実施することで，不要な契約

の解除を行った結果，年間で約 10,000千円

の削減となった。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：人文社会科学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：中川 香代 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 31 0 1 1 

准教授 23 0 9 1 

講師 15 0 4 0 

助教 0 0 0 0 

合計 69 0 14 2 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）人文科学・社会科学諸分野の高度な専門知識、及び学際的結合を基盤とする柔軟な

判断力を養成する。 

（2）高度な専門知識を活用して、地域の文化・社会・国際関係の発展に貢献しうる人材

を育成する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）人文・社会科学の高度な専門知識の養成 

（2）人文・社会科学の幅広く総合的な学識を身につける 

（3）高度な論理的思考力及び総合的表現力の涵養 

（4）人文・社会科学の領域で、地域の文化、社会、国際関係の発展に貢献しうる人材の

養成（地域研究などの研究を専門とする者、高度専門知識を有する語学教育者及び

高度専門職業人、国際的教養とコミュニケーション力を有する国際人材） 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）総務委員会・教務委員会を中心に教

育活動を実施する体制強化をはかる。 

（1）専攻科長のもとに、総務委員会を置き、

各研究コース長と入試委員長・教務委員

長で総務委員会を毎月定例で開催し、教

育活動について企画決定し、教務委員会

を中心に教育活動を実施する体制強化

をはかった 

（2）教育改革と、そのための組織改革を

検討する。 

（2）教育改革について、カリキュラムを見

直し、「特別研究」に並ぶ「グループ研

究」を設置することで準備に着手した。 

「日本語教員養成課程」を研究科全体

にオープンにするかたちでスタートす

ることで準備に着手した。 

組織については、令和 2年度から社会

科学研究コースの「経済理論領域」を削

除し、「経済政策領域」に 1 本化にする

ことを決定した。 
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ＦＤの取組状況 

 

1. 教育研究研修会 

専攻科単独の FD開催は無いが、以下、学部生に対応する研修は院生にも効果的であ

る。 

【学生指導面談法】学生指導面談における留意点、配慮の必要な学生への対応法 

【就職活動支援】就職活動の現状と学生支援 

 

2.授業評価、修士論文研究指導に関する学生アンケート 

 3 月「院生アンケート調査」の分析と報告が行われた。 

 

3.授業実施報告書事例集の作成 

『総合高知研究 研究報告集』（2019年 7月発行） 

 

4.実践的拡張学習の実施 

地域視察等の調査実習授業「総合高知研究」を実施し、それを通じ、院生の社会的活

動学習、およびそれらを論文にまとめて発表の機会を与える指導方法などの実践を行

った。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）人文・社会科学の高度な専門知識養

成のためのカリキュラムと修士論文

研究の指導 

主指導教授、副指導教授や関連領域の教授の

指導で専門知識を増やしつつ、2年間の主指

導教授の「特別研究」を受け専門性を深め、

修士論文研究に取り組むカリキュラムで高

度な知識と思考力を養成することに取り組

んだ。 

（2）人文・社会科学の幅広く総合的な学

識を身につける総合研究の指導 

必修科目「アカデミック・リテラシー」と「総

合高知研究」において、人文・社会科学の異

分野を専門とする教員 3 名が総合的で基本

的な研究調査法と実践的調査活動を指導し

た。 

（3）高度な論理的思考力及び総合的表現

力の指導 

「総合高知研究」の成果を論文作成する過程

で、論理的思考力、総合的表現力の指導を行

った。 

（4）人文・社会科学の領域で、地域の文

化、社会、国際関係の発展に貢献しう

る専門的な能力の養成 

必修科目「総合高知研究」において、高知県

の文化、社会の課題を人文・社会科学の異分

野を専門とする教員 3 名が研究調査を指導

した。 
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1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）人文・社会科学の高度な

専門知識養成のためのカ

リキュラムと修士論文研

究の指導 

主指導教授、副指導教授や関

連領域の教授の指導で専門知

識を増やしつつ、2年間の主指

導教授の「特別研究」を受け専

門性を深め、修士論文研究に

取り組むカリキュラムで高度

な知識と思考力を養成するこ

とに取り組んだ。 

9 名が修士論文研究に取り

組み修士号を取得。優秀論

文「現代日本の政治経済体

制から見る政治教育の可能

性－丸山真男の政治学を手

掛かりに－」は、最も高度な

知識と思考力で執筆された

論文であり、専攻長奨励賞、

何溟会賞が授与された。 

（2）人文・社会科学の幅広く

総合的な学識を身につけ

る総合研究の指導 

必修科目「アカデミック・リテ

ラシー」と「総合高知研究」に

おいて、人文・社会科学の異分

野を専門とする教員 3 名が総

合的で基本的な研究調査法と

実践的調査活動を指導した。 

8人の院生が、「アカデミッ

ク・リテラシー」で訓練した

人文・社会科学の幅広く総

合的な学識を「総合高知研

究」の調査研究で生かし、 

論文作成した。『平成 30 年

度 総合高知研究 研究報

告書』 

（3）高度な論理的思考力及び

総合的表現力の指導 

「総合高知研究」の成果を論

文作成する過程で、論理的思

考力、総合的表現力の指導を

行った。 

論文のなかに論理的思考

力、総合的表現力が伺える。 

『平成 30 年度 総合高知

研究 研究報告書』 

（4）人文・社会科学の領域で、

地域の文化、社会、国際関

係の発展に貢献しうる専

門的な能力の養成 

必修科目「総合高知研究」にお

いて、高知県の文化、社会の課

題を人文・社会科学の異分野

を専門とする教員 3 名が研究

調査を指導した。 

高知県内の民間企業や公的

機関に勤める従業員を対象

にインタビュー調査を行

い、地域の社会的課題を考

察し、以下の論文にまとめ

た。「女性管理職の昇進意欲

を高める要因について-高

知県の女性管理職への調査

結果をもとに－」「高知県の

ワーキングマザーに対する

ワークライフバランス向上

の可能性－女性活躍推進活

動へのヒアリング調査の検

証を通して」 

『平成 30 年度 総合高知

研究 研究報告書』 
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【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 54.5％ 60.0％ 66.7％ 

就職率 100.0％ 80.0％ 100.0％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

入学者数は、2017年度に 12人、2018年度は 7人に減ってはいるが、授業時間は、2016年

に 1760.4時間、2017年に 1387.9時間、2018年に 1821.34時間と前年比 433.44時間と増

大した。これは、院生の専門領域が多岐にわたるため、多数の講義・演習が開講され、院

生 1 名に教員 1 名の個人指導や、院生 2 名程度の少人数クラスでの指導が数多く行われ

た。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）「アカデミック・リテラシー」を必修科目とし、人文・社会科学の幅広く総合的な

学識と調査方法を身につける指導を行った。成果は『平成 30 年度 総合高知研究 

研究報告書』における調査実践である。 

（2）「総合高知研究」を必修科目とし、地域の文化、社会の課題を研究題材に、地域の

課題解決や発展に貢献し、また、地域を知り貢献しうる人材を育成した。成果を『平

成 30年度 総合高知研究 研究報告書』にまとめた。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）人文社会科学の高度専門知識を有する人材を育成し地域の文化・社会・国際関係の

発展に貢献する 

（2）地域の機関・団体等と連携し、教育研究活動で協働することで地域活性化をはかる 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の文化・社会・国際関係の発展に貢献する人材を育成する 

（2）地域の機関・団体等と連携し、教育研究活動で協働する 

（3）教育研究の成果を地域に発信することにより、地域の文化水準の向上につなげる 

（4）地域をテーマに教育研究することにより、地域文化資源の発掘・保存、地域課題の

解決などに貢献する 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）必修科目「総合高知研究」

によるグループ調査と成

果発表を行う 

高知県内の女性を対象にイン

タビュー調査を行い、地域の

社会的課題を考察した。 

成果を『平成 30 年度 総

合高知研究 研究報告書』

にて発表。論文テーマは、

「女性管理職の昇進意欲

を高める要因について-高

知県の女性管理職への調

査結果をもとに－」「高知

県のワーキングマザーに

対するワークライフバラ

ンス向上の可能性－女性

活躍推進活動へのヒアリ

ング調査の検証を通して」 

 

（2）高知人文社会科学会及び

県内機関等と連携し、院生

の研究調査および報告を

行う 

高知県内の民間企業や公的機

関の協力を得て、従業員イン

タビュー調査を実施、指導し

た。 

『平成 30 年度 総合高知

研究 研究報告書』にまと 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）必修科目「総合高知研究」にて高知県内の民間企業や公的機関の協力を得て、従

業員インタビュー調査を実施、指導した。 

（2）高知県内の女性の社会進出を題材に、地域の社会的課題を考察した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：教育学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：岡谷 英明 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 27 0 2 0 

准教授 16 0 4 0 

講師 19 0 3 1 

助教 0 0 0 0 

合計 62 0 9 1 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高度専門職業人の育成，優れた教員の養成 

専門的知識の習得，人間の発達や人間形成に関する基礎理論及び応用 

高度なコミュニケーション能力，総合的判断能力，課題探求能力 

問題解決能力、専門的な研究能力，教育に対する見識の涵養 

高度な実践的教育力の育成 

（2）中核的教員・指導者の育成，リカレント教育，地域の教育課題にこたえる 

（3）現職教員に対する実りある教育機会の提供 

（4）地域の教育・学術・文化・スポーツの課題に応える組織づくり 

（5）高知県内の教育機関との連携による地域の教育活動支援 

（6）国際交流協定締結やプログラムに基づく積極的な教育交流 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）教員養成修士レベル化への対応 

（2）県教委との連携 

（3）ＦＤ活動の強化 

（4）実践的教育の整備・充実 

（5）国際的研究教育交流の充実 

（6）大学院の充足 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）33年度以降の教育学専攻について検

討する 

 「教育学専攻の組織改革に関する調査」と

いうテーマで研究科長裁量経費を獲得し、平

成 33 年度以降の教育学専攻の在り方につい

て検討を行った。 

（2）ＦＤ活動の強化充実を行う  教育に関するＦＤを 4回開催し、教職員の

教育に対する啓発に努めた。 

 
ＦＤの取組状況 

平成 30年度には、以下のＦＤを行った。 

１ 「欠席の多い学生・成績不振学生との面談における留意点」（５月１６日 

講師：坂本智香 学生総合支援センター修学支援ユニット長（特任講師））   

２ 「育児と介護制度の説明会」（６月１３日 講師：小島優子 安全・安心機構 男女共同

参画推進室支援ステーション長（准教授）） 

３ 「情報セキュリティについて」（１月９日 講師：山中学術情報課長） 

４ 「高知県公立学校教員採用について」（２月１３日 講師：高知県教育委員会事務局教

職員・福利課） 
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1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）附属学校教員受入体制の改善を検討

する 

附属校園連絡会議を開催し，附属学校教員

の大学院受入体制の改善について検討し、附

属学校教員が教職大学院に 2 年間所属でき

る体制を構築した。 

（2）長期インターンシップ，教育実践研

究を充実させる 

学務委員会を中心に、長期インターンシッ

プや教育実践研究のコーディネイトを行い、

院生の実践力を高める指導を実施した。 

（3）学生等の受入体制を整備し，派遣と

受入を促進，強化する 

地域国際連携委員会を中心に、協定校にお

ける受け入れ体制等を検討している。本年度

は、外国人留学生 12名を受け入れた。 

（4）大学院入試日程を検討し，広報を整

備，充実する 

入試委員会を中心に、大学院入試日程及び

広報の戦略を大学院内で検討し、入試体制お

よび広報を充実させながら、大学院入試を実

施した。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の取

組に対応する結果を記載）

（成果を示す指標（卒業率，

就職率など），エビデンス，

資料名も記述すること） 
（1）地域の教育課題に対応し

た高度な実践的指導力を

養う 

学務委員会を中心に、長期イ

ンターンシップや教育実践研

究のコーディネイトを行い、

院生の実践力を高める指導を

実施した。長期インターンシ

ップの受講生は１名、教育実

践研究の受講生は 22 名（Ⅰ

-11 名、Ⅱ-11 名）であった。 

長期インターンシップで

は、特別支援教育の視点か

ら英語教育指導のモデルを

構築する研究、教育実践研

究では、高知県の最も重要

な教育課題の一つである不

登校にかかわる研究、理数

教育にかかわる研究がなさ

れた。 

 

（2）教員採就職率の向上を図

る 

学生支援委員会を中心に、教

員採用試験に向けてのガイダ

ンスおよび模擬面接・模擬授

業指導等を行っている。 

修了生 11名のうち，進学等

が 1名で，就職希望者 10名

のうち 10 名が就職し，就

職率は 100 ％となった。そ

のうち教員就職は 8 名で，

正規教員は 5 名であった。

昨年度と比べ，それぞれ，

就職率は横這い，教員就職

は 7 名，正規教員は 7 名減

少している.修了者に占め

る教員就職者の割合は 

75 ％から 72.7 ％へと若

干減少してはいるが，依然
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と高い数字で，着実に教育

成果が出ている。 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 65.5％ 68.8％ 61.5％ 

就職率 96.9％ 100.0％ 100％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

教育学部構成員が教育活動に従事したエフォートは 37%であり、目標である 30％を超え

ている。過去 2年間を見てもほぼ同様のエフォート数であり、教育に十分な時間を割いて

いる。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）学務委員会を中心に、長期インターンシップや教育実践研究のコーディネイトを行

い、院生の実践力を高める指導を実施した。長期インターンシップの受講生は１名、

教育実践研究の受講生は 22名であった。 

（2）修了生 11 名のうち，進学等が 1 名で，就職希望者 10 名のうち 10 名が就職し，就

職率は 100 ％となった。そのうち教員就職は 8 名で，正規教員は 5 名であった。昨

年度と比べ，それぞれ，就職率は横這い，教員就職は 7名，正規教員は 7名減少して

いる.修了者に占める教員就職者の割合は 75 ％から 72.7 ％へと若干減少してはい

るが，依然と高い数字で，着実に教育成果が出ている。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

高知県下唯一の教員養成機関として，蓄積した専門知識を生かし，地域の教育・文化の

充実と発展に寄与する。 

（1）人材育成および研究を通じた地元教育界への貢献 

（2）教員の資質向上のための研修機会を提供する 

（3）児童・生徒または保護者・教師に対して教育相談・発達相談活動を行なう 

（4）地域社会学校の求めに応じて教育知識を普及するために講演会活動を行なう 

（5）教育行政機関等と連携協力すると共に，各種委員会・審議会活動に参加し，教育行

政等の発展に寄与する 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）専攻と教育委員会との組織連携をより密接に図り，養成と採用の一体化を目指す 

（2）教員の資質向上のための組織的な研修講座を開くとともに，地域社会・学校への講

演会活動，研究会活動を推進する 

（3）教育相談・発達相談活動，スクールカウンセラー，心理・教育相談活動，教師への

コンサルテーションを積極的に行う 

（4）教育行政機関等での各種委員会・審議会活動に積極的に寄与する 

（5）附属校園を中心とした研究，研修を推進する 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）高知県教育センターとの

連携事業を推進する 

高知大学教育学部附属教育

実践総合センターを、高知大

学大学院教職実践高度化専攻

附属学校教育研究センターへ

と改組し、教育学専攻長が附

属学校教育研究センター運営

委員会の委員となり、連携事

業を推進した。 

高知県教育センターと

合同で教育羅針盤を開催

した。 

（2）高知ＣＳＴプログラムを

実施する 

高知ＣＳＴプログラムを展

開し、教育委員会と連携して

高知県における理数系教員の

育成を実施した。 

今年度の養成実績は 14

名（うち修了者６名）であ

った。 

（3）附属学校教育研究センタ

ーを中心に研修，講習を開

設する 

教育学専攻長が附属学校教

育研究センター運営委員会の

委員となり、研修事業を推進

した。 

道徳研修講座、学校組織

マネジメント、教育力向上

などの 15 件以上の研修を

県内教員に対して実施し
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た。 

高知市教育委員会と連

携して学生を 68 名高知市

内の学校等へ学習ボラン

ティア等で派遣した。 

（4）免許更新講習，認定講習

を実施し教員研修に応え

る 

必修領域・選択必修領域専

門部会および選択領域専門部

会を開催し、免許更新講習、

認定講習を実施し教員研修を

企画実施した。 

教員免許更新講習は 50

講座を開設し、866名の受

講者があった。 

発達障害教育の認定講

習を実施し、のべ 603名以

上の受講者があった。 

「小学校外国語教科化

に対応した外部人材活用

促進等のための講習」を実

施し、のべ 202名の受講者

があった。 

 

（5）附属校園の研修を充実し，

地域の拠点となる 

高知大学附属学校園拠点機

能推進委員会を開催して、附

属校園の研究及び研修を充実

した。 

高知大学附属学校園拠

点機能推進委員会におい

て附属学校園の研究につ

いて高知県教育委員会と

意見交換を行い、高知県の

教育課題に対応した附属

学校園の研究の方向付け

を行った。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知大学附属学校園拠点機能推進委員会において附属学校園の研究について高知県

教育委員会と意見交換を行い、高知県の教育課題に対応した附属学校園の研究の方

向付けを行った。 

（2）「小学校外国語教科化に対応した外部人材活用促進等のための講習」を実施し、の

べ 202名の受講者があった。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：理学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：鈴木 知彦 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 43 0 1 0 

准教授 31 0 4 0 

講師 14 0 1 0 

助教 7 0 2 1 

合計 95 0 8 1 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

大学院修士課程理学専攻は，基礎理学と応用理学の２コースに連携２講座を加えた教育課

程を編成し，学部が実施する課題探求教育を発展的に継承し，課題解決能力に秀でた専門職

業人を育成する． 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

(1) 理学専攻は，自然科学およびその応用分野の高度な知識と技術を創造し，その成果を教

育に資する． 

(2) 理学専攻は，学部と連携した高度な専門教育を行う． 

(3) 学部大学院連携教育により，研究開発型および問題解決型に優れた高度専門職業人を輩

出する． 

(4) 我が国のみならずアジア太平洋地域から広く学生を受け入れ，更に高度な専門職業人を

養成する． 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 
理学専攻は教育実施体制を下記のように

整備する． 

① 理学専攻修士課程に 2コース（理学コー

ス，応用理学コース）および 2つの連携講

座（植物分類•地理学分野，海底資源科学

分野）を置く．理学専攻は，学術研究の高

度化，多様化，情報化，グローバル化や IT

革命に代表される社会の急激な変化に柔

軟に対応できる大学院教育を目指す．理

学コースは，数学，物理科学，生物科学，

地球科学の諸分野，更に学内・外の研究施

設や機関と連携し，多様で創造的な教育・

研究を推進し，新しい先端的な基礎理学

を創り出すことを目標とする．応用理学

コースは，情報科学，応用化学，海洋生命・

分子工学，災害科学の諸分野を含み，科

学・技術における国際的な激しい競争の

中で基礎研究から応用研究までを見据

え，高度な課題探求能力を発揮すること

のできる人材を育成する． 

 

 

 

理学専攻は，理工学部及び応用自然科学

専攻博士課程と一体的に教育改善に取組

 

 

① 平成 31年度の学生受入状況：修士課程理

学専攻（入学定員 75名）は，平成 31年度

入試で 58 人の学生を受け入れた．定員充

足率は昨年度の 69％から若干上昇し 77％

となった．定員未充足の原因の一つは，企

業等の業績改善による求人数の増大と，そ

れに誘引される学部生の就職希望率の上

昇である．大学院進学後の学費負担の影響

（保護者の経済的な問題）も背景にある．

この情勢を踏まえて，改組後の新組織（理

工学専攻（仮称））の適正な定員を検討した

結果，55名とすることとした．この数は最

近３年間の理学専攻の入学者数の平均（54

名）とほぼ等しい．企業アンケートからは

「理工学専攻（仮称）」設置への期待が大き

いことが分かり，学生アンケートの結果か

らは，改組後「理工学専攻（仮称）」の定員

を充足する進学希望者がいることも確認

した． 

また，専攻への進学を促進するために，年

3 回の進学説明会を実施し，ポスター（二

次元バーコードで理学専攻にリンク）やフ

ェイスブック等でも情報を発信した． 
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む体制とその役割を以下のように定め

る． 

 

① 理工学部運営会議 （役割：改革改善の

方向付け） 

 

 

② 理学専攻学務委員会 （役割：教育プロ

グラム作成，改善及び検証） 

 

 

③ 理学専攻会議 （役割：入試判定，学位

審査，教員の資格審査） 

 

 

 

④ 理工学部点検評価委員会 （役割：学部

の及び大学院の点検評価） 

平成 30年度の教育実施体制：理学専攻在

籍者 102 名に対し，教員 95 人（うち教授

43人）が教育を担当した． 

 

① 理工学部運営会議（原則月１回開催，平成

30 年度 10 回開催）：理学専攻の教育の改

革改善の方向付け，年度計画の検討及び作

成を行った． 

② 理学専攻学務委員会（原則月１回開催，平

成 30 年度 11 回開催）：教育プログラム，

学生募集要項，履修要項，及び学生の異動

に関する審議と原案を作成した． 

③ 理学専攻会議（原則隔月開催，平成 30 年

度 8 回開催）：学位審査，学生募集要項，

履修要項の決定，教員の担当資格審査，及

び各種企画の実施承認を行うとともに，改

善点を検討した． 

④ 理工学部点検評価委員会：年度末に修了予

定者アンケートを実施し，教育コースごと

にアンケート分析を行って教育の改善に

繋げている．集計が完了したアンケート結

果は，理工学部ホームページに掲載してい

る． 

 
ＦＤの取組状況 

理工学部／理学専攻／応用自然科学専攻は，一体となって以下の９件の FDを実施した． 

 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）教育課程は，専門科目，特殊科目，ゼ

ミナール，特別研究により編成する．ま

た，社会人科目として，基礎的事項を確

理学専攻は，平成 30年度に専門科目，特殊科

目，ゼミナール，及び特別研究からなる約 100

の授業科目を開設した．  
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認するための「序論」を置いた．  

 

（2）専門科目に中心的授業を設定し，カリ

キュラムを体系的に学ばせる． 

各分野における中心的授業は昨年度と同様で

ある． 

 

（3）学生の進路指導を目的として，特殊科

目（選択必修）を置く．特殊科目は，研

究企画能力を向上する「リサーチプロ

ポーザル（実習Ⅰ）」と，就職希望者の

問題解決能力を涵養する「インターン

シップ（実習Ⅱ）」を含む． 

「リサーチプロポーザル（実習Ⅰ）」では研究

企画能力の向上を目指しこれまでの研究の背

景を含めた研究プロポーザルを行い，企業等

での「インターンシップ（実習Ⅱ）」ではその

成果を各分野で発表した． 

 

（4）ゼミナール及び特別研究 ゼミナールは，特定のテーマについての文献

検索と学習を演習形式で実施した．特別研究

は，専門分野の最新の知見に基づいて，研究･

実験を行った． 

（5）主指導教員１名，副指導教員２名以上

（他の専門分野の教員を 1 名含む）に

よる複数教員による指導体制の教育． 

オリエンテーションの際に，全ての大学院生

に複数指導体制に対する説明を行い，幅広い

視点からなる指導体制を敷いた．  

（6）TA 雇用による教育能力の向上 教育的配慮から理学専攻の学生のほぼ全員を

複数回 TAとして採用した（１学期 63人（108

コマ）：２学期 47人（70コマ））．TAアンケー

ト結果からは， TA制度が概ね有効に機能し，

院生の教育能力が向上していることが伺え

る． 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したも

のを記載） 
取組状況（左記に対応する取組を

記載） 
教育活動の成果（左記

の取組に対応する結果を

記載）（成果を示す指標

（卒業率，就職率な

ど），エビデンス，資料

名も記述すること） 
（1）学術研究の高度化，多

様化，情報化，グロー

バル化や IT 革命に代

表される社会の急激

な変化に柔軟に対応

できる人材を育成す

る．理学コースは，多

様で創造的な教育・研

究を推進し，新しい先

端的な基礎理学を創

り出すことを目標と

する．応用理学コース

は，科学・技術におけ

る国際的な激しい競

争の中で基礎研究か

① 修了状況 

 平成 30 年度の理学専攻２年生在

籍者 53 名のうち，45 名が学位論文

を提出し，提出者全員が合格した

（未提出者は 7 名）．提出率はおよ

そ 85％であり，昨年度（82％）より

上昇した．  

 

資格 

 平成 30年度の専修免許取得数は，

中学校専修数学 5名，中学校専修理

科 4名，高等学校専修数学 7名，高

等学校専修理科 12 名であった．免

許総数は 26件（昨年度は 15件），免

許取得者実数は 19 名（昨年度は 10

名）であり，いずれも昨年度より増
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ら応用研究までを見

据え，高度な課題探求

能力を発揮すること

のできる人材を育成

する． 

加した．  

 

受賞 

(1) 理学専攻 2 年 Daisuke Eguchi

氏が電気関係学会四国支部連合

大会(SJCIEE) において「優秀発

表賞（A Specified Brand Sake 

Fermentation Process Simulator 

based on ANN Model．）」を受賞し

た． 

 (2)理学専攻１年（受賞時，理学部

理学科応用化学コース４年：仁子

研究室）の関仁望さんが，第７回

「サイエンス・インカレ」研究発

表会において，「ポスター賞（企業

賞：SCREEN賞）」を受賞した． 

(3) 優秀な修士論文を提出した理

学専攻の３名が，同窓会組織から

「南溟会賞」を授与された． 

 

修了予定者アンケート結果（集計分

析済みの平成 29年２月実施分） 

(1) 理学専攻修了予定者 50 名に対

して学習環境全般に関するアン

ケート調査を行った（回収率

100％）．理学専攻在学中の研究や

生活において満足したものは，

「研究室での研究やゼミ」「先生

との出会い」「友人との出会い」が

44％以上の高い数字を示した（複

数回答可）．逆に不満足であった

ものは，「課外活動」「修士論文」

であり，20-30％の値を示した． 

(2) 「大学の就職支援」に関しては， 

62％が「満足できた」「ほぼ満足で

きた」と答えており，毎年ほぼ同

じ割合である．「大学院生が少な

いために，TAが負担になった」と

いう意見があり，今後の検討課題

である． 

(3) 「総合的に考えて理学専攻で学

んでよかったか」を問う設問に対

しては，94％が「よかった」「概ね

よかった」と答えている．以上の

アンケート結果から，理学専攻の

教育は十分に機能しているとい

える． 

 

就職，進学状況 

(1) 平成 30 年度の大学院修士課程

理学専攻の修了者は 45名のうち，
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35名が就職希望者であった．就職

率 は 100 ％ で あ り ， 昨 年 度

（94.6 ％）より上昇した．県内に

４名，県外に 31 名が就職してい

る．就職を希望しない学生は２名

いるが，公務員，教員の再受験を

目指している．  

(2) 平成 30 年度の就職者のうち，

26名が企業等，６名が教員，３名

が公務員として就職した．  

(3) 企業への就職者の業種は，「製

造業」「情報通信業」「専門・技術

サービス業」が例年通り上位を占

めている．  

(4) 平成 30 年度の理学専攻修了者

45 名のうち７名が博士課程に進

学している． 

 

（2）理学専攻への進学促

進のための取り組み 

②進学支援   

(1)理学専攻への進学を促進するた

めに，入学試験（自己推薦入試，

１次募集，２次募集）に合わせて

進学説明会を実施した．説明会で

は CSTプログラムについても言及

した． 

(2)大学院への進学を促すために，

修士課程の各分野の教育研究内

容を紹介するリーフレット（研究

科長裁量経費を使用）を理工学部

二号館一階の正面玄関に常時配

置し，学生が自由に閲覧，持ち帰

りができるように配慮した．リー

フレットの欠品が出た場合には

各分野が迅速に補充している． 

(3)４回の入学試験（自己推薦入試，

１次募集，２次募集，３次募集）

の情報をポスター及び理工学部

フェイスブックにて発信した． 

(4) 大学院授業科目の早期履修：理

学専攻では，学部教育と大学院教

育の連携を重視し，学部３年次末

において 116単位以上取得してい

る進学予定者が，４年次に大学院

授業科目を早期履修する制度を

整備している．平成 30 年度には

６名の早期履修者希望者がおり，

審議の結果，全員が早期履修可と

判定された（前年度は５名）． 

 

 

（3）修了生に対する就職

支援（学部との一体的

③就職支援（学部，大学院共通）  

各教育コースの就職担当を通じて，
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な取組み） 全学の企業就職ガイダンス，インタ

ーンシップガイダンス，就職模擬試

験，就活直前対策講座，面接対策実

践，業界研究セミナー，公務員就職

ガイダンス・セミナー，教員就職ガ

イダンス・セミナーなどへの参加を

日常的に学生に呼びかけた． 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率（％） 88.5 82.1 91.1 

就職率（％） 100 96.6 100 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

理学専攻を構成する教員の自己評価集計結果から，エフォートの 36％が教育活動に割り

当てられ（前年度は 36％），総講義時間も前年とほぼ同様の 13800 時間であった（一人当

たりの平均は 145時間）． 

 

教員は，教育活動に 30％以上のエフォートを割り振って活動していることや実際の講義

時間数から,教育活動を実施する理学専攻の組織体制は適切であると判断される． 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）修了生に対する継続的なアンケートの実施と，及びその分析に基づく教育改善  

（2）様々な進学支援の実施（自己推薦入試の導入，リーフレットの作成による分野別研究

紹介，Facebook等による入試広報） 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）国立大学が社会全体に貢献する公共的存在であることを，理工学部／理学専攻教員は

常に自覚して行動する． 

（2）理工学部／理学専攻の教育研究活動を通して育成した人材，深い学識と技術，将来的

課題を見抜く視座を社会に還元し，地域・国際社会に広く貢献する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）理工学部／理学専攻の教育を通じて，地域・社会のニーズにあった人材を育成す

る． 

（2）理工系や理工学部附属「水熱化学実験所」「地震観測所」を核として，要請に応じ

て企業等に知識技術を提供する． 

（3）高大連携協定に基づき，出張授業や体験入学･体験実験等を実施し，高等学校の数

学・理科教育を支援する． 

（4）国際・地域連携センターと協力して市民の啓蒙活動を促進する． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
取組の成果（左記

の取組に対応する

結果を記載）（成果

を示す指標，エビ

デンス（外部の意

見や反応，評価も

含む），資料名も記

述すること） 
（1）オープンキャンパス等での

理工学部／理学専攻の広報

と，地元の高校生の受入の

促進 

オープンキャンパスでは，午前中に

理工学部５学科の学科紹介及び入試

概要の説明に引き続いて，学生，大学

院生による学科（コース）の教育や大

学生活の紹介を行った．午後は，学科

別企画として，講義や研究紹介，研究

室訪問などを行った．参加者数は昨年

度より 150 人ほど多いおよそ 350 人

であった． 

理工学部／理学専攻の広報活動とし

て，平成 30 年度は県内外の高校等を

中心に，昨年度とほぼ同数の 10 件の

進学ガイダンス等を行った． 

平成 30 年度の出前授業として，昨年

度とほぼ同数の 11 件の講義を県内外

の高校に対して行った． 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 

（2）「高知大学と高知県教育委

員会の連携事業に関する

協定」に基づいた，高大連

７月 14，15，21，22，23日の延べ５

日間「自然科学概論」（主管校 高知

西高校）を実施した．テーマは，「DNA 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 
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携事業「自然科学概論」「高

校生のためのおもしろ科

学講座」の推進 

フィンガープリント法による科学検

査体験」，及び「交流信号の物理学～

LCR 共振と整流平滑回路～」である．

参加者は，県内４校からの 21 名であ

った（昨年は，５校 22名）．最も参加

者が多かった岡豊高校からは 10 名が

参加した． 

７月 29，８月５，７，９，18，19日

の延べ６日間，「高校生のためのおも

しろ科学講座」（主管校 高知小津高

校）を実施した．テーマは，「次世代３

Ｄ映像技術」，「パズルで体験する情報

の数理」，「使いやすさとは何か？」，

「ニューラルネットで人工知能」，「ノ

ーベル賞の技術を体験しよう１：ペプ

チド固相合成，２：ペプチドの質量分

析」，「地球の環境と災害への備え」，

「地すべり・土砂災害の判別方法とプ

レート運動や地球環境変動の地層観

察」と多様であった．参加者は，県内

６校からのべ 31名であった（昨年は，

6校 38名）．本年度は，台風のため初

日のスケジュールが全て中止となっ

た． 

（3）理工学部／理学専攻／応

用自然科学専攻教員の学

外活動（各種審議会委員，

講演会講師，出前授業講師）

の支援 

理工学部／理学専攻／応用自然科学

専攻教員の学外活動（各種審議会委

員，講演会講師，出前授業講師，進学

ガイダンスへの参加）のインセンティ

ブとして，担当者に対して相応な評価

を行った． 

① 理工学部の米村教授が，科研費の

助成を得て 8月 6日に「ひらめき

☆ときめきサイエンス－ようこ

そ大学の研究室へ－KAKENHI：光

学異性体の識別に挑戦！ ～目

や鼻だけでなく最新装置を使っ

て分子を見分けよう～」（後援 

高知県教育委員会）を実施した．

対象は，中四国の高校 1-3年生で

定員 15名，６年連続の採択，実施

となった．この功績により，米村

教授は，平成 30 年度に制定され

た高知大学広報顕彰制度「優秀広

報貢献賞」を受賞した． 

② 原教授が，西日本高速道路株式会

社四国支社から，災害関連の貢献

に対して感謝状が贈られた． 

③ 本田教授は，「はやぶさ２」プロジ

ェクトに搭載カメラの開発やデ

ータ解析を通して参加した． 

④ 坂本講師が，一般社団法人日本福

左記の「取組状況」

に記載のとおり 
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祉のまちづくり学会 21 回大会に

おいて，災害時の搬送計画モデル

に関する研究で大会奨励賞を受

賞した． 

⑤ 野田教授が，風工学に関する技術

開発により，平成 29 年度日本風

工学会技術開発賞を受賞した． 

⑥ ３回の「理学部門研究談話会」を

公開で開催し，合計９名の教員が

これまでの基礎科学，応用科学の

研究成果を広く社会にアピール

した．研究談話会開催のアナウン

スは，高知大学ホームページ及び

自然科学系のホームページで周

知した．また，公開可能な講演要

旨は，理工学部門のホームページ

で公開した． 

⑦ 理工学部教員によるその他の社

会貢献活動の集計は以下の通り

である． 

1. 社会貢献活動の実施状況は，昨年

度とほぼ同等であった． 

2. 学外における教育活動は延べ 433

時間である． 

3. 公開講座を 20件実施した． 

4. 講演，研修などが 49件あった． 

5. 審議会活動などの学外委員会に

は，91件の委託があった． 

6. 産官学との連携は 77件であった． 

7. メディアによる啓発活動は 51 件

であった． 

8. 国際セミナー，シンポジウムは 17

件であった． 

9. 大学（学部）/学術組織との交流等

が 18回あった． 

10. 在外研究が 7回あった． 

11. 海外姉妹校との交流は 14回あっ

た． 

12. 留学生，研究者の受け入れは 21

人であった． 

13. 技術指導が 4件あった． 

14. 国際委員会活動が 7件あった． 

 

（4）理工系学科（情報科学科，

化学生命理工学科，地球環

境防災学科），対応する専

攻，及び理工学部附属施設

を中心とする共同研究受

入増加 

理工系学科や学部附属施設を中心と

して共同研究受入の増加を目指した

結果，産学官連携が昨年度の 88 件か

ら 92件に微増した． 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 

（5）「キャリアデザイン」の講

師懇談会等を通じての，県

キャリアデザイン担当の学外講師と

教員との意見交換会を 12 月 20 日に

左記の「取組状況」

に記載のとおり 
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内企業人との連携強化 実施した．外部講師７ 名が参加し，

今年度の実施内容及びアンケート結

果に基づく意見交換を行った．次年度

の実施内容に関する打合せを行うと

ともに，理工学部／理学専攻／応用自

然科学専攻への要望についても意見

交換した．この取り組みによって，理

工学部／理学専攻／応用自然科学専

攻と県内企業人との連携が一層強化

された． 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）「自然科学概論」「高校生のためのおもしろ科学講座」を実施し，高大連携を継続した．

それぞれの講座では，複数のテーマを設定し，高校生が理工学の広い分野において興

味が持てるような工夫をした． 

（2）「キャリアデザイン」の講師懇談会等を通じて，県内企業人との連携を一層強化した． 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：医科学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：菅沼 成文 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 41 1 1 0 

准教授 16 0 0 0 

講師 8 0 0 1 

助教 16 0 0 1 

合計 81 1 1 2 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

(1) 自然科学のみならず人間主体の人文科学と医学の調和を目指した医科学（Medical 

Science）を発展，充実させるため，医療，福祉などの学際的社会的諸問題を包括的

に捉えうる専門家を育成する。 

(2) 高度に専門化した知識と技術を身に付けた医科学分野の専門職業人，研究者・教育

者を養成する。 

(3) 国際的で，高度かつ先進的な研究を，常に安心して遂行することができる教育・研

究組織および環境を整備する。 

 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

(1) 平成 29年度新たに開講した公衆衛生学コースの教育体制の充実を図る。 

(2) 大学院カリキュラムに従った講義，実習をより具体的，かつ実効性のあるものにす

る。 

(3) 医科学専攻の入学者を増やし，教育体制を整備する。 

(4) 学位論文の研究発表会について，社会的評価が受けられるシステムを構築する。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）社会人学生受入のために，昼夜同時

開講制を引き続き実施する。 

社会人選抜での入学者は在籍者 29名に対

し 19名（2019.5.1）と 6割を超えており，

昼夜同時開講制の継続実施や個別指導を行

うなど，社会の要請に対応している。 

 

（2）総合研究センター生命・機能物質部

門と共同し，大学院生の自主的な研究

課題の発見・設定と主体的な研究活動

を支援する。 

総合研究センター生命・機能物質部門によ

る短期集中技術講習会（実習付）については，

参加者のニーズに添った講義内容や日程に

調整し，平成 30 年度は 11 回実施し，延べ

13 名の医科学専攻の学生が参加した。大学

院生の自主的な研究課題の発見・設定と主体

的な研究活動を支援した。 

開講から 2 年目の公衆衛生学コースには，

2名が入学した。四国初のプラットフォーム

として，情報医科学を融合した公衆衛生学を

提供し，地域医療・国際保健において活躍で

きる人材育成を目標に教育・指導を行った。 

 

 

(3) 入学者増員を目指し，広報戦略のもと

実践する。 

大学院説明会を 6月と 10月の年 2 回開催

した。ホームページに説明会の開催案内を掲
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載するとともに，案内チラシを県内の医療機

関，保健所，医療系の大学等へ，県外では，

病院をはじめとした医療関係施設，医療系大

学，専門学校へ送付するなど広報を行った。 

大学院説明会の参加者は，延べ 25名（医

科学は 9名）であった。 

 

 
ＦＤの取組状況 

臨床医だけでなく，学生・教職員も参加を可能とした FD講演会を 8回開催し，参加者

は延べ 420 名であった。国立がん研究センター，北海道大学病院，大阪大学医学部附属

病院，東京大学大学院，その他企業や研究所等から優れた講師を招聘し，充実した内容

の講習会を開催することができた。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

(1) 教員配置を充実し，より優れたカリキ

ュラムを構築する。 

科目の教員配置について検討し，カリキュ

ラムの改善を図った。 

 

(2) シラバスを充実させ，履修目的や到達

目標を明確にする。 

履修目的，到達目標が明確となるように見

直し，検討を行い，シラバスの充実に取り組

んだ。 

 

(3) 社会人学生受入のために，昼夜同時開

講制を継続して実施し，また一般学生

と社会人それぞれに対応できる教育内

容になっているか定期的に点検し，学

生のレベルに応じた講義を行う。 

昼夜同時開講制を実施し，社会人学生が受

講しやすい環境を昨年に引き続き整備した。

また教育内容を定期的に点検し，学生のレベ

ルに応じた講義の実施に努めた。 

(4) 社会人や遠隔地在住の志願者を確保

するため，e-learningの授業で履修が

可能なシステムを構築し，自宅でも受

講がしやすい環境を整える。 

社会人や遠隔地在住の学生が受講しやす

い環境を整えるため，e-learning による授

業を，一部の必修科目のほか昨年に続き，選

択科目にも広げ，授業コンテンツを拡充し

た。 

 

(5) 優秀な大学院生を確保するため，これ

までの大学院説明会（年２回）を引き

続き行うとともに，医師会や学外病院

に出向き勧誘を行う。 

大学院説明会を 2回開催し，志願者は前年

度から 1 名の増と期待した数ではなかった

が，医学専攻（博士）の志願者が前年度から

5名増となり，効果はあったと考える。 

 

(6) 単位認定にあたり到達目標を明確に

する。 

シラバスに表記について見直し，検討を行

った。 

 

(7) 総合研究センター生命・機能物質部門

による短期集中技術講習会（実習付）

を開催し，大学院生の自主的な研究課

題の発見・設定と主体的な研究活動を

支援し，常に新しい機器や技術の指導

短期集中的技術講習会（実習付）を開催し，

大学院生の自主的な研究課題の発見・設定，

主体的な研究活動を支援するとともに，新し

い機器や技術の指導を実施し，大学院修士

13名（延べ数）が参加した。 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

4/医科学専攻 
118/368 

を行う。 

(8) 研究の基本から応用まできめ細かな

指導を可能とするため，必要に応じて

複数の教員が担当する。 

教授を中心に複数の教員が，助言及び指導

を行った 

(9) 海外論文の抄読会，グループでの発表

や学内のリサーチミーティングを利用

して，研究発表の方法を体験させる。 

海外論文の抄読会，グループでの発表会や

リサーチミーティングを開催し，研究発表の

方法等を体験させた。 

 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
(1) 外国語の修得を重視し，

英語文献をなるべく多用

し，また，国内外の学会等に

参加し，研究発表や他の研

究者と討論する機会を設

け，国際的に通用する人材

育成を目指す。 

授業に英語文献を多用し，

また少数ではあるが，専門領

域の授業を英語で行った。 

国内外の学会等に参加し，ネ

ットワークを広げ，国際的な

視野の育成機会とした。 

ネイティブによる「医学

英語」の授業を英語で行っ

た。 

国内外の学会への参加を

推奨した。 

(2) 学位取得や資格取得，進

学等の手続きが円滑に遂行

するよう，研究室と担当部

局が協働でサポートする体

制を構築する。 

研究室，担当者とコミュニ

ケーションをとりながら，学

位取得や進学の手続きをサポ

ートした。 

学位取得者数：12名 

進学者数（医学専攻）：5名 

(3) 総合研究センター生命・

機能物質部門が実施してい

る「技術トレーニングコー

ス」，「演習コース＆ガイダ

ンス」に大学院生の参加を

推奨する。 

総合研究センター生命・機

能物質部門が実施したトレー

ニング，演習等へ大学院生に

推奨した。 

技術トレーニングコース： 

開催回数 6回 

参加者 9名（延べ数） 

演習コース＆ガイダンス： 

開催回数 5回 

参加者数 4 名（延べ数） 

 

  

【参考】卒業率／修了率，就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率  75.0％  52.9％ 82.0％ 

就職率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 
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1-2-2-4教育環境の状況 

遠隔地に在住する学生や社会人学生のために，e-ラーニングのコンテンツの蓄積に努

め，整備を進めている。 

コースや所属を超え，教員が研究指導にあたっており優秀な研究者を育成するための教

育・研究環境が整備されている。平成 30 年度は，四国地区国立大学医学部間の連携によ

る合同研究発表会が開催され，本学は博士課程の院生 4名が参加し発表した。令和元年度

は，修士課程の院生も参加を検討しており，大学の枠を超えた研究活動の実現を進める。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）遠隔地在住者や社会人のため，e-ラーニング授業を実施し，修学を支援する。 

（2）四国地区国立大学医学部間の連携による大学院研究発表会に積極的に参加し，研

究の視野を広げる。 

（3）優れた研究者の育成を目指し，教員が所属やコースの枠を超えて指導を行う協力

体制が構築されている。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

(1) 地域の医療従事者のリカレント教育を行なう。 

(2) 医科学研究を推進し，高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域にその研究

成果を還元し，地域医療と保健活動に貢献する。 

(3) 産業界と連携し，研究成果を社会に還元する。 

(4) 国際社会との交流を推進し，医療発展途上国等の医科学と医療を担う人材の育成を

支援する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

(1) 地域の医療従事者のリカレント教育を支援する。 

(2) 地域の各種教育機関へ教員を派遣して，メディカルスタッフの育成に協力する。 

(3) 医療発展途上国等からの研究者・留学生を受け入れ，また本学からの派遣を行い，

当該国の医科学研究，医療活動の指導者となる人材の育成等，医科学・医療の発展，

普及に貢献する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

(1) 地域のメディカルスタッ

フを対象とした講演会やセ

ミナーを実施する。 

メディカルスタッフを対象

として地域に出向き，講演会

やセミナーを実施した。 

講演会：1回開催，参加者

数 55名 

セミナー：1回開催，参加

者数 30名 

(2) 一般市民を対象とした講

演会を開催する。 

市民に公開した講演会「他

人事じゃない！介護への備

え」を 3月 10日に開催した。 

講演会参加者数：40名 

(3) 国際セミナー等を開催し，

地域医療貢献における国際

化を推進する。 

がんプロ国際セミナーを 2

回開催し，留学生も参加し活

況であった。 

がんプロ国際セミナー参

加者数：39名 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）地域に教員が出向き，医療スタッフを対象に講演やセミナーを開催し，地域に即

した医療の提供に貢献している。 

（2）健康への関心を高めることを目的として，一般市民を対象に講演会を開催し，成

果を上げている。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：看護学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：栗原 幸男 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 6 0 4 0 

准教授 3 0 3 0 

講師 8 0 8 0 

助教 5 0 2 0 

合計 22 0 17 0 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高知大学の教育理念に鑑み「現場主義」を重視し、社会の一員として求められるソ

ーシャルスキルを基盤とした課題解決能力を身に着けた人間力豊かな人材を育成す

る。 

（2）医療の場を含む日常生活の場で人間にとって最も重要な健康の増進を目指しつつ、

生活者の視点で包括的な支援を行う高度に専門的な知識・技術を身に着けた論理的・

創造的な看護の実践者・看護学教育者、看護管理者を育成する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）医療の場を含む日常生活の場における健康に関わる新たな状況に対応できる看護専

門職を育成する。 

（2)地域における保健・医療の課題に関心を持ち、科学的に取り組む姿勢を醸成する。 

（3)新たな保健・医療の課題に取り組むために必要な知識・技能の修得を推進する。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）学生がより効率的に学習できる環境

を整備する。 

・修士論文の研究として、量的な調査研究が

多いため、院生用のノートパソコンのソフ

ト SPSS のアップグレードとアップグレー

ド用ノートパソコンを３台買い替え、研究

環境の整備を行った。 

（2）学生が的確な研究指導を受けられる

ように、指導教員体制を強化する。 

・平成 29 年度１月採用の准教授１名が指導

教員の申請、承認され指導にあたり修了さ

せた。 

・平成 30 年度から看護学専攻規則の一部を

改正し、副指導教員の配置を明記し指導体

制を整備し運用した。平成 31 年４月から

10 名の学生への副指導員申請があり、指

導体制が整ったことにより、充実した研究

指導が期待できる。 

（3）社会人学生の生活環境を配慮して、

科目履修運用および修論研究指導を

柔軟に行う。 

・遠隔地から通学している院生がいるが、施

設より通学への優遇を受けているため、参

加型授業とし、授業録画による Web受講の

実施には至っていない。 

（4）指導教員の専門性と社会的なニーズ

を勘案して、分野構成の見直しを行

う。 

 

 

・教育の質保証委員会を立ち上げ２回の会

議を開催し、看護学専攻の活動方針・評価

方針・評価基準について検討した。分野構

成については再編成の方向で検討中であ

る。 
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ＦＤの取組状況 

・次世代創造センターより看護研究審査システムの研修を実施し、学生の研究倫理の向

上と研究を行いやすい環境を整えた。 

・高知大学看護学会を 11 月 10 日に開催し教員と大学院生の看護学の研鑽への意欲を高

めた。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
（1）教育の質向上のために、必要なカリ

キュラムの見直しを適時行う。 

・母子看護学分野の助産学実践科目の１単

位当たりの時間数の一部変更の申請を行

い、令和元年度から適用となる。 

（2）講義・演習・実習を学生主体的な能

動学習スタイルで行うことを推進す

る。 

・多くの講義・演習でアクティブラーニング

を実施した。 

・助産師実習では、梼原町の中学生を対象に

実践助産学課程の院生が「命を育む授業」

を実施した。 

（3）学位論文の質保証のため、公開審査

に加え、研究成果を公表するように指

導する。 

・論文発表会時、専攻長より研究成果の公表

の意義について説明し、各指導教員からも

直接指導を行った。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率、就職率など）、エビ

デンス、資料名も記述する

こと） 
（1）前年度の学位論文で学会

や学術雑誌等で未公表の

ものは１年以内に半数以

上が公表できるように働

きかける。 

・修了生への学会及び学会誌

への公表に向けた継続的な

指導の実施 

・前年度修了生の半数以上

が学位論文を学会や学術

雑誌で公表し、内、２名は

国際学会で発表した。 

 

（2）大学院での学びを基に、

学生の希望に沿った就職

支援を行う。 

 

・指導教員による指導 

 

・修了者 14名全員が就職し

ている。 

・実践助産師課程修了の４

名は、助産師国家試験に

合格し、１名が助産師と

して就職した。 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率  42.9％ 64.7％ 80.0％ 

就職率 100.0％ 85.7％ 100.0％ 
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※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

1-2-2-4教育環境の状況 

(1)大学院生の指導体制では、博士の学位を有する准教授が増えたことで、指導教員が増え

た。次年度着任する准教授も博士の学位を有しており、更に指導教員体制が充実するも

のと予想される。また、副指導教員制度を明確にしたことにより、副指導教員の配置が

進みつつあり、指導体制は大幅に改善されつつある。 

(2)定員を上回る新入生の受入が数年に亘り続いていることと、長期履修制度を利用する

院生が増えていることにより、院生用の学習スペースの不足が問題になって来ている。

入学生における社会人の割合が多いため、深刻な問題とはなっていないが、望ましい状

況ではない。今後、看護学科棟の部屋の利用を再検討する必要があると予測される。 

 

1-2-3 上記教育活動において、組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）指導教員制度を見直し、指導教員の申し出により、副指導教員を配置できる仕組み

を導入した。 

（2）３次募集まで実施し、14 名を次年度新入学生として受け入れ、６年連続して、定

員 12名以上を確保した。 

（3）科長裁量経費を獲得し、実践助産学課程においてアウトリーチ型の実習を行い、学

生主体の地域体験型実習により、住民の保健意識の啓発に努めた。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

高知大学医学部は、教育、研究、医療という医学部特有の３大使命を持っている。こ

の使命を４つの Cに基づいて作成された中期目標や計画に従い遂行していくが、その活

動は地域の大学として地域社会の要請に応え、また産業界との協力関係を保ち、さらに

国際社会との交流・開発途上国の人材育成への支援など、社会への貢献を基本としたも

のである。医学部の社会貢献活動の目的のうち、看護学専攻に関わるものを以下にあげ

る。 

（1）地域の看護師・保健師・助産師のリカレント教育を行なう。 

（2）研究を推進し、高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域にその研究成果

を還元し、地域医療と保健活動に貢献する。 

（3）地域の医療機関・行政・産業界と連携し、研究成果を社会に還元する。 

（4）国際社会との交流を推進し、看護学・保健・医療を担う人材の育成を支援する。 

（5）母子や家族を取り巻く問題・課題に対する社会活動に積極的に参加する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の看護職を社会人学生として積極的に受け入れ、地域の保健・医療の質向上に

寄与する。 

（2）地域の看護専門職の研修会等へ教員を派遣して、地域の人材育成に協力する。 

（3）母子看護学分野や成人・老人看護学分野での研究成果を、子どもと家族とのきずな

を育む地域活動やがん患者とその家族を支援する活動などに還元する。 

（4）実践助産学課程では、【助産道場】を通して、地域の母子の健康教育を推進する。 

（5）海外から留学生や研究者を受け入れ、看護学・保健・医療を担う人材の育成に寄与

する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標、エビ

デンス（外部の意見や反

応、評価も含む）、資料

名も記述すること） 

（1）地域の医療機関や教育機

関から看護職を社会人学

生として、前年度までと同

様に（定員の６割程度）積

極的に受け入れる。 

・広報委員会を設置し、19医

療機関と６専門学校に出向

き、入試に関する広報活動

を行った。 

・平成 31年度新入生 14 

名中７名が社会人学生

で、社会人学生の割合は

50%（定員 12名に対して

は 58％）であり、達成で

きた。 
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（2）地域住民を対象とした健

康啓発活動の講演会へ積

極的に教員を派遣する。 

・地域の防災教育の取り組み

として、基礎看護学教員と

医学部災害医療研究会の看

護学生と合同で活動した。 

・2019 年２月 16 日に一般住

民向けに開催される高知大

学防災推進センターシンポ

ジウムにシンポジストとし

て教員が参加し、「地域の防

災教育の支援」をテーマに

発表した。 

・４回の防災教育を実施

し、のべ 169 名が防災教

育に参加した。 

・発表に対し一般住民の

参加者から避難所にお

ける要配慮者への支援

についての質問を受け

た。 

 

（3）安田町の健康づくり推進

活動、実践助産学課程での

地域の母子健康教育活動

や子どもと家族とのきず

なを育む地域活動に大学

院生も巻き込んで協力す

る。 

・2018 年 11月 17日「安田町

健康・福祉ふれあいまつり」

に参加し、歯科講習と健康

測定を実施した。 

・地域に住む子育て中の母親

を対象として、「第 25 回子

どもと家族のきずなを育む

サポートプログラム」を開

催した。母子看護学専攻の

院生（アシスタントとして）

も参加した。 

・安田町住民との交流を

通じ、口腔ケアの重要性

の理解と、健康増進の普

及に貢献できた。 

・参加者数は 10 名（大人

７名、子ども３名）であ

った。参加者アンケート

の集計結果において、講

演内容の理解やセルフ

ケアの実施意欲および

参加者の満足度に高い

評価が得られた。 

（4）途上国等からの保健・医

療分野の研究者・留学生を

受け入れるための環境整

備を行う。 

・ジンマ大学保健学科との部

局間協定締結について検討 

 

・協定書案についてジン

マ大学と意見交換した

が進展しなかった。 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）地域の医療機関や教育機関から看護職を社会人学生として積極的に受け入れる取

組は、継続実施できており、定員の約６割が社会人学生となっている。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：農学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：尾形 凡生 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 32 0 1 2 

准教授 31 0 3 1 

講師 7 0 1 0 

助教 2 0 1 1 

合計 72 0 6 4 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）学生に自律的かつ継続的に高度で専門的な幅広い知識を修得させる。 

（2）個人あるいは組織として社会や自然に対して負うべき責任について理解させる。 

（3）様々な種類の課題に対応できる、高度な知識と技術を併せ持つ高度専門職業人、高

度ジェネラリスト、あるいは研究者を育成する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（養成する人材像）農学専攻は以下のような人材養成を行う。 

・農林海洋科学に関連する自然科学や社会科学等について、高度で専門的な知識を備え

ている。 

・持続可能な資源循環型の社会の実現を目指し、食糧、資源、環境に関する諸問題を社

会から抽出し、論理的思考を踏まえた考察により、有効な対策を提案することができ

る。 

・自然や人間社会の多面性・多様性を理解したうえで、自発的かつ積極的に自らの培っ

た高度な専門知識を社会のために活かす行動を実行することができる。 

・専門とする分野における最新の知識や技能を学び続ける意欲を持つとともに、個人あ

るいは組織として社会や自然に対して負うべき責任について理解することができる。 

・豊かな人間性とコミュニケーション能力を使い、広く国内外に高度な専門知識に基づ

いた研究成果を明確かつ的確に発信することができる。 

 

（1）大学院改組にあわせて、専攻カリキュラム体系を整理し、より実質化された合理的

な大学院教育を推進する。 

（2）ホームページ等を活用した広報や入試説明会開催によって大学院志願者の掘り起こ

しをはかる。 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）全学大学院改組を見据えて、組織改

革の方向性、教育理念、人的資源や施

設等の効率的活用等を具体化する。 

社会からの要請を踏まえた農林海洋科学

専攻（仮称）の理念、人材育成目標、教育方

法、新専攻設立に資する人的資源等を具体化

し、設置申請を行った。 

 
ＦＤの取組状況 

農林海洋科学部教授会・農学専攻会議時にメンタルヘルスに関するＦＤ講習会を実施

した。 
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1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）大学院改組計画を策定し、新規専攻

の理念、ポリシー、およびカリキュラ

ムの構築をはかる。 

令和 2 年度からの農林海洋科学専攻（仮

称）発足を目指して改組計画を策定し申請し

た。改組計画構築にあたり、新専攻の理念、

設置の必要性、各種ポリシー、およびカリキ

ュラム体系について議論を重ね、具体案を取

りまとめた。また、同時に進行した教職免許

課程認定の申請にかかる事項について、教育

体系の理念、方法等を検証し改善した。 

（2）教育技術の向上や新しい手法の普及、

教員相互のピアレビューを、さらに促

す。 

卒業時アンケート、教員独自のアンケート

実施などを通し、随時、授業評価を受けるこ

とや、学部と同様の授業相互参観、シラバス

ピアレビューなどによる修士課程の教育力

向上への取り組みを促した。 

（3）教育成果を具体的に把握して教育改

善に活かし、かつ成果の公表を可能に

する評価システムの構築に取り組む。 

修士課程卒業時に授業評価を含めた評価

アンケートを実施し、専攻学務委員会・専攻

教授会において、結果の分析と反省、ならび

に構成員への個別フィードバックを行った。 

（4）コンタクトタイムが充分に確保され

たお互いの顔の見え合う教育体制の

整備と気配りのできる教育運営につ

いて、学務・教員・各種支援組織の連

携を一層深める。 

アドバイザー制度による学修指導を基本

として、各種の悩み相談窓口からの問題収集

や成績チェックによる学修状況の把握をす

すめた。 

（5）大学間連携に基づく AAP事業、SUIJI

コンソーシアム事業を継続発展させ

る。 

愛媛大学大学院・香川大学大学院とともに

運営する AAP 事業、SUIJI コンソーシアム事

業を当年度も継続推進した。両事業はいずれ

も外部評価委員による PDCA サイクル運用を

重視しており、本専攻としてもそれらによる

事業の継続的改善に積極的に協力した。 

（6）大学院志願者の掘り起こしに取り組

む。 

新専攻設置に向け大学院入試改革に取り

組み、新規志願者層の掘り起こしを目指す

自己推薦制度を加えた入試案をもって、設

置申請を行った。 

内閣府地方大学・地域産業創生プロジェク

トへ高知県および県内大学連携のもと提案

し採択された『“IoP(Internet of 

Plants)”が導く「Next次世代型施設園芸

農業」への進化』の実施にあたり、その人

材育成事業の一環として、社会人人材の大

学院教育体制整備について議論をすすめつ

つある。 
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1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）専攻が育成する人材像を

踏まえた教育成果の把握

やシラバスの改善、授業

の実質化を行う。 

大学院改組に合わせ、社会

のニーズ把握、人材育成目標

の制定、ディプロマポリシー

に則したカリキュラムと教育

方法の構築、アドミッション

ポリシーと入試方法の整合化

などに取り組んだ。 

農林海洋科学専攻設置計

画の概要 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 79.2％ 100.0％ 89.2％ 

就職率 82.9％ 100.0％ 93.1％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

平成 28年度、29年度、30年度の総合自己評価による教育活動の占める活動比率は、33、

35、37％であり、やや増加している。 

専攻教員の総講義時間は、平成 28年度、29年度、30年度においてそれぞれ 9,283、8,531、

9,474 時間であり、過去 3 年間で平成 30 年度が最も多かった。但し、論文指導数（学生

数）は 81,66,61名と漸減気味である 

大学院のＦＤの企画・授業改善への取り組み数は、平成 30年度は計 47件で、29年度の 43

件に比べて増加した。 

就職相談数、留学指導数には大きな変動はない。 

教員研究室・実験室の物部キャンパスへの移動については、学部改組前組織に所属する

学生がおおよそ卒業してキャンパスをまたぐ２重の教育体制が解消され、かつ、教員の定

年退職によって生じるスペースを用いることで１キャンパス集中を進行させる予定であ

る。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）平成 30 年度の専攻修了者数は 33 名（県内 4 名）であり、この内、博士課程等進

学者および公務員教員等再受験希望者を除く就職希望者は 29 名（県内就職を希望

するもの 3名）であった。就職希望者のうち、企業等就職者は 24名（県内 2名）、

公務員 3名（県内 1名）で、就職希望者の就職率は 93.1％であった。 

（2）第 19 回極限環境生物学会年会において、専攻１年の美濃部 亜衣さんがポスター

賞を受賞した。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高い専門的知識と技能を備えた人材輩出を通して社会に貢献する。 

（2）啓蒙活動や教育研究成果の還元を通して地域社会に貢献する。 

（3）海外の諸機関との学術的・教育的交流を通して国際社会に貢献する。 

（4）国および地方自治体等の各種審議会や審査委員会等への参加や学会等学術団体で

の活動を通して社会に貢献する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）内閣府のまちひとしごと創生事業・地方大学地域産業創生事業にかかる高知県お

よび県内大学との連携によるプロジェクトの構築と計画の具体化に、地域連携セン

ターと協力しながら、専攻をあげて取り組む。 

（2）小中および高等学校への出前授業や生徒の受け入れ、市民講座など一般市民への

学習機会の提供や啓蒙活動を推進する。 

（3）学会活動や国および地方自治体等の各種審議会への積極的な参加、研究成果の実

用化や企業との共同研究などを通した教育研究成果の社会への還元、シンポジウム

やセミナー開催などを通した社会貢献を促進する。 

（4）国際学術交流や海外諸機関との共同研究実施などの国際活動を、国際連携センタ

ーとの協力ともあわせてさらに活性化する。東南アジアの学術交流協定校を中心と

した学生の教育拠点「アジアンフィールドサイエンスネットワーク」による海外実

習教育の拡充を図るとともに、教職員の相互派遣を促進し，国際教育交流を推進す

る。 

（5）教員の教育研究情報の発信および広報活動を充実させ，学内外に向けて積極的に

情報提供を行う。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）高知県および県内大学と

の連携による地方大学地

域産業創生事業プロジェ

クトを実施する。 

平成 30 年、内閣府地方大

学・地域産業創生事業に、高知

県および県内大学連携のもと

『IoP(Internet of Plants)

が導く「Next 次世代型施設園

芸農業」への進化』プロジェク

トを提案し、同年採択された。

採択初年度として、情報工学

を活用した先端的施設園芸生

産およびその周辺産業に関わ

る研究を開始するとともに、

左の取組状況に記載のと

おり 
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当該産業分野を担う人材育成

事業として、大学院教育プロ

グラムを中心とした教育体制

の整備と運用をすすめてい

る。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）内閣府地方大学・地域産業創生事業採択を受け、産業の担い手たる社会人の教育

への取り組みが順調に展開できている。 

（2）公開講座の開催・引き受け 74件、セミナーシンポジウムの開催 34件、講演・研

修会の引き受け 74件、産官学連携活動 158 件、メディアによる啓発活動 103 件な

どの実績をあげた。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：教職実践高度化専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：柳林 信彦 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 7 0 3 0 

准教授 4 0 2 0 

講師 1 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 12 0 5 0 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）学校教育に関わる理論と実践の融合によって、学校教育が直面する諸課題の構造的・

総合的な理解に立つ教員を育成する 

（2）学校運営、組織的な授業改善、特別支援教育に関する中核教員を養成する 

（3）中核的中堅教員の養成を通して、高知県の教育課題の解決に寄与する 

（4）高知県内の教育機関との連携による地域の教育活動を支援する 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）学校教育が直面する諸課題の構造的・総合的な理解に立って学校教育運営をマネジ

メントし、実践できる中核的中堅教員を養成する 

（2）授業力の向上や学級経営等の充実を目指して組織的な授業改善をリードできる中核

教員を養成する 

（3）特別支援教育に関する指導・支援の充実を図り、組織的な体制を構築することので

きる中核教員を養成する 

（4）大学院における教育実習、特に、現職教員実習の効果的な実施のための基盤整備 

（5）総合実践力科目群を活用した理論と実践の融合した教育の提供のための基盤整備 

（6）高度化専攻の広報活動の充実 

（7）教育委員会と連携した実習の実地指導の実現 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）現職教員の教育実習の効果的な実施

のための検討体制の整備 

○専攻内に教育実習検討 PJ を立ち上げ、専

攻教員・院生・実習先・県教委へのアンケ

ート調査及び聞き取り調査、そして、それ

らのデータの分析による検証を行った。

検証結果は、専攻内部で共有すると共に、

2編の論文としてまとめ公表した。 

（2）総合実践力科目群の効果的な活用の

ための検討体制の整備 

○専攻内に総合実践力科目群検証 PJを立ち

上げ、総合実践力科目群の中で実施され

ている土佐の皿鉢ゼミの在り方の検証を

行った。検証結果は、随時、次回の土佐の

皿鉢ゼミの在り方の改革に活用されてい

る。 

（3）研究者教員と実務家教員、現職派遣

院生と学部卒院生の共同に資する効

果的なカリキュラム実施のための検

討体制の整備 

○学務委員会内部に、共同実施型（研究者教

員と実務家教員が共同して授業に当た

る）授業についての、授業評価アンケート

を実施し、その結果に基づき授業の効果

の検証を行った。 

（4）広報活動充実のためのリーフレット

作成 WGの設置 

○専攻の紹介リーフレット作成し、土佐の

皿鉢ゼミの機会を通じて,高知県内の教
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育関係者に広く配布し、広報活動を行っ

た。 

 
ＦＤの取組状況 

○共通科目を中心に授業の 5週目、15週目に授業評価アンケート実施 

 （結果は担当教員へ伝え、担当教員は改善策を院生に提示する） 

○専攻会議における院生・授業についての懇談の実施 

 （月 2会実施の専攻会議の月後半会において毎月実施） 

○院生に対する諸オリエンテーションへ教員が出席することによる FD研修会の実施 

○教育入門講座への教員の参加による教員 FDの実施 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）大学院レベルの教育実習の内容充実 ○県派遣の常駐教育実習コーディネータ

ーと連携協力し、教育実習・実習実地指

導を行った。 

○実地指導については、院生一人につき平

均 21回（最大 31回）の実地指導、専任

教員 1人あたりにすると平均 15.5回（最

大 29 回）の実地指導が行われ、内容充

実が図られた。 

（2）総合実践力科目群を活用した理論と実

践の融合した教育カリキュラムの提供 

○総合実践科目群（実践研究Ⅰ）の時間を

活用し、「教育入門講座」を実施した。講

座では、課題の設定の仕方、先行研究の

収集と読み込みの必要性、先行研究の検

索の方法、引用をする場合の注意点、統

計分析の基本などの開設をし、自身の実

習の知見を科学的に捉え省察するため

の方法を教授している。 

○土佐の皿鉢ゼミを 8 月・2 月の二回開催

し、高知県の教育関係者から院生の研究

について、教育現場の実践的な視点から

意見をもらった。 

（3）研究者教員と実務家教員の共同による

効果的な授業の提供 

○共通科目において、研究者教員と実務教

員が共同で授業を実施し、1 つの授業回

において理論的な側面と実践的な側面

の両者が教授された。 

（4）moodleを活用した、オンデマンドな実

習指導 

○院生の実習記録を moodle に挙げること

とし、それを指導教員、副指導教員が随

時確認して指導コメントをつけること

で、オンデマンドな指導を行なった。 

（5）実習コーディネーター（高知大学常駐

の高知県教育委員会政策課チーフ）と

連携した効果的な実習の実施 

○実習コーディネーターが各実習校をま

わり実践的側面から指導を行うと共に、

主・副指導教員に実習生の実習の様子と

行なった指導についての報告が行われ、

連携共同した実習が行われた。 
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1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

１ 計画（前年度に作成した

ものを記載） 
２ 取組状況（左記に対応

する取組を記載） 
３ 教育活動の成果（左

記の取組に対応する結果を

記載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビデ

ンス，資料名も記述するこ

と） 
（1）学部卒院生の教員就職支

援と即戦力としての力量

向上 

○教育実習と総合実践力科目

群（省察科目）を通した、

実践的な力量形成。 

○専攻設置 1 年目であり、修

了生が出ていないことから

来年度以降の課題である。 

（2）現職派遣院生が、修了後

に高知県の中核教員とし

て活躍できる力量の形成 

○教育課程を通した力量の形

成と土佐の皿鉢ゼミを活用

した、高知県の教育課題解

決力の向上 

○専攻設置 1 年目であり、修

了生が出ていないことから

来年度の課題である。 

○今年度だけでいえば、教育

実習検証 PJの調査では、実

習が資質・能力の向上に役

立っているとする院生・実

習先は共に 9 割、実習が教

育課題解決に資するものと

なっているとする院生・実

習先は 9 割となっており、

高知県の課題解決のための

力量形成の場として機能し

ていることがわかる。 

（実習開発 PJ委員会『高知大

学教職大学院の実習に関す

る調査研究』2019 年 2 月 3

日） 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 － － － 

就職率 － － － 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

※平成 30年度新設のため修了生がいない 
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1-2-2-4教育環境の状況 

【専任教員の配置】 

法令上の必要専任数 13 名に関しては、専任 12 名に見なし専任の 4 名を加えて 16 名と

なっている。専攻としては、教員数（2 名）に対して院生数が多い特別支援教育分野（12

名）への教員の追加配置と、法令上の設置必要数を見なし専任を除いた専任 13 名体制で

満たす形としたいという要望はあり、その場合は、専任 13 名体制のために 1 名を特別支

援教育分野担当者として追加配置という構想となる。その他のコースに関しては、教員数

に対する院生数の比率は過大なものではなく、教員数増加への所望は強いものではない。 

【院生の研究指導の環境】 

教員対指導院生数は、主指導院生についていえば、最小で 1人対 1人から最大で 1人対

6 人となっており、特別支援教育を専門とする教員の負担が重くなっている。ただし、こ

の傾向は、指導体制の調整と高知県からの派遣分野に関する今後の計画から、中期的には

徐々に解決に向かうことが予測される。 

【実習指導に関する環境】 

実地指導については、院生一人につき、少なくとも 11回以上（最大 31回）の実地指導

が行われ平均回数は２１回と十分な指導が行われている。専任教員（見なし専任を除く）

一人あたりの実地指導回数は、7 回～29 回で平均は 15.5 回である。実習の実地指導に関

しては、専任担当教員達が実地指導へ十分なエフォートを投入していることが明らかであ

る。 

但し、6校程度が遠隔地（25km 以上で旅費支出の対象）での実地指導となっている。当

該教員の負担が大きいこととなり、今後は、主・副指導教員の指導院生数の平準化、実地

指導計画において交流指導の拡大などによる実地指導の全体の平準化が求められる。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）実習コーディネーター（高知県教育委員会教育政策課高知大学連携担当主事）と連

携した充実した教育実習の実施 

（2）総合実践力科目群の効果的な活用と理論と実践を融合しうる授業の提供 

 

  



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

6/教職実践高度化専攻 
138/368 

４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域が抱える教育課題に応える資質、能力を持った教員を養成することにより、地

域の発展に寄与する 

（2）研究者教員と実務家教員の双方がそろっている強みを活かした、自治体、学校支援 

（3）高知県教育委員会事務局分室、及び、実習コーディネーターを活用した地域学校支

援 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）教育に関する研修活動の実施による現職教員の力量形成支援の充実 

（2）教員による県内学校への支援の実施 

（3）高知県内の自治体における教育政策形成への参画 

（4）高知県の教育課題、及び、学校課題の解決への支援 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

１ 計画（前年度に作成した

ものを記載） 
２ 取組状況（左記に対応す

る取組を記載） 
３ 取組の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標，エ

ビデンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料名

も記述すること） 
（1）附属学校教育研究センタ

ーと高知県教育委員会と

の共同開催研修講座の実

施 

○実習コーディネーターを連

携のハブとして高知県教育

委員会と共催の教員研修講

座を開催した 

（総数は右欄に記載） 

 

・公開講座   4件 

・講演、研修 162件 

・産官学との連携 7件 

・メディアによる啓発活

動       1件 

（2）（3）と合わせて記載 

○連携事業として、例えば

以下のようなものが挙

げられる 

・「若年研修」(児童理解) 

・「英語教育拠点事業」 

・「算数・数学オリンピック

事業」 

・「道徳研修講座」 

（2）高知県教育センターの研

修活動への支援 

○実習コーディネーターを連

携のハブとして高知県教育

センターと共催の教員研修

講座を開催した 

（総数は右欄に記載） 

 

・公開講座   4件 

・講演、研修 162件 

・産官学との連携 7件 

・メディアによる啓発活

動       1件 

（1）（3）と合わせて記載 

○講師派遣事業として、例

えば以下のようなもの
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が挙げられる 

・「小中学校教育課程研修

(オンデマンド)」(道徳) 

・「特別支援コーディネー

ター研修」 

・「学級づくりパワーアッ

プ講座」 

・「県教育センター長期研

修生発表」 

（3）県内の学校に対する支援

活動（研修の実施・校内研

支援） 

○院生実習先の校内研での実

地指導教員による講演の実

施 

○須崎市立学校の校内研修支

援の実施 

・公開講座   4件 

・講演、研修 162件 

・産官学との連携 7件 

・メディアによる啓発活

動       1件 

（1）（2）と合わせて記載 

（4）各教員による高知県内の

自治体における委員会・審

議会への参加 

○自治体の審議会委員などを

選考専任教員が引き受ける

形で、自治体の教育政策・教

育条件整備に協力 

○学外委員会 46件 

 

（5）教育実習と実習実地指導

を通した地域学校課題解

決 

○高知県内の公立学校 10 校で

実習を実施すると共に、指導

教員の実地指導を通した院

生の課題解決（=実習校の課

題解決）支援を行った。 

○院生一人につき平均実

地指導回数は 21回 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知県教育委員会・高知県教育センターとの共同開催研修講座の実施 

（2）専任教員による高知県内の自治体における委員会・審議会委員の引き受けによる

地域支援 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：応用自然科学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：鈴木 知彦 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 30 0 0 0 

准教授 1 0 0 0 

講師 6 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 37 0 0 0 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

応用自然科学専攻は，学部や修士課程と連携した高度な専門教育を行うことにより，自然

科学およびその応用分野の高度な知識と技術を創造し，研究開発型および問題解決型の高度

専門職業人を輩出する． 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（１）応用自然科学専攻は，自然科学およびその応用分野の高度な知識と技術を創造し，そ

の成果を教育に資する． 

（２）応用自然科学専攻は，学部や修士課程と連携した高度な専門教育を行う． 

（３）学部大学院連携教育により，研究開発型および問題解決型の高度専門職業人を輩出す

る． 

（４）我が国のみならずアジア太平洋地域から広く学生を受け入れ，更に高度な専門職業人

を養成する． 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 
応用自然科学専攻は教育実施体制を下記

のように整備する． 

応用自然科学専攻博士課程に 2コース（海

洋自然科学コース，物質機能科学コース）を

置く．海洋高知の持つ自然環境の特性を活

かして，自然科学の諸分野を海洋・資源・環

境に特化した「海洋自然科学」と物質・情報・

量子に特化した「物質機能科学」のもとに結

集し，基礎理学を包含した応用自然科学の

幅広い分野で，高度な専門性を養う． 

文理統合の教育理念に基づいた大学院教

育を行うことで，健全な自然観，地球観，人

間観を備え，自ら課題を探求し解決できる

高度専門職業人を養成する． 

 

応用自然科学専攻博士課程は，大学院理学

専攻修士課程および理工学部と教育改善に

取組む体制とその役割を一体的に取り組

む． 

 

① 理工学部運営会議 （役割：改革改善の

方向付け） 

 

② 応用自然科学専攻学務委員会（役割：教

育プログラム作成，改善及び検証） 

 

 

① 平成 31年度の学生受入  

 博士課程応用自然科学専攻（定員６名）は，

平成 31年度入試において８名の学生を受け入

れた．入学者数は昨年度の５名より増加し，定

員充足率は 100％を超えた．  

 

平成 30年度の教育実施体制  

 応用自然科学専攻の在籍者 11人に対し，教

員 37人（うち教授 30人）が教育を担当した．  

平成 30年度は， 3年生の在籍者 4名のうち２

名の学生に学位（博士（理学））を授与した（海

洋自然科学コース１名，物質機能科学コース 1

名）． 

 

 

３つの委員会あるいは会議が，応用自然科

学専攻の教育活動を担当した． 

 

① 理工学部運営会議（原則月１回開催，平成

30年度 10回開催）では，改革改善の方向

付け，及び年度計画の作成を行った． 

② 応用自然科学専攻学務委員会（原則月１回

開催，平成 30年度 11回開催）では，教育
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③ 応用自然科学専攻会議 （役割：入試判

定，学位審査，教員の資格審査） 

プログラムの確認，学生募集要項や履修要

項の検討，及び学生の異動の審議を行っ

た． 

③ 応用自然科学専攻会議（原則隔月開催，平

成 30 年度６回開催）では，学位の予備及

び本審査，学生募集要項や履修要項の検

討，教員の資格審査，担当任期制等の審議

を行った． 

 
ＦＤの取組状況 

応用自然科学専攻は，理工学部／理学専攻と一体的に FD活動を行なっている． 

 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）博士課程の専任教員は担当任期制と

し，定期的に（３年毎）実施する業績

審査により教育研究の質確保に努め

る． 

応用自然科学専攻の担当教員は，３年ごとに

博士課程担当者としての適格性のチェックを

受ける（担当任期制）．平成 30年度は任期が満

了した 15人の教員が審査を受け，全員が適格

と判断された． 

（2）応用自然科学専攻は，主指導教員１

人と副指導教員２人以上による指導

の下で，査読付き論文一報以上の発表

に加え，国際学会水準の集会における

研究発表を学位取得の条件として義

務づける． 

全ての博士課程の学生に主指導教員１人と副

指導教員２人以上を置き，博士の学位取得の

ための条件（査読付き論文一報以上の発表，及

び国際学会水準の集会における研究発表）を，

学位申請説明会において周知した． 

（3）講義科目，特別実験，特別講究，ゼ

ミナール，特別研究から成る科目群を

編成する． 

37 の講義科目を開設した．特別講究は，特別

研究の内容と関連分野の業績を要約し，英語

による発表と質疑を行なった（公開）． 

（4）教育研究上の配慮から，希望者を RA

として雇用する． 

学生への教育研究上の配慮から，平成 30年度

も希望者全員を RAとして採用した（１人当た

り 100時間程度）． 
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1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）学部や修士課程と連携し

た高度な専門教育を行う

ことにより，自然科学お

よびその応用分野の高度

な知識と技術を創造し，

研究開発型および問題解

決型に秀でた高度専門職

業人を育成する． 

① 特別講究（これまでの研究

内容を英語で発表する）を

受講した学生が３名おり，

的確な質疑応答を行った． 

② 応用自然科学専攻論文審査

委員会（５名）「学位論文予

備審査」において，予備審

査申請者（平成 30年度は２

名）に対して，「国際的学術

誌への研究成果発表」及び

「国際会議またはそれと同

等レベルの研究会での発

表」が達成されているかど

うかを厳密に審査した．そ

の結果，全員が基準を達成

していることを確認され

た． 

③ 公開で行われる学位論文公

聴会で，予備審査合格者２

名が学位論文の内容を口頭

で発表し，博士の学位に価

する内容であるかどうかが

審査された．その結果，全

員が合格と判断され，博士

（理学）の学位を取得した． 

④ 平成 30年度において，３年

以上の在籍者数は 4 名であ

り，そのうち 2 名が博士の

学位を取得した結果，標準

年限を超える長期在籍者

（長期履修者 1 名を除く）

は 2名のみとなった． 

左記の「取組状況」に記載の

とおり 

（2）学位取得者に対する就職

支援については，学部と

一体的に取組む． 

① 平成 30年度の応用自然科学

専攻学位取得者２名は，いず

れも企業等へ就職した． 

左記の「取組状況」に記載の

とおり 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率（％） 66.7 50 50 

就職率 100 100 100 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 
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1-2-2-4教育環境の状況 

応用自然科学専攻を構成する教員の自己評価集計結果から，エフォートの 34％が教育活

動に割り当てられ（前年度は 37％），総講義時間も前年とほぼ同様の 7380 時間であった

（一人当たりの平均は 210時間）． 

 

教員は，教育活動に 30％以上のエフォートを割り振って活動していることや実際の講義

時間数から,教育活動を実施する組織体制は適切であると判断される． 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

(1)担当任期制の実施（15 名の担当教員の業績チェック）． 

(2)学位論文に関する公聴会で，２名が合格し博士（理学）の学位を得た．  

(4)標準年限を超える長期在籍者は，２名のみとなった． 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）国立大学が社会全体に貢献する公共的存在であることを，理工学部／理学専攻／応用

自然科学専攻教員は常に自覚して行動する． 

（2）理工学部／理学専攻／応用自然科学専攻の教育研究活動を通して育成した人材，深い

学識と技術，将来的課題を見抜く視座を社会に還元し，地域・国際社会に広く貢献する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）理工学部／理学専攻／応用自然科学専攻の教育を通じて，地域・社会のニーズにあっ

た人材を育成する． 

（2）理工系学科（情報科学科，化学生命理工学科，地球環境防災学科），対応する専攻，及

び理工学部附属「水熱化学実験所」「地震観測所」を核として，要請に応じて企業等に知

識技術を提供する． 

（3）高大連携協定に基づき，出張授業や体験入学･体験実験等を実施し，高等学校の数学・

理科教育を支援する． 

（4）国際・地域連携センターと協力して市民の啓蒙活動を促進する． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
取組の成果（左記

の取組に対応する

結果を記載）（成果

を示す指標，エビ

デンス（外部の意

見や反応，評価も

含む），資料名も記

述すること） 
（1）オープンキャンパス等での

理工学部／理学専攻／応用

自然科学専攻の広報と，地

元の高校生の受入の促進 

オープンキャンパスでは，午前中に

理工学部５学科の学科紹介及び入試

概要の説明に引き続いて，学生，大学

院生による学科（コース）の教育や大

学生活の紹介を行った．午後は，学科

別企画として，講義や研究紹介，研究

室訪問などを行った．参加者数は昨年

度より 150 人ほど多いおよそ 350 人

であった．  

理工学部／大学院の広報活動とし

て，平成 30 年度は県内外の高校等を

中心に，昨年度とほぼ同数の 10 件の

進学ガイダンス等を行った． 

平成 30年度の出前授業として，昨年

度とほぼ同数の 11 件の講義を県内外

の高校に対して行った． 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 

（2）「高知大学と高知県教育委

員会の連携事業に関する

７月 14，15，21，22，23日の延べ５

日間「自然科学概論」（主管校 高知

左記の「取組状況」

に記載のとおり 
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協定」に基づいた，高大連

携事業「自然科学概論」「高

校生のためのおもしろ科

学講座」の推進 

西高校）を実施した．テーマは，「DNA 

フィンガープリント法による科学検

査体験」，及び「交流信号の物理学～

LCR 共振と整流平滑回路～」である．

参加者は，県内４校からの 21 名であ

った（昨年は，５校 22名）．最も参加

者が多かった岡豊高校からは 10 名が

参加した． 

７月 29，８月５，７，９，18，19日

の延べ６日間，「高校生のためのおも

しろ科学講座」（主管校 高知小津高

校）を実施した．テーマは，「次世代３

Ｄ映像技術」，「パズルで体験する情報

の数理」，「使いやすさとは何か？」，

「ニューラルネットで人工知能」，「ノ

ーベル賞の技術を体験しよう１：ペプ

チド固相合成，２：ペプチドの質量分

析」，「地球の環境と災害への備え」，

「地すべり・土砂災害の判別方法とプ

レート運動や地球環境変動の地層観

察」と多様であった．参加者は，県内

６校からのべ 31 名であった（昨年は，

6校 38名）．本年度は，台風のため初

日のスケジュールが全て中止となっ

た． 

（3）理工学部／理学専攻／応

用自然科学専攻教員の学

外活動（各種審議会委員，

講演会講師，出前授業講

師）の支援 

理工学部／理学専攻／応用自然科学

専攻教員の学外活動（各種審議会委

員，講演会講師，出前授業講師，進学

ガイダンスへの参加）のインセンティ

ブとして，担当者に対して相応な評価

を行った． 

① 理工学部の米村教授が，科研費の

助成を得て 8月 6日に「ひらめき

☆ときめきサイエンス－ようこ

そ大学の研究室へ－KAKENHI：光

学異性体の識別に挑戦！ ～目

や鼻だけでなく最新装置を使っ

て分子を見分けよう～」（後援 

高知県教育委員会）を実施した．

対象は，中四国の高校 1-3年生で

定員 15名，６年連続の採択，実施

となった．この功績により，米村

教授は，平成 30 年度に制定され

た高知大学広報顕彰制度「優秀広

報貢献賞」を受賞した． 

② 原教授が，西日本高速道路株式会

社四国支社から，災害関連の貢献

に対して感謝状が贈られた． 

③ 本田教授は，「はやぶさ２」プロジ

ェクトに搭載カメラの開発やデ

ータ解析を通して参加した． 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 
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④ 坂本講師が，一般社団法人日本福

祉のまちづくり学会 21 会大会に

おいて，災害時の搬送計画モデル

に関する研究で大会奨励賞を受

賞した． 

⑤ 野田教授が，風工学に関する技術

開発により，平成 29 年度日本風

工学会技術開発賞を受賞した． 

⑥ ３回の「理学部門研究談話会」を

公開で開催し，合計９名の教員が

これまでの基礎科学，応用科学の

研究成果を広く社会にアピール

した．研究談話会開催のアナウン

スは，高知大学ホームページ及び

自然科学系のホームページで周

知した．また，公開可能な講演要

旨は，理工学部門のホームページ

で公開した． 

⑦ 理工学部教員によるその他の社

会貢献活動の集約は以下の通り

である． 

1. 社会貢献活動の実施状況は，昨年

度とほぼ同等であった． 

2. 学外における教育活動は延べ 57

時間である． 

3. 公開講座を 6件実施した． 

4. 講演，研修などが 13件あった． 

5. 審議会活動などの学外委員会に

は，49件の委託があった． 

6. 産官学との連携は 10件であった． 

7. メディアによる啓発活動は 32 件

であった． 

8. 国際セミナー，シンポジウムは 10

件であった． 

9. 大学（学部）/学術組織との交流等

が 7回あった． 

10. 在外研究が 1件あった． 

11. 海外姉妹校との交流は 8 回あっ

た． 

12. 留学生，研究者の受け入れは 12

人であった． 

13. 技術指導が 3件あった． 

14. 国際委員会活動が 5件あった． 

 

（4）理工系学科（情報科学科，

化学生命理工学科，地球環

境防災学科），対応する専

攻，及び理工学部附属施設

を中心とする共同研究受

入増加 

理工系学科や学部附属施設を中心と

して共同研究受入の増加を目指した

結果，産学官連携が昨年度の 88 件か

ら 92件に微増した． 

左記の「取組状況」

に記載のとおり 

（5）「キャリアデザイン」の講 キャリアデザイン担当の学外講師と 左記の「取組状況」
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師懇談会等を通じての，県

内企業人との連携強化 

教員との意見交換会を 12 月 20 日に

実施した．外部講師７名が参加し，今

年度の実施内容及びアンケート結果

に基づく意見交換を行った．次年度の

実施内容に関する打合せを行うとと

もに，理工学部／理学専攻／応用自然

科学専攻への要望についても意見交

換した．この取り組みによって，理工

学部／理学専攻／応用自然科学専攻

と県内企業人との連携が一層強化さ

れた． 

 

に記載のとおり 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）「自然科学概論」「高校生のためのおもしろ科学講座」を実施し，高大連携を継続した．

それぞれの講座では，多様なテーマを設定し，高校生が理工学の広い分野において興

味が持てるような工夫をした． 

（2）「キャリアデザイン」の講師懇談会等を通じて，県内企業人との連携を一層強化した． 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：医学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：菅沼 成文 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 45 0 4 0 

准教授 28 0 4 0 

講師 34 0 2 2 

助教 68 0 12 2 

合計 175 0 22 4 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）医学の領域において，自立して独創的研究活動を行うのに必要な研究能力と指導能

力を備えた優れた研究者，教育者，医療人を育成する。 

（2）地域社会の医学・医療において指導的役割を担う人材の安定的供給を図る。 

（3）国際的で，高度かつ先進的な研究を，常に安心して遂行することができる教育・研

究組織および環境を整備する。 

（4）上記の教育目的を達成するための有効な評価法の一つとして，合理的な学位審査を

推進する。 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）大学院カリキュラムに従った講義，実習をより具体的，かつ実効性のあるものに教

育内容を改善する。 

（2）e-ラーニングでの授業を積極的に推進し、遠隔地居住の大学院生への学習機会を均

等にする。 

（3）在学生，研修医に臨床医にとっての研究の重要さを説き，大学院入学者を増やし，

優秀な研究者を育成する。 

（4）学位論文の研究発表会について，社会的評価を受けるシステムを構築し，評価を研

究に活かす 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）生命科学コース，医療学コース，情

報医療学コース，小児神経精神医学コ

ースの緊密な連携し，体系的かつ柔軟

な教育研究指導体制とする。 

学位論文の作成等，体系的な教育研究指導

を行い，13名が修了した。 

（2）学生・教職員が参加する FD講演会を

実施する。 

FD 講演会を 8 回開催し，延べ 420 名が参

加した。 

（3）学位の水準や審査の透明性・客観性

を担保するため，他大学等で高度な学

識を有する者に審査委員を委嘱し審

査委員を整備する。 

学内審査員による無記名投票として透明

性・客観性を担保した。学外の審査委員を委

嘱するまでには至っていない。 

（4）交流協定校など，海外からの留学生

を積極的に受け入れ，博士課程への進

学を奨励する。 

平成 30 年度の留学生の博士課程入学者は 

2名であったが，博士課程進学を視野に入れ

た修士研究生に 2名が入学した。 

 

（5）大学院修了者に対するアンケート調

査結果や関係者からの意見をフィー

ドバックし，教育内容，教育方法の改

善に反映させる。 

 大学院修了者にアンケート調査を実施，ま

た関係者からの意見を聴取した。教育の質向

上に反映させる方法等を今後検討していく。 
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ＦＤの取組状況 

臨床医だけでなく，学生・教職員も参加を可能とした FD講演会を 8回開催し，参加者

は延べ 420 名であった。国立がん研究センター，北海道大学病院，大阪大学医学部附属

病院，東京大学大学院，そのほか企業や研究所等から優れた講師を招聘し，充実した内

容の講習会となった。 

 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）社会人学生受入のために，昼夜同時

開講制を継続して実施する。 

社会人選抜での入学者は在籍者 128 名に

対し 115名（2018.4.1）と多く，昼夜同時開

講制の継続実施に向けて，ｅラーニングでの

受講を継続し，社会人学生の受入れ環境を整

備している。 

 

（2）医療学コースについては，専門医取

得に対応したカリキュラム編成とな

るよう，なお一層の改善を図り，リサ

ーチマインド豊かな臨床医の育成に

努める。 

医療学コースの中に臨床腫瘍学を専門と

する分野（がんプロ）が設置されており，臨

床腫瘍学，放射線治療学，腫瘍専門外科学，

がん専門薬剤師の各分野において専門医の

資格取得を目指すための指導を行った。 

 

（3）平成 29年度に採択された『多様な新

ニーズに対応する「がん専門医療人材

（がんプロフェッショナル）」養成プ

ラン』では，地域がん医療に貢献する

がん専門医療人の養成に重点を置く

コースの充実を図る。 

多様な新ニーズに対応するための全人的

医療を実践できる専門医療人の育成のため，

中四国がんプロフェッショナルのカリキュ

ラムの充実を図った。 

また，在宅がん医療に重点を置いたインテ

ンシブコースとして地域の多職種の方を対

象にワークショップや講演会を開催した。 

 

（4）先端医療学推進センターと連携して

トランスレーショナルリサーチを推

進する。 

先端医療学推進センター・６部門の基礎研

究者と臨床医が組織横断的に連携を行い，基

礎研究の成果に基づくトランスレーショナ

ルリサーチの推進に取り組んだ。 

 

（5）精神疾患に対する専門的知識をもっ

て自立を支援する人材育成のため，地

域精神医療支援プロジェクトの充実

を図る。 

人材育成を目的とした地域精神医療支援

プロジェクトを継続的に実践中。次年度から

は，高知医療再生機構の寄附講座として，さ

らに活動を強化することとなった。 

 

（6）大学間交流協定等に基づき，教育研

究活動を行う国際交流プログラムの

充実を図る。 

学部間協定を新たに締結した，ソンクラ

ー・ナカリン大学（タイ）から短期臨床見学

生 1名を受入れ，またバーレーン医科大学と

学生交流の協定を結ぶなど国際交流プログ

ラムの充実を図った。 

（7）一層の研究指導の充実を図るために，

複数指導教員による研究指導を実施

複数指導教員による研究指導体制のもと，

研究指導の充実を図った。また，RA に 3 名
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する。 が雇用され，適正に活用された。 

 

（8）シラバスの充実を図る。 シラバスについて検討したが，改善の意見

は出なかった。引き続き検証する。 

 

（9）英語での授業の拡大および e-ラーニ

ングシステムの充実を図る。 

英語での授業は医学英語演習ほか，「細胞

分子生物学Ⅰ（医学英語実習の読替え科目）」

で実施している。e-ラーニング授業は，選択

必修 3 科目，がんプロ 8 科目（65 コンテン

ツ）で実施しており，引き続きコンテンツの

蓄積とシステムの充実を図る。 

 

（10）第一線の生命科学・医学研究者を招

聘し，DCセミナーの充実を図る。 

DC セミナーは，平成 30 年度は 14 回開催

し，参加者 617 名の内，医学専攻の学生は

250 名（延べ）であった。著名な研究者 14

名を招聘し，セミナーの充実を図った。 

（11）大学院生の自主的な研究課題の発

見・設定と主体的な研究活動を支援す

るために総合研究センターの生命・機

能物質部門が短期集中的に実施して

いる「技術トレーニングコース」への

積極的な参加を奨励する 

「技術トレーニングコース」への参加を推

奨し，博士課程延べ 3 名，修士課程延べ 13

名が参加した。 

 

1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）標準修業年限内に博士の

学位を取得できるよう

に，研究指導体制の強化

を図る。 

社会人学生が大学院（博士

課程）の 90％を占めるため，

昼夜同時開講や e-ラーニング

の活用，短期集中的な指導の

強化を図った。 

平成 30 年度の標準修業年

限内での博士学位取得者は

14名中 8名であった。 

（2）他大学大学院との授業料

相互不徴収協定を締結

し，国内留学を一層推進

する。 

他大学大学院との交流を一

層深め，さらなる国内留学の

推進を図った。 

国内留学で受け入れた学

生，他大学へ派遣した学生

の実績は無かった。 

（3）大学院生の国際学会・国

際シンポジウムでの発表

を推進する。 

学会の交通費の一部を講座

が負担するなど，推進に努め

た。 

学会で受賞した件数が 7 件

あった。 

（4）大学院生の生活・就職支

援について，担当部署と

教員と共同し進路支援を

行う。 

担当教員からの推薦によ

り，TAとして学生を活用した。 

TA として雇用した 13 名の

うち，博士課程の学生は 5

名であった。経済的な支援

策となった。 
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【参考】卒業率／修了率，就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 20.8％  14.8％ 35.0％ 

就職率 93.3％ 100.0％ 100.0％ 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

教育内容の充実を目的として，継続的にカリキュラムの見直し・改善を図っている。コ

ース横断的な教育・研究指導によって優秀な人材育成に取り組んでおり，さらに平成 30年

度は，四国で医系大学院をもつ４つの国立大学から選抜された大学院生が一同に集合し，

研究論文の発表を行い，優れた発表に「優秀賞」を贈呈する新たな取組みを実践した。今

後も継続する予定であり，四国の４大学で連携・共同をさらに進め，大学の枠を超えて教

育・研究できる環境へと発展させ，四国全体で優秀な人材を育成できる仕組みを構築した

い。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）コース横断的に複数の教員が教育・研究指導を行う仕組みがあることにより，優れ

た研究成果と優秀な人材の育成が期待できる。 

 

（2）四国４大学合同で「研究論文の発表会」を開催し，優秀な学生の表彰を行った。学

生には，研究発表の機会と他大学との情報交換の場を提供し，研究意欲の向上へと

つなげ，優れた研究と人材育成を目指す。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の医療従事者のリカレント教育を行なう。 

（2）国際社会との交流を推進し，医療発展途上国等の医学研究と医療を担う人材の育

成を支援する。 

（3）医学研究を推進し，高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域にその研究

成果を還元し，地域医療と保健活動に貢献する。 

（4）産業界と連携し，研究成果を社会に還元する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の医療従事者のリカレント教育を支援する。 

（2）地域の各種教育機関へ教員を派遣して，メディカルスタッフ等の育成に協力する。 

（3）医療発展途上国等からの研究者・留学生を受け入れ，また本学からの派遣を行い，

当該国の医学研究，医療活動の指導者となる人材の育成等，医学・医療の発展，普及

に貢献する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）一般参加も可能な国際シ

ンポジウムや国際セミナ

ー，がんプロ国際セミナー

等を開催し，地域の国際化

に貢献する。 

一般参加も可能な国際セミ

ナー等を開催し，国際化に貢

献した。 

がんプロ国際セミナーを

２回開催した。 

（2）地域のメディカルスタッ

フのリカレント教育の支

援や地域の教育機関等へ

の教員の派遣を積極的に

行う。 

地域のメディカルスタッフ

のリカレント教育を支援し，

地域の教育機関等へ教員を派

遣した。 

リカレント教育：２回 

（がんプロインテンシブ

コース集中セミナー，講演

会） 

地域の教育機関等へ教員

の派遣：延べ 13 名（小・

中・高校） 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）介護に焦点をあてた在宅療養の啓発を目的に，がんプロ主催の市民公開講座を開

催し，40 名が参加した。在宅医療の実際や介護保険の制度の説明のほか，日常に

取入れられるヨガや簡単な体操を体験してもらい好評を得た。 
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（2）リカレント教育のために，多職種を対象としたワークショップを１回，講演会を

１回開催し，医療人スタッフの人材育成と医療の質向上に貢献した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：黒潮圏総合科学専攻 

組織長（部局の長）：専攻長 

組織評価の責任者名：田中 壮太 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 14 0 0 0 

准教授 12 0 2 0 

講師 4 0 1 0 

助教 1 0 1 1 

合計 31 0 4 1 
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１ 教育活動の評価 

 

1-1 教育目的（前年度に作成したものを記載） 

黒潮圏総合科学専攻は、東南アジア諸国から東北アジア、日本に及ぶ広範な地域と海

域（以下「黒潮圏」という。）における資源・環境・社会・健康医科学・食と看護に関連

するさまざまな専門分野を統合し、解決すべき問題を俯瞰して、総合的・学際的な｢黒潮

圏科学｣として教育することを主たる理念とし、次の各号に掲げる人材を育成することを

目的とする。 

（1）それぞれの分野に関する高度な専門知識を持つとともに、異分野の知識・視点をも

兼ね備えた研究者や教育者 

（2）黒潮圏科学という新しい概念を身につけ、幅広い知識と国際的な視野を持った新し

いタイプの研究者や教育者 

（3）黒潮圏科学に基礎を置き、幅広い知識と国際的な視野を持つとともに、国内外の産

業や経済の発展や環境保全、資源管理に貢献できる人材 

 

1-2 平成 30 年度の教育活動における成果について 

1-2-1 教育活動の目標（前年度に作成したものを記載）養成する人材像についても追記するこ

と。 

（1）専攻の教育組織・体制の充実 

（2）海外協定校・機関との連携強化による分野横断型教育・研究の推進 

（3）国際的・学際的な視野と幅広い知識を兼ね備えた研究者・教育者の輩出 

 

1-2-2 教育活動の計画と取組状況・成果 

1-2-2-1教育の実施体制 

 計画（前年度に作成したものを記載）  取組状況（左記に対応する取組を記載） 

（1）教員数の確保と維持 

退職や異動による教員数の減少に対す

る措置を講じる。 

採用・承認人事が実質的に停止している状

況下で、退職や異動による教員数の減少によ

り、専攻教育を支える教育体制の維持がむず

かしくなりつつある。学内教員に対して本専

攻への勧誘活動を行なうことが必要である

と強く認識しているが、卓越大学院への申請

も含め大学院博士課程改組の先行きが不透

明であることから勧誘活動の実施を控えざ

るを得なかった。 

29 年度は 42 名（専任 37 名、特任シニア

プロフェッサー１名、客員 4 名）であった

が、30 年度には 37 名（専任 33 名，特任シ

ニアプロフェッサー１名、客員 3名）の体制

となった。その内の１名は 28 年度末に退職

した教員（教授職）の補充として、31年 3月

1日付けで講師として着任した。 

（2）専攻の教育体制再編の実施 

教育体制の再編を実質化する。教員数の

減少に対応するとともに、黒潮圏科学部門

との連携強化と組織運営の効率化を図る

本専攻では、28 年度には教育体制の再編

を中心に検討を深め、分野横断型教育・研究

を展開する上で柔軟な教育体制を構築でき

るようにコース、領域、分野の枠を撤廃する
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ため、専攻・部門内の各種委員会の見直し・

再編を行う。 

ことを決定した。29 年度は大学院改組の進

捗状況に鑑みて実質化を先送りしたが、30

年度に規則の改正および募集要項や履修案

内の改訂を行ない、新しい体制へ移行した。 

総合人間自然科学研究科では、各専攻の副

専攻長は管理職ではないため、学部などの役

職者が副専攻長を兼務し、運営を円滑化して

いるケースが多い。本専攻の副専攻長は旧黒

潮圏海洋科学研究科副研究科長を兼務する

ことにより、本専攻の管理職としての役割を

果たしてきた。29 年度末をもって旧研究科

が終了したことから、副専攻長を管理職とす

ることを大学側に要請し、30 年度から実施

されることとなった。その上で、専攻・部門

内の各種委員会を再編した。具体的には、①

研究企画部会と将来計画委員会を統合し、企

画戦略・国際連携委員会に再編した、②29年

度までは副専攻長が教務委員長を担当して

いたが、これを分離した。副専攻長は専攻・

部門の将来構想の立案や国際連携活動を一

元的に担当できるように、企画戦略・国際連

携委員会委員長を務めることとした、③教務

委員長には別の教員を当て、教務関係業務に

専念することとした。 

（3）専攻教育のあり方の検討 

国費留学生優先配置プログラムへの新

規申請も含めて専攻教育のあり方を検討

する。 

本専攻では 2013 年度国費留学生優先配置

プログラム「黒潮圏の持続型社会形成を目指

す人材育成プログラム」を実施してきたが、

30 年度 10 月で特別枠による入学が終了す

る。そのため、国費留学生優先配置プログラ

ムへの新規申請を含めて専攻教育のあり方

を検討した。国費留学生の受け入れを通した

教育研究活動の国際的展開は、日本人学生に

対しても英語による授業やセミナーなどへ

の出席を促進し、海外研究への参加機会を提

供することにつながることから、本専攻の教

育活動への波及効果は大きいと判断し、カリ

キュラムの見直しや授業科目の変更を検討

し、2018 年度募集に応募することとした。

残念ながら不採択であったが、2019 年度の

募集に向けて、新規科目を先行実施すること

とし、31 年度にその方法を検討した上で実

施することとした。 

（4）留学生対応・国際化対応の推進 

今後増加する外国人修了生との連携・協

働を通した専攻教育の発展の方策を検討

する。JSTさくらサイエンスプランなどの

招聘事業への申請を行う。 

現行の優先配置プログラムにおいて最終

となる 5期生の修了時には、黒潮圏海洋科学

研究科発足以来のフィリピン人修了生が 20

名近くに達することとなる。修了生との連

携・協働を通した専攻教育の発展の受け皿と

してフィリピン人修了生の同窓会を設立し、

黒潮圏総合科学専攻－同窓会－現地大学・機
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関ネットワークによる人材育成サイクルを

創出する構想の検討を開始した。上述の

2018 年度優先配置プログラムの申請書にそ

の旨を記述した。審査結果の審査所見では

「地域に根ざした生活支援や現地同窓会の

設置は評価できる」との評価を受けた。 

JSTさくらサイエンスプランに申請し、採

択された。同プランが開始されてから連続で

5度目の採択となった。 

土佐市宇佐町の総合研究センター海洋生

物研究教育施設で学ぶ留学生が増加したこ

とから、日本語教育への対応として、国際連

携推進センターの協力により、29 年度から

当該施設での日本語授業を継続実施してい

る。 

（5）第 12回黒潮圏科学国際シンポジウム

の開催 

30 年度は台湾で開催し、フィリピンや

台湾の協定校・機関との連携の一層の強化

を図る。 

第 12 回黒潮圏科学国際シンポジウムを、

2018 年 11月 18 日～22 日に台湾高雄市の国

立中山大学において、東シナ臨界実験所会議

とジョイントで開催した。日本、台湾、フィ

リピンのほか、インドネシア、マレーシア、

ベトナム、シンガポールなどの大学・研究機

関から約 70 名が参加者した。高知大学から

は 5名が参加した。 

第 13 回シンポジウムはフィリピン農業省

漁業・水産資源局第２地域支所と共同で開催

予定である。なお、31 年 2 月には同支所長

らを打ち合わせのため国際戦略経費により

本学に招聘する計画であったが、先方の都合

により中止となった。 

 
ＦＤの取組状況 

学生支援やメンタルヘルスなどの FDは各学部で行われている。本専攻の担当教員は学

部教育も担当していることから、専攻としてはそのような FD を実施していない。一方

で、分野横断型教育研究を担う博士課程の部局として、専攻・部門会議での優先配置プ

ログラムへの申請のための議論や、専攻教員が中心となって実施している研究拠点プロ

ジェクト「黒潮圏科学に基づく総合的海洋管理研究拠点」での議論を通して、分野横断

型教育・研究や国際化のあり方の議論を深め、それらを共有するように努めている。 

 

1-2-2-2教育内容・方法 

１ 計画（前年度に作成したものを記載） ２ 取組状況（左記に対応する取組を記

載） 
（1）留学生対応・国際化対応の推進 

留学生優先配置プログラム「黒潮圏の持

続型社会形成を目指す人材育成プログラ

ム」は、30年 10月の第 5 期学生が最終の

入学生となることから、学生募集方法やカ

リキュラムの検証を行い、専攻の教育カリ

2018 年度国費留学生優先配置プログラム

の申請において、専攻内の検討だけでなく、

外部評価や修了時の学生への聞き取りから、

現行のプログラムでは①カバーする範囲が

海洋に偏っており、陸域が手薄になっている

こと、②フィールドワークに偏りがちで、実
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キュラムの充実･発展を図るとともに、優

先配置プログラムへの新規応募を行う。 

験科学分野の教員の関わりが少ないこと、③

そのため高知大学や黒潮圏総合科学専攻の

特徴を十分に活かしきれていないことが浮

き彫りとなった。④さらに、現行のプログラ

ムの学生から科学的思考法そのものを学ぶ

授業がある方が良いという強い提案があっ

た。これらの点を踏まえ、①専攻の全教員が

関与できる科目として、生態環境調査特論、

物質解析手法特論、社会経済調査特論、②入

口教育としての科目「科学リテラシー」、③

本学の希望創発センターとの連携による出

口教育としての科目「未来共創学特論」を基

軸とするカリキュラム編成とした。 

審査結果の審査所見で「教育分野は大学の

強みを活かしたユニークなものであり、応募

者が伸び悩んでいる現状を踏まえてカリキ

ュラムの改善がなされている」との評価が得

られたことを踏まえ、専攻内でさらに検討を

重ね、31 年度に再度応募すること、そのた

めに現行のプログラムを継続し、その中で上

述の新規科目の一部を先行実施することを

決定した。 

（2）第 12回黒潮圏シンポジウムの開催 

台湾において第 12 回黒潮圏シンポジウ

ムを開催することにより、英語による成果

発表や異分野の研究者との学術交流の場

を提供する。 

2018 年 11月 18日～22日に台湾高雄市の

国立中山大学において開催した第 12 回黒潮

圏科学国際シンポジウムにおいて、国際化戦

略経費や国際交流基金により学生への渡航

費を確保し、4名を参加させた。学生は英語

により研究発表するともに、異分野の研究者

との学術交流を行なった。 

（3）「４次元統合黒潮圏資源学の創成」お

よび「黒潮圏科学に基づく総合的海洋 

管理研究拠点」プロジェクトとの連携 

概算プロジェクト「４次元統合黒潮圏資

源学の創成」および研究拠点形成プロジェ

クト「黒潮圏科学に基づく総合的海洋管理

研究拠点」との連携を継続し、引き続きこ

れらの調査・研究に学生を関与させること

により，学生の知識の修得を図る。 

28 年度から開始された概算プロジェクト

「４次元統合黒潮圏資源学の創成」及び学内

研究拠点プロジェクト「黒潮圏科学に基づく

『総合的海洋管理』研究の拠点形成」の大型

事業と、国際化戦略経費「黒潮圏の持続型社

会を目指す黒潮圏大学リーグネットワーク

の強化：国境を超えた総合的海洋管理教育の

展開」などの事業による教育・研究活動の連

携を図り、そのような事業に専攻学生を積極

的に関与させることにより、分野横断型研究

の手法を学ばせるとともに、さまざまな分野

の研究者が集う場において研究発表の機会

を提供し、国際的なプレゼンテーション能力

を涵養した。 
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1-2-2-3 教育活動の成果（上記 1-2-2-2 教育内容・方法を踏まえて学生が何を身に付けた

かなど）と進路・就職の状況 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
教育活動の成果（左記の

取組に対応する結果を記

載）（成果を示す指標（卒

業率，就職率など），エビ

デンス，資料名も記述する

こと） 
（1）国際的視野、学際的視野

の涵養 

第 12 回黒潮圏シンポジウ

ムやクロスボーダーエデュケ

ーションを開催することによ

り、英語による成果発表や異

分野の研究者との学術交流の

場を提供し、学生の国際的視

野、学際的視野を涵養する。 

例年は黒潮圏シンポジウム

とクロスボーダーエデュケー

ションを同時開催してきた

が、第 12回シンポジウムは東

シナ臨界実験所会議との同時

開催であったため、時間的制

約もありクロスボーダーエデ

ュケーションは実施できなか

った。しかしながら、シンポジ

ウムでは 4 名の学生が研究発

表を行なった。 

優先配置プログラムによる

留学生の受け入れに伴い、日

本人学生のみが受講する専門

科目を除いて、ほとんどの授

業科目や公開審査会が英語で

行われており、学生の国際的

視野、学際的視野を涵養する

場を提供した。また、さくらサ

イエンスプランによる海外若

手研究者の招聘では本専攻学

生が補助業務を行なってお

り、その際に異分野の研究テ

ーマを紹介し議論させた。 

30 年度 10 月現在の学生

の構成は、留学生 11名（国

費：8名、私費:3 名）、社会

人（8名）、一般（9名）であ

る。 

黒潮圏シンポジウムにお

いて４名の学生が英語で研

究発表を行なった。 

学生からの学期毎の学修

進捗状況報告書において、

各必修科目についてディプ

ロマポリシー毎の教育目標

の達成状況を５段階で問う

たところ、ほとんどの学生

が「５．期待以上に達成され

た」、「４．十分に達成され

た」、「３．ほぼ達成された」

という回答であった。また、

優先配置プログラムのため

の３つの科目がプログラム

の主旨に一致しているかを

５段階で問うたところ、全

ての学生が「５.十分に一致

している」、あるいは「４．

ほぼ一致」と回答した。ま

た、このプログラムがさら

なる教育／職業計画に役立

つかを５段階で問うたとこ

ろ、全ての「５．十分に役立

つ」という回答であった。 

優先配置プログラムの特

別枠国費留学生第 2 期修了

生 2 名に聞き取り調査を実

施したところ、専攻の分野

横断型教育研究やカリキュ

ラムについて自身のキャリ

ア形成に非常に有益であっ

たなど良好な意見を得た。 

黒潮圏総合科学専攻学生名

簿 
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国際シンポジウムプログラ

ム 

黒潮圏総合科学専攻学修進

捗状況報告書 

国費外国人留学生の優先配

置を行う特別プログラム 

「黒潮圏の持続型社会形成

を目指す人材育成プログラ

ム」第 2 期修了生への聞き

取り調査結果 

（2）幅広い知識、専門性の高

い知識の修得 

概算プロジェクト「４次元

統合黒潮圏資源学の創成」お

よび研究拠点形成プロジェク

ト「黒潮圏科学に基づく総合

的海洋管理研究拠点」との連

携を継続し、引き続きこれら

プロジェクトの調査・研究に

学生を関与させることによ

り、参画している多様な分野

の研究者から幅広い知識、専

門性の高い知識を修得する機

会を提供する。 

概算プロジェクト「４次元

統合黒潮圏資源学の創成」お

よび研究拠点形成プロジェク

ト「黒潮圏科学に基づく総合

的海洋管理研究拠点」との連

携を継続し、引き続きこれら

プロジェクトの調査・研究に

学生を関与させることによ

り、参画している多様な分野

の研究者から幅広い知識、専

門性の高い知識を修得する機

会を提供した。 

30 年度 10 月現在の学生

の構成は、留学生 11名（国

費：8名、私費:3 名）、社会

人（8名）、一般（9名）であ

る。 

本専攻では、５名の学生

が学位を取得した（優先配

置プログラム４名（全て留

学生）、通常のプログラム１

名（社会人））。それぞれの研

究テーマは、中国黄海の大

型緑藻の大量増殖、フィリ

ピンと西南日本の熱帯性葉

状海藻アオサ、琉球列島の

マングローブ水域河口域生

態系、ベトナムおよび日本

での広鹹性魚類の初期生活

史、FIT制度による木材市場

への影響に関するものであ

り、幅広い知識、専門性の高

い知識を修得できた。 

学生からの学期毎の学修

進捗状況報告書において、

各必修科目についてディプ

ロマポリシー毎の教育目標

の達成状況を５段階で問う

たところ、ほとんどの学生

が「５．期待以上に達成され

た」、「４．十分に達成され

た」、「３．ほぼ達成された」

という回答であった。また、

優先配置プログラムのため

の３つの科目がプログラム

の主旨に一致しているかを

５段階で問うたところ、全

ての学生が「５.十分に一致

している」、あるいは「４．

ほぼ一致」と回答した。ま

た、このプログラムがさら
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なる教育／職業計画に役立

つかを５段階で問うたとこ

ろ、全ての「５．十分に役立

つ」という回答であった。 

優先配置プログラムの特

別枠国費留学生第 2 期修了

生 2 名に聞き取り調査を実

施したところ、専攻の分野

横断型教育研究やカリキュ

ラムについて自身のキャリ

ア形成に非常に有益であっ

たなど良好な意見を得た。 

黒潮圏総合科学専攻学生名

簿 

黒潮圏総合科学専攻学位論

文審査報告書 

黒潮圏総合科学専攻学修進

捗状況報告書 

国費外国人留学生の優先配

置を行う特別プログラム 

「黒潮圏の持続型社会形成

を目指す人材育成プログラ

ム」第 2 期修了生への聞き

取り調査結果 

 

（3）海外ネットワークの強化 

優先配置プログラムへの新

規応募や増加する留学生の就

職への対応として、海外協定

校・研究機関との人的ネット

ワークの強化を図る。 

30年度には本専攻の修了生

が学長を務めているパルティ

ド州立大学と協定を締結し

た。さらに優先配置の留学生

の出身校であるカタンドネア

ス州立大学とは協定締結に向

けた協議・準備を行なった。 

パルティド州立大学からの

学部生 2 名の短期実習を受け

入れた。滞在費は先方との折

半であり、本専攻は高知大学

国際交流基金を利用した。 

31 年 1 月 10 日～14 日にフ

ィリピン大学ビザヤ校で開催

された Training of Marine 

Fish Larvae Taxonomyには、

専攻教員 1 名が先方負担で招

待され講演するとともに、専

攻学生も招聘された。また、修

了生も運営スタッフとして参

加した。 

JST さくらサイエンスプラ

ンにより、31 年 1 月 20 日～

27 日にフィリピンから 5 名+

現行の優先配置プログラ

ム採択以前の協定先はフィ

リピン３件（フィリピン大

学、ビコール大学、フィリピ

ン農業省漁業・水産資源局

第２地域支所）、その他 4件

であった。現在、フィリピン

では優先配置の国費留学生

の出身校を中心に 10 校以

上との交流に拡大した。 

パルティド州立大学との大

学間協定書 

JST さくらサイエンスプラ

ン報告書 
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引率者 1名、台湾から 3名+引

率者 2 名を招聘した。フィリ

ピンからの引率者は優先配置

プログラムの第 1 期修了生で

あった。 

優先配置プログラムの特別

枠国費留学生の修了生が、本

専攻の指導教員を推薦者とし

て長尾自然環境財団へ研究助

成申請し、採択された。 

  

【参考】卒業率／修了率、就職率 

卒業／修了年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

卒業率／修了率 50.0％ 100.0％ 71.4% 

就職率 100.0％ 100.0％ 100.0% 

※卒業率／修了率＝入学者のうち標準修業年限で卒業した者の割合（編入学を除く） 

※就職率＝就職者数÷就職希望者数 

 

1-2-2-4教育環境の状況 

現在の自己評価制度では、学部の教育活動のエフォートが 30％以上とするのが望ましい

とされ、その他にエフォートを割り当てるべき評価項目が 10 項目以上あるため、博士課

程の教育活動に使えるエフォートは必然的に数％と小さいものにならざるを得ない。ま

た、修了に必要な履修科目単位数は 14 単位と少ないため、指導学生のいない教員にとっ

ては、年度によっては分担の共通授業の実施が教育活動のほぼすべてとなることもある。

このような点を踏まえれば、教育活動の比率や達成状況の経年変化から組織体制などの適

切さを評価することは難しいと思われる。 

本専攻では、主指導教員と副指導教員 A、さらに専門性の異なる副指導教員 B が学生の

指導を担当する。毎学期の進捗状況を把握し、適切な指導に反映させる仕組みとして、主

指導教員は「研究指導進捗状況報告書」を作成し、副指導教員 2名の内容確認を経て教務

委員会に提出する。一方、学生は「学修進捗状況報告書」を作成する。この報告書には学

修に関わる記載とともに、指導の妥当性や要望などの自由記載欄があり、教務委員会と副

指導教員 Bへ提出される。学生の真の声を拾うため、主指導教員や副指導教員 Aへは公開

しない。1-2-2-3の 2）幅広い知識、専門性の高い知識の修得において既述した通り、本専

攻の授業に対して学生から高い評価を得ている。したがって、教育環境の状況は適切であ

ると判断できる。 

 

1-2-3 上記教育活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）国際シンポジウムやさくらサイエンスプランを実施し、学生の学際性、国際性を涵

養した。概算プロジェクト「４次元統合黒潮圏資源学の創成」および研究拠点形成

プロジェクト「黒潮圏科学に基づく総合的海洋管理研究拠点」や学内の研究拠点プ

ロジェクト「黒潮圏科学に基づく『総合的海洋管理』研究の拠点形成」、国際化戦略

経費「黒潮圏の持続型社会を目指す黒潮圏大学リーグネットワークの形成：国境を

超えた総合的海洋管理教育の展開」などの事業を実施し、専攻の教育研究活動の活

性化を図るとともに、専攻学生へ分野横断型研究への参画の機会を提供した。 

（2）フィリピンの協定校を含む諸大学と双方向の交流を実現し、高度な国際協働体制

の構築のための足場を完成させつつある。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

(1）「黒潮圏」を対象とした分野横断型の研究を通して、地域社会や国際社会に貢献でき

る人材育成を行うことで、黒潮圏諸国や国、地域に研究成果を還元することを目的

とする。 

（2）活発な情報提供や広報活動を行うことで、地域社会の要望に応えることを目的と

する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）国内外におけるシンポジウム・講演会の開催や若手研究者の招聘を通じて、人材育

成を促進する。 

（2）途上国の人材を地域に適した形で育成することで、当該国・地域の発展に寄与す

る。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）留学生優先配置プログラ

ム「黒潮圏の持続型社会形成

を目指す人材育成プログラ

ム」による人材育成・輩出 

留学生優先配置プログラム

「黒潮圏の持続型社会形成を

目指す人材育成プログラム」

を基軸に学生教育を行なっ

た。 

国費外国人留学生の優

先配置を行う特別プログ

ラム「黒潮圏の持続型社会

形成を目指す人材育成プ

ログラム」の特別枠留学生

2名、一般枠国費留学生１

名、私費留学生１名が 30

年 7 月に学位論文公開審

査会で発表を行ない、9月

に学位を取得した。さらに

通常プログラムの社会人

学生１名が 31 年１月に学

位論文公開審査会で発表

を行ない、3月に学位を取

得した。 

黒潮圏総合科学専攻学位

論文審査報告書 

（2）第 12 回黒潮圏科学シンポ

ジウムのフィリピン・台湾の

協定校との共同開催 

第 12 回黒潮圏科学国際シ

ンポジウムを国立中山大学と

協働で開催した。 

第 12 回黒潮圏科学国際シ

ンポジウムを、2018 年 11

月 18日～22日に台湾高雄

市の国立中山大学におい

て、東シナ臨界実験所会議
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とジョイントで開催した。

日本、台湾、フィリピンの

ほか、インドネシア、マレ

ーシア、ベトナム、シンガ

ポールなどの大学・研究機

関から約 70 名が参加者し

た。高知大学からは 5名が

参加した。 

国際シンポジウムプログ

ラム 

（3）さくらサイエンス（JST)

などの事業による海外協定

校からの若手研究者の招聘 

JST さくらサイエンスプラ

ンに応募し、採択された。 

31 年 1 月 20 日～27 日に

フィリピンからは 5 名+引

率者 1名、台湾からは 3名

+引率者 2名を招聘した。 

JST さくらサイエンスプ

ラン報告書 

（4）高知県内の地域組織との

ワークショップなどの共同

開催 

高知県内の地域組織の協力

により必修科目を実施した。 

30年 6月 22日、23日に国

費外国人留学生の優先配

置を行う特別プログラム

「黒潮圏の持続型社会形

成を目指す人材育成プロ

グラム」の必修科目「社会

経済・生態環境調査特論」

を実施し、室戸市の高知県

海洋深層水研究所や地元

企業、廃校水族館、室戸ジ

オパーク、徳島県海陽町の

海洋自然博物館マリンジ

ャムを見学し、統合的沿岸

保全に関する講義を実施

した。 

大学改革促進経費報告書 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）旧黒潮圏海洋科学研究科より実施している黒潮圏科学国際シンポジウムの開催が

12回目を数えるに至った。 

（2）さくらサイエンス（JST)による若手研究者の招聘は 5年連続の採択であった。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：人文社会科学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：杉谷 隆 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 26 0 1 1 

准教授 22 0 9 1 

講師 17 0 3 3 

助教 1 0 1 1 

合計 66 0 14 6 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（１）「高知の視座」『地域創生』「地域社会の担い手」「持続可能性」の観点に基づいて，

研究分野を融合した人文社会科学系プロジェクト研究を推進する。 

（２）第二期中期計画・目標期間において進めてきたプロジェクトを第三期において発展

させる。 

（３）第二期において創立した高知人文社会科学会の活動をさらに進展させる。研究成果

の発信や地域社会の協働を通じて，学内外の研究者の学際的教育研究活動の拠点—「知

の拠点作り」を行っていく。 

（４）国内外の人文科学・社会科学の発展に寄与する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）共同研究プロジェクトのさらなる進展を図る。 

（2）高知人文社会科学会の活動のさらなる充実を図る。 

（3）学部改組，大学院改組に応じて部門内の研究体制を整える。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）「高知における人文学・社会科学研究

の拠点づくり研究」，「魚梁瀬森林鉄道

と暮らしに関する地域近現代史研

究」，「地域における競争と共生研究」，

「地域における平和学研究』の伸展を

図る。 

①地域におけるアート実践と文化行政の関わ

り方をテーマとし，英国から舞台俳優とパペッ

ト師を招きワークショップを開催し記録映像

資料を作成した。②旧中山村文書調査，林業関

係者に対する聞き取り調査を進めた。③国税局

や高知県の地場産業である日本酒メーカー等

に対してインタビューを行った。④高知県の満

洲引揚者の収蔵書籍の大学図書館保存を行っ

た。 

（2）高知人文社会科学会の活動の充実を

図る。 

現状維持であるが，『高知人文社会科学研究』

を刊行し公開シンポジウムを開催した。 

（3）部門内の研究活動・研究条件整備に

ついて検討する。 

部門会議において，研究プロジェクト（中間

報告等）や学内予算申請方法を紹介し，構成

員全員の理解と協力を要請した。研究推進委

員会に随時情報を送り，問題意識を共有する

ことをはかった。 

（4）以上をふまえ，高知における「知の

拠点づくり」を志向する。 

部門という組織の成立後しばらくは構成員に

事情が理解されにくかったが，部門会議など

を通じて認識が深まってきて，ふさわしい研

究が出てきたように思える。 
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2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数 22 17 17 

論文数 21 42 44 

（内数:欧文

論文） 

6 8 9 

【主要な研究成果を記載してください】 

地域に根ざした歴史研究，社会研究（後述 2-2-3参照）。 

 

（2）その他 

ローンボウルズ（球技）の研究，普及，交流などの特殊な活動。 

東洋史研究にもとづく香港における学生研修。 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

申請件数は 29 年度 36 件から 30 年度 37 件に微増したが，採択件数は 29 年度 24 件から

30 年度 18件に減少した。総額でも約 2／3となり，全国的な厳しさが直撃した。 

 

（2）その他 

資料（個人の入力情報の正確さ）が不十分であるが，その他の研究資金が重要性を増して

きていることがわかる。 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

全体的な状況としては，学部改組 3年目となった。新体制への対応が教育・大学運営・

研究のすべての面に求められ多忙となった。研究資金の獲得は，依然として厳しい。この

苦境について，高知新聞 30.12.15 付で田鎖准教授のインタビュー記事が掲載され，社会

的な関心を高める効果は大きかった。内部にも「よくぞ代弁してくれた」という声が多か

った。 

教員数の年度内の変化では，減少として，若手の他大学への転出が 2名（用務の多忙と

昇任凍結が原因と推測される），定年または早期退職が 3 名あった。退職者のうち 1 名は

シニアプロフェッサーとして残ったので，実質 4名である。新規採用は，4月採用が 2 名，

10 月採用が 3名である。うち 1名は非常勤雇用から常勤への切り替えなので，実質 4名で

ある。いずれも新進気鋭の若手を採用できたことは，喜ばしいことである。ほかに，附置

センターのテニュアトラック型教員 1名が，当部門所属となった。 

在職者の准教授・教授昇任は，計 10名を希望し，平成 31年 4月から昇任すべく準備を

進めてきた。しかし，全学で合意が得られず保留となったことは，大きな不満を残した。

早期の実現が望まれる。 
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2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）本能寺の変に四国視点で新解釈（津野教授，高知新聞 30.6.2報道） 

（2）外国人労働者に関する研究（岩佐教授，読売新聞 30.6.2，30.12.8報道） 

（3）田村城跡調査（宮里講師，高知新聞 30.9.24報道） 

（4）旧満州資料収集（吉尾教授，高知新聞 30.10.29報道） 

（5）旧陸軍遺跡研究（小幡教授，高知新聞 30.12.3ほか報道） 

２ その他 

（1）ローンボウルズ（球技）紹介（川本准教授，高知新聞 31.1.24報道） 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）共同研究プロジェクトを通じて地域の行政や諸団体・個人との連携を進展させる。 

（2）高知人文社会科学会の活動を通じて地域における研究の連携を図る。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）共同研究プロジェクト及び高知人文社会科学会の活動を通じて，地域における「知

の拠点作り」を志向する。 

（2）講師派遣，協働事業などに構成員個々ができるだけ参加する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）人文社会科学部等，高知

大学における教育研究組

織のステークホルダーに

研究を通じて貢献できる

ことを志向する。 

高知人文社会科学会の活動

や，地域研究をすすめた。新

制度入試における英語検定試

験については，専門的立場か

ら議論が起こされた。 

教育への還元をあげれば，

人文社会科学部で 18 個の

地域関連科目を開講した。

大学院では共通科目「総合

高知研究」の指導を行い，

報告書を編集した。 

（2）人文社会科学の特性，す

なわち領域の公汎さや生

活との密着性などを活か

して，地域に貢献できる学

問を志向する。 

地域研究，行政，法律，労働

問題などの調査研究を行っ

た。 

兼業届の集計によると，行

政関係からの委員等の委

嘱がのべ 49 件あった。非

常勤講師はのべ 59 件あっ

た。ほかに短期（講師，審

査委員等）ではのべ 37 件

あった。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知県・高知市などの審議会等における学識経験者としての活動 

（2）県内の外国人労働者の実態調査（読売新聞 30.6.2，30.12.8で報道） 
（3）県内の大学・看護学校等の非常勤講師，市民講座等の講師として，不可欠な存在と

なっている。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：教育学部門 

組織長（部局の長）：教育学部門長 

組織評価の責任者名：中野 俊幸 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 29 0 6 1 

准教授 23 0 8 0 

講師 23 0 3 2 

助教 3 0 2 0 

合計 78 0 19 3 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）「地域教育振興モデル」構築のための教育学部門プロジェクトを推進し，附属学校

園との連携・協力の下，地域のリソースを活用しながら地域教育の環境を向上させ

る 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）「地域教育振興モデル」構築のための教育学部門プロジェクトを推進し，高知県教

育委員会や附属学校園を中心とした，地域のリソースを活用しながら地域教育の環

境を向上させる 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）高知県における学力向上研究プロジ

ェクトの推進 

高知県における学力向上研究では，「絵の

具遊び活動に関する実践的研究―学部教員

と連携した幼児教育プログラムの開発―」と

「小学校外国語活動・英語教育を担当できる

若手教員の養成プロジェクト」をテーマとし

て研究を推進した。それぞれの成果は次のと

おりである。 

 

①絵の具遊び活動に関する実践的研究―学

部教員と連携した幼児教育プログラムの開

発― 

本研究は，教育学部門の油彩画，日本画，

グラフィックデザイン，教育心理学，教育工

学の教員と附属幼稚園が連携し，幼児の絵の

具遊び活動に関する幼児教育プログラムを

開発し，県内の幼稚園・保育所への普及可能

性を検討することを目的としている。 

今年度は，附属幼稚園年少児，年中児，年

長児を対象に絵の具遊び活動を実施し，園児

たちの作品を教育学部１号館ギャラリー，高

知大学医学部外来廊下で展示した。また，プ

ロジェクトの研究成果を外国雑誌に掲載し，

書籍にまとめて出版した。 

 

②小学校外国語活動・英語教育を担当できる

若手教員の養成プロジェクト 

本研究は，英語が 2020 年度より小学校に

「教科」として組み込まれることに対応する
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ため，小学校英語を十分に指導できる教員の

養成を目指すものである。小学校の「外国語

活動」を再検討して現状の問題点を分析する

とともに，小学校英語の指導者に必要な能

力・資質を明確化し，その能力・資質をいか

に養うかを検討することを目的としている。 

今年度は，高知県内の加茂小学校の外国語

担当教員と協同して小学校英語の授業を設

計し，公開授業，研究協議，講演などを行っ

た。また，プロジェクトの研究成果を学術誌

に掲載した。 

（2）探求型学習の研究プロジェクトの推

進 

探求型学習の研究では，「ICT を活用する

中学校数学教材及び授業の学部･附属共同開

発」と「幼小中高大を貫く｢課題解決力｣を育

成するグループワークコンテンツの開発」を

テーマとして研究を推進した。それぞれの成

果は次のとおりである。 

 

①ICT を活用する中学校数学教材及び授業

の学部･附属共同開発 

本研究は，中学校数学での ICT の有効な活

用方法，特に，デジタル教科書や PC ソフト

を活用した数学教材および数学授業を開発

するものである。学部と附属の教員が共同で

開発し，附属中学校で実験的授業を行い，そ

の数学教育的有効性を検証して，中学校数学

で有効な ICT 活用事例を同定することを目

的としている。 

今年度は，タブレット用の統計処理ソフト

（simplehist，stathist，statbox）を活用し

て統計的考察を中学生が主体的に行う授業

を開発した。そして，附属中学校の研究発表

会において，「身のまわりのデータを分析し

てよりよい選択をしよう! ―箱ひげ図をも

ちいて―」と題して研究授業を行った。 

また，遠隔会議システムを活用して，附属

小･中での研究授業を高知大学模擬授業教室

及び公立中学校において同時に授業観察し，

その後３カ所を双方向通信で批評会を行う

遠隔の授業研究も試行した。 

プロジェクトの研究成果は学部･専攻の紀

要に掲載した。 

 

②幼小中高大を貫く｢課題解決力｣を育成す

るグループワークコンテンツの開発 

学校教育では，「育成すべき資質・能力」

を明確化し測定するための評価ルーブリッ

クの確立と有効なコンテンツの集積が求め

られているが，本研究は，特に「協働実践力」
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に特化し，子どもの発達段階や幼稚園から大

学までの学校の特性に応じたグループワー

クのコンテンツと評価や指導の手引きをセ

ットにしたパッケージを開発することを目

標としている。 

今年度は，グループワークのためのコンテ

ンツを作成し，南国市白木谷小学校および高

知県立中村高等学校においてグループワー

クを試行し，その問題点を分析し課題を明ら

かにした。また，プロジェクトの研究成果は

全国的学会で研究発表し学術雑誌及び学部

紀要に掲載した。 

（3）高知県における体力養成プログラム

研究プロジェクトの推進 

高知県における体力養成プログラム研究

では，「健康・体力とスポーツパフォーマン

スの発達に関する長期縦断研究」をテーマと

して研究を推進した。 

本研究は高知県内に住む幼児から中学生

を対象とし，体力とその関連要因を包括的に

捉える縦断コホートの実施と，そのコホート

データを基に作成した体力向上のための介

入プログラムを実施し，高知県内の子どもの

体力向上をめざすものである。 

本年度は，線形混合モデルや一般化推定方

程式等から個人の体力の発達について縦断

変化を明らかにするとともに，運動習慣や食

事，睡眠等個人の体力の発達と関連する候補

因について抽出を行うため，昨年度に引き続

き附属幼稚園において体力測定を行い，体組

成を測定した。また，プロジェクトの研究成

果を全国的学会の地方発表会で研究発表し

た。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数 26 18 41 

論文数 124 131 112 

（内数:査読

付き論文） 

46 44 49 

 

●平成 28年度，29年に比べて，論文数は減少しているが， 

著書数は大きく増加しており，本年度は平成 29年度より約 2.3倍になった。 

 

【主要な研究成果】 

・玉瀬友美・土井原崇浩・谷脇のぞみ・中村るい・野角孝一・野中陽一郎・柴英里・斉

藤雅洋・吉岡一洋 （2019）『子どもとアートを地域でつなぐ』（リーブル出版） 

・鹿嶋真弓（2018）『問いを作る授業』（図書文化社） 
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・溝口達也・岩崎秀樹 編著，袴田綾斗ほか（2019）『小学校教師のための算数と数学の

15講』（ミネルヴァ書房） 

・岩崎秀樹・溝口達也 編著，中野俊幸ほか（2019）『新しい数学教育の理論と実践』（ミ

ネルヴァ書房） 

・Yumi Tamase, Takahiro Doihara,Kouichi Nozumi, Kazuhiro Yoshioka, Yoichiro 

Nonaka, Rika Okatani, Hanae Morishita, Ikuko Tsuzuki, Nozomi Taniwaki (2018) 

“The influence of paint play activities on knowledge and preference for 

colors”, Acta Salus Vitae, Vol.6, No2,4-14. 

・多良静也・松原史典・長谷川雅世（2019）「英検合格を目指した授業の取り組み」『高

知大学教育研究論集』第 23巻,pp.11-17. 

・長谷川雅世(2019) “The Hero Out of the Home in Bleak House: Dickens's 

Perceptions on Masculinity and Domestic Ideology.”『中国四国英文学研究』(『英

文学研究支部統合号』)   第 15号 (第 11巻),  pp. 13-23 (289-299).  

・松原史典(2019) “A Minimalist Approach to Quotative Inversion in English” 

『中国四国英文学研究』(『英文学研究支部統合号』)   第 15号 (第 11巻),  pp. 

1-11 (277-287). 

・橋口和恵・服部裕一郎・中野俊幸・佐藤淳郎・山口俊博・加納理成・袴田綾斗・岡本

士郎・楠瀬正典（2019）「ICTを活用した図形探究活動についての一考察―中学校第２

学年「平行四辺形」単元における授業実践を通して―」教職実践高度化専攻附属学校

教育研究センター研究紀要 高知大学学校教育研究 第１号. 

・加納理成・服部裕一郎・中野俊幸・佐藤淳郎・山口俊博・山中貴博（2019）「渋滞現象

を記述する数理モデルを題材とした授業実践とその考察」教職実践高度化専攻附属学

校教育研究センター研究紀要『高知大学学校教育研究』第１号. 

・服部裕一郎・松山起也（2018）「批判的思考力の育成を目指した算数科授業の開発と実

践―小学校高学年児童達の批判的思考の具体に焦点をあてて―」，全国数学教育学会

誌『数学教育学研究』第 24巻,第２号，pp.97-108. 

・井上優輝・服部裕一郎・袴田綾斗（2019）「アクティブ・ラーニング型授業「査読評価

活動」の学習動機への影響」，高知大学教育学部研究報告 第 79号． 

・金奎道（2019）「大学と地域の連携による能体験の取り組みとその意義：中等の教職に

関する科目に関連して」高知大学教育学部研究報告 第 79号，pp.99-106. 

・金奎道（2019）「学校と社会を結ぶ音楽教育の在り方：小学校における音楽づくりの実

践事例を通して」教職実践高度化専攻附属学校教育研究センター研究紀要『高知大学

学校教育研究』第１号，pp.177-190. 

・古市直樹（2018）「社会科の自己批判の契機：教育勅語に関する小集団学習の事例をも

とに」『高知大学学術研究報告』第 67巻，pp.75-90. 

・古市直樹（2018）「ジョイント・アテンションと教材との関係」『高知大学教育研究論

集』第 23巻，pp.49-55. 

・横山卓（2019）「「教員としての子ども観，教育観等についての省察」講習の開発－シ

ンボリック相互作用論とエピソード記述－」教職実践高度化専攻附属学校教育研究セ

ンター研究紀要『高知大学学校教育研究』第１号，pp.71-82. 

・金子宜正（2019）バウハウス 100周年記念展覧会図録（独語）に寄稿文が収録 

 

（2）その他 

【学会発表など】 

・梶原彰人「教育学部における音楽実技の実践研究と地域貢献について」日本教育大学

協会四国地区研究集会，於：鳴門教育大学，平成 30年 11月 29日開催 

・Yumi Tamase, “An analysis of children’s interaction during picture book 

reading sessions－the change in utterances through multiple readings of the 

same book－”，Pacific Early Childhood Education Research Association(7/6-8) 
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・Yumi Tamase, “Co-construction of the Chorus during picture book group reading 

sessions”，European Early Childhood Education Research Association (8/28-

31) 

・長谷川雅世 市民講座「『メアリー・ポピンズ』に見られるイギリス社会と階級―映画

と原作を比較するー」  高知市文化振興事業団  高知市立中央公民館事業「いきいき

セカンド☆ライフ講座」  2019年１月 11日 

・田中勇誠・服部裕一郎（2019）「批判的思考力の育成を目指す数学授業の開発研究―中

学校第３学年における「携帯電話の購入」問題の授業実践を通して―」，全国数学教

育学会第 49回研究発表会 2019年２月 

・松原和樹・服部裕一郎（2019）「算数・数学における系統的な折り紙教材の開発研究

（I）―複式学級における合同学習形態による小学校算数科授業における実践―」，全

国数学教育学会第 49回研究発表会 2019年２月 

・幸 篤武・谷脇のぞみ・玉瀬友美 "就学前の幼児における体力と体組成との関連性" 第

82 回日本体力医学会中国・四国地方会 2018 

 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

   科学研究費補助金 3920.1万円 

 

（2）その他 

   助成金       440万円 

   受託研究（取得額）  50万円 

   受託研究（配分額）  50万円 

   学長・学部長，その他裁量経費 1334 万円 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

 

 活動比率の推移（教員の自己点検・評価より引用） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

研究活動 28％ 26％ 26％ 

 

 学会賞等の受賞件数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

受賞 0件 2件 8件 

 

 ●研究活動の比率の経年変化を見ると，３年間ほほ 26％であまり変化はない。しかし，

学会賞等の受賞件数が，本年度は平成 29 年度の４倍に増加しており，質の高い研究

が達成されていることが伺え，組織体制としては研究活動に適切であると評価でき

る。 

 

 ●研究を支える資金の状況は，科学研究費補助金は平成 29年度（3458.9万円）より 13％

増加しているが，学長・学部長・その他裁量経費は平成 29年度（2563万円）より 48％

も減少しており，資金面では研究活動に厳しい環境にあると判断できる。 
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2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）附属学校園共同研究プロジェクト 

○附属幼稚園との共同研究 PJ（PJ代表：玉瀬友美，幸篤武，金奎道） 

・絵具遊び活動，粘土場遊びプログラムに関する研究 

・健康・体力とスポーツパフォーマンスの発達に関する長期縦断研究 

・能の身体性に見る幼児期の保育内容 

○附属小学校との共同研究 

・小学校外国語活動・英語教育を担当できる若手教員の養成 

○附属中学校との共同研究 PJ（PJ代表：服部裕一郎） 

・ICTを活用する中学校数学教材及び授業の学部･附属共同開発 

○附属特別支援学校との共同研究 PJ（PJ代表：寺田信一） 

  ・知的障害教育における新学習指導要領に基づくカリキュラム・授業改革 

 

（2）地域の教育関係者と連携した共同研究プロジェクト 

  ・小・中・高・大学連携の生の芸術への接触と感性の獲得に関する事業（PJ代表：

梶原彰人） 

  ・子ども達のコミュニケーション能力向上を目指す文法指導の探求（PJ代表：松原

史典） 

  ・幼小中高大を貫く「課題解決力」を育成するグループワークコンテンツの開発（PJ

代表：岩城裕之） 

２ その他 

（1） 日展に作品出展し地方巡回展に選出 

（2） 白日展に作品出展し地方巡回展に選出 

（3） 日彫展に作品出展 

（4） 「創と造」展（東京美術倶楽部主催）への出展合格 

（5） 第 103回二科展デザイン部（国立新美術館） 特選賞受賞 

（6） 第 71回高知県美術展覧会グラフィックデザイン部門 入選 

（7） 第 14回レッセドラ国際賞版画展 入賞 

（8） 第 43回東京春期創画展 入選 

（9） 第８回前田青邨記念大賞展 優秀賞受賞 

(10) 「時之會」第２回演奏会（オーケストラ作品発表）新作発表 

 

2-3 研究活動の課題 

2-3-1 平成 29年度の研究活動における課題の取組状況 

平成 29年度に記述した課題を記載 左記の課題が平成 30 年度中にどの程度

取組・達成されたか記述 

（1）恒常的で継続的な教育学部附属学校

園との共同研究の推進 

附属学校園共同研究プロジェクトを立ち

上げ，「絵具遊び活動，粘土場遊び，音の響

き合いプログラムに関する研究」「能の身体

性に見る幼児期の保育内容」「健康・体力と

スポーツパフォーマンスの発達に関する長

期縦断研究」「ICT を活用する中学校数学教

材及び授業の学部･附属共同開発」「小学校外

国語活動・英語教育を担当できる若手教員の
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養成」「知的障害教育における新学習指導要

領に基づくカリキュラム・授業改革」を研究

テーマとして教育学部附属学校園と恒常的

に共同研究に取り組み，一定の成果を上げ，

学術雑誌・大学紀要に掲載した。 

（2）高知県の教育課題にかかわる連携・

共同研究の推進 

高知県の教育課題にかかわる共同研究プ

ロジェクトを立ち上げ，「小・中・高・大学

連携の生の芸術への接触と感性の獲得に関

する事業」「子ども達のコミュニケーション

能力向上を目指す文法指導の探求」「幼小中

高大を貫く｢課題解決力｣を育成するグルー

プワークコンテンツの開発」を研究テーマと

して，県内の教育関係者と連携して共同研究

に取り組み，一定の成果を上げ，学術雑誌・

大学紀要に掲載した。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）教育学部門が有する人的資源，知識，情報，研究成果などの知的資源を積極的に活

用することで，高知県を中心とした地域社会への貢献を深化・発展させる 

（2）上記の活動を通じて，地域に欠くことのできない大学として高知大学の存立基盤

を強化する 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）高知県との連携における「信頼と絆」を深め，地域創生への関与を強化し，シンク

タンク機能を充実させる 

（2）高知県の諸課題の解決のために，教育学部門が有する人的資源や部門研究プロジ

ェクトで得られた専門的知見を提供する 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）高知県内の公立学校等を

対象として，部門が取り組

んでいる研究プロジェク

トや第３期高知大学研究

拠点「高知大学地域教育研

究拠点の構築」との連携か

ら得られた研究知見によ

る貢献活動 

部門の研究プロジェクト

は，いずれのテーマも地域社

会の教育関係の課題解決に資

するもので，高知県内の教育

関係者と連携・協力して研究

が進められた。 

成果としての研究知見

は，学術誌・大学紀要に掲

載して公開し，多くの公開

講座・講演・研修・セミナ

ー等を通して，高知県の教

育関係の事業や活動に貢

献した。 

 

○部門全体の公開講座・講

演・研修の件数（教員の

自己点検・評価より引

用） 

・公開講座   51件 

・講演，研修 264件 

・セミナー 

シンポジウム 19回 

 

（2）高知県教育委員会，近隣

市町村教育委員会を対象

とした，教師教育コンソー

シアム高知を活用した地

域貢献の推進 

教師教育コンソーシアム高

知の活動の中で中心的な役割

を果たし，特に，教員免許状更

新講習においては，必修領域・

必修選択領域の中心的内容や

多くの選択領域の内容を開講

高知大学が開設した教

員免許状更新講習全 88 講

習のうち，部門教員は

76％を担当し多大な貢献

をした。 
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した。 ○部門教員が担当した教

員免許状更新講習 

・必修領域    5講習 

・選択必修領域 16講習 

・選択領域  45講習 

 

（3）高知県を含めた自治体に

対する，部門所属教員の知

識・技能の提供（自治体審

議会や委員会等での専門

的知識・技能の提供等） 

自治体等の主催する審議

会・委員会などでの委員長・会

長・アドバイザーなどの立場

で多様な専門的知識・技術の

提供を行った。 

○地域の審議会・委員会な

どでの委員長・会長など

の件数（教員の自己点検・

評価より集計） 

・理事長・支部長・ 

委員長・会長  14件 

・理事・副委員長・ 

副会長      6件 

・委員       15件 

・顧問･ 

アドバイザー   3件 

 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知県の教育関係の事業や活動に貢献した部門の研究プロジェクト 

・「サマーチャレンジ！スクスクール」 ～小，中，高，大学連携の，生の芸術への

接触と感性の獲得に関する事業～ 

・絵の具遊び活動に関する実践的研究 ―学部教員と連携した幼児教育プログラム

の開発― 

・附属幼稚園との教育連携 －学部教員と連携した幼児教育プログラムの試行 － 

・小学校外国語活動・英語教育を担当できる若手教員の養成プロジェクト 

・子ども達のコミュニケーション能力向上を目指す文法指導法の探求 

・知的障害教育における新学習指導要領に基づくカリキュラム・授業改革 

・能の身体性にみる幼児期の保育内容 ‐幼稚園年長児クラスにおける実践を通し

て‐ 

・ICTを活用する中学校数学教材及び授業の学部･附属共同開発 

・幼小中高大を貫く｢課題解決力｣を育成するグループワークコンテンツの開発 

・健康・体力とスポーツパフォーマンスの発達に関する長期縦断研究 

○部門全体の社会貢献の状況・成果  

・学外における教育活動      1486.2時間 

・公開講座              51件 

・講演，研修           264件 

・学外委員            166件 

・産官学との連携          32件 

・メディアによる啓発活動      30件 

・セミナー，シンポジウム      19回 

・大学（学部）／学術組織との交流 23回 

・在外研究             1件 

・海外姉妹校との交流       21回 

・留学生，研究者の受入      26人 

・派遣事業（UN,JICA,NGO 等）     4件 

・技術指導             1件 
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・国際委員会活動          5件 

（2）教師教育コンソーシアム高知の活動の中で中心的な役割を果たし，教員免許状更

新講習において多大の貢献を行った。 

  ○部門教員が担当した教員免許状更新講習（高知大学が開設全 88講習のうち） 

    ・必修領域(全 5講習のうち)    5講習 

    ・選択必修領域(全 18講習のうち) 16講習 

    ・選択領域(全 65講習のうち)   45講習 

 

（3）地域の審議会・委員会などでの委員長・会長などの専門的知見の提供 

  ・土佐市情報教育プロジェクト推進事業に関わるプロジェクトチーム運営委員会 

会長 

  ・高知県教科書審議会 会長 

  ・社会福祉審議会 委員 

  ・本山町学校評価審議会 委員長 

  ・NPO法人高知市陸上競技協会 理事長 

  ・NPO法人高知市陸上競技協会 理事 

  ・高知県特別支援学校技能検定実施委員会 委員長 

  ・高知県発達障害児者支援地域協議会 副会長 

  ・高知県教育支援委員会 委員 

  ・高知県特別支援教育推進協議会 委員 

  ・高知ギルバーグ発達神経精神医学センター運営委員会 委員 

  ・高知県算数数学教育研究会 会長 

  ・高知県算数・数学思考オリンピック作問・審査委員会 委員長 

  ・中国･四国地区数学教育会 副会長 

  ・県立学校統合校校章等選考委員会 委員長 

  ・高知県郷土史副読本作成業務の委託に係わるプロポーザル審査会 委員長 

  ・高知県 NIE推進協議会 会長 

  ・高知県個人情報保護運営審議会 会長 

  ・高知県情報公開審査会 委員 

 ・日本ピアノ教育連盟四国西南支部 支部長 

  ・高知市立愛宕中学校運営協議会 委員 

  ・高知県私立学校審議会 委員 

  ・高知県公立学校教員採用候補者選考審査筆記審査問題研究員 

  ・北川村保幼小中一本化在り方検討会 委員長 

  ・高知市立学校業務改善プロジェクト委員会 アドバイザー 

  ・公立中学校夜間学級設置検討委員会 委員長 

  ・全国小学校英語教育学会 理事 

  ・「科学の祭典高知大会」運営委員 

  ・NHK全国合唱コンクール（愛媛・高知大会） 審議委員 

  ・高知県学校保健体育研究連合会 理事 

  ・高知市教育委員会 教育委員 

  ・室戸市男女共同参画推進アドバイザー 

  ・高知県芸術祭 執行委員 

  ・高知市展運営委員 

  ・高知県能楽協会 顧問 

  ・高知県器楽コンクール（独奏・重奏・合奏の部）審査委員 

  ・高知市児童福祉審議会 委員 

  ・日本福祉教育･ボランティア学習会 特任理事 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：理工学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：岡本 竜 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 36 0 1 0 

准教授 26 0 3 1 

講師 10 0 1 0 

助教 3 0 0 0 

合計 75 0 5 1 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）南四国の地域的特徴を生かしつつ，自然科学とその応用分野について海洋底から

宇宙まで特色ある研究を行う。 

（2）高度な知識と技術を創造し，その成果を論文及び学会発表として人類社会に還元

する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）基礎科学を担う地域の中核であり，リージョナルセンターとしての責務を自覚し

研究を推進する。 

（2）理工学部門に配分される経費（部門充実経費，学系長裁量経費の一部）を有効に活

用し，教員の基盤的な研究活動を支援する。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）自然科学系研究プロジェクトのう

ち，特に理工学部門が主体となる分

野融合１課題について，研究成果が

上がるよう後方支援する。 

自然科学系サブプロジェクト・自然科学融

合プロジェクト「高知県中山間地域の小規模

校の遠隔教育導入を支援する高度情報技術

の開発」に６万円の研究補助を行い，遠隔授

業システムにおける電子黒板へのシルエッ

ト機能表示の試作・評価実験，遠隔教室にお

ける俯瞰撮影装置の設計・試作，研究授業を

対象とした授業レビュー支援システムの開

発などに取り組み，学術論文５件，学会発表

３件，報告書３件，セミナー・講演会・シン

ポジウムなどの開催１件，高知県教育委員会

への協力委員としての地域貢献３件，およ

び，特許申請１件の成果を得た。 

（2）理工学部門研究補助金（部門充実経

費）を用いて，個人・グループ研究を

支援する。 

「理学部門個人・グループ研究補助金」（40

万円）を申請のあった構成員 5 名に対し申請

内容，および特に若手教員の支援を考慮した

分配（5万円〜10万円）を行い，研究の継続

と発展に貢献することができた。 

（3）理工学部門研究談話会を開催する。 理工学部門研究談話会を３回開催し，全て

の研究分野から８名の発表者による講演を

行うことで，幅広く研究内容を紹介した。ま

た，講演予稿集を作成し理学部門のホームペ

ージに掲載し，広く一般に公開した。 

http://www.nsci-kochi-u.jp/department/ 

entry-52.html 
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2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数  18  16 12 

論文数 147 134 176 

（内数:査読

付き論文） 

113 106 130 

【主要な研究成果を記載してください】 

① 原教授は，科研・基盤研究(B)「ネパール地震における山地道路被害の要因分析と簡

易な地盤災害抑制構造物の開発」の代表を務めるなど，科研費 5 件を含む 14 件の

外部資金を獲得し，年間 21 編の原著論文を発表するとともに，30 回の学会発表を

行うなど顕著な研究成果を挙げており，平成 31年 3月 4日には，平成 30年 7 月豪

雨で発生した高知道立川橋土砂崩落に対して、専門的な知見から安定性・対策工法・

構造物の健全性評価を検討や橋梁上部工流出メカニズムの解明に尽力し，西日本高

速道路技術本部長より表彰を受けた。また，その高い専門性を活かし，地盤工学会，

土木学会，内閣府，国土交通省，高知県と高知市を含む各地の市町村において，会

長，委員長，座長，アドバイザーなど 58件の学外委員を務めている。 

② 池原教授は，第３期研究拠点プロジェクト（地球探究拠点）「海洋と陸域に記録され

た環境・地震・レアメタルの過去・現在・未来」の拠点リーダーとしてプロジェク

トを推進するとともに，科研・新学術領域研究(領域提案)「南大洋の古海洋変動ダ

イナミクス」の代表など科研費６件を含む８件の外部資金を獲得し，インパクトフ

ァクター11.50の論文を含む欧文原著論文７件を発表し，国内外にて 56回の学会発

表を行うなどの研究成果を挙げている。 

（2）その他 

③ 欧文のインパクトファクターの平均値は 1.500（昨年度は 1.236）であった。 

④ 優れた研究論文を生み出している教員（年間のインパクトファクターの合計が６以

上として判断）が，6名（昨年度は 11名，一昨年は 8名）であった。最高値は 31.400

（昨年度 24.620）である。また，５年以内に発表した論文のうち，50回以上の高

い被引用度のものは 78 回，次いで 62 回，43 回であった。平均して年間 2.34 報の

原著論文を発表しており，昨年度の 1.81報から 29.3%の増であることからも，安定

した研究成果が得られていると判断できる。 

⑤ 国内，海外を含め，年間一人当たり 6.24回（昨年度 4.54回）の学会発表を行って

おり，37.4%増であることからも積極的に研究成果を公表していると判断される。 

⑥ 特許申請が５件あった（昨年度１件）。 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

科研費への応募は 54件に対して，新規採択は 44件であり，新規採択状況は昨年度を

上回った（昨年度 35/60，一昨年度 23/50）。また，継続課題を含めて獲得総額は 10,214

万円であり，昨年度（8,772 万円）より 16.4%増加した。 

（2）その他 

① 共同研究取得額は総額 2,412 万円であり，昨年度（510 万円）を上回った。配分額

は 2,383万円（昨年度 888万円）であった。 

② 受託研究，各種助成金および奨学寄付金取得額は，それぞれ，6,651 万円（昨年度

4,466万円），540万円（昨年度 278万），330万円（昨年度 599 万円）であり，総額

は 7,521万円（昨年度 5,343万円）であった。昨年度より受託研究が増加したこと

により総額が増加した。 
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③ 学長裁量経費等は，総額 869 万円（昨年度 1,126 万円）であった。 

④ その他の競争的資金を 69万円（昨年度 258万円）獲得した。 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

平成 30年度の個人エフォートにおける研究活動の比率は 35%であり，理学部門であった

昨年と一昨年も同様に 35%，と，特に経年変化はなく一定に推移している。また，研究活

動のエフォート値設定が 30%より高い教員が比較的多くの業績を挙げている傾向が見受け

られる。発表論文数および外部資金獲得総数については，ここ３年間を通じて増加傾向に

あり，これらの観点から，現状においては，研究活動を実施する組織体制については特段

の問題はないと判断する。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

(1) 本田教授は国民的な関心の高い「はやぶさ２」のプロジェクトメンバーとして，小

惑星リュウグウ観測やタッチダウン選定作業などに貢献し，高知新聞，NHK，ラジオ

などから４件の取材を受けた。 

(2) 長谷川講師は Science Advance誌に出版した火星の過去の環境復元に関する共同責

任著者論文を名古屋大学と高知大学で共同プレスリリースして注目を集めた。 

(3) 野田教授はこれまで開発してきた「移動床付マルチファン・マルチベーン式竜巻シ

ミュレータ」が評価され，日本風工学会技術開発賞を受賞した。 

(4) 坂本講師は一般社団法人日本福祉のまちづくり学会第 21 回全国大会にて「大規模

災害時における長期浸水域内からの要医療支援者の搬送計画モデル」の発表により

大会奨励賞を受賞した。 

(5) 田部井教授は地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム「ネパールヒマラヤ巨

大地震とその災害軽減の総合研究」における共同研究者として活発に国際的な研究

を推進している。 

(6) 佐々教授は受託研究として総務省電波有効利用型研究 SCOPE「単一周波数の小型気

象レーダを複数用いた極端気象監視ネットワークのプロトタイプの構築」など複数

の共同研究の代表を務めるなど，活発に研究を行っている。 

(7) 長崎教授は農林水産技術会議委託プロジェクト研究「有害プランクトンに対応した

迅速診断技術の開発のうち新たな魚種の養殖に適した海域を選択できる技術の開

発」など，活発に受託研究を行っている。 

(8) 張教授は国際共同研究を 8件行い国際的に活発な研究を行っている。 

(9) 老川准教授は内閣府による革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）の「セレンデ

ィピティの計画的創出による新価値創造」の研究に参画し，インパクトファクター

31.40 である Cell誌に共著論文が掲載された。 

(10) 杉山教授は，第 18回国際ナノテクノロジー総合展・技術会議での「凝固ゲル中結晶

化法による画期的創薬スクリーニング法の開発」など４件の招待講演を行った。 

(11) 飯田教授は，International Symposium on Quantum Fluids and Solids (QFS2018)

における“Star Crusts as Low Temperature Laboratories”など，４件の招待講演を行った。 

(12) 高田教授は，論文誌“Nature Electronics”に掲載された論文が表紙を飾った。 

(13) 長谷川講師の指導学生が地質学会四国支部で優秀講演賞を受賞した。 

２ その他 

(1) 岡本竜教授と森准教授は，高知県の中山間地域の高等学校における遠隔合同授業の

ための「研究授業レビュー支援システム」の特許申請を行った。 

(2) 高田教授は電子フォログラフィ技術を応用した「ポインティング装置」の特許申請
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を行った。 

(3) 原教授は新日鐵住金（株）との共同研究「南海トラフ地震を対象としたため池防災

技術の研究」で開発した「堤体の補強構造」を特許申請した。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）国立大学が社会全体に貢献する公共的存在であることを常に自覚する。 

（2）教育研究活動を通して育成した深い学識と技術を持つ人材を社会に還元する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）「理工学部門研究談話会」を通じて，理工学部門教員の研究成果を地域社会に広く

還元する。 

（2）高大連携事業への積極的な応募や支援を通して，地元の高校生の受入を促進し，基

礎科学や応用科学の重要性や面白さを伝える。 

（3）学外委員会活動への参加を積極的に促す。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成し

たものを記載） 
取組状況（左記に対

応する取組を記載） 
取組の成果（左記の取組に対応する結果

を記載）（成果を示す指標，エビデンス

（外部の意見や反応，評価も含む），資

料名も記述すること） 

（1）地域社会の市民の

方々にも研究成果を

広く公開する目的を

持つ「理工学部門研

究談話会」を年３回

のペースで開催し，

その概要を自然科学

系のホームページ等

で告知し，市民に広

く公開する。 

社会に研究成果を

広く公開するため「理

工学部門研究談話会」

を年間合計 3回開催し

た。 

理工学部門の全ての研究分野から計８

名の講師らによる研究内容の紹介を行っ

た。また，理工学部門のホームページやポ

スター等により告知するとともに，談話会

講演要旨集を作成の上，ホームページに掲

載し一般公開した。 

http://www.kochi-u.ac.jp/nsci/ 

department/danwakai.html 

（2）高大連携事業や出

前授業，オープンキ

ャンパス等に積極的

に参加し，基礎科学

や応用科学の面白さ

を高校生に伝える。 

全研究分野の構成

員が各々の専門性を

活かしてオープンキ

ャンパスに協力し，公

開講座を開催するな

ど，高校生を含む一般

市民に対して基礎科

学や応用科学の面白

さを伝える工夫を行

った。 

(1)オープンキャンパスを平成 30年 8月 4

日〜5日に実施し，多くの教員が高校生

を対象に研究内容を伝えた。 

(2)学外における教育活動は延べ 368時間

であり昨年度より減少が見られたが，昨

年度 493 時間，一昨年度 316 時間とい

う推移から見ると平均的である。 

(3)公開講座の開催は 31件であり，昨年度

29件，一昨年度 8件，一昨々年度 15件

であることから，ここ 2年間に渡り安定

して積極的な取り組みが行われている。 

（3)地域社会における

専門性を必要とされ

る各種講演活動や委

員会活動に積極的に

取り組むことを促

８つの研究分野を

も つ 部門構成 員の

各々が，その専門性を

活かして，講演活動や

審議会活動などの学

(1) 講演，研修などが 79件あった(昨年度

60件，一昨年度 65件,一昨々年 64件)。 

(以下同様に昨年度，一昨年度実績を記す) 

(2) 審議会活動などの学外委員会には 147

件派遣や委託された(61，76)。 
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し，地域社会に生き

る市民に貢献する。 

外委員会活動に精力

的に取り組んだ。ま

た，地域社会だけにと

どまらず，産官学との

連携，メディアによる

開発活動などを通じ

た広く国内に向けて

の社会貢献，さらに国

際的なセミナーやシ

ンポジウムの開催，海

外姉妹校との交流，留

学生の受け入れ，UN，

JICA，NGO などの派遣

事業や技術指導など

国際的な社会貢献に

も数多く貢献した。 

 

(3) 産官学との連携は 92件あった(9，16)。 

(4) メディアによる啓発活動は 110件あっ

た(24，56)。 

(5) 国際セミナー，シンポジウムは 19 回

あった(3，7)。 

(6) 大学(学部)/学術組織との交流等が 22

回あった(5，7)。 

(7) 在外研究が 6回あった(3，7)。 

(8) 海外姉妹校との交流は 7回あった( 0，

0)。 

(9) 留学生，研究者の受け入れは 11 人で

あった(10，8)。 

(10) UN，JICA，NGOなどの派遣事業は 8件

あった(3，0)。 

(11) 技術指導が 6件あった(1，1)。 

(12) 国際委員会活動が 5件あった(4，6)。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

(1) 原教授は地盤工学会，土木学会，内閣府，国土交通省，高知県と高知市を含む各地

の市町村において，58件の委員長，委員を務め幅広く社会に貢献した。 

(2) 村上教授は行政・マスコミ・大学における南海トラフ地震に関する情報を共有す

るための高知家・地震防災ネットワークの高知大学・世話人を務め，南海トラフ地

震に関する情報を収集したホームページを開設して啓蒙活動を行い地域に貢献し

ている。 

(3) 笹原教授は国土交通省道路局，国交省四国地方整備局, 林野庁四国森林管理局，

砂防・地すべり技術センター，高知県土木部河川課，独立行政法人水資源開発機構

などの学外委員 19件を務め地域に貢献した。 

(4) 岩井教授は室戸ジオパーク推進協議会の運営会議と役員会の委員を務め地域に貢

献した。 

(5) 奈良教授は土佐清水ジオパーク推進協議会顧問，与那国島の断層帯天然記念物緊

急調査指導委員会委員を務め地域に貢献した。 

(6) 山口教授は小中高の教員のための免許更新講習「地図の彩色とグラフ理論入門」

を行い地域に貢献した。 

(7) 豊永教授は高知市の専門学校評価委員長，専門学校カリキュラム検討委員長を務

め地域に貢献した。 

(8) 近藤教授は香川県三豊市のトンネル工事に伴う和泉層群の化石調査に協力し，化

石（二枚貝と生痕）の同定支援を行った。 

(9) 藤山教授は高知化学会の会長として，総会，研究会，高知化学会賞，教育研究会な

どの企画運営を行い地域に貢献した。 

(10) 佐々木邦夫教授は高知県環境評価審議会，日本魚類学会標準和名検討委員会の委

員を務め社会に貢献した。 

(11) 田部井教授は国土交通省の国土地理院研究評価委員会，地震予知総合研究振興会

東濃地震科学研究所の地殻活動研究委員会，京都大学防災研究所地震予知研究セ

ンター運営協議会，日本測地学会評議会と日本測地学会プログラム委員会の委員

を務め幅広く社会に貢献した。 

(12) 佐々教授は日本流体力学会中四国・九州支部幹事，日本気象学会気象災害委員，自

然災害研究協議会委員，高知ネットワーク連絡協議会会長を務め社会に貢献した。 
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(13) 津江教授は日本学術振興会の外国人特別研究員，特別研究員（PD)の研究費審査を

行い社会に貢献した。 

(14) 遠藤教授は高知大学・高知市共催公開講座を御畳瀬で開催し「魚の分類から見る

世界の御畳瀬」の講演と親子の魚類同定実習を担当し啓蒙活動を行った。 

(15) 杉山教授は公益財団法人神戸医療産業都市推進機構にて「JST成果展開シーズ技術

調査」と東京ビッグサイトにて開催された総合展示会「nano tech 2019」にて研

究紹介を通じて啓蒙活動を行った。 

(16) 野田教授は日本風工学会風災害研究会幹事として，平成 30 年 21 号台風による近

畿地方の強風災害調査を行い社会に貢献した。 

(17) 野村教授は文部科学省 科学技術・学術政策研究所の科学技術専門家ネットワーク 

専門調査員を務め社会に貢献した。 

(18) 橋本教授は，くろしお鉄道ウォーキング，第 83期高知市民の大学（2回），地研研

修会，シルバー大学講義で講演を行い地域に貢献した。 

(19) 岡本竜教授は高知県中山間地域の小規模校の遠隔教育導入を支援する高度情報技

術の開発を行い，高知県の教育委員会と県内複数の高等学校と連携して ICT 活用

に関する支援を行った。  

(20) 佐々木正人准教授は，高知県ネットワークセキュリティ連絡協議会，高知県教育

情報通信ネットワークシステム再構築事業公募型プロポーザル審査委員会，市町

村立学校校務支援システム整備等委託業務公募型プロポーザル審査委員会に参加

し，専門的立場から地域に貢献した。 

(21) 中川准教授は日本粘土学会理事，日本粘土学会副会長を務め社会に貢献した。 

(22) 塩田准教授は高知市の地域文化デジタルアーカイブ倶楽部において，年６回の会

合に出席し，専門的立場から地域文化の記録活動，展示会の開催などの支援を行

い地域活動に貢献した。 

(23) 岡本達哉准教授は高知県教育委員会の高知県四国山地カモシカ特別調査保護指導

委員，環境省希少野生動植物種保全推進員を務め社会に貢献した。 

(24) 島内准教授は高知県環境審議会，高知県環境審議会水環境部会，高知県河川委員

会，こども科学館アドバイザー（高知市）を務め地域に貢献している。 

(25) 松岡裕美准教授は，高知県環境影響評価技術審査会委員として地域に貢献すると

もに，高知市防災人づくり塾，地方自治研究会全国大会 in高知にて啓蒙活動を行

った。 

(26) 三宅准教授は高知放送，高知新聞，NHK からの要請に応じ，専門的立場からスギ花

粉などに関する取材や記事作成・番組製作の助言を行った。また，松山南高等学校

にて「自然科学課題研究」を担当し，地域の自然を生かした題材をもとに（古）生

態学に関する啓蒙活動を行った． 

(27) 有川准教授はオーテピアにおいて原生生物観察会，吾川郡仁淀川町の保育園にて

微生物観察会を通じて啓蒙活動を行った。 

(28) 張准教授は，高知県のはりまや町一宮線工事アドバイザーと高知市南海トラフ地

震長期浸水対策連絡会アドバイザー，ストック活用による効率的・効果的な浸水

対策等調査検討委員会委員（公益財団法人日本下水道新技術機構），国土交通省四

国地方整備局の物部川流域学識者会議維持管理の容易な河道の検討会委員と渡川

流域学識者会議委員（国土交通省四国地方整備局）を務め地域に貢献している。 

(29) 金野准教授は科学技術振興機構主催の高知県立小津高等学校の SSH セミナーにお

いて「自然に学ぶ有機化学」を実施し地域に貢献した。 

(30) 三好准教授は高知県教育委員会からの委嘱により高等学校における次世代の学習

ニーズを踏まえた指導の充実事業に関する検討会議委員を務めた。 

(31) 山田准教授は高知県学校防災アドバイザー派遣事業による講演を安芸市立香我美

小学校にて行い地域に貢献した。 

(32) 永野講師は高知県立小津高校で行われた科学技術振興機構主催の物質科学体験ゼ
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ミを実施し地域に貢献した。 

(33) 比嘉講師は四万十川自然再生協議会主催の第 17回四万十川自然再生協議会総会記

念講演にて講演を行い地域に貢献した。 

(34) 坂本講師は，高知市物資配送計画検討協議会（高知市），安芸市都市計画マスター

プラン策定委員会（安芸市），四国地区無電柱化協議会高知地方部会（土佐国道事

務所），宿毛市庁舎建設審議会（宿毛市），高知県ライフライン復旧対策協議会（高

知県），災害に強いまちづくり検討会（四国地方整備局）の多様な委員を務めると

ともに，スマート・プランニング実践セミナー（国土交通省）にて講演を通じて地

域に貢献した。 

(35) その他，各学会において学会役員・理事・幹事等，および学会誌編集委員を多数の

構成員が務めている。  
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：農学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：關 伸吾 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 13 0 0 0 

准教授 19 0 1 0 

講師 6 0 1 0 

助教 0 0 0 0 

合計 38 0 2 0 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）フィールドサイエンス研究の推進 

（2）研究成果の地域社会への還元 

（3）地域とのつながりの強化 

（4）高度な専門技術の開発 

（5）普遍的・国際的な研究成果が得られる高度な研究の推進 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）農学部門に関わる第３期中期目標・計画を実効性のあるものにするため，人的地域

資源の最大限の利活用を図り，地域課題の解決に向けた実質的取組を重視する． 

（2）これまで積み上げてきた学系プロジェクトの成果を踏まえ，さらなる発展を模索す

る． 

（3）個人研究やグループ研究に対しても，PDCA により研究を遂行する． 

（4）高知県を中心とする南四国や近縁の黒潮流域圏が有する様々な地域資源の利活用を

図る． 

（5）地域課題の解決に向けてさらに地域とのつながりを強化し，大学の資源と地域の資

源を有機的に連携した学術研究を遂行する． 

（6）研究拠点プロジェクト，学系プロジェクト（自然科学系融合および応用科学融合の

２つのサブプロジェクト），個人・グループ等が行う研究活動について，更なる進展

を目指す． 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）安全・高品質な生物資源の生産を育

む健全な環境の持続的な維持による

「地域再生」を目指す． 

主に自然科学系融合サブプロジェクトを通

して，「地域再生」を遂行した． 

（2）研究拠点プロジェクト，学系プロジ

ェクト（自然科学系融合および応用科

学融合の２つのサブプロジェクト）の

中で「農林水産業」，「バイオマス」，

「中山間地社会」，「水」，「持続可能シ

ステム」をキーワードとする研究を推

進する． 

研究拠点プロジェクトおよび自然科学系融

合サブプロジェクト，応用科学融合サブプロ

ジェクトの３プロジェクトにより，これらの

キーワードを盛り込んだ研究が遂行された． 

（3）地域における大学の役割として，「地

域再生」に向けた，地域資源を最大限

に活用した高付加価値化とリサイク

ルシステムの構築を図る． 

研究拠点プロジェクトおよび自然科学系融

合サブプロジェクト，応用科学融合サブプロ

ジェクトの３プロジェクトにより，研究が遂

行された． 

（4）「バイオマス生産における持続的な発

展と循環利用」に関する研究を遂行す

る． 

上記３プロジェクトにより，キーワードに

基づいた研究が遂行された． 
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（5）部門充実経費を財源として，個人・

グループ研究プロジェクトを募集し、

研究の活性化を図る． 

個人・グループ研究プロジェクトには４名

の応募があり，４名全員を選考した．その成

果は部門の HPにて公表した． 

（6）全学および学系の制度であるサバテ

ィカルイヤーへの応募者を募る． 

サバティカルイヤー制度については，今年

度は残念ながら農学部門において応募はなか

った． 

（7）学系プロジェクトが主催もしくは共

催する，産学官連携（学術団体や県，

自治体，企業等との連携）に基づくシ

ンポジウム，セミナー等を企画する． 

全学研究拠点プロジェクトとしては地域貢

献・国際貢献 17件，招待講演９件を行ってい

る．シンポジウム・セミナーの開催も６件あ

る．自然科学系融合サブプロジェクトとして

は地域との連携活動 13件，講演会２件を行っ

ている．応用科学融合サブプロジェクトにつ

いては地域との連携は 21 件であり，セミナ

ー・講演会・シンポジウム等では計５件の企

画開催を行っている． 

 以上，今年度３つの学系プロジェクトは精

力的に地域連携に加わり，地域貢献をしてき

たといえる． 

（8）部門長裁量経費による投稿論文およ

び英語論文の校閲料への支援． 

５名の応募があり，予算内での配分を行っ

た． 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数  12   11  6  

論文数 109  109  74  

（内数:査読

付き論文） 

 92   86  50  

【主要な研究成果を記載してください】 

この３年間を比較すると，著書数，論文数は平成 30 年度において減少している．全論

文中の筆頭著者数や責任著者数についても過去３年間では最も少ない．また，Impact 

factor 総数は平成 28 年度（35.344），平成 29 年度（41.755）に比べ，平成 30 年度では

22.41 と低い値となった．ただし，原著論文数に対する Impact factor 数の比（Impact 

factor／原著論文数）では，平成 30 年度が最も高い値を示しており，論文内容に関する

質が向上しているといえる． 

 

（2）その他 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

その他論文等 36 27 2 

学会出席 69 65 51 

学会発表 242 230 124 

学会司会 29 19 10 

特許(出願) 7 15 5 

特許(取得) 1 1 2 

この３年間を比較すると学会発表等の数については，平成 30 年度ではやや減少傾向に

ある．しかし，研究成果の公表は一定程度維持されていることが分かる．特許の関係は過

去２年間に比べ平成 30年度では出願数は少ないものの，取得数では上回った． 
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2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

（単位：万円） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

科研費（総額） 5469.3 5467.2 4071.6 

 科研費は過去３年間では最も低い値であった．これは，科研費の採択数が例年に比べや

や低い値であったことが影響している． 

 

（2）その他 

（単位：万円） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

助成金 1404.8 681 334.5 

奨学寄附金 1363 1981.48 441.54 

共同研究（取得額） 4476.2 2451.2 3183.07 

共同研究（配分額） 5021.3 2580.8 2746.53 

受託研究（取得額） 8567.0 6525.6 1791.21 

受託研究（配分額） 9066.0 6408.8 2052.0626 

学長・学部長 

その他裁量経費 

1203.9 1255.3 823.3 

その他競争的資金 420 88 126 

計 31522.2 21972.1 11498.2126 

 助成金，共同研究，受託研究による外部資金の獲得状況は，過去２年と比較してやや低

い値となっている． 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

 農学部門としての研究活動は，順調に進んでいるといえる．ただし，過去２年と比較す

れば，著書・論文数について，やや少ない値となっている．これは，全学委員の担当数と

対比すれば，１つの要因が見えてくるかもしれない．学部等の委員担当数に関しては，こ

こ３年間で大きな変化はないが，全学委員の担当数をみれば，農学部門において大きく増

加している．勿論，全学委員を担当することは教員としても義務であり，必要なことでは

あるが，このような負担の大きさが研究活動に支障をきたすことになれば，その点は留意

する必要がある．委員会等の簡素化，効率化について検討することも考えるべき点かもし

れない． 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）藤原 拓：第 44回優秀環境装置表彰 

（2）市榮智明：Ecological Research Award 

（3）藤原 拓：高インパクトファクター雑誌掲載（IF 4.815） 

（4）村井正之：高インパクトファクター雑誌掲載（IF 5.775） 

（5）森岡克司：高インパクトファクター雑誌掲載（IF 3.065） 

（6）市榮智明：高インパクトファクター雑誌掲載（IF 4.7） 
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２ その他 

(1）藤原拓教授をリーダーとし，農学部門教員 10 名と黒潮圏総合科学部門教員１名で構

成する「革新的な水・バイオマス循環システムの構築」は全学の研究拠点プロジェク

トとして２年目に入り，外部資金としては科研費基盤研究（A）５件，科研費基盤研究

（B）８件，基盤研究（C）４件，特別推進１件であり，受託研究２件，助成金１件，

共同研究２件，奨学寄附金２件を獲得した．また，今年度だけで学会誌発表 23件の研

究成果を上げ，学会発表 57 件，招待講演９件，セミナー・講演・シンポジウム等６件，

地域貢献・国際貢献 17件，特許出願・特許登録３件であった． 

（2）市川昌広教授をリーダーとし，農学部門教員４名と理学部門教員２名で構成する自然

科学系融合サブプロジェクト「中山間地集落社会の維持と生物多様性保全」について

は，学会誌掲載や発表などの研究業績として 29件，外部資金としては科研費 2,570千

円，受託研究 654 千円，共同研究 8,570 千円，奨学寄附金 180 千円であり，獲得研究

経費は合計 11,974千円であった．また，セミナー・講演会・シンポジウム等の開催２

件，地域貢献 13 件を行うとともに，地域との連携を図るためニューズレター「ぬたた」

43号～46号を発行した．特記事項としては，三原村での規模の大きな研究プロジェク

トが開始され，成果が出始めている． 

（3）足立真佐雄教授をリーダーとし，農学部門教員 11 名で構成する応用科学融合サブプ

ロジェクト「バイオマス TOSA―Tosa Oriented Sustainable Agriculture の構築に向

けたバイオマス利活用プロジェクト―」については，外部資金として科研費 13,386千

円，受託研究 15,304.3千円，共同研究 4,765.2千円であり，獲得研究経費は合計 37,093

千円であった．発表論文数は 21 件，学会発表 39 件，セミナー・講演会・シンポジウ

ム等の開催５件，地域貢献 21件となっている． 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の大学として，地域の特徴を活かした産学官連携等による社会貢献を推進する． 

（2）中山間をはじめ地域の課題解決に向けた取組とその成果をアジア地域に積極的に発

信するとともに，海外との学術交流を推進する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域の大学として，地域の特徴を活かした産学官連携等による社会貢献を推進する． 

（2）中山間地域を対象とした研究に基づく貢献活動をはじめ，地域の課題解決に向けた

取組を積極的に発信する． 

（3）研究成果を海外に発信し，学術交流を推進する． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）国際連携推進センターお

よび次世代地域創造セン

ターと連携し，生涯学習・

公開授業・協定校との共同

プロジェクト等を推進し，

これまでの実績・成果をさ

らに発展させ，人的資源や

情報・研究成果などを地域

社会に還元する． 

平成 30 年度の学外におけ

る教育活動は 112 件，公開講

座は３件，講演・研修は 23件

であった． 

取組状況に記載した通

り 

（2）農林水産分野それぞれの

公設試験機関との恒常的

な連携を保ち，産学官連携

事業を組織的に推進する． 

産官学との間では平成 30

年度は 63 件の課題で連携を

行った． 

また，平成 30 年度地方大

学・地域産業創成交付金の交

付対象事業である，高知県プ

ロジェクト「“IoP (Internet 

of Plants)”が導く Next次世

代型施設園芸農業への進化」

が採択され，取り組みが始ま

っている． 

取組状況に記載した通

り 

（3）全学的取組みと連動して，

自治体との連携活動に関

わる． 

学外委員会への参加は平成

30年度，全体として 108件で

あった． 

取組状況に記載した通

り 
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（4）国内外の大学や試験研究

機関等との人的交流・情報

交換を図る 

 

 

 

 

 

 

国際交流に含まれるセミナ

ー・シンポジウムは 10件，大

学／学術組織との交流は 25

件，在外研究は６件，海外姉

妹校との交流は 25 件，留学

生・研究者の受け入れは 15

件，派遣事業(UN，JICA，NGO

等)は０件，技術指導は３件，

国際委員会活動は１件であっ

た． 

取組状況に記載した通

り．在外研究は過去２年と

比較して大きく増加して

いる． 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）平成 30 年度地方大学・地域産業創成交付金の交付対象事業である，高知県プロジ

ェクト「“IoP (Internet of Plants)”が導く Next 次世代型施設園芸農業への進化」

への農学部門教員の参加および取り組みの開始． 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：基礎医学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：齊藤 源顕 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 7 0 1 0 

准教授 8 0 0 0 

講師 2 0 0 1 

助教 21 0 3 2 

合計 38 0 4 3 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

１）地域特性に根ざした先導的、独創的、国際的な研究を推進し、そこで培われた知見や

ノウハウや人材を国内外の諸地域にも敷衍させることにより、地域社会、近隣社会と

国際社会に貢献する。 

２）「生命」、「環境」をキーワードとし、住民の安全・健康とクオリティ・オブ・ライフ

の向上を目指した研究を推進し、人と環境との調和のとれた発展に貢献する。 

３）個々人の自由な発想に基づく個人研究をベースとしつつ、医療学系プロジェクトや拠

点プロジェクトで行う組織的研究において研究者間交流を活性化して研究水準の高

度化を図る。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

１）高知大学を代表する研究拠点を置き、学際的な組織研究を推進し、独創性の高い国際

水準の研究成果を発信する。 

２）地域課題の解決に向け、総合大学の特性を活かした多様な学術研究を学系プロジェク

ト研究にて遂行する。 

３）研究拠点プロジェクト、学系プロジェクト、個人・グループ等が行う研究活動につい

て、資源の戦略的、重点的活用を図るため、評価に基づく運営、支援体制を構築する。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

1)「生命システムを制御する生体膜拠点」

において、細胞膜上でタンパク質・脂

質・糖鎖が協働して形成する膜内機能ユ

ニットを解明し、新しい病態診断や治療

法の開発に繋げる。当該分野の若手研究

者を育成するとともに、あらゆる生体分

子を網羅的に解析しその情報を集約す

る拠点（統合オミックスセンター）とし

ての役割を担い、臨床医による分子レベ

ルの臨床研究をサポートする体制を構

築する。 

臨床医の基礎教室で研究サポートする体制は

概ね出来ているが、「生命システムを制御する

生体膜拠点」に関しては大きな進展は無かっ

た。 

2)「癌」、「再生医療」、「情報医療」、「健康

長寿」「創薬資源」等をキーワードとす

る医療学系プロジェクト研究を、研究

者・研究費を集約した先端医療学推進セ

ンターにて附属病院と一体的に推進し、

国際水準の専門性の高い研究成果の発

進とともに、資源が限られた地域でも実

施可能な健康長寿介入プログラムを開

発する。 

研究成果、特に論文で示したように高い水準

で研究成果を出している。 
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2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数   7  5 4 

論文数 106 64 53 

（内数:査読

付き論文） 

104 63 29 

【主要な研究成果を記載してください】 

 

Hashida Y, Higuchi T, Tanaka M, Shibata Y, Nakajima K, Sano S, Daibata M. 

Prevalence and Viral Loads of Cutaneous Human Polyomaviruses in the Skin of 

Patients with Chronic Inflammatory Skin Diseases. J Infect Dis. 2018 Oct 23. 

 

Kikuchi H, Higuchi T, Hashida Y, Taniguchi A, Kamioka M, Taguchi T, Yokoyama 

A, Murakami I, Fujieda M, Daibata M. Generation and characteristics of a novel 

"double-hit" high grade B-cell lymphoma cell line DH-My6 with MYC/IGH and 
BCL6/IGH gene arrangements and potential molecular targeted therapies. 
Oncotarget. 2018 Sep 11;9(71):33482-33499. 

 

Murakami I, Wada N, Nakashima J, Iguchi M, Toi M, Hashida Y, Higuchi T, Daibata 

M, Matsushita M, Iwasaki T, Kuwamoto S, Horie Y, Nagata K, Hayashi K, Oka 

T, Yoshino T, Imamura T, Morimoto A, Imashuku S, Gogusev J, Jaubert F. Merkel 

cell polyomavirus and Langerhans cell neoplasm. Cell Commun Signal. 2018 Aug 

22;16(1):49. 

 

Ujihara T, Uchiyama J, Nasukawa T, Ando H, Murakami H, Ohara N, Ogawa M, 

Yamazaki T, Daibata M, Sakaguchi M, Matsuzaki S. Recovery of 

mycobacteriophages from archival stocks stored for approximately 50 years 

in Japan. Arch Virol. 2018 Jul;163(7):1915-1919. 

 

Hashida Y, Higuchi T, Matsui K, Shibata Y, Nakajima K, Sano S, Daibata M. 

Genetic Variability of the Noncoding Control Region of Cutaneous Merkel Cell 

Polyomavirus: Identification of Geographically Related Genotypes. J Infect 

Dis. 2018 Apr 23;217(10):1601-1611. 

 

Yasaka K, Mori T, Yamaguchi M, Kaba H. Representations of microgeometric 

tactile information during object recognition. Cognitive Processing. 2019 

Feb;20(1):19-30 

 

Murofushi W, Mori K, Murata K, Yamaguchi M. Functional development of 

olfactory tubercle domains during weaning period in mice. Scientific Reports. 

2018 Sep 4;8(1):13204 

 

Wakae K, Nishiyama T, Kondo S, Izuka T, Que L, Chen C, Kase K, Kitamura K, 

Mohiuddin M, Wang Z, Ahasan MM, Nakamura M, Fujiwara H, Yoshizaki T, Hosomochi 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

4/基礎医学部門 
204/368 

K, Tajima A, Nakahara T, Kiyono T, Muramatsu M.  Keratinocyte differentiation 

induces APOBEC3A, 3B, and mitochondrial DNA hypermutation. Scientific 

Reports. 2018 Jun 27;8(1):9745 

 

Nogueira L, Trisko BM, Lima-Rosa FL, Jackson J, Lund-Palau H, Yamaguchi M, 

Breen EC. Cigarette smoke directly impairs skeletal muscle function through 

capillary regression and altered myofiber calcium kinetics in C57BL/6J mice. 

(2018) Journal of Physiology. 2018 Jul;596(14):2901-2916 

 

Oki Y, Ono M, Hyogo H, Ochi T, Munekage K, Nozaki Y, Hirose A, Masuda K, Mizuta 

H, Okamoto N, Saibara T. Evaluation of postprandial hypoglycemia in patients 

with nonalcoholic fatty liver disease by oral glucose tolerance testing and 

continuous glucose monitoring. Eur J Gastroenterol Hepatol. 2018 

Jul;30(7):797-805.  

 

Yamamoto M, Ninomiya H, Tashiro M, Sato T, Handa T, Inoue K, Orihashi K, 

Hanazaki K. Evaluation of graft anastomosis using time-intensity curves and 

quantitative near-infrared fluorescence angiography during peripheral 

arterial bypass grafting. J Artif Organs. 2019 Jun;22(2):160-168. 

 

Namikawa T, Fujisawa K, Munekage E, Iwabu J, Uemura S, Tsujii S, Maeda H, 

Kitagawa H, Fukuhara H, Inoue K, Sato T, Kobayashi M, Hanazaki K. Clinical 

application of photodynamic medicine technology using light-emitting 

fluorescence imaging based on a specialized luminous source. Med Mol Morphol. 

2018 Dec;51(4):187-193. 

Yamamoto M, Ninomiya H, Tashiro M, Nishimori H, Inoue K, Sato T, Hanazaki 

K1, Orihashi K. A Case of Anastomotic Stenosis of a Peripheral Arterial Bypass 

Graft Undetected in Indocyanine Green Angiography. Ann Vasc Dis. 2018 Jun 

25;11(2):233-235. 

 

Kotani N, Ida Y, Nakano T, Sato I, Kuwahara R, Yamaguchi A, Tomita M, Honke 

K, Murakoshi T. Tumor-dependent secretion of close homolog of L1 results in 

elevation of its circulating level in mouse model for human lung tumor. 

Biochem Biophys Res Commun. 2018 Jul 2;501(4):982-987.  

 

Imamaki R, Ogawa K, Kizuka Y, Komi Y, Kojima S, Kotani N, Honke K, Honda T, 

Taniguchi N, Kitazume S. Glycosylation controls cooperative PECAM-VEGFR2-β3 

integrin functions at the endothelial surface for tumor angiogenesis. 

Oncogene. 2018 Aug;37(31):4287-4299.  

 

Kotani N, Nakano T, Ida Y, Ito R, Hashizume M, Yamaguchi A, Seo M, Araki T, 

Hojo Y, Honke K, Murakoshi T. Analysis of lipid raft molecules in the living 

brain slices. Neurochem Int. 2018 Oct;119:140-150.  

 

Ohta S, Taniguchi T, Sato N, Hamada M, Taniguchi H, Rappsilber J. Quantitative 

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29717262
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29717262


平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

5/基礎医学部門 
205/368 

proteomics of the mitotic chromosome scaffold reveals the association of 

BAZ1B with chromosomal axes. Mol Cell Proteomics. 2019 Feb;18(2):169-181.  

 

Honke K. Biological functions of sulfoglycolipids and the EMARS method for 

identification of co-clustered molecules in the membrane microdomains. J 

Biochem. 2018 Apr 1;163(4):253-263.  

 

Elbe AD, Honke K. Medical Biochemistry, 5th Ed. (eds by Baynes JW, Dominiczak, 

MH.),pp. 215-241, Elsevier, 2019 

 

Zou S, Shimizu T, Shimizu S, Higashi Y, Nakamura K, Ono H, Aratake T, Saito 

M. Possible role of hydrogen sulfide as an endogenous relaxation factor in 

the rat bladder and prostate. Neurourol. Urodyn. 2018 Nov;37(8):2519-2526. 

 

Higashi Y, Shimizu T, Yamamoto M, Tanaka K, Yawata T, Shimizu S, Zou S, Ueba 

T, Yuri K, Saito M: Stimulation of brain nicotinic acetylcholine receptors 

activates adrenomedullary outflow via brain inducible NO synthase-mediated 

S-nitrosylation. Br. J. Pharmacol. 2018 Sep;175(19), 3758-3772. 

 

Shimizu S, Shimizu T, Nakamura K, Higashi Y, Saito M: Angiotensin II, a 

stress-related neuropeptide in the CNS, facilitates micturition reflex in 

rats. Br. J. Pharmacol. 2018 Sep;175(18):3727-3737. 

 

Aratake T, Higashi Y, Ueba Y, Hamada T, Shimizu T, Shimizu S, Yawata T, Ueba 

T, Saito M. The inhibitory role of intracellular free zinc in the regulation 

of Arg-1 expression in interleukin-4-induced activation of M2 microglia. 

Metallomics. 2018 Oct;10:1501-1509. 

 

Uchida Y, Nagashima K, Yuri K.Fasting or systemic des-acyl ghrelin 

administration to rats facilitates thermoregulatory behavior in a cold 

environmentBrain Research 1696. 2018 May（2018）:10-21 

 

Nakane T, Ido A, Higuchi T, Todaka H, Morisawa K, Nagamine T, Fukunaga 

K, Sakamoto S, Murao K, Sugiyama Y. Candidate plasticity gene 16 mediates 

suppression of insulin gene expression in rat insulinoma INS-1 cells under 
glucotoxic conditions. Biochemical and Biophysical Research Communications. 

512 (2) 189-195. 2019. 

  

Higuchi T, Morisawa K, Todaka H, Lai S, Chi E, Matsukawa K, Sugiyama Y, 

Sakamoto S. A negative feedback loop between nuclear factor 90 (NF90) and 

an anti-oncogenic microRNA, miR-7. Biochemical and Biophysical Research 

Communications. 503(3) 1819-1824. 2018.  

 

Uezato Y, Kameshita I, Morisawa K, Sakamoto S, Kinoshita E, Kinoshita-Kikuta 

E, Koike T, Sugiyama Y. A method for profiling the phosphorylation state of 
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tyrosine protein kinases. Biochimica Biophysica Acta – Proteins and 

Proteomics. J1867(1) 71-75. 2019. (IF=2.609) 

 

Kamiya A, Hara T, Tsuda M, Tsuru E, Kuroda Y, Ota U, Karashima T, Fukuhara 

H, Inoue K, Ishizuka M, Nakajima M, Tanaka T. 5-Aminolevulinic acid with 

ferrous iron improves early renal damage and hepatic steatosis in high fat 

diet-induced obese mice. J Clin Biochem Nutr. 2019 Jan;64(1):59-65.  
 

Weems J.C., Slaughter B.D., Unruh J.R., Boeing S., Hall S.M., McLaird M.B., 

Yasukawa T., Aso T., Svejstrup J.Q., Conaway J.W., Conaway R.C.  Cockayne 

syndrome B protein regulates recruitment of the Elongin A ubiquitin ligase 

to sites of DNA damage.  J Biol Chem. 2017; 292(16):6431-6437 
 

（2）その他 

大畑雅典, 松澤佑一, 松崎茂展. ファージを用いたピロリ菌における制御-修飾

系の解析: 乳酸菌研究会雑誌 176-177, 2018 

 

「免疫生物学」原著第９版 翻訳 16免疫応答の操作 宇高恵子 （p701-p748）

笹月健彦・吉開泰信監訳 南江堂 2019. 3 

 

山口正洋. 食べる意欲と食嗜好を支える嗅覚神経回路. 肥満研究. 24(2): 79-83. 

2018 

 

高橋 弘、アストロサイト：分子精神医学 2019年 1月号(Vol.19 No.1)、2019 
 

 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

基盤研究(C)、17K09927、代表：大畑 雅典、「感染および慢性炎症関連リンパ腫の腫瘍化

機構の解明と新たな制御法開発への展開」 
 
基盤研究(C)、17K10245、代表：樋口 智紀、「ＨＤＡＣ特異的発現異常による皮膚Ｔ細胞

腫瘍の発癌機構の解明：個別化医療を目指して」 
 
若手研究(B)、16K19612、代表：橋田 裕美子、「皮膚に常在するヒトポリオーマウイルス

のエコロジー：疾患との関連を探る」 
 
基盤研究(C)、17K10116、代表：藤枝 幹也（分担：大畑雅典）、「皮膚マイクロバイオーム

の変動とアトピー性皮膚炎との関連性の解明」 
 
新学術領域（計画研究）、16H06498、代表：宇高 恵子、「腫瘍におけるネオ・セルフ生成

機構」 
 
基盤研究(C)、18K07299、代表：清水 健之、「ヘルパーＴ細胞への抗原提示に注目した腫

瘍免疫反応の場における血管内皮細胞の解析」 
 

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30705513
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30705513
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30705513
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基盤研究（B）、17H04406、代表：山本 哲也（分担：宇高 恵子）、「新規診断・治療法の

開発に向けた口腔扁平上皮癌細胞由来エクソソームの解析」 
 
基盤研究（B）、17H04219、代表：村口 篤（分担：宇高 恵子）、「次世代チップ T-ISAAC
を用いたジカ熱、エイズペプチドワクチンの開発」 
 
挑戦的研究（萌芽）、17K196350A、代表：椛 秀人、「ミトコンドリアペプチドは個体認識

の手がかりとなる匂い分子として機能しているか？」 
 
若手研究(B)、16K19351、代表：越智 経浩、「３種類の PNPLA3 遺伝子改変マウスを用い

た NASH 発症病態の解明」 
 
若手研究(B)、18K15850、代表：戸高 寛、「核酸導入によるアセチルコリンエステラーゼ

の抗心不全作用の増強と病態制御への応用」 
 
基盤研究(C)、16K08591、代表：本家 孝一、「乳酸トランスポーターのセルトリ細胞－精

母細胞間移送メカニズムとセミノリピドの役割」 
 
基盤研究(C)、18K06061、代表：太田 信哉、「ペリセントロメアを特異的にヘテロクロマ

チン化する新規のメカニズム」 
 
特別研究員奨励費、15J40258、代表：山口 亜利沙、「がん進行におけるガレクチン分泌の

鍵をにぎる分子群の解明」 
 
基盤研究(C)、18K09196、代表：齊藤 源顕、「脳内グリア細胞をターゲットとした過活動

膀胱新規治療薬開発に向けた基礎研究」 
 
基盤研究(C)、17K09303、代表：清水 孝洋、「ストレス曝露による頻尿増悪の脳内機序解

明と治療法開発への基礎研究」 
 
若手研究(B)、17K16797、代表：清水 翔吾、「活性酸素種による前立腺肥大症の発症機構

解明と新規治療薬開発の基盤構築」 
 
基盤研究(C)、18K07370、代表：由利 和也、「高社会性げっ歯類心理ストレスモデルで変

調する疼痛制御回路の解析」 
 
基盤研究(C)、18K07470、代表：大迫 洋治、「心の痛みによる身体の痛みの増強メカニズ

ム、動物モデルによる中脳ドパミン回路の解析」 
 
基盤研究(C)、17K10274、代表：高橋 弘、「グルタミン酸トランスポーターを標的とした

新規抗ストレス薬・抗うつ薬の創薬研究」 
 
基盤研究(C)、17K16384、代表：田中 健二朗、「隔離飼育ラットの社会性障害に対するオ

キシトシンの治療効果」 
 
若手研究(B)、16K19686、代表：王 飛霏、「小児脳性」麻痺に対する臍帯血投与と運動刺

激の併用療法による損傷脳再生機構の解明 
 
若手研究(B)、16K19687、代表：馬場 伸育、「脳性麻痺に対する臍帯血移植治療における

ケモカインネットワークの役割の解明」 
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基盤研究(C) 、16K08590、代表：坂本 修士、「RNA-RNA 結合蛋白質の新規ネットワーク

を介した疾患発症及び生体制御機構の解明」 
 
基盤研究(A)、18H03953、代表：松川 和嗣（分担：坂本 修士、樋口 琢磨）、「哺乳動物の

フリーズドライ細胞による遺伝資源保存および発生機構の探究」 
 
若手研究(B)、17K15601、代表：樋口 琢磨、「複数のマイクロ RNA 産生制御を介した新規

癌治療法の開発を目指した基礎研究」 
 
基盤研究(C)、17K09884、代表：西山 充（分担：津田 雅之）、「抗肥満ホルモン FGF21 の

中枢神経を介した作用機構の解明」 
 
基盤研究(C)、18K09169、代表：辛島 尚（分担：津田 雅之）、「VHL 病の腎がん発生にお

けるセカンドヒット遺伝子変異の探索」 
 
基盤研究(C)、18K07575、代表：森信 繁（分担：津田 雅之）、「ゲノム編集を用いた BDNF
メチル化操作による新規うつ病モデル・マーカー・治療開発」 
 
基盤研究(C)、18K06959、代表：麻生 悌二郎、「BRI2/3-ユビキチンリガーゼを標的とする

新規認知症治療薬開発のための基盤研究」 
 
基盤研究(C)、18K06855、代表：安川 孝史、「新規ユビキチンリガーゼを標的とするアル

ツハイマー病の治療薬開発に向けた基盤研究」 
 
（2）その他 

 

乳酸菌研究会研究補助金、代表：大畑 雅典 
 
日本血液学会助成金、代表：大畑 雅典 
 
その他の研究助成金（法人・企業）、代表：大畑 雅典 
 
医療研究開発推進事業補助金（橋渡し研究戦略推進プログラム）事業 研究開発課題名/
事業名：健康寿命の延伸を目指した次世代医療橋渡し研究支援拠点、代表：宇高 恵子、

「前立腺癌に対する SNRPE を標的とした次世代ペプチド免疫療法の開発」 
 
ＮＥＣとの共同研究、代表：宇高 恵子、「ペプチド予測システムの開発および前立腺癌ペ

プチドワクチンの開発」 
 
すかいらーくフードサイエンス研究所研究助成、「幼少期に食べ物の好き嫌いを形成する

嗅覚神経回路の発達機構」 
 

味の素(株) イノベーション研究所、「匂いが誘導する食のモチベーションに関する脳内の

分子機構の研究 」 
 
長谷川香料(株)総合研究所香料基盤研究所、「匂いが誘導する食のモチベーションに関わる

脳領域の解明」 
 
味の素(株)、「匂いが誘導する食のモチベーションに関する人の脳機能部位の研究」 
 
国立研究開発法人日本医療研究開発機構(AMED)、佐藤 隆幸(分担)「未来医療を実現する
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先端医療機器・システムの研究開発/先端医療機器の開発/高い安全性と更なる低侵襲化及

び高難度治療を可能にする軟性内視鏡手術システムの研究開発」 
 

株式会社 プラス・メッド、共同研究代表者：佐藤 隆幸、「透析シャント血管可視化装置

の開発」 
 
パナソニック株式会社AVCネットワークス社 及びパナソニックシステムネットワークス

株式会社、共同研究代表者：佐藤 隆幸、「未来医療を実現する先端医療機器・システムの

研究開発関する研究／先端医療機器の開発／高い安全性と更なる低侵襲化及び高難度治

療を可能にする軟性内視鏡手術システムの研究開発」 
 
株式会社 プラス・メッド、共同研究代表者：佐藤 隆幸、「逆光補正可視化装置の開発」 
 
日本新薬株式会社、代表：齊藤 源顕 
 
第一三共株式会社、代表：齊藤 源顕 
 
ファイザー株式会社、代表：齊藤 源顕 
 
アステラス製薬株式会社、代表：齊藤源顕 
 
MSD 株式会社、代表：清水 孝洋、「心因性頻尿発症の脳内機序解明と治療法開発への基

盤構築」 
 
第一三共株式会社、齊藤 源顕 
 
大塚製薬株式会社、齊藤 源顕、「前立腺肥大症の発症機構解明・前立腺血流を標的とした

治療薬開発の基盤構築」 
 
公益財団法人喫煙科学研究財団研究助成、ニコチン受容体に着目したストレス誘発性頻尿

の脳内機序解明、代表：清水 孝洋 
 
公益財団法人武田科学振興財団医学系研究助成（精神・神経・脳領域）、ストレス誘発性

頻尿の脳内機序解明代表：清水 孝洋 
 
第 12 回一般社団法人日本泌尿器科学会ヤングリサーチグラント、代表：清水 翔吾 
 
一般財団法人鈴木泌尿器医学振興財団 平成 30 年度研究助成金、代表：清水 翔吾 
 
高橋弘グラクソ・スミスクライン株式会社 GSK ジャパン研究助成 グルタミン酸トラ

ンスポーターに着目したうつ症状発症の機序解明 
 
インセンティブ経費、日高 千晴 
 
SBI ファーマ株式会社、代表：津田 雅之、共同研究「5-ALA による抗がん剤副作用軽減

効果」 
 
株式会社 Spectro Decypher、代表：津田 正史・津田 雅之、共同研究「17O MRI による薬効

評価システム開発」 
 
特別経費、代表者：本家孝一・津田 雅之、「先端医療学推進センターにおける医療イノベ
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ーション創出と人材育成 -臍帯血幹細胞を用いる包括的再生医療研究拠点の構築-」 
 
学長裁量経費、代表者：前田 長正、「脳性麻痺治療への応用に向けたヒト臍帯血・臍帯・

卵膜組織由来幹細胞の性状解析」 
 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

【人員面】 
講座によっては、平成 30 年度は、教授 1 名、准教授 1 名、助教 2 名の研究体制

であったが、平成 31 年度（令和元年度）では、准教授の退職後も補充ができない

ため、これまでの研究が維持できなくなる恐れがあったり、大学院生もおらず慢性

的なマンパワー不足の状況にある。 
ある講座は助教が１名欠員の状況が続いており、それまでの成果を論文化するの

に必要な人員が不足していた。そこで、企業（NEC）との共同研究費で特任助教を

雇用して、ヒト T 細胞の抗原特異性を調べることにした。しかし、雇用した特任

助教は、他大学の免疫グループを講師として定年退職された方であったにもかかわ

らず、実験科学の技能が十分でなく、１年以上かけても細胞培養や解析をするに至

らなかった。そのうち、持病のため退職され、人的環境は改善できなかった。2019
年度には適任の技術補佐員を雇用でき、大幅に改善された。 
反対に教員（教授、准教授、学内講師、助教）は 4 名であったが、平成 30 年度

より客員教授が加わり、大学院博士課程（4 年 1 名、3 年 3 名、1 年 1 名）ならび

に大学院修士課程（2 年 1 名）の院生、先端医学コースの学生（3 年 1 名、2 年 2
名）と１単位留年の医学部医学科の学生（2 年生）1 名を指導しながら研究活動を

行ない、研究費として多くの競争的外部資金を得ている講座や、教職員・学生合わ

せて人数に応じた居室・実験スペースは確保でき、現時点では滞りなく教育・研究

を進めている講座もある。 
 
【研究面】 
1．実験動物（主にマウス）を題材に、嗅覚神経回路の可塑性機構の解明に取り組

んでいる。遺伝子・蛋白レベル、細胞レベル、回路レベル、行動レベルなど複合的

な観点から理解を進めるために様々な実験系が稼働している。当教室の特色とし

て、遺伝子改変マウスとウイルスベクターを組み合わせて特定の神経回路を標識・

活動操作する実験、脳スライスを用いた in vitro 電気記録および脳内に留置した電

極からの in vivo 電気記録によるリアルタイムの神経機能解析を行っている講座

や、核酸、タンパク質、糖鎖、脂質のいずれも取り扱うことができる講座。 
２．利用施設に設置されている基盤的大型機器の多くが設置後１０年以上を経過し

ている (DNA シーケンサー: 2005 年度, LC-MS: 2009 年度, 共焦点レーザー顕微鏡: 
2009 年度, 化学発光・蛍光検出装置 : 2008 年度 等)。我々は、現有機の更新を目

指し、学内外の予算申請を続けている。その結果、購入額が大きいものではなく且

つ汎用性が高い共同利用機器に関しては徐々に更新が進んでいる。一方で、1 千万

円以上の大型共通利用機器の更新は行えていない。この問題を解決しないままで

は、今後は生命科学系研究で一般的に行われている解析が実施できない状況に陥る

可能性が高い。加えて、次世代シーケンサー等の新規大型機器については導入され

ず、最先端の研究を満足に行える研究環境には至っていない。  
３．実験施設内の実験室を使用しているため、他の講座のようにまとまった実験室
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がない。動物実験のみを考えれば、実験機器等も揃っており、研究環境として充実

している。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）研究代表者：大畑雅典 研究テーマ：皮膚ウイルスで日本人判別 毎日新聞

紙面で報道 2018年 5月 22日 

（2）研究代表者：菊地広朗 研究テーマ：MYC/BCL6関連高悪性度ダブルヒットリ

ンパ腫細胞株の樹立と治療標的分子の探索 第 18回 KMS Research Meeting 

最優秀賞受賞 2019年 2月 7日 

（3）研究代表者：橋田裕美子 研究テーマ：皮膚常在ウイルスゲノム多型を利用

した宿主個体の出身地推定～微生物の社会医学・法医学的利用の可能性～ 第

18回 KMS Research Meeting 奨励賞受賞 2019年 2月 7日 

（4）悪性腫瘍に対するペプチドワクチンの開発 宇高恵子  

https://jpn.nec.com/press/201810/20181030_02.html 高知大で同定した

ペプチドが使われる。 

（5）嗅覚情動行動を制御する嗅皮質特定領域の発達機構の解析（山口正洋）・新

生児期の嗅覚行動における嗅結節ドメインの役割解析（山口正洋） 

（6）フェロモン学習に関わる副嗅球シナプス可塑性機構の解明（椛秀人、谷口睦

男、村田芳博） 

（7）独自に開発した Proximity Labeling法（EMARS法）を応用して、神経細胞や

がん細胞の細胞膜情報伝達機構を解明した（研究代表者：本家孝一）。 

（8）神経突起先端部に特異的に発現するユニークなリン脂質分子種 OPPCを生成

する律速酵素 PLA1の同定に成功（研究代表者：久下英明）。 

（9）プロテオミクスと計算科学を組み合わせた新規手法を開発して分裂期染色体

のタンパク質組成を明らかにするとともに、発見した複数の新奇染色体タン

パク質がゲノムの量的不均衡の原因物質であることを明らかにした（研究代

表者：太田信哉）。 

（10）清水孝洋：ストレス誘発性頻尿の脳内機序解明 

（11）東洋一郎：脳卒中後認知障害に対する海洋渦鞭毛藻由来化合物ペリジニン

の効果の解析 

（12）清水翔吾：ストレス反応性脳内神経伝達物質アンジオテンシン IIによる排

尿反射亢進の分子機構解明 

（13）RNA-RNA結合蛋白質のネットワークを介した疾患発症及び生体制御機構の解

明 研究代表者 坂本 修士 

（14）マイクロ RNA産生制御を介した新規がん治療法の開発を目指した基礎研究 

研究代表者 樋口 琢磨 
 

２ その他 

（1）（記載なし） 

（2） 

  

https://jpn.nec.com/press/201810/20181030_02.html
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

１）高知大学が有する人的資源、知識、情報、研究成果等の知的資源を駆使することで、

地域社会への貢献を深化・発展させ、地域に欠くことのできない大学として存在基盤

を確立する。 

２）教育研究成果をアジア・太平洋地域の諸国、特に、開発途上国へ還元することにより、

国際社会へ貢献する。 

３）本学における国際交流の推進を通して、地域社会のグローバル化に寄与する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

１）産学官連携を通して、地域社会との「信頼と絆」を深め、活気のある安全・安心社会

を構築する。 

２）地域社会のリーダーとなる医師や医療・環境人材を輩出する。 

３）四国内の大学との教育・研究連携を強化し、相互補完を図る。 

４）世界の国々との学術交流を通じてグローバル化を図る。 

５）国際的にトップレベルの研究成果を発信し、国際的通用性を確保する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

1）創性の高い基礎研究成果に

基づくトランスレーショナ

ルリサーチを通して、企業、

自治体、病院、他大学と連携

体制を構築する。 

1.NEC、TERUMOと共同で、次

世代がんワクチンの開発を進

めた。 

2.フランスの Transgene社、

NEC と共同で、がん免疫療法

の開発を進めた。 

3.産学連携・地域連携で新医

療機器を製品化  

4. 佐藤隆幸教授らの発明特

許技術および研究成果を社会

活用するための機関として設

立した「株式会社プラス・メ

ッド」（高知大学認定ベンチャ

ー第１号）で，新医療機器（透

析シャント血管可視化装置 

Access View）を発売した。 

5.国立研究開発法人日本医療

研究開発機構(AMED)との受託

研究を実施した。 

左に取組と成果を同時に

掲載 
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6.佐藤隆幸：医療用デバイス

の事業化（カメラ、医療用イ

ンプラント、血圧制御）、心不

全防止薬の開発に関して 20

以上の企業から延べ 50件以

上の技術相談を行った。 

7.「BRI2/BRI3-ユビキチンリ

ガーゼを標的とする新規認知

症治療薬の開発」が、理化学

研究所(理研)の創薬・医療技

術基盤プログラム(DMP)に創

薬テーマとして採択され、理

研との間で共同研究契約を締

結した。 

 

2）国際学会、国際シンポジウ

ム、外国人講師によるセミナ

ーを主催する。 

免疫学宇高教授が日本学術振

興会の新学術領域「ネオ・セ

ルフ」班が主催する国際シン

ポジウムの開催を推進し、自

身も講演を行った。 

左に取組と成果を同時に

掲載 

3）協定校、留学生支援ネット

ワークの充実化を図り、外国

人教員、留学生の割合を増加

させる。 

中国を初め留学生の受入を行

っている。 

左に取組と成果を同時に

掲載 

4）教員の社会貢献（地域貢献、

国際貢献）活動を正当に評価

する。 

1.近畿大学薬学部 研究課題

「慢性炎症関連リンパ腫にお

けるケモカイン/ケモカイン

レセプターの役割」 

2.高知学園短期大学 研究課

題「Epstein-Barrウイルス感

染による細胞遺伝子の発現変

化と生理機能に及ぼす影響」 

3.新渡戸短期大学 研究課題

「健常皮膚および皮膚病変に

おける皮膚指向性ウイルスの

感染実態」 

4.学術誌編集委員、学会評議

員、学外委員として活動し、

社会貢献を行っている。 

 

左に取組と成果を同時に

掲載 

5）教員・学生による国際交流

を支援する。 

外国留学生研究員を受け入

れ、日本での生活を教室とし

て支援し、教室員の国際交流、

英語による意思疎通の訓練を

促進している。 
 

左に取組と成果を同時に

掲載 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）免疫学講座の NEC、TERUMOと共同で、次世代がんワクチンの開発、ランスの Transgene

社、NECと共同で、がん免疫療法の開発を進めた。 

（2）循環制御学講座の佐藤隆幸教授らの発明特許技術および研究成果を社会活用するた

めの機関として設立した「株式会社プラス・メッド」（高知大学認定ベンチャー第１号）

で，新医療機器（透析シャント血管可視化装置 Access View）を発売した。医療用デ

バイスの事業化（カメラ、医療用インプラント、血圧制御）。 

（3）遺伝子機能解析学講座の「BRI2/BRI3-ユビキチンリガーゼを標的とする新規認知症

治療薬の開発」が、理化学研究所(理研)の創薬・医療技術基盤プログラム(DMP)に創薬

テーマとして採択され、理研との間で共同研究契約を締結した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：連携医学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：村上 一郎 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 6 0 0 0 

准教授 5 0 0 0 

講師 3 0 0 1 

助教 9 0 4 0 

合計 23 0 4 1 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

地域社会の保健医療ニーズを反映する研究を推進し，研究成果を地域社会へ還元するこ

とによって，地域社会の保健医療水準の向上に貢献する。このような研究活動を他の部門

と連携して実施する必要がある時には，本部門がコーディネーターとなって研究を推進す

る。 

以下に，所属部署別の研究目的を記載する。 

 

（病理学） 

・病理学は基礎医学および臨床医学を連携する学際的な学問領域である。脈々と受け継が

れる病理形態学の伝統に加えて，最新の分子生物学的方法論も積極的に導入され，極め

て多彩な研究が展開されている。このような俯瞰的視点は病理学の強みであり，他の医

学分野との差別化を図る特長となりえる。よって，形態から分子にまでいたる自由度の

高い研究を志向すべきと考える。 

・本講座は腫瘍病理学を中心課題としていることから，研究のキーワードは「がん」とな

る。ただし，炎症，糖尿病などの非腫瘍性疾患もがん発生の重要な修飾因子となりえる

ことから，各教員の研究は「がん」のみにとどまらず，多岐にわたって進められる。 

・本講座では腫瘍性疾患はもとより，炎症，糖尿病などの非腫瘍性疾患も包括した多岐に

わたる研究活動が進められ，得られた結果に関しては，病理診断への応用も検討してい

く。 

（法医学） 

・法医実務活動（司法解剖に係る法医鑑定，死体検案に係る法医診断および諸種法医学的

検査の実施）を基盤として，心肺蘇生法に起因する医原性病態，飲酒，医薬物・毒物，

喫煙，自殺，労働災害，高齢者の死亡事故および死亡後画像診断をめぐる諸種課題につ

いて法医学的・臨床法医学的・社会医学的研究を行う。 

（環境医学） 

教員それぞれがグループリーダーとして大学院生を指導しつつ，以下の５つの研究を実

施する。 

○職業性呼吸器病に関する総合的研究を進める。 

・石綿曝露のある建設労働者コホート研究を実施し，定期的に成果を発表する。 

・けい肺患者症例集に関する疫学研究を実施する。 

・インジウム肺に関わる動物実験モデルを開発し，メカニズム解明に寄与する。 

○アレルギー疾患に関する環境因子の影響研究を進める。 

・アレルギー性喘息モデル動物を作成し，環境因子の影響評価を実施する。 

・アレルギー性接触性皮膚炎モデル動物を作成し，増悪因子，防御因子を検討する。 

○国際保健に関する研究を実施する。 

・国際労働衛生に関する研究を実施する。 

・ブラジルにおける地域保健医療に関する研究を行う。 

・学校保健に関するコンゴ平和村プロジェクト研究を実施する。 

・黒潮町など高知県内の地域でのフィールド調査を実施する。 

○環境省子供の健康と環境に関する全国調査（エコチル）を実施する。 

・小児保健・環境医学研究センターを設置し，エコチル調査を高知県内で実施する。 

・環境医学に関する研究基盤を整備する。 

・学内・学外の研究者と連携し，小児環境保健に関する発展的な研究を実施する。 

○災害医療に関わる研究を実施する。 

・災害時における医療継続計画に関する研究を実施する。 
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（公衆衛生学） 

・健康長寿，認知症予防のエビデンス構築に貢献する疫学的研究を実施する。 

・国立がん研究センターが主管して全国規模で実施する，生活習慣病予防のための大規模

分子疫学研究に参加し，これから生活習慣病好発年齢に達する世代を対象に，遺伝因子

－環境因子相互作用を注目しながら生活習慣病予防法を探求する。 

（寄生虫学） 

・リーシュマニア症の分子疫学的な研究，および土壌伝搬寄生虫病（糞線虫症など）の動

物モデルを用いた免疫学的な研究をおこなう。 

・食品由来寄生虫病，人畜共通寄生虫病（アニサキス症，日本海裂頭条虫症，ドロレス顎

口虫症，旋毛虫症など）について研究する。 

・疾病を媒介する衛生動物（ダニなど）の研究をおこなう。 

（医学情報センター） 

・先端医療学推進センターの情報医療部門で実施する研究の推進を最優先させる。すなわ

ち，1981 年以来約 38 年間にわたり高知大学医学部総合医療情報システム IMIS に蓄積

されてきた 35 万人の膨大な匿名化電子医療データを基に，情報科学，数理統計学，デ

ータマイニング技術を駆使して，「情報医療学」や「動的病態力学」といった新しい学

問分野の創成を目指す。 

・「病態推移予測研究班」では，生活習慣病等の病態推移を記述する動的なモデルを構築

し，個々の患者の病態推移予測を可能にすることを目指す。 

・「メディカルデータマイニング研究班」では，データに埋もれている「病態規定因子」

と「疾患危険因子」を探索して予防医学や臨床診断学およびリスクマネージメント等に

貢献することを目指す。 

・災害時における医療の継続を保証するための地域医療情報共有システムのあり方につい

ての研究を行う。 

・これらに加えて，従来から進めてきた医療情報システム構築に関する研究も推進する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（病理学） 

研究については，学会発表はもとより，特に英文論文の発表を第一に重視するが，いた

ずらに点数主義に走ることはせず，論文発表数に反映しない息の長い良質な研究，萌芽的

研究も内容によって推進する。 

（法医学） 

法医実務活動（司法解剖に係る法医鑑定，死体検案に係る法医診断および諸種法医学的

検査の実施）を基盤とした研究課題について研究し，学術集会や論文等での公表および法

医鑑定・診断等へ応用する。 

（環境医学） 

・環境医学に先進的研究手法を取り入れる。 

・エコチル全国調査に関連した発展的研究に取り組む。 

・災害医療に関わる研究に取り組む。 

・ブラジルでの地域医療研究に医療の国際展開の観点で取り組む。 

（公衆衛生学） 

・健康長寿，認知症予防のエビデンス構築に貢献する疫学的研究を実施し，研究成果を 

学界に発信すると共に，地域の関係者にも還元する。 

・国立がん研究センターが主管する大規模分子疫学研究に参加する住民コホートを高知 

県で構築し,進捗を管理する。 

（寄生虫学） 

（1）リーシュマニア症などの熱帯寄生虫病の研究 
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（2）食品由来寄生虫病・人畜共通寄生虫病・疾病を媒介する節足動物の研究 

（医学情報センター） 

学会発表，国際的な学術誌への論文発表を第一に重視するが，新しい分野の創成を目標

にしているため，長期的な取り組みを必要とする研究や萌芽的な研究も内容によって推進

する。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（病理学） 

腫瘍性疾患はもとより，炎症，糖尿病

などの非腫瘍性疾患も包括した多岐にわ

たる研究活動を具体的に推進する。英文

論文の執筆により研究成果を世界へ発信

する。 

・月に１～２回のミーティングを行って，

各教員の研究進捗状態を把握する。 

（病理学） 

腫瘍性疾患はもとより，炎症，糖尿病など

の非腫瘍性疾患も包括した多岐にわたる研

究活動を具体的に推進する。英文論文の執筆

により研究成果を世界へ発信した。 

・月に１～２回のミーティングを行って，各

教員の研究進捗状態を把握した。 

（公衆衛生学） 

・「健康長寿」特に「認知症予防」をキー

ワードとし，地域住民を対象として進

める縦断研究の基盤構築 

 

 

 

 

 

・国立がん研究センターが主管する次世

代多目的コホート研究に参加して構築

を進めている高知地域の２つのコホー

トの運営 

・高知県地域医療介護総合確保基金事業

で構築した「在宅医療・介護連携の ICT

連携システム」を，地域の中核病院で

の退院支援と連携するシステムへ拡充 

（公衆衛生学） 

・①国立がん研究センターが主管する多目的

コホート研究での介護保険情報に基づく認

知症登録構築を統括した。 ②国立長寿医療

研究センターが主管して全国規模で実施す

る，「適時適切な医療・ケアを目指した認知

症の人等の全国的な情報登録・追跡を行う研

究」に参加し，地域コホートで認知機能調査

を実施した。 

・香南市野市・香我美地域では５年後研究保

存用生体試料を収集し，安芸市では，５年後

生活習慣アンケートを実施した。 

 

・地域医療構想の実現に向けた医療機関間の

転院を促進する「転院支援システム」を開発

した。医療介護連携 ICTシステム（高知家＠

ライン）での，データ収集の計画立案機能を

強化した。 

（寄生虫学） 

（1）アルゼンチン・エクアドルなど海外

研究者との連携研究をおこなう 

（寄生虫学） 

アルゼンチン北部で流行するリーシュマニ

ア症について，その起因原虫種について解析

した。 

（医学情報センター） 

(1）IMIS に蓄積されたデータの臨床研究

への活用例を，腎臓病内科領域や肝

臓病内科領域，糖尿病内科領域を対

象に進める。 

(2）オーダリングデータの匿名化 DWH お

よび電子カルテ記載情報の匿名化

（医学情報センター） 

（1）・急性腎障害(AKI)患者の慢性腎臓病

(CKD)への移行の可能性を評価し，AKI イ

ベントを繰り返すほど腎機能低下を起こ

しやすいことを示した。 

・AKI 患者の長期予後において糖尿病が

与える影響を考慮するため，時間依存性を
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DWH 化を用いて，IMIS に登録された

病名の正確度を評価する方法を研究

する。 

(3）病院情報システムに蓄積された大規

模な診療データに，知識探索手法で

あるデータマイニングと仮説推論の

手法を用いることによって，臨床医

の集団知である推論過程を明らかに

する。 

 

導入した Cox 比例ハザードモデルによる

解析を行った。 

・網羅的に検討すると膨大になる経口血

糖降下薬の併用組み合わせ効果について，

データマイニングの手法とロジスティッ

ク回帰分析を組み合わせた解析を行った。 

（2）電子カルテ情報から類似した背景を持

つ患者群抽出可能性を評価するため，初

診時記録及びオーダ情報で分割された

患者集団における各病名の登録率を解

析した。 

（3）電子カルテデータを利用する上で，デ

ータの欠損が問題となる。その欠損は

「何らかの理由で臨床上必要ないと判

断されているため。」と仮定し，検体検

査結果の欠損を対象に，次回検査までの

日数等を重み付けとし，検査値が従う分

布を推定する手法を考案，得られた分布

から概ね正常とされる臨床判断値を自

動抽出できた。 

（環境医学） 

教員それぞれがグループリーダーとし

て大学院生を指導しつつ，以下の５つの

研究を実施する。 

○職業性呼吸器病に関する総合的研究を

進める。 

・石綿曝露のある建設労働者コホート研

究を実施し，定期的に成果を発表する。 

・けい肺患者症例集に関する疫学研究を

実施する。 

・インジウム肺に関わる動物実験モデル

を開発し，メカニズム解明に寄与する。 

○アレルギー疾患に関する環境因子の影

響研究を進める。 

・アレルギー性喘息モデル動物を作成し，

環境因子の影響評価を実施する。 

・アレルギー性接触性皮膚炎モデル動物

を作成し，増悪因子，防御因子を検討す

る。 

○国際保健に関する研究を実施する。 

・国際労働衛生に関する研究を実施する。 

・ブラジルにおける地域保健医療に関す

る研究を行う。 

・学校保健に関するコンゴ平和村プロジ

ェクト研究を実施する。 

・黒潮町など高知県内の地域でのフィー

ルド調査を実施する。 

○環境省子供の健康と環境に関する全国

調査（エコチル）を実施する。 

（環境医学） 

〇30 篇の原著論文を執筆，公表した。高知

大学からエコチル調査の成果を責任著者と

して発表した。 
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・小児保健・環境医学研究センターを設

置し，エコチル調査を高知県内で実施す

る。 

・環境医学に関する研究基盤を整備する。 

・学内・学外の研究者と連携し，小児環

境保健に関する発展的な研究を実施す

る。 

○災害医療に関わる研究を実施する。 

・災害時における医療継続計画に関する

研究を実施する。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数  4  1 1 

論文数 30 39 56 

（内数:査読

付き論文） 

30 38 56 

【主要な研究成果を記載してください】 

（病理学） 

1. Toi M, Hayashi Y, Murakami I: Hepatic stellate cells derived from the nestin-positive 
cells in septum transversum during rat liver development. 
Med Mol Morphol. 51(4):199-207, 2018 

2. Maeda H, Okamoto K, Oba K, Shiga M, Fujieda Y, Namikawa T, Hiroi M, Murakami 
I, Hanazaki K, Kobayashi M: Lymph node retrieval after dissolution of surrounding 
adipose tissue for pathological examination of colorectal cancer. 
Oncol Lett. 15(2):2495-2500, 2018 

3. Murakami I, Wada N, Nakashima J, Iguchi M, Toi M, Hashida Y, Higuchi T, Daibata 
M, Matsushita M, Iwasaki T, Kuwamoto S, Horie Y, Nagata K, Hayashi K, Oka T, 
Yoshino T, Imamura T, Morimoto A, Imashuku S, Gogusev J, Jaubert F: Merkel cell 
polyomavirus and Langerhans cell neoplasm. 
Cell Commun Signal. 16(1):49, 2018 

4. Kikuchi H, Higuchi T, Hashida Y, Taniguchi A, Kamioka M, Taguchi T, Yokoyama 
A, Murakami I, Fujieda M, Daibata M: Generation and characteristics of a novel 
"double-hit" high grade B-cell lymphoma cell line DH-My6 
with MYC/IGH and BCL6/IGH gene arrangements and potential molecular targeted 
therapies. 
Oncotarget. 9(71):33482-33499, 2018 

5. Namikawa T, Tsuda S, Fujisawa K, Munekage E, Iwabu J, Munekage M, Uemura S, 
Tsujii S, Maeda H, Kitagawa H, Iguchi M, Murakami I, Kobayashi M, Hanazaki 
K:Intrahepatic bile duct adenoma in a patient with gastric cancer. 
Int Cancer Conf J. 8(1):7-11, 2018 

6. Taniuchi K, Furihata M, Naganuma S, Dabanaka K, Hanazaki K, Saibara T : BCL7B, 
a predictor of poor prognosis of pancreatic cancers, promotes cell motility and 
invasion by influencing CREB signaling. 
Am J Cancer Res. 8(3):387-404, 2018 

7. Kurabayashi A, Tanaka C, Matsumoto W, Naganuma S, Furihata M, Inoue K, 
Kakinuma Y : Murine remote preconditioning increases glucose uptake and 
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suppresses gluconeogenesis in hepatocytes via a brain-liver neurocircuit, leading to 
counteracting glucose intolerance.  
Diabetes Res Clin Pract. S0168-8227 (17) 31400-6, 2018 

8. Taniuchi K, Furihata M, Naganuma S, Saibara T: ARHGEF4 predicts poor prognosis 
and promotes cell invasion by influencing ERK1/2 and GSK-3α/β signaling in 
pancreatic cancer. 
Int J Oncol. 53(5):2224-2240, 2018 

9. Taniuchi K, Furihata M, Naganuma S, Saibara T : WAVE2 is associated with poor 
prognosis in pancreatic cancers and promotes cell motility and invasiveness via 
binding to ACTN4. 
Cancer Med. 7(11):5733-5751, 2018 

10. Kijima T, Nakagawa H, Shimonosono M, Chandramouleeswaran PM, Hara T, Sahu 
V, Kasagi Y, Kikuchi O, Tanaka K, Giroux V, Muir AB, Whelan KA, Ohashi 
S, Naganuma S, Klein-Szanto AJ, Shinden Y, Sasaki K, Omoto I, Kita Y, Muto M, 
Bass AJ, Diehl JA, Ginsberg GG, Doki Y, Mori M, Uchikado Y, Arigami T, 
Avadhani NG, Basu D, Rustgi AK, Natsugoe S: Three-Dimensional Organoids Reveal 
Therapy Resistance of Esophageal and Oropharyngeal Squamous Cell Carcinoma 
Cells. 
Cell Mol Gastroenterol Hepatol. 7(1):73-91, 2018 

（法医学） 

西村拡起，古宮淳一．尿中簡易薬物検査キットにおいて消化管運動賦活薬イトプリドによ

る覚せい剤偽陽性反応が疑われた一剖検例．法医学の実際と研究 2018，61巻，25－29． 

古宮淳一，西村拡起，中西祥徳．無人で後進してきたマニュアルトランスミッション車に

胸腹部を挟まれ死亡した高齢ドライバーの一例．法医学の実際と研究 2018，61 巻，31－

36． 

（寄生虫学） 

Copa G. N., M. C. Almazan, L. V. Aramayo, A. J. Krolewiecki, S. P. Cajal, M. Juarez, J. J. 
Lauthier, M. Korenaga, P. A. Barroso, D. J. Marco, J. R. Nasser, J. F. Gil (2019) Tegumentary 
leishmaniasis and sand flies in a border area between Argentina and Bolivia. Trans, Roy. Soc. 
Trop. Med. Hyg. 113 (2) 91-100. 

1. 猿田隆夫，是永正敬，熊澤秀雄，今村京子 (2019) サバ等魚類生食後に生じたアニサキス

アレルギーによる蕁麻疹。高知県医師会雑誌 24(1) 215-225. 

2. Hoyos, C.L., M. Quiplidor, E. Bracamonte, J.J. Lauthier, P. Cajjal, A. Uncos, M. 
Korenaga, Y. Hashiguchi, P.A. Barroso, J.D. Marco (2019) Simultaneous 
occurrence of cutaneous leishmaniasis caused by different genotypes of 
Leishmania (Viannia) braziliensis. J Dermatol doi: 10.1111/1346-8138.14866 

（医学情報センター） 

1. Hatakeyama Y, Horino T, Nagata K, Matsumoto T, Terada Y, Okuhara Y. Transition 
from acute kidney injury to chronic kidney disease: a single-centre cohort study. Clin 
Exp Nephrol. 2018 Dec;22(6):1281-1293. doi: 10.1007/s10157-018-1571-5. 
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2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1） 科研費 

 

  
採択件数／応募数 総額 

2018 2017 2016 2018 2017 2016 

科学研究費補助金 7／15 10／11 5／10 851.33 1801.62 2176 

 

 

（2）その他 

 

  
総額 

2018 2017 2016 

奨学寄附金 0 0 0 

共同研究（取得額） 362 3227.7399 0 

共同研究（配分額） 329.09 3001.623 365 

受託研究（取得額） 15512.6996 15801.8 1846.05 

受託研究（配分額） 13571.7496 14366.1901 2346.05 

学長・学部長，その他裁量経費 50 15 0 

その他競争的資金 263 10 330 

 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

研究費関係（2-2-2-3 参照）の増減、研究設備関係、研究施設の移動、研究支援関係、

国際交流等、各講座等に於いて、年度ごとの変化、志向等は異なるものの、働き方改革等

も視野に入れつつ、研究環境の向上に向けて取り組んでおり、概ね順調な状況である。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（病理学） 

降幡睦夫：膵癌に於ける新規発癌遺伝子の検索と，それをターゲットにした分子標的治療

及び分子診断病理の開発 

村上一郎：ランゲルハンス細胞組織球症・肺癌・大腸癌・腎癌・乳癌の病態解析 

倉林 睦：迷走神経系の賦活と血管障害に関わるメカニズム，骨格筋に於ける VHL遺伝子

欠損に関する研究 

長沼誠二：食道癌の浸潤・転移・病理組織学的予後予測因子の研究 

（法医学） 

古宮淳一：嗅覚系神経病理学的所見に基づく高齢者の不慮の事故死における認知機能評

価，焼損死体における肺脂肪染色の意義，毛髪中ニコチン分析，マイクロ RNA 分析に基づ

く飲酒状況の推定 
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（環境医学） 

菅沼成文：小児のアレルギー及び精神神経発達に影響を及ぼす環境要因，職業性呼吸器病

の画像分類に関わる研究（日下幸則教授（福井大学）との共同研究），石綿曝

露者に於ける悪性疾患スクリーニング手法の研究，悪性中皮腫の腫瘍マーカー

の検討（近藤格室長（国立がんセンター研究所），樋野興夫教授（順天堂大学）

らとの共同研究） 

（医学情報センター） 

奥原義保：病院情報システムの登録病名の信頼度を評価する方法の研究。 

畠山豊：急性腎障害(AKI)患者の慢性腎臓病(CKD)への移行可能性の評価。電子カルテ情報

から類似した背景を持つ患者群抽出可能性の評価。 

永田桂太郎：AKI患者の長期予後に糖尿病が与える影響を考慮するための時間依存性を導

入した Cox比例ハザードモデルによる解析。 

兵頭勇己：電子カルテデータの欠損は「何らかの理由で臨床上必要ないと判断されている

ため。」という仮定に基づく，欠損のある検体検査結果の分布を推定する手法の考案。 

２ その他 

（記載なし） 

 

 

2-3 研究活動の課題 

2-3-1 平成 29年度の研究活動における課題の取組状況 

平成 29年度に記述した課題を記載 左記の課題が平成 30年度中にどの程度取

組・達成されたか記述 

（病理学） 

「がん」をキーワードとする病理学的研

究の英文論文による研究成果の世界への

更なる発信を目指す。 

・各教員による学内外の競争的研究費への

応募を奨励し，資金の確保に更に努め

る。 

（病理学） 

「がん」をキーワードとする病理学的研究

の英文論文による研究成果の世界への更なる

発信を行った。 

・各教員による学内外の競争的研究費への応

募を奨励し，資金の確保に更に努めた。 

（法医学） 

新たに導入した分析機器の利活用によ

る実務および研究を更に推進する。 

（法医学） 

・詳細な薬毒物分析のために LC‐MSを導入し

た。 

（環境医学） 

・職業性呼吸器疾患分野において大型研究

費を全国の研究仲間と組織を作って獲得

する。 

（環境医学） 

・職業性呼吸器病の画像分類に関する研究：

職業性呼吸器病のスクリーニング・サーベイ

ランスのツールである ILO 国際じん肺エック

ス線分類を用いた研究とＣＴ分類の開発を行

ってきた。日下幸則教授（福井大学）を中心

に我々が開発した職業・環境性呼吸器病のた

めの国際 HRCT 分類は従来の胸部写真による

分類を補完するものとして世界的な注目を集

めた。 

 

（公衆衛生学） 

・「健康長寿」特に「認知症予防」をキ

ーワードとする疫学的研究，次世代多目的

コホート研究，および在宅医療・介護連携

（公衆衛生学） 

（「認知症予防」をキーワードとする疫学的研

究） 

・多目的コホート研究を基盤とする認知症登
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の ICT連携システム構築事業，以上３つの

プロジェクトが，近い将来，成果発信のス

テージへ移行できるよう，それぞれについ

て更なる基盤構築を進める事を目指す。 

録では，全国５地域６自治体から研究協力を

得て，要介護認知症罹患者登録を構築し終え

た。 

・地域住民を対象とした認知機能調査を行う

コホートの拡大を計画し，市町村と協力し新

たなコホートを立ち上げた。 

（次世代多目的コホート研究） 

香南市野市・香我美地域では特定健診会場な

どで５年後研究保存用生体試料を収集し，目

標収集数の 85％程度の試料を収集した。もう

一つの実施地域である安芸市では，５年後生

活習慣アンケートを実施し，目標回収率とし

た 80％を達成した。 

（在宅医療・介護連携の ICT 連携システム構

築事業） 

医療介護連携 ICTシステム「高知家＠ライン」

では，参加事業所が県内 14市町村の 135事業

所へ増加した。また，異分野融合研究として

教育学部と連携して医療過疎地域の地域包括

ケアシステム構築に向けた課題の抽出を行っ

た。 

（寄生虫学） 

（1）リーシュマニア症などの熱帯寄生虫

病に関する研究 

（2）マンソン孤虫症など食品などに由来

する寄生虫病の研究 

を加速させる。 

（寄生虫学） 

リーシュマニア症・バベシア症に関する論文

発表・学会発表をおこなった。 

食品に由来する寄生虫病（アニサキスアレル

ギーの論文）をまとめた。 

（医学情報センター） 

論文発表という形での成果を更に増や

したい。 

（医学情報センター） 

腎臓内科との共同研究を行い，急性腎障害

(AKI)患者の慢性腎臓病(CKD)への移行の可能

性を評価，AKI イベントを繰り返すほど腎機

能低下を起こしやすいことを示し，論文誌

Clinical and Experimental Nephrologyに投

稿し採録された。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

地域社会の保健医療ニーズを反映する研究成果を地域社会へ還元することによって，地 

域社会の保健医療水準の向上に貢献する。 

以下に，所属部署別の研究目的を記載する。 

 

（病理学） 

本講座は，附属病院病理診断部の診断，解剖も分担しているだけでなく，県内市中病院

の病理診断検査を年間約 3500 件受託し，地域医療に貢献している。これらの業務は，疾

患の確定診断として重要であるだけでなく，それぞれの施設の学会認定項目，施設認定に

関する項目，研修施設関連事項等の数値化困難ではあるが非常に重要な事項への貢献，本

講座所属教員が研究の発想を得る機会，さらに本講座の研究成果を地域に還元する機会と

して貴重であり，社会貢献活動の目的として掲げるものである。 

（法医学） 

法医実務活動を基盤として，法医学的・臨床法医学的・社会医学的研究を行う。これら

の成果は法医学の学術的発展ならびに法医鑑定・法医診断等に反映されて警察等および医

療機関を通じて地域社会の法的・医療的安定性に還元される。 

（環境医学） 

○国内外の地域医療保健に専門的視点から技術移転を行う。 

○職業性呼吸器病に関する研究を国内・国際政策に反映させる。 

・けい肺，石綿関連疾患患者の症例を収集し，じん肺エックス線分類の改訂に寄与する。 

・ILO/WHO世界けい肺撲滅作戦（GPES）を ILOじん肺専門家として推進する。 

○アレルギー疾患等に関する環境医学的研究成果を産学連携で実用化する。 

・動物モデルを応用し，アレルギー予防資材の開発，産学連携での製品化に貢献する。 

○医科学修士課程に設置されている環境医学に重点をおいた環境医学コースと連携し，国

内にとどまらずアジア・アフリカ・南米を含めた人材育成を行う。 

（公衆衛生学） 

地域の保健医療介護行政と連携して，健康長寿をキーワードとする実践活動の有効性を

科学的に評価して，根拠に基づく保健医療介護政策の推進に貢献する。 

（寄生虫学） 

・リーシュマニア症の分子疫学的な研究，食品由来寄生虫病についての研究を国内，国外

の研究機関と共同でおこない，これらの研究成果を地域社会・住民の健康問題改善に役

立てる。 

・他大学における寄生虫学，衛生動物学，熱帯医学に関連する講義をおこない，将来を担

う学生の資質向上を図る。 

（医学情報センター） 

地域関連病院との間で情報共有を促進するシステムの実現により，地域において限られ

た医療資源のもとに最適な医療を実現することに貢献する。また，災害時における医療の

継続を保証するためのシステムの実現を目指す。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（病理学） 

病理組織検査を直接担当し，地域医療への貢献を促し，大学の専門性を生かした研究成

果の還元を行うよう努力する。 
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（法医学） 

司法解剖・死体検案・法医学的検査の実施，法医鑑定・法医診断の実施，警察鑑識捜査

や児童相談所への法医学的支援・コンサルティング，医師・司法機関関係者等への法医学

の啓発等を継続して行う。 

（環境医学） 

国際社会，日本国内，四国，高知県など様々な視点から社会的ニーズを捉え，環境医学

に関わる研究内容を社会に還元し，国立大学法人としての責任を果たす。 

（公衆衛生学） 

地域の保健医療福祉施策が科学的根拠に基づいて推進されることに貢献する。 

（寄生虫） 

（1）地域医療機関と寄生虫病・衛生動物についてのコンサルテーション 

（2）地域の大学等教育機関での講義・実習 

（医学情報センター） 

（1）地域関連病院との間で情報共有を促進するシステムの実現により，地域において限

られた医療資源のもとに最適な医療を実現することに貢献する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（病理学） 

高知県内市中病院の病理組

織検査を受託するとともに，医

師派遣依頼にも応じ，地域医療

に貢献する。大学の専門性を活

かし，研究成果の還元を意識す

る。 

（病理学） 

高知県内市中病院の病理組

織検査を受託するとともに，

医師派遣依頼にも応じ，地域

医療に貢献する。大学の専門

性を活かし，研究成果の還元

を意識する。 

（病理学） 

高知県内市中病院の病

理組織検査を受託すると

ともに，医師派遣依頼にも

応じ，地域医療に貢献し

た。大学の専門性を活か

し，研究成果の還元を意識

した。 

（法医学） 

（1）死因究明等推進協議会に

出席し，本県における死因

究明等の諸問題解決に資

するよう意見交換を行う。 

（2）児童相談所からの依頼に

ついて積極的に対応する。 

（法医学） 

（1）死因究明等推進協議会に

出席し，本県における死因究

明等の諸問題解決に資するよ

う意見交換を行った。 

（2）児童相談所からの創傷鑑

定依頼について積極的に対応

した。 

（法医学） 

（1）死因究明等推進協議

会にて本県における死因

究明等の諸問題解決に資

する意見交換を行った。

（年１回） 

（2）児童相談所からの創

傷鑑定依頼について積極

的に対応した。（月１回程

度） 

（環境医学） 

・国際機関，海外大学，NGO 等

との協力により，国際保健

（労働衛生，地域保健，学校

保健等）に関する技術協力を

実施する。 

・国内での政府機関，自治体か

（環境医学） 

（１）国際労働機関(ILO)じん

肺講習会講師（於：インドネ

シア） 

ここ数年，東南アジア諸国（タ

イ，ベトナム）におけるじん

肺胸部エックス線読影講習に

左の取組状況に記載のと

おり 
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らの要請により保健政策に

関与する。地域医療機関，地

域企業からの医師派遣要請

により地域医療，産業保健活

動を実施する。職業性疾病に

関するコンサルテーション

を受ける。 

ILO より依頼され講師として

参加しているが，今回もイン

ドネシア厚生労働省と ILO 共

催のじん肺講習会に講師とし

て参加した。 

（２）国際労働機関と米国国

立 職 業 安 全 衛 生 研 究 所

（NIOSH）の招聘により国際じ

ん肺分類へのデジタルエック

ス線写真導入を含めた改定会

議に参加し貢献した。 

（３）全国労働衛生連合会の

胸部エックス線専門委員会で

委員として全国の健診に使わ

れている胸部エックス線検査

の画質評価を行った。これを

元に，同連合会主催の講習会

において医師及び診療放射線

技師を対象として講演を行っ

た。 

（公衆衛生学） 

地域の保健医療福祉施策が

科学的根拠に基づいて推進さ

れることに貢献できるよう，地

域の保健医療福祉行政機関か

らの委託研究依頼と審議会委

員委嘱に対応する。 

（公衆衛生学） 

・高知県国保連合会保健事業

支援・評価委員会委員長とし

て市町村の保健事業を支援し

た。 

・室戸市からの受託研究とし

て住民の受療動向を分析し地

域医療計画を策定した。 

（公衆衛生学） 

・県内 18 市町村国民健康

保険に対して保健事業の

相談・支援を行った。 

 

・室戸市地域医療計画を立

案し市議会の承認を得て

策定された。 

（寄生虫） 

（1）開業医・病院 

 

（2）高知県立大学，高知学園 

（寄生虫） 

寄生虫・衛生動物に関するコ

ンサルテーション 

感染症（微生物学・寄生虫学・

衛生動物学）に関する講義 

（寄生虫） 

30症例について回答 

 

高知県立大学看護学部 

学生授業評価 4.3 

（医学情報センター） 

（1）H29 年度に実現した高知

大学医学部附属病院・高知

県立あき総合病院診療情

報相互参照システムを維

持し，改善改良を進める。 

（2）高知県内の在宅医療・介

護連携 ICT システムの維

持と改善改良のために協

力する。 

（3）高知県下の医療機関につ

いて,災害時における医療

の継続を保証するための

地域医療情報共有システ

ムの実現に協力する。 

（医学情報センター） 

(1)平成 31年１月１日の高知

大学医学部附属病院総合

医療情報システムの更新

に対応して相互参照シス

テムも更新・維持した。 

(2)奥原が在宅医療・介護連携

の ICT 連携システム構築

事業運営協議会委員とし

てシステムの維持・運営に

協力した。 

(3)奥原が高知県医療情報通

信技術連絡協議会地域医

療連携委員会，高知県医療

ICT連絡協議会顧問として

システムの実現に協力し

左の取組状況に記載のと

おり 
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た。 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（病理学） 

高知県内市中病院の病理組織検査を受託するとともに，医師派遣依頼にも応じ，地域

医療に貢献する。大学の専門性を活かし，研究成果の還元を意識し，また同検査を直接

担当させ，地域医療への貢献を促し，大学の専門性を生かした研究成果の還元を行うよ

う努力した。 

（法医学） 

法医解剖，死体検案，警察鑑識捜査への法医学的支援・コンサルティング，児童相談

所からの相談対応，死因究明等推進協議会出席（委員長）。 

（寄生虫学） 

県内外の医療機関へのコンサルテーション（寄生虫・衛生動物関連）をおこなった。 

（医学情報センター） 

平成 31年 1月 1日の高知大学医学部附属病院総合医療情報システムの更新に対応して

高知大学医学部附属病院・高知県立あき総合病院診療情報相互参照システムも更新・維

持した。本システムは，2018 年 1 月から 2019 年 3 月までの間に合計 4108 回の利用があ

り，高知県東部と高知大学医学部附属病院を結ぶ太い情報の絆となっている。 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

1/臨床医学部門 
229/368 

自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：臨床医学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：寺田 典生 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 26 0 0 0 

准教授 21 0 2 0 

講師 25 0 4 0 

助教 84 0 21 0 

合計 156 0 27 0 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）専門領域の基盤的基礎研究ならびに臨床研究を発展させ，先端医療学推進センタ

ーを中心に実施する。 

（2）地域のニーズを取り上げ，地域に貢献出来る基礎医学と臨床医学とを統合した研

究を推進し，その成果に基づいて地域医療に貢献する。 

（3）地域医療を支える高度な専門知識・技術並びに豊かな人間性を備えた医療人を養

成する。 

（4）国際的で高度な学術研究の推進とそれを担う医学研究者や優れた研究能力を備え

た人材を育成する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）医療学系プロジェクト研究を，研究者・研究費を集約した先端医療学推進センター

及び次世代医療創造センターを中心に附属病院と一体的に推進し，国際水準の専門

性の高い研究成果の発信とともに、「小児脳性麻痺に対する自己臍帯血輸血による

治療研究」をはじめとする再生医療における臨床及び基礎研究などに取り組み，特

色ある先端医療研究を実施し，新しい診断・治療法の開発・導入を推進する。 

（2）先端医療の確立と研究成果を医療現場へ還元するため、がんに対する集学的治療

や低侵襲手術の適応拡大，がん緩和治療の充実を行うとともに，高知県の特徴的な

疾患に対し地域の医療機関と連携を行い治療・予防など患者の QOL 向上を図る。 

（3）特色ある先端医療研究として、泌尿器領域の革新的医療戦略プロジェクトを立ち

上げ、①PDS(Photodynamic Screening)：がんスクリーニング ②PDD(Photodynamic 

Diagnosis)：光線力学診断 ③PDT(Photodynamic Therapy)：光線力学治療の３領

域を柱とした基礎研究や開発研究を行い、学外工学系の研究機関などの様々な専門

領域における異分野融合の連携を推進する。 

（4）パートナーシップに基づく地域医療を実践するため，医療・介護に関わる他職種の

連携により，患者が安心して在宅療養を送ることを目的に，ICT を活用した医療・

介護情報共有システムによる連携強化を図る。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）特色ある先端医療研究として，泌尿

器領域の革新的医療戦略プロジェク

トを立ち上げ，①PDS (Photodynamic 

Screening)：がんスクリーニング 

②PDD(Photodynamic Diagnosis)：光

線力学診断  ③ PDT(Photodynamic 

Therapy)：光線力学治療の３領域を

柱とした基礎研究や開発研究を行

い，学外工学系の研究機関などの

様々な専門領域における異分野融合

(1) がんの光線力学診断の実用化 

平成 29年４月に設置した光線医療に関する

診療，研究，教育を行う国内初の「光線医療

センター」において，膀胱がんに対する光線

力学診断用剤として研究開発を進めてきた

５-アミノレブリン酸塩酸塩が，平成 29 年

９月に「アラグリオ顆粒剤分包 1.5ｇ」とし

て薬事承認を取得した。平成 30年１月より

臨床使用を開始し，現在国内 300 施設で使

用されるとともに，腎盂尿管がんに対して
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の連携を推進する。 も多施設共同臨床試験を実施している。ま

た，高知大学を含む多施設において，膀胱癌

だけでなく，胃癌・腹膜播種に対する治験も

行われており，今後光線力学診断を用いる

ことにより，手術後の再発を減少させるこ

とが期待される。 

(2) 地域企業と連携した新しい医療機器の

開発 

本学医学部と医療機器開発ベンチャー企業

（高知市）の共同研究チームは，平成 29年

度に，人工透析を受ける患者の腕のシャン

ト血管を近赤外光を使って可視化すること

に世界で初めて成功し，針刺しを手助けす

る医療機器を開発した。平成 30年度には，

「留置針による橈骨動脈穿刺」の手技にお

いて，従来は橈骨動脈の拍動の位置を触知

して穿刺する触知法が用いられているが，

近赤外光の特性を利用して橈骨動脈を可視

化できる血管可視化装置を開発し，製品化

することに成功した。 

(3) 臍帯血幹細胞を用いる再生医療研究の

推進 

「小児脳性麻痺など脳障害に対する自家臍

帯血単核球細胞輸血」という題目で，安全性

観察を第一目的とする臨床研究を実施して

いる。目標症例数６例は，計画より１年早

く，平成 30年４月末までに達成した。今後，

３年間追跡調査を行う。 

基礎研究では，ヒト臍帯血内単核球レパー

トリーの推移，脳障害マウスモデルを用い

た臍帯血幹細胞療法のメカニズムを解析し

ており，シンポジウム「臍帯血幹細胞治療の

基礎と臨床―脳性麻痺疾患治療はどこまで

解明されたか―」を開催し，研究成果報告と

記者発表を行った。 

(4) 免疫炎症性難病に対する新しい治療

法・診断法の開発を目指したシーズ探索研

究 

平成 29年４月に設置した診療科を横断して

免疫炎症性難病の診療治療を専門とする免

疫難病センターにおいて，効果的な治療法

が十分開発されていない免疫炎症性難病の

創薬を目指した新たな産学官連携研究とし

て，３アカデミア，３製薬企業による免疫炎

症性難病創薬コンソーシアムをスタートし

た。診断・治療・臨床的評価を均一化させる

ことにより，地域格差のない免疫炎症性難

病治療が可能となる。創薬研究に重要な制

度の高いデータの集積を行い効率的な新た
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な治療薬の開発を目指す。 

(5) がんの集学的治療・低侵襲手術の適応

拡大 

①国内初の組織として平成 29年４月に設置

した，光線医療に関する診療，研究，教育を

行う「光線医療センター」において，消化管

がん，乳がん，心臓血管障害，肺がん，脳腫

瘍，脳血管障害，皮膚表皮内がん，膀胱がん，

前立腺がん，腎孟・尿管がんなどを対象疾患

として，「インドシアニングリーン(ICG)を

用いた診断と治療」，「近赤外線分光法を用

いた診断」，「５－アミノレブリン酸(５-

ALA)による光線力学診断(PDD)と光線力学

治療(PDT)」，「狭帯域光観察(NBI)」などの最

新の光線医療技術を用いた集学的治療の開

発・実用化を進めている。開設２周年を迎

え，顧問，専任研究員を配置するなど体制強

化を図り，診断範囲の拡大や光線による治

療技術の開発などに向け，より積極的な開

発研究を推進している。 

②最新型ロボット手術支援システム（ダヴ

ィンチ Xi）による手術の保険適用の範囲が

拡大し，これまでは前立腺がんと腎臓がん

に限られていたが，新たに膀胱がん，直腸が

んなどの術式が加わった。今後，胃がん等へ

の適応拡大に向け低侵襲外科手術をさらに

発展させるための環境整備を進める。腎腫

瘍に対する低侵襲治療として，凍結療法 15

症例及びロボット支援腎部分切除術 50 症

例，その他低侵襲治療としてロボット支援

施術を，前立腺癌 420 症例，膀胱癌 10症例

実施した。 

③平成 30年度に「がんゲノム医療連携病院」

として厚生労働省に指定され，設備等の整

備に努めており，平成 31 年度より遺伝子パ

ネル検査を用いたがんゲノム医療を開始す

る。がんゲノム医療は，一人ひとりのがんの

個性（原因）を明らかにし，患者さんにより

適した治療薬の情報をご提供する次世代の

がん治療であり，遺伝子レベルで自身のが

んを知ることは，治療薬などの治療方針の

選択に役立ち，副作用の軽減や病状の緩和

などが期待できる。 

（2）学内で開催されている KMSリサーチ

ミーティングを通じて若手研究者に

研究資金を得る機会を設け，その育

成に努める。とくに，高知工科大学と

の交流を重視し，活発に共同研究を

行い，活性化を図る。 

高知県内の大学・研究、機関で行われている

医学・医療に関わる研究の発表の場として

行われている KMS リサーチミーティングが

平成 31 年 2 月 6・7 日に開催され、62 演題

のポスター発表と活発な意見交換及び質疑

応答が行われた。今後も新たなアイディア
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や連携の創出に向けた取り組みを推進す

る。 

（3）外部資金（科学研究費、研究助成費、

奨学寄附金、受託研究費など）は，該

当スタッフ全員の応募を推進し，外

部資金の獲得に努める。科学研究費

の説明会等で，積極的なプレゼンテ

ーションを行い，とくに若手の教員

のモチベーションを高め，科研費へ

の応募増加・採択率の向上を図る。 

科研費特別講演会、科研費申請に関する講

演会に積極的に参加を促すとともに、学内

外講師によるブラッシュアップを受けるな

ど、申請率及び採択率向上に向けた取り組

みを推進している。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数 66 73 37 

論文数 252 317 316 

（内数:査読

付き論文） 

225 301 302 

【主要な研究成果を記載してください】 

（記載なし） 

 

（2）その他 

・免疫難病センターの研究論文が米国癌学会誌『Molecular Cancer Therapeutics』に

掲載された。 

・医学部附属病院 内科（内分泌代謝・腎臓）医員 猪谷哲司医師が第 61回日本腎臓学

会総会において優秀演題賞を受賞した。 

・免疫難病センターの仲哲治教授らの研究グループの共同研究の成果が、米国の実験医

学誌『Journal of Experimental Medicine』に掲載された。 

・麻酔科学・集中治療医学講座 河野 崇 准教授が、 Asia Pacific Society for Biology 

and Medical Sciences Scientist Award 2018を受賞した。 

・外科学(外科 2)講座 穴山貴嗣 准教授らの研究成果が国際学術誌 Scientific 

Reports に掲載され、国際特許も出願された。 

・免疫難病センター 仲哲治教授らの研究グループが日本初の、潰瘍性大腸炎及びクロ

ーン病における病態把握の補助となる血清バイオマーカー（LRG）について承認取得し

た。 

・「ミョウガの健康食品としての価値の創出及び多分野利用に関する研究開発」が平成

30 年度高知県産学官連携産業創出研究推進事業委託業務新規テーマに採択された。 

・免疫難病センターの仲 哲治教授の研究課題が H30 年度、国立研究開発法人日本医療

研究開発機構(AMED) 医療分野研究成果展開事業 産学連携医療イノベーション創出プ

ログラム・基本スキーム（ACT-M）に採択された。 

・医学部 小児思春期医学講座 藤枝幹也教授が Pediatric International Best 

Reviewer Award 2017を受賞した。 

・医学部 外科学講座外科 1 宗景匡哉先生が、2018年度日本人工臓器学会大会賞優秀賞

を受賞した。 

・医学部 皮膚科学講座 中島英貴講師、高石樹朗助教が第 33 回日本乾癬学会学術大

会において第 1回 Janssen Psoriasis Award を受賞した。 

・大学院医学専攻博士課程 4年 上羽佑亮さん (脳神経外科学講座) が筆頭著者、薬理
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学講座 東洋一郎助教が責任著者の研究論文が Biochemical and Biophysical Research 

Communications誌に採択された。 

 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

・科学研究費補助金 56件 95,290千円 

 

（2）その他 

  ・共同研究 46件 141,028千円 

  ・受託研究 17件 285,209千円 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

・運営費交付金の削減による科研費などの外部資金の獲得の必要性 

・研究費の不足や研究施設、設備の老朽化 

・技官の不足など技術的な機能が不十分 

・教授会等管理的業務の多忙化 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述[公表項目] 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）平成 29年４月に設置した光線医療に関する診療，研究，教育を行う国内初の「光

線医療センター」において，膀胱がんに対する光線力学診断用剤として研究開発を

進めてきた５-アミノレブリン酸塩酸塩が，平成 29年９月に「アラグリオ顆粒剤分

包 1.5ｇ」として薬事承認を取得した。平成 30年１月より臨床使用を開始し，現在

国内 300施設で使用されるとともに，腎盂尿管がんに対しても多施設共同臨床試験

を実施している。 

（2）本学医学部と医療機器開発ベンチャー企業（高知市）の共同研究チームは，「留置

針による橈骨動脈穿刺」の手技において，従来は橈骨動脈の拍動の位置を触知して

穿刺する触知法が用いられているが，近赤外光の特性を利用して橈骨動脈を可視化

できる血管可視化装置を開発し，製品化することに成功した。 

（3）「小児脳性麻痺など脳障害に対する自家臍帯血単核球細胞輸血」という題目で，安

全性観察を第一目的とする臨床研究を実施している。目標症例数６例は，計画より

１年早く達成し、今後，３年間追跡調査を行う。 

（4）平成 29年４月に設置した診療科を横断して免疫炎症性難病の診療治療を専門とす

る免疫難病センターにおいて，効果的な治療法が十分開発されていない免疫炎症性

難病の創薬を目指した新たな産学官連携研究として，３アカデミア，３製薬企業に

よる免疫炎症性難病創薬コンソーシアムをスタートした。 

２ その他 

（1）国内初の組織として平成 29年４月に設置した，光線医療に関する診療，研究，教

育を行う「光線医療センター」において，消化管がん，乳がん，心臓血管障害，肺

がん，脳腫瘍，脳血管障害，皮膚表皮内がん，膀胱がん，前立腺がん，腎孟・尿管

がんなどを対象疾患として，「インドシアニングリーン(ICG)を用いた診断と治療」，

「近赤外線分光法を用いた診断」，「５－アミノレブリン酸(５-ALA)による光線力学



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

7/臨床医学部門 
235/368 

診断(PDD)と光線力学治療(PDT)」，「狭帯域光観察(NBI)」などの最新の光線医療技

術を用いた集学的治療の開発・実用化を進めている。開設２周年を迎え，顧問，専

任研究員を配置するなど体制強化を図り，診断範囲の拡大や光線による治療技術の

開発などに向け，より積極的な開発研究を推進している。 

（2）最新型ロボット手術支援システム（ダヴィンチ Xi）による手術の保険適用の範囲

が拡大し，これまでは前立腺がんと腎臓がんに限られていたが，新たに膀胱がん，

直腸がんなどの術式が加わった。今後，胃がん等への適応拡大に向け低侵襲外科手

術をさらに発展させるための環境整備を進める。腎腫瘍に対する低侵襲治療とし

て，凍結療法 15症例及びロボット支援腎部分切除術 50症例，その他低侵襲治療と

してロボット支援施術を，前立腺癌 420症例，膀胱癌 10症例実施した。 

（3）平成 30年度に「がんゲノム医療連携病院」として厚生労働省に指定され，設備等

の整備に努めており，令和元年度より遺伝子パネル検査を用いたがんゲノム医療を

開始する。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）臨床医学部門は，教育，研究，診療という医学部特有の３大使命を担っている。こ

の使命に基づいて作成された中期目標や計画に従い遂行し，その活動は地域の大学

として地域社会の要請に応え，また産業界との協力関係を保ち，さらに国際社会と

の交流・開発途上国の人材育成への支援の実施などを行い社会に貢献する。 

（2）医学・看護学教育等により，地域の医療活動を支え，それに貢献する医師・看護

師・保健師等を育成する。 

（3）医学・看護学研究を推進し，高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域にそ

の研究成果を還元し，地域医療に貢献する。 

（4）附属病院での診療活動により，高度先進医療を地域住民に提供する。 

（5）産業界と連携し研究成果を社会に還元する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）教育・情報活動等による社会貢献。 

① 地域の医療機関や保健機関への医療支援と医療従事者の派遣を行う。 

② 地域住民の医学・医療に対する多様なニーズに応える。 

③ 高度先進医療を推進し，地域医療に反映する。 

これらの活動を通し，地域との連携を促進し，地域の活性化と地域社会の福祉の向

上を実現する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）県民の医療，疾病，健康

に関する多様化したニー

ズに積極的に対応しつつ，

地域医療支援ネットワー

クの構築とその発展を推

進する。 

地域医療の中核機関の役割を

担うため、平成 28 年度から

ICTを活用した「高知医療介護

情報連携システム」（高知県補

助事業）を構築し，高知県下の

医療機関・介護事業所との連

携に取り組んでいる。 

 

参加事業所数拡大のため、

県・市町村・職能団体等と

協力し説明会・事業所訪問

等を積極的に行い、参加事

業所数は平成 29 年度末の

88事業所から、平成 30年

度末現在、135事業所と増

加している。平成 31 年度

は、地域の多職種を対象と

した研修会・説明会（10

回，約 400 名参加）、運用

WG12 回、医療機関を含め

た事業所訪問（のべ 156

回）を実施した。 

また、入院患者の状態に合
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わせたスムーズな転院を

実現し、さらに高知県内医

療機関の病床機能分化・連

携を促進するため、ICTを

活用した転院支援システ

ムの開発を行った。令和元

年度より運用を開始する。 

（2）地域の医療機関，医師会，

看護協会，薬剤師会，臨床

検査技師会，診療放射線技

師会と協力し，医師ならび

に看護師・薬剤師・臨床検

査技師，診療放射線技師等

のメディカルスタッフに

対するリカレント教育，チ

ーム医療教育，各種講演会

を実施する。 

・第 1 期から継続して実施し

ているチーム医療合同講演を

開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

・市民公開講座として、在宅

療養（介護）をテーマに開催し

た。 

 

 

 

・公開講座を開催することに

より、国民のがんに対する知

見を深める機会を提供する。 

 

 

 

 

・各種ワークショップ、出前

事業等を開催した。 

・がんプロコースの学生

（医師）1名が参加し、講

演やワークショップを通

して、AYA 世代がんに対す

る知識を深めた。また、連

携大学の多職種の学生や

教員が一同に会してワー

クショップを行うことに

より、多職種の意見交換の

場となった。 

・訪問診療や訪問看護、ケ

アマネージャーやデーサ

ービスといった、在宅療養

を支える多職種が講師を

務め、講演を行い参加者は

40名であった。 

・最新のがん治療をテー

マに開催した市民講座で

は、30名の参加があった。 

・産学官民が連携し継続

して開催している高知県

がんフォーラムでは、300

名の参加があった。 

・医療と介護の連携をテ

ーマに多職種を対象とし

た、ワークショップ（参加

者 30 名）および講演会（参

加者 55名）を開催した。 

・がんプロ教員が近隣の

小中高へ出向き、がんにつ

いての出前事業を行った。

小学校 5回、中学校 1回、

高校 1回で開催し、参加者

は 319 名であった。 

・岡山大学の豊岡伸一先

生を招聘し、ゲノム医療に

ついての講演会を開催し、

参加者は 84名であった。 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）多職種が連携し、地域に即した切れ目のない医療の提供を目指して、医療スタッ

フを対象に研究会、講演会を複数回開催した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：医学教育部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：関 安孝 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 4 1 0 0 

准教授 4 0 2 1 

講師 3 0 0 1 

助教 2 1 2 0 

合計 13 2 4 2 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）優れた医療人育成のため,より質の高い新たな教育手法および評価法（学生評価お

よび教育プログラム評価）を開発する。 

（2）医学教育分野別国際認証評価受審に向けて Institutional Research に取り組む。 

（3）新入試制度において,医療人としての適切な資質を見極める事のできる選抜法を開

発する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）医学教育分野別国際認証評価受審に向けた体制づくりと並行して，グローバルス

タンダードを意識した，教育研究の実施をめざす。 

（2）平成 32年度末からの新入試制度の 2 年前予告（30年度末）に向け,各入試形態で

の新たな選抜方法の開発に取り組む。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）教養・基礎科目に加え，臨床科目お

いてチーム基盤型学修（TBL）形式の

講義の導入を進め，能動的な学習法

の普及を目指し，その方法を開発す

る。瀬尾教授（総合診療部）を中心に

藤田准教授，野田講師（医学教育創

造・推進室），関教授（生体分子構造

学）が協力する。 

（1）教養科目として医学科１年生のスポー

ツ科学講義（野田），医科物理学Ⅰ・Ⅱ

（関），基礎臨床科目として３年生の内

科学総論（瀬尾，藤田，野田，関），４

年生の PBL4（瀬尾，藤田，野田，関，但

し一部）においてチーム基盤型学修

（TBL）を実践した。タブレット端末や

web を利用し，高い効率化を実現した。

これらの結果を 2 件の学会発表にて公

表した。 

（2）平成 32 年末に迫った，新大学入試

制度に向けて，各種の入試形態の調

査・研究を行う。医学教育 IR室にデ

ータを集中させることにより，これ

までの入試の評価を実施する。本県

の将来的な研修状況および医師の勤

務状況と入試形態との関係を，家庭

医療学講座と連携のもと，調査・研究

する。 

（2）新大学入試制度で必須となる入学前教

育を「高知大学入学前 moodle」（アドミ

ッションセンター大塚）を利用し，医学

科 AO 入試Ⅰで合格した 30 名の学生に

実践した。約 5カ月間に 5課題（担当：

高田，関，福留，藤田）を実施した。結

果を学会発表した。 

また，地域枠学生の将来的な本県へ

の着実な定着を目指し，推薦入試Ⅱ（四

国瀬戸内地域枠）の過去 10年分の入試

データを医学教育 IR 室（関）で分析し，

結果を医学部入試委員会へ提出した。 

（3）高知県の地域医療に重要な役割を果

たす医療人育成のための教育法につ

いて，家庭医療学講座を中心に検討

（3）高知県の山間地域を訪れ，地域の方々

との交流を通して地域医療を考える，

家庭医道場を平成３０年度も２回（馬
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する。 路，梼原）実施した。実行委員である学

生のアイディアを実現するため，家庭

医療学講座（阿波谷）を中心に当部門

（関，藤田）や看護学部門の教員がサポ

ートして実施された。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数 5 1 3 

論文数 6 8 11 

（内数:査読

付き論文） 

5 7 9 

【著 書】 

・瀬尾 宏美（篠原出版新社）「TBLの現状と課題」 

・瀬尾 宏美（南江堂）「深部静脈血栓症、血栓性静脈炎」 

・瀬尾 宏美（南江堂）「低血圧、起立性低血圧」 

 

【原著論文】 

・Matsumoto K, Takeuchi S, Uehara Y, Matsushita M, Arise K, Morimoto N, Yagi Y, Hiromi Seo，
Transmission of methicillin-resistant Staphylococcus aureus in an acute care hospital in Japan, J 
Gen Fam Med., 20(1), p13-18. 2018 

・Furukawa TA, Kato T, Shinagawa Y, Miki K, Fujita H, Tsujino N, Kondo M, Inagaki M, Yamada 
M., Prediction of remission in pharmacotherapy of untreated major depression: development and 
validation of multivariable prediction models., Psychol Med, 1-9, 2018 
・Kato T, Furukawa TA, Mantani A, Kurata K, Kubouchi H, Hirota S, Sato H, Sugishita K, Chino 
B, Itoh K, Ikeda Y, Shinagawa Y, Kondo M, Okamoto Y, Fujita H, Suga M, Yasumoto S, Tsujino 
N, Inoue T, Fujise N, Akechi T, Yamada M, Shimodera S, Watanabe N, Inagaki M, Miki K, Ogawa 
Y, Takeshima N, Hayasaka Y, Tajika A, Shinohara K, Yonemoto N, Tanaka S, Zhou Q, Guyatt GH,  
Optimising first- and second-line treatment strategies for untreated major depressive disorder - 
the SUN◯D study: a pragmatic, multi-centre, assessor-blinded randomised controlled trial., 
16(103), p1-16, 2018 
・Yamasaki F, Takeuchi S, Uehara Y, Matsushita M, Arise K, Morimoto N, Seo H, Prevalence and 
characteristics of methicillin-resistant Staphylococcus aureus in community residents of Japan, J 
Gen Fam Med. 19(3), p1–5, 2018 
・Matsushita M, Takeuchi S, Kumagai N, Morio M, Matsushita C, Arise K, Awatani T, Booster 
influenza vaccination confers additional immune responses in an elderly rural community-
dwelling population. American Journal of Infection Control, 46, p462-463, 2018 
・Okazaki M, Nakamura M, Imai A, Asagiri T, Takeuchi S, Sequential occurrence of Graves’ 
disease and immune thrombocytopenic purpura as manifestations of immune reconstitution 
inflammatory syndrome in an HIV-infected patient. International Journal of STD & AIDS, 29,  
p834-836, 2018 
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・Okazaki M, Okazaki M, Nakamura M, Asagiri T, Takeuchi S, Consecutive hypoglycemia 
attacks induced by co-trimoxazole followed by pentamidine in a patient with acquired 
immunodeficiency syndrome. International Journal of STD & AIDS, 30, p86-89, 2019 

・野田智洋，「かかわる・わかる・できる」を促す ICTの効果的な活用方法，体育科教

育，66巻 5号, p36-39，2018 

・藤田博一，今必要な精神医療における家族支援?家族への心理教育を軸として?うつ病

の家族心理教育，日本精神神経学雑誌，121巻 2号，p124-130, 2019 

・江田仁海，市川彩子，阿波谷敏英，医療現場における高知の方言集の作成と有用性の

検討，高知県医師会雑誌，23巻 1号，p122-129, 2018 

・大塚智子，関安孝，喜村仁詞，武内世生，インターネットを介した入学前教育「高

知大学入学前 moodle」－学習意欲維持への試み－，大学入試研究ジャーナル，29 巻，

p29-35，2019 

 

（2）その他 

【学会発表】 

・大塚智子  インターネットを介した入学前教育「高知大学入学前 moodle」―アドミ

ッション・ポリシーに関する「自己評価」への試み―，平成 30 年度全国入学者選抜研

究連絡協議会大会（2018/05/25-26, 東京） 

・福留恵子，プライマリ・ケアの現場における指導医評価（３６０度評価）の開発，日

本プライマリ・ケア連合学会（2018/06/16-17, 津市） 

・藤田博一，今必要な精神医療における家族支援?家族への心理教育を軸として」，うつ

病の心理教育，第 114回日本精神神経学会総会（2018/06/21-23, 兵庫） 

・関安孝，中村成芳，アポミオグロビンの酸変性状態と尿素変性状態の構造的な差異，

第１８回日本蛋白質科学会年会（2018/06/26-28, 新潟市） 

・藤田博一 ，気分障害の心理教育の実際と展開，うつ病の心理教育のエビデンスと実

践，第 15回日本うつ病学会総会（2018/07/27-28, 東京） 

・瀬尾宏美，医学教育資源ポータルに関する調査，第 50回日本医学教育学会大会 パネ

ル・ディスカッション：みんなで作る日本版 MedEdPORTAL─「MEAL-J」をめざして─

（2018/08/03-04,東京） 

・関安孝 , 藤田博一 , 山下竜右, 瀬尾宏美，医学生のための物理学における能動的学

習，第 50回日本医学教育学会大会（2018/08/03-04,東京） 

・田村友里, 藤田博一 , 原淳也, 高田淳 , 瀬尾宏美，研究コースを履修する医学生に

おける医学英語教育のニーズ調査，第 50 回日本医学教育学会大会（2018/08/03-04,東

京） 

・藤田博一 , 関安孝 , 野田智洋 , 山下竜右, 北村聡子 , 瀬尾宏美 , 高田淳，医学部

1年生への行動科学の取り組み，第 50回日本医学教育学会大会（2018/08/03-04,東京） 

・野田智洋，幼児におけるスキップ動作の段階的指導法：送り足からの導入，日本体育

学会（2018/08/24, 徳島市） 
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・Seki Y, Method for deriving information of the structural distribution of amino acid residues of 
unfolded proteins from their chemical shifts, The 56th Annual Meeting of the Biophysical Society 
of Japan, Okayama Japan, 2018/09/15-17 
・野田智洋，塩見一成 幼児におけるスキップ動作の段階的指導法：サイドステップか

らの導入，日本子ども学会（2018/11/10-11, 京都市） 

・木田風歌、阿波谷敏英 、松下雅英 ，へき地において遠隔診療のニーズはあるか，第

18 回日本プライマリ・ケア連合学会四国地方会（2018/11/17-18, 徳島市） 

・中村美保、前田英武、岡崎雅史、西田拓洋、四國友里、朝霧正、坂本紗友里、武内世

生 ，他機関の連携による短期記憶障害患者の在宅療養移行支援 第 32 回日本エイズ学

会学術集会（2018/12/02-04 大阪） 
 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

・藤田 博一  科研費 基盤（Ｃ）代表 家族への心理教育がうつ病の予後を改善さ

せる効果の検討 

・藤田 博一  科研費 基盤（Ｃ）分担 心理教育のためのパニック症の精神症状経

過におよぼす家族環境の解析 

・武内 世生  科研費 エイズ対策政策研究事業 分担 ブロック拠点病院のない自

治体における中核拠点病院の機能評価と体制整備のための研究 

・関 安孝   科研費 基盤（Ｃ）代表 ベイズ推定水和構造を使った超精密小角Ｘ

線散乱計算法の高速化 

・大塚 智子  科研費 基盤（Ｃ）代表 入試における情意領域評価の評価指標・尺

度の確立―卒業後に亘る長期追跡調査― 

（2）その他 

・藤田 博一  学校法人東邦大学受託研究 代表 高知県における児童・思春期のメ

ンタルヘルスの向上を目指す包括的地域連携システムの構築 

・関 安孝   教育研究活性化資金 実施責任者 医学教育カリキュラム評価のため

のアンケート収集・管理・分析システムの構築 

 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

医学教育部門で行われている研究は,教育方法や教育の評価方法に関する内容が多く,

その点では特別な研究環境が必要なわけではなく,研究実施に支障をきたすような環境の

問題はとくにない。 
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2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）野田智洋，「かかわる・わかる・できる」を促す ICTの効果的な活用方法 

（2）大塚智子 インターネットを介した入学前教育「高知大学入学前 moodle」―アド

ミッション・ポリシーに関する「自己評価」への試み― 

（3）福留恵子，プライマリ・ケアの現場における指導医評価（３６０度評価）の開発 

２ その他 

（1）医学教育カリキュラム評価のためのアンケート収集・管理・分析システムの構築 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）医療のみならず，幅広い教養を含めた全人的な卒前，卒後教育を行う。 

（2）地域医療に貢献できる人材の育成をはかる。 

（3）高知県全体の医療人に対する生涯教育に貢献する。 

（4）地域住民への健康啓発活動に貢献する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）平成 29年度と同様に県外施設および学会等で地域医療教育およびアクティブラー

ニング（TBL 等）に関わる教育法の普及活動を積極的に行う。 

（2）積極的に地方行政および学外機関との協調をはかり,子供を含む地域住民の健康増

進に貢献する。 

（3）県内の医療施設と連携し,医療人の生涯教育に貢献する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）教育関連施設および他の

医療機関の医師を対象に，

指導医 WS よび生涯教育に

かかわる FD 等を継続的に

開催する。 

・第 17回高知県臨床研修指導

医養成ワークショップの運営

（2018年 9月 16-17日：瀬尾，

武内，藤田，小松，野田，北村） 

・第 18回高知県臨床研修指導

医養成ワークショップの運営

（2019年 1月 26-27日：瀬尾，

阿波谷，関，藤田，小松，野田，

北村） 

・第 17・18 回高知県臨床

研修指導医養成ＷＳにそ

れぞれ２４名が参加し,参

加者に対して報告書を送

付している。 

（2）行政との協力のもと,積極

的に地域住民への講演会

などを開催し,健康教育の

普及活動を実施する。 

・公開講座「幼児期における

運動遊びの重要性」（野田） 

・出前授業・指導「親子運動遊

び教室」他 33（野田） 

・高知県立学校副校長・教頭

研修会「「学力の三要素」に基

づく多面的・総合的評価と

は？」他 8（大塚） 

・高知大学出前公開講座「心

の健康と疾患」 他１（藤田） 

・Culture Café (RIBBLE)30 

・出前授業「タバコとがん～

タバコのワナ～」 他 6（北村） 

・講演会や普及活動に多

数協力し,のべ参加者数は

3,634 名にのぼる。 

・特に野田（1,060）,阿波

谷（1,442）は大きく貢献

している。 

・その他,インターネット

を介した活動もある。（大

塚,阿波谷） 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

8/医学教育部門 
246/368 

・高知市民フォーラム「その

人らしい逝き方と生き方を支

援する～アドバンス・ケア・プ

ランニング（ACP）～」 他 20

（阿波谷） 

（3）厚生労働省や医療系大学

間共用試験実施評価機構

など公的機関における医

学教育関連の業務・役割を

担い，また他大学の講義な

どを実施し，県内外の医学

教育活動に積極的に貢献

する。 

【公的機関の委員など】 

・厚生労働省 第 113回医師国

家試験 医師試験委員会委員

長（瀬尾） 

・高知県医師養成奨学貸与金

制度運営会議委員，他 4（阿波

谷） 

・CATO CBTブラッシュアップ 

専門部会員，他 1（藤田） 

・四国国立大学連合アドミッ

ションセンター管理運営委員

会委員,他 1（大塚） 

・西日本医科大学総合体育大

会理事 他 5（野田） 

・高知県の救急対応を考える

会（北村） 

 

【他教育機関で講義】 

・土佐リハ（野田，藤田） 

・高知リハ（大塚） 

・高知医療学院（大塚） 

・高知県立大（藤田） 

・早稲田大学大学院（阿波谷） 

【公的機関の委員など】 

・瀬尾は,医師国家試験委

員長の重責を担った。 

・阿波谷は高知県の地域

医療,臨床研修関連の役割

を多数担った。 

・高田,藤田は,共用試験

関連の役割を担った。 

・大塚は四国国立大学連

合の入試関係の役割を担

った。 

・野田は西医体の理事を

はじめ,地域住民の健康増

進に関わる役割を多数担

っている。 

・北村は高知県内の救急

対応に多数関わっている。 

 

【他教育機関で講義】 

・講義回数は計 92回,受講

者は計 411 名であり,多大

な貢献が認められる。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）県教育委員会との協力のもと，子供の健康指導増進活動における貢献（野田） 

（2）高知県臨床研修医養成ワークショップの運営による指導医に対する継続的な教育

活動（瀬尾 他） 

（3）地域医療教育に関する普及活動（阿波谷 他） 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

1/看護学部門 
247/368 

自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：看護学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：奥谷 文乃 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 6 0 4 0 

准教授 4 0 4 0 

講師 9 0 9 0 

助教 5 0 2 0 

合計 24 0 19 0 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）人々の健康の保持・増進に寄与できる研究を推進する． 

（2）研究成果を国内外に発信し，看護学の進歩に貢献する． 

（3）より良い看護者育成に向けた教育研究に取り組み，授業改善を推進する． 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）ライフサイクルと健康支援・高齢者の QOLに関する研究を推進する． 

（2）看護学教育プログラム開発に関する研究を推進する． 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（１）ライフサイクルと健康支援・高齢者

の QOLに関する研究 

①妊娠・出産・産褥女性に関する研究を推

進する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域協同の実践活動として，安田町の健

康づくり支援活動について分析し推進

する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①妊娠・出産・産褥女性に関する研究として、

子育て支援にかかる次の研究を EAFONS 第 22

回国際会議にて報告した． 
・Miyu Nakauchi, Kazuyo Ikeuchi, Nobuko 
Sekiya，Megumi Akamatsu: Relationship 
between smartphone dependence and physical 
symptoms of mothers in child rearing in Japan. 
・KazuyoIkeuchi, Ikuko Sobue, Yuki Shimotake, 
Nobuko Sekiya, Teruko Komatsu, Kayoko 
Hamada, Megumi Akamatsu: Experience as a 
single mother From the interview with mothers 
who raised adolescent children.  
②安田町の健康づくり支援活動について、現

在実施している看護実践力育成コース「地域

生活者支援概論および実習」では、3 次医療

圏の高知大学から 2 次医療圏の県立あき総合

病院、1 次医療圏の安田町に移動し、学生た

ちとともに安田町の健康障害を有する住民の

自宅に赴いて生活について尋ねて住民が健康

障害を有しても町で生き生きと人生の最期ま

で過ごすことができるような提案を行ってい

る．提案の発表会に参加する役場の職員や住

民の反応も良好で、学生たちの学びの場とし

ての環境とともに健康障害を有する住民への

生活の聞き取りをもとにした、健康づくりの

支援活動として有効な教育研究プログラムと

なっていると考えられる．この教育プログラ

ムに参加した学生を対象に学びの調査を行っ
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③ユズ成分経口摂取による抗メタボリッ

クシンドローム効果に関する研究を推

進する． 

④平成 29 年度農商工連携新商品等開発推

進事業費助成金による｢腸内環境を整え

る可能性を有した食品の安全性の確認

及び機能性の探索｣を推進する． 

 

⑤ヒトにおける脳内嗅覚情報処理過程並

びに嗅覚障害の新規の治療法に関する

研究を推進する． 

 

 

 

 

 

 

⑥保健医療情報のデジタル記録により蓄

積されたデータを活用した疫学研究並

びに，生涯を通じて基本的な医療履歴が

継承される仕組みとしての患者プロフ

ァイル情報の研究を推進する．（栗原先

生） 

た結果、現在の教育プログラムは過疎高齢化

地域の課題を解決するための看護師育成に有

効であると示唆された．これらの活動により、

地域貢献にける安田町広報誌の記載や住民と

の交流につながっている． 

③ 本計画については、平成 30 年度に設置さ

れた医学部共同研究講座「高知馬路村ゆず健

康講座」で実施することとなった． 

④ 本計画については、平成 30 年度に設置さ

れた医学部共同研究講座「高知馬路村ゆず健

康講座」で実施することとなった． 

 

 

⑤PET を用いて外傷性嗅覚障害の治癒過程に

おける脳内の修復部位を明らかにした．嗅覚

の認知機能が改善しない例では視床における

修復が高度であることから、あらたな神経回

路形成が起こっていることが示唆された．ま

た新たな治療法として期待される嗅覚刺激療

法に関しては、全国規模の臨床研究が計画さ

れている． 

 

⑥医療データベースから健常個体に近い準健

常個体の集団を抽出する方法の統計的妥当性

を評価する論文で指導学生が医学博士の学位

を取得した．患者プロファイル情報のコアデ

ータ項目群を設定するために意思決定支援に

着目する戦略を国際会議で報告した．また、

戦略について第 38 回医療情報学連合大会で

ワークショップを企画した． 

・ Irino S, Kurihara Y.: A Method for 

Deriving Quasi-healthy Cohorts From 

Clinical Data, Biomedical Informatics 

Insights, 10; 1–10 (2018). 

・ Y. Kurihara, et al.: An Approach to 

Clinical Decision Support by Establishing 

Abundant and Reliable Patient Profile 

Information, Decision Support Systems and 

Education - Help and Support in Healthcare, 

Zagreb, 2018. 

・栗原幸男、他：公募ワークショップ、臨床

意思決定支援の要としての患者プロファイル

情報（PPI）を考える、第 38 回医療情報学連

合大会、福岡、2018. 

（２）看護学教育プログラム開発に関する

研究 

①「e-ポートフォリオを活用した学生の看

護実践能力習得レベルの把握と評価」に

取り組む． 

 

 

①２年から４年までの学生についても、従来

の紙ベースから e-ポートフォリオへのデー

タ入力が終了した．活用方法については今後
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② 【 地 域 課 題 に 即 し た 看 護 ケ ア を

innovation できる看護師の育成・輩出

を目ざした看護師育成プログラムの開

発】に向けた基礎的調査を推進する． 

の課題である． 

②担当教員が転出したため、活動は停止した． 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数  9  2 3 

論文数 27  9 9 

（内数:査読

付き論文） 

25  8 8 

【主要な研究成果を記載してください】 

著書： 

1．奥谷文乃 : 嗅覚刺激療法. 「わかりやすい感覚器疾患」日本医師会雑誌 147 特別号(1)：
279-280，2018 
論文： 

2．Satoshi Irino，Yukio Kurihara: A Method for Deriving Quasi-healthy Cohorts From 
Clinical Data．Biomedical Informatics Insights．10．1-10．2018 (https://doi.org 
/10.1177/117822261877775) 
3．栗原幸男，石田博，木村映善，近藤博史：臨床意思決定支援の要としての患者プロフ

ァイル情報（PPI）を考える．医療情報学．38（Supplement）．264-267．2018 
4．Melaku Haile Likka，Yukio Kurihara：The necessity of systematic evaluation of 
electronic medical record implementations by hospitals in Japan．38（Supplement）．
288-291．2018 
5．青木早苗，山脇京子，土井美幸，森ひろみ，宮脇聡子，吉田眞弓，清藤佐知子，青儀

健二郎：乳がん治療を受けた女性とそのパートナーがセクシュアリティの問題に対峙する

プロセス．インターナショナル Nursing Care Reserch．17(1)．35-44．インターナショ

ナル Nursing Care Reserch 研究会．2018 
6．公文忍，濵田佳代子 ，関屋伸子 ，池内和代 ：娘の出産に立ち会った実母のナラティ

ブ，日本母性看護学会誌．12（2）．33-42．2019 
7．吉村澄佳：更年期女性の睡眠障害に関する文献検討．インターナショナルNursing Care 
Research．17（3）．95-104．2018 
8．Huang GZ，Taniguchi M，Zhou YB，Zhang JJ，Okutani F, Murata Y，Yamaguchi 
M，Kaba H．α2-Adrenergic receptor activation promotes long-term potentiation at 
excitatory synapses in the mouse accessory olfactory bulb. Learn Mem. 2018 Mar 15；
25(4)：147-157 
 

（2）その他 

1．宮本美緒，浅野公人，溝渕俊二：ユズ種子オイルの皮脂欠乏性皮膚炎治療効果．化学

と工業 71．998-1000．2018 
 

  

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Huang%20GZ%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Taniguchi%20M%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Zhou%20YB%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Zhang%20JJ%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Okutani%20F%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Murata%20Y%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Yamaguchi%20M%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Yamaguchi%20M%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Kaba%20H%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=29545386
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29545386


平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

5/看護学部門 
251/368 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

（万円） 

採択件数/応募数 総額 直接費 間接費 

10/15 548.95 512 36.95 

 

 

（2）その他 

 

（万円） 

項目 総額 直接費 間接費 

助成金 110 100 10 

奨学寄附金 0 0 0 

共同研究（取得額） 1820.1 1654.9 165.21 

共同研究（配分額） 1742.9 1734.9 8 

受託金（取得額） 1847.4 1736.1 111.3 

受託金（配分額） 1841.2 1808.1 33.04 

学長・学部長，その他裁量経費 10 - - 
 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

人事凍結の煽りをうけ、スタッフの欠員状態のまま、指定規則に従った教育をおこなわ

なければならなかったため、研究に関しては時間的な余裕がない状況である。科学研究費

の代表者としての採択数および論文数の減少は、この状況を如実に表している。 

研究内容では、試薬などを用いる生物実験が少なく、質問票調査が多いために外部資金

獲得時の申請額も低くなっている。結果的に獲得金額は多いとはいえないが、個々の研究

遂行には十分な額となっている。 

看護学科棟の各居室・研究室は、主として学部学生・大学院生の学習用教材の保管など

に用いられ、研究を実施するためのミーティング・作業スペースが不十分な状況である。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）栗原幸男： 保健医療情報のデジタル記録により蓄積されたデータの活用による、

追跡調査や年次推移調査などの疫学研究をおこなった。また，生涯を通じ基本的な医療履

歴が継承される仕組みとしての患者プロファイル情報基盤研究をおこなっている。 

（2）池内和代：「シングルマザーの生きる力」及び「助産師教育」，「産後クライシス」に

関する研究 

２ その他 

（1）奥谷文乃：嗅覚障害の新規の治療法 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

高知大学医学部は，教育，研究，医療という医学部特有の 3大使命を持っている．この

使命を 4つの Cに基づいて作成された中期目標と計画に従い遂行していくが，その活動は

地域の大学として地域社会の要請に応え，また産業界との協力関係を保ち，さらに国際社

会との交流・開発途上国の人材育成への支援など，社会への貢献を基本としたものである．

医学部の社会貢献活動の目的を以下にあげる．これらの活動を通して，地域社会，さらに

国際社会から信頼され，多大な支援を得られる高知大学医学部を創出する． 

 

（1）医学・看護学教育等により，地域の医療活動を支える医師や看護師を供給する． 

（2）地域の医師・看護師・保健師，薬剤師等のリカレント教育を行なう． 

（3）医学・看護学研究を推進し，高齢化や少子化が著しい高知県を中心とした地域にそ

の研究成果を還元し，地域医療と保健活動に貢献する． 

（4）附属病院での医療活動により，高度先進医療を地域住民に提供する． 

（5）地域の医療機関・行政・産業界と連携し，研究成果を社会に還元する． 

（6）国際社会との交流を推進し，医療発展途上国等の看護学・医学・医療を担う人材の

育成を支援する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（１）地域の医療・看護活動を支える看護職者の育成に取り組む． 

（２）地域の看護職等のリカレント教育に取り組む． 

（３）少子高齢化の進展が著しい高知県の健康づくりへの支援に貢献する． 

（４）地域のニーズを把握し，連携して地域の産業界に還元する． 

（５）国際社会との交流を推進し，看護を担う人材の育成を支援する． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（１）地域の医療・看護活動を

支える看護職者の育成に取り

組む． 

①地域志向の看護者育成に向

け，地域に関する教育や活動

を増やし，学生が地域に興

味・関心が向くように取り組

む． 

ⅰ.高知県内の障がいのある子

どもの修学旅行支援ボラン

ティア及び子どもらしい生

 

 

 

①ⅰ．ⅱ．ボランティア募集

の連絡を受け取った後，看護

学科掲示板に案内を掲示する

ことで、学生がボランティア

に関する情報を取得しやすい

ようにしている．また，ボラ

ンティアの依頼先と内容の詳

細の情報共有を行うことで，

 

 

 

ⅰ-1）高知県内の特別支援

学校修学旅行支援ボラン

ティア：高知県内 3つの特

別支援学校に通う障がい

のある子どもの修学旅行

に，看護学科 4年生の学生

が述べ 12 名同行し，子ど

もたちの思い出を支える
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活支援活動への参加を促進

する．  

ⅱ.高知県内の慢性疾患をもつ

子どもと家族のサポート事

業への学生のボランティア

参加を促進する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「興味・関心があるが，内容

が分からずボランティアの参

加に躊躇する」学生が，参加

の一歩を踏み出せるように支

援している． 

実際にボランティアに参加し

た学生とは，参加して感じた

ことや思ったこと，考えたこ

となどを含めた活動のふりか

えりを行い，学生がボランテ

ィア活動の意義を改めて感じ

られること，自身が課題に考

える点を解決できることのサ

ポートを行い，継続した活動

となるようにしている．加え

て，ボランティアに参加した

学生が，同級生や下級生など

他の学生に自身の体験を含め

たボランティア活動について

伝達することで，新たに学生

が活動に興味・関心をもち，

参加につながることを図って

いる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組みを行った．子ども

とそのご家族，教員から，

「看護学科の学生が積極

的に子どもたちに関わっ

てくれる．子どもたちとす

ぐに打ち解けて、楽しい思

い出作りには欠かすこと

ができない」等，評価を得

た． 

ⅰ-2）ダウン症協会主催イ

ベント支援：プール遊び，

ハロウィン会，みかん狩

り，クリスマス会に述べ

14 名の学生が参加し，子

どもたちとその家族に笑

顔を届ける活動を行った．

「学生の出し物をいつも

楽しみにしている．華やか

になってよい」等、評価を

得た． 

ⅰ-3）障がいをもつ子ども

の遊び活動ボランティ

ア：毎月 1回，障がいをも

つ子どもがトランポリン

を行うボランティアに参

加した．1回あたり学生は

2〜3 名程度参加してお

り，子どもたちがトランポ

リンの待ち時間も楽しく

過ごせる遊びのサポート

を行った．子どもたちから

は「学生さんがいて，楽し

い．次も会いたい」，ご家

族からは「学生さんが子ど

もたちと過ごしてくれる

ので，親同士が話をする時

間がもててよい」等、評価

を得た． 

ⅱ）慢性疾患をもつ子ども

と家族のサポート事業支

援：慢性疾患や障がいをも

つ子どもに関する講演会

や勉強会の運営，そして託

児のボランティアを行な

った．代表の方からは，「会

の運営のサポートもそう

だが、実際の子どもたちや

ご家族のことを知る機会

になっているようで嬉し
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②看護を志向する学生の確保

に向け，高校生のための進

路・進学相談活動や出前授業

などに取り組む．  

 

 

 

 

 

 

 

②４回の進路相談・進学相談

を行った．出前授業及び学校

訪問の受け入れは 3 校行っ

た．オープンキャンパスでは

高校生への広報としてキャン

パスライフや台湾大学留学を

学部生が紹介した 

 

い」，ご家族からは「学生

さんが子どもをみてくれ

るので，聴きたかった内容

をゆっくり聴くことがで

きた」等、評価を得た． 

 

 

②平成 31 年度の受験者数

は前年度と比較すると推

薦Ⅰは減少しているもの

の前期試験の志願倍率は

2倍増加していた．オープ

ンキャンパス参加者数は

大きな増減はなかったが

学生生活の一旦を学部生

から聞くことができアン

ケートに興味が持てたこ

との感想が高校生から聞

かれた． 

 

（２）地域の看護職等のリカレ

ント教育に取り組む． 

①地域の看護職者を大学院に

受け入れ，地域の看護の質向

上に貢献する． 

 

  

 

 

 

 

 

②看護のマネージメント能力

の向上に向けた研修等，看護

職の質向上に向けたリカレ

ント教育に貢献する． 

 

 

①広報委員会を設置し，19の

医療機関と 6 の専門学校に出

向き，入試に関する広報活動

を行った． 

 

 

 

 

 

 

②白菊園病院の看護管理者対

象に 12月から 3月まで 3回看

護管理研修を行う． 

看護管理を専攻した大学院修

了者に対し、日本看護管理学

会および日本看護科学学会で

研修発表を行った 

 

 

 

①平成 31年度新入学生 15 

名で，定員の 1.25 倍と充

分な受け入れである．その

内 8名が社会人学生で，社

会人学生の割合は 53%（定

員 12名に対しては 67％）

であり，教育・管理学領域

が大半占め、地域の看護の

質の向上に貢献できた． 

 

②看護管理実践の場でお

こる課題について、SWOT

分析を行い、各部署の目標

管理を明確にし、発表し

た． 

3名（戸田、河野、工藤）

の看護管理の修了生が、2

つの全国学会で発表した． 

（３）少子高齢化の進展が著し

い高知県の健康づくりへ

の支援に貢献する． 

①安田町の地域住民への健康

づくり支援活動を展開する． 

 

 

 

 

 

 

 

①「安田町健康・福祉ふれあ

いまつり」に 2018 年 11 月

17日参加した．学部学生 10

名(2 年 3 名、3 年 3 名、4

年 4 名)がボランティアと

して参加した．活動内容に

 

 

 

①「安田町健康・福祉ふれ

あいまつり」の参加者は、

文化祭との同時開催もあ

り約 270 名と昨年の 150

名を大きく上回った．学生

は各コーナーのサポート
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②地域の防災教育を展開する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついて、学生は歯科講習（対

象は大人と子どもであり，

各々30分間で歯磨き指導等

を実施）および健康測定コ

ーナーへの協力等を行っ

た．担当教員は，歯科講習

に必要な物品購入や学内で

のデモンストレーション指

導を行った． 

・「広報やすだ」に看護学科教

員、地域生活者支援実習を

経験した 4 年生が、8 月か

ら 3 月の期間、健康問題に

関する記事を掲載した． 

 

 

 

 

 

 

 

 
②岡豊小学校の小学生対象に
防災教育を行った． 
 
2018 年 11月 18日に岡豊地 
区住民に防災教育 
 
2019 年 1 月 20 日に高齢者住
宅の職員に、防災教育 
 
2019 年 1 月 16 日に高知市内
のマンションの住民を対象に
応急処置の防災教育を実施し
た． 
 
2019 年 2月 16日に一般住民 
向けに開催される高知大学防
災推進センターシンポジウム
にシンポジストとして教員が
参加し、「地域の防災教育の支
援」をテーマに発表した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

する傍ら、歯科講習を実施

したが、わかりやすかった

との評価を得た．また、講

習を受けた子どもも帰っ

てから丁寧に歯を磨くな

ど変化も見られたとの報

告があった．学生も安田町

の方々とのふれあいを通

し地域に生活する方々の

健康問題に目を向け、看護

師、保健師の役割について

再考する機会となった．ま

た、ボランティアの喜びを

体験することができた． 

・安田町役場住民生活課と

連絡を取り合いながら、掲

載する原稿の内容を考え

た．安田町住民の現状に沿

った健康意識に関する啓

蒙活動の一助となったと

考える． 

 
・小学 6 年生に 2018 年 6
月 26 日に「災害時のけが
人の応急手当～家にある
ものを使って傷の手当を
してみよう～」の内容で実
施した．44 名の参加があ
った． 
・小学 4年生に 2018年 10
月 30 日の参観日に「大学
生たちと学ぼう～こんな
時どうする？もし人がた
おれていたら～」の内容で
実施．小学生 36 名と保護
者 10名の参加があった 
 
・一次救命処置の内容で実
施した．岡豊地区住民 25
名（大人 21名、子供 4 名）
が参加した． 
 
一次救命処置の内容で実
施した．高齢者住宅の職員
25名及び入居者 15 名、ご
家族 3名の参加があった． 
 
・マンションの住民 11 名
の参加があった． 
 
・発表に対し一般住民 

の参加者から避難所にお

ける要配慮者への支援に
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③子どもと家族の絆を育む支

援活動展開する． 

 
 
③子どもと家族の絆を育む支

援活動展開する． 

助産学大学院生及び非常勤講

師と共に、地域住民を助産学

生が地域住民を巻き込み，生

活環境や生活スタイルを知

り、健康にかかる問題提議が

でき，女性の健康，健康増進，

母子の在り方などを地域住民

の方が考える機会を与えるこ

とを目的として、（１）子ども

と家族のきずなを育むサポー

トプログラム，アンスリール

（UnSourire：笑顔）講演会の

展開（２）梼原町の中学生に

対する助産大学院生による

「命を育む授業」を展開する． 

 
 

ついての質問を受けた． 

 

③（１）子どもと家族のき

ずなを育むサポートプロ

グラム，アンスリールは、

高知大学看護学科におい

て、対象者の心身のリラッ

クス効果，並びに血行を良

くするための〔心身の健康

に役立つ ツボ〕について

助産大学院生と当大学非

常勤講師による講演会を

開催した．参加者は 10 名

で、託児を設けて母親が自

分の健康に向き合える環

境を整えた．非常勤講師の

指導のもと、講義に追随し

たリーフレットの作成、手

作りのクール襟巻の配布

などを実施した．実施後の

アンケート調査では高い

満足度が得られた． 

（２）梼原町の中学生に対

する助産大学院生による

「命を育む授業」は、梼原

町在住の思春期の子ども

（梼原学園９年生）に対す

るペアレンティング教育

の一環としての助産大学

院生による「命を育む授

業」を実施した．テーマは

身近となった SNS の利用

による「異性とのつきあ

い」が危機的状況を招く話

題や思春期である中学生

の悩みを取り上げた．その

話題から生まれてくる命

の大切さ，中学生一人ひと

りが自己や他者を大切に

することを考える機会を

提供できた．中学校教諭か

ら，自分の子どもにもぜひ

このような授業を受けさ

せたい，との意見もいただ

き大変高い評価を受けた．

尚本取り組みは高知新聞

に掲載された． 

 

（４）地域のニーズを把握し，   
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地元企業と連携して地域

の産業界を活性化する． 

①本県特産資源である柚子と

β-グルカンに関する研究を

推進し，その研究成果を社会

に還元する． 

 

 

 

 

 

 

 

①本計画については、平成

30 年度に設置された医学

部共同研究講座「高知馬路

村ゆず健康講座」で実施す

ることとなった． 

（５）国際社会との交流を推進

し，保健・看護を担う人材

の育成を支援する． 

①国立台湾大学との学生間交

流を展開する． 

 

 

 

①2019年 1月に台湾大学学生

6名を受入、3月には高知大学

学生 4 名が台湾大学での実習

に参加した． 

 

 

 

①台湾大学学生の実習に

は、附属病院・外部のデイ

ケア施設・在宅看護訪問・

保健所・土佐山診療所と多

岐にわたる豊富な内容の

実習ができた．学生は非常

に活発で多くの質問をし

た．高知大学の学生は臨地

実習終了後の 3 月に設定

したことから、日本との違

いなどを十分体験できる

実習となった． 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（１）地域の医療・看護活動を支える看護職者の育成に取り組む． 

①将来看護職をめざす可能性を秘めている高校生や，現在看護職として頑張っている人

へのキャリア発達に向けた支援であり，看護への人材確保や看護の質向上に寄与して

いる． 

②【高知県内特別支援学校修学旅行支援ボランティア】・【高知県内特別支援学校修学旅

行支援ボランティア】・【高知大学医学部附属病院 1-2（小児科）病棟ボランティア】を

継続した．本年度は，「Kochi」＋「Child」【こちゃいるど】という子どもに関するボ

ランティアグループが発足した．これらの学生参加活動は，学生自らが研究課題を見

つけて卒業研究につなげ，また，中には附属病院への就職を選択する学生もおり，社

会貢献活動並びに教育への貢献に寄与している． 

（２）地域の医師・看護師・保健師，薬剤師等のリカレント教育を行なう． 

①看護管理者や指導者育成に向けての貢献，並びに，病院に出向いて指導を行い地域の

病院における看護実践能力や看護研究能力の向上に対する貢献は大きい． 

（３）少子高齢化の進展が著しい高知県の健康づくりへの支援に貢献する． 

①安田町健康まつりにおいて，地域のヘルスニーズを踏まえた健康教育，並びに学生ボ

ランティア活動（食生活改善や各種健康関連ブースでのサポート等）を行ったことは，

アウトリーチ型による高知県の健康支援に対する貢献は大きい． 

（４）国際社会との交流を推進し，看護を担う人材の育成を支援する． 

①国立台湾大学との学生間交流の推進は，将来，国際的に看護活動ができる人材育成に

大きく貢献する． 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：黒潮圏科学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：新保 輝幸 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 8 0 0 0 

准教授 5 0 1 0 

講師 1 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 14 0 1 0 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

1) 新たな研究分野としての「黒潮圏科学」の発展 

本学が立地する黒潮流域圏を対象に、その資源・環境・社会・文化・医学・健康等を自

然科学・人文社会科学・医科学の面から総合的に研究する。この学際的研究を「黒潮圏科

学」とし、21 世紀型の持続的社会の確立に寄与する科学の発展を目指す。したがって、

人類の地球生態系における活動を持続可能な状態に戻すことに貢献できる方法の提案を

目指す。 

 

2) 学際性の追求 

異なる専門分野の多様な考え方を持った研究者が身近にいる本部門の特色を生かし、従

来の学部や学問体系の壁を取り除いた文理融合型の研究を実施する。従来のような、既存

の学問の専門性を深化するだけでなく、それを基にしたバランスのとれた学問体系を発展

させるとともに複数分野が共同で研究することで新たな展開を目指す。 

 

3) 国際性の追求 

「黒潮圏」をキーワードにした日本および諸外国におけるフィールド研究を実施し、国

際交流を活発に行うことによって、黒潮圏を中心としたエリア・スタディを充実させ、現

地における貢献も含めた研究活動を展開する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

部門の理念に沿って、黒潮圏科学を学際性及び国際性の両面で発展させる研究を推進す

る。本年度は、黒潮圏諸国の中でも、フィリピン・台湾の協定校・機関との連携強化に努

めるのみならず、協定校とつながりのある地域の大学とのゆるやかな協力関係をむすび、

黒潮圏科学の創生と共生社会の実現に向けたフィールド・ネットワーク型研究の推進を図

る。それと共に、第 12 回目を迎える黒潮圏科学国際シンポジウムを台湾・中山大学で開

催し、国際的な連携の下で、沿岸域の海洋資源・生態系の総合的管理に関わる教育研究を

進めていくことを試みる。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）『黒潮圏科学』誌の発行により、黒潮

圏科学の構築を推進する。 

2017 年 7 月に高知大学で開催した第 11 回

黒潮圏科学シンポジウム特集号となる、雑誌

『Kuroshio Science（黒潮圏科学）』第 12 巻 1
号（英文誌）を発刊した。シンポジウム関連

の論文 13 報の他，シンポジウムの記録等，関

係の記事を掲載している 
雑誌『黒潮圏科学』第 12 巻 2 号（和文誌）

を発刊した。研究論文 2 報、研究ノート 4 報、
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計 6 報の学術論文を掲載した。 
また雑誌『Kuroshio Science（黒潮圏科学）』

第 13 巻 1 号（英文誌）の編集を開始、協定校・

協力校の参加者、関係者に Call for Paper を送

付して投稿を募っている。 
（2）「黒潮圏科学」に基づく資源・環境・

社会・文化・医学・健康等をめぐる自

然科学・人文社会科学・医科学の面か

ら総合的に自然との共生に資する総

合科学に取り組む。特に、黒潮圏 S状

帯を含む黒潮圏の研究を複数分野が

共同で推進する。 

部門教員の研究推進のためにはまず基盤的

研究費を一定確保することが必要であるとい

う観点から、教員研究経費（基礎分）11 万 3
千円をそのまま個人に配分する他、2018 年度

は一人当たり計 12 万円をさまざまな経費か

らやりくりをして配分した。 
それ以上の経費は、科研費等の外部資金の

獲得を奨励している。2018 年度は部門メンバ

ー19 人（ただし 8 月まで休職した者 1 名を含

む）の科研費採択は，新規 0 件，継続 8 件で

あった（金額は別項参照）。 
また「新・黒潮講」という名称で、部門内

でプロジェクト研究を公募し、2 件のプロジ

ェクトに 20 万円ずつ計 40 万円の研究資金を

配分した。 
（3）第 12回黒潮圏科学国際シンポジウム

を台湾・国立中山大学で開催し、協定

校・協力校と学術的な交流を進めてい

く。 

第 12 回黒潮圏科学国際シンポジウム（2007
年度より高知大学と台湾、フィリピンの協定

大学のローテーションで実施）は、2018 年 11
月 18 日～21 日の期間、協定校である台湾高

雄市の国立中山大学において、東シナ海臨海

実験所会議とジョイントで開催され(The 12th 
International Kuroshio Sciences Symposium and 
South China Sea Marine Stations Conference)、黒
潮圏諸国 (日台比の他, インドネシア、マレ

ーシア、ベトナム、シンガポール等）の大学・

研究機関から約 70 名の研究者・学生が参加し

た。高知大学からは教員 1 名、大学院生 4 名

が参加、研究発表を行った。 
（4）部門を挙げて行うということで採択

された、高知大学の「黒潮圏科学に基

づく総合的海洋管理研究拠点」プロジ

ェクトの研究を推進する。その際に、

狭義のプロジェクトメンバーのみな

らず、その他の部門メンバーや、部門

外の研究者をゆるやかに包摂する形

で参加してもらえるよう体制を工夫

する。 

2018 年度より，拠点代表者が変更となり，

実施体制を再編したことから、７月に今後の

本拠点事業の進め方について議論した。社会

科学系の教員による研究会での議論により、

拠点のアウトリーチとして書籍の出版を行う

計画が提案され、社会科学が核になる部分を

担いつつ、自然科学系の教員と共同して文理

融合型の書籍を英語で出版することとなっ

た。なおその際に，これまでに構築してきた

フィリピンとの国際共同研究ネットワークを

活用し、黒潮圏総合科学専攻で学位を取得し

たフィリピン人研究者の共同研究成果等を積

極的に掲載することとなった。これを受け、

国際共同研究ネットワークの一端である協定

校・機関の農業省漁業・水産資源局第 2 支所

（BFAR RO2），ビコール大学などを訪問し、
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上記出版計画について説明して協力を求める

と共に、その内容についてディスカッション

を行なった。 
また2018年度はプロジェクト3年目に当た

るため、大学の拠点会議による評価に加え、

プロジェクト独自での外部評価を実施した。

９月に（一社）公立大学協会専務理事・大阪

府立大学前学長の奥野武俊氏、長野県参与・

博報堂の船木成記氏に外部評価を依頼、2018
年 11 月 28 日に朝倉キャンパスで中間報告会

を開催した。また後日、書面での評価報告書

を受領した。その後、評価結果に基づき、内

部で今後の方向性について議論を行ってい

る。 
さらに拠点メンバー以外の部門メンバーの

参加を促すために、部門教員にも一定の研究

費を配分するなどして、部門をあげての研究

体制構築に腐心した。 

（5）黒潮圏総合科学専攻の国費外国人留

学生の優先配置を行う特別プログラ

ム『黒潮圏の持続型社会形成を目指す

人材育成プログラム』と連携し、プロ

グラム参加学生と指導教員の共同研

究を支援・促進する。 

『黒潮圏の持続型社会形成を目指す人材育

成プログラム』参加学生と指導教員の共同研究

の支援・促進のために、学生の指導教員に対

し、一人・半期当たり 5 万円を基本に、総計 147
万円を配分した。 

内訳は、 3 年生 1 名(10 月復学)×5 万＝5
万、1-2 年生 9 名×10 万=90 万、10 月新入生 4
名×5 万＝20 万、9 月修了の 3 年生の追加分：

1 万円×4 名＝4 万円）。また 2018 年度 10 月に

入学した 5 期生に関しては、研究のスタートアッ

プのための経費として別途計 28 万円（4 名×7 万

円）を配分した。 
（6）個別及びプロジェクト研究に基づく

成果の論文発表を促進する。 

上述の通り、部門教員の基盤的研究費を一

定程度確保し、研究と論文発表を促進するた

めに、教員研究経費（基礎分）11 万 3 千円以

外に、一人当たり 12 万円計 180 万円をさまざ

まな経費からやりくりをして配分した。また

「新・黒潮講」という名称で、部門内でプロ

ジェクト研究を公募し、2 件の研究に 20 万円

ずつ計 40 万円の研究資金を配分した（募集は

2 件）。 
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2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 
著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 
著書数 1 6 4 
論文数 47 23 27 

（内数:査読付き論文） 45 21 25 
 
【主要な研究成果を記載してください】 

大型多細胞の藻類ヒトエグサは単細胞の状態から葉をつけ葉状体になるために、海洋バ

クテリアが産生するサルーシンという物質が必要であることが従来から知られていた。し

かし今回、サルーシンなしでもフラスコでエアレーションすることで単細胞の状態のまま

1 日あたり 2 倍の速度で増殖できることを平岡雅規准教授らが明らかにした。しかもこの

ようにして増殖した細胞に事後的にサルーシンを添加すると正常な形のヒトエグサにま

で成長することもわかった。この技術を使うと植物工場的な形でヒトエグサを大量生産で

きることが期待できる。ヒトエグサは、例えば高知ではアオサノリの通称で流通し、天ぷ

らや佃煮など様々な料理が供されており（四万十川産が有名）、産業的な価値が高い。こ

の技術は既に国内特許を出願中であり、また共同研究を行っている民間企業（理研食品）

が数年以内にこの技術で生産した商品を販売する予定である。また JST の補助を受け、国

際特許へも出願することが既に決まっている。また平岡准教授は、これまでの成果から、

韓国で開催のデンマーク女王や潘基文元国連事務総長が出席する式典に招待され、引き続

いて開催された朝鮮半島での海藻産業振興プロジェクトのシンポジウムで高知県の海藻

産業開発を紹介する招待講演を行った。さらにこのプロジェクトに協力する MOU に世界

13 か国の研究者と共に調印した。 
日本魚類学会が編纂した『魚類学の百科事典』（日本魚類学会編、丸善出版、2018 年）

の中で、木下泉教授｢魚類の個体発生にみる系統発生｣、｢卵仔稚魚の採集法｣のパートを分

担執筆した。前者では、魚類が卵から成体に発育して行く中で、魚類が過去からの進化の

過程を再演するのかという命題を、尾鰭の個体発生、有明海固有種ワラスボの眼の退縮な

どを例にあげて解説している。後者では、特に沖合における魚類プランクトンの層別採集

の方法と考え方を、木下教授の創案した手法を紹介し、魚類初期生活史研究の重要性につ

いて解説している。 
 飯國芳明教授は、『グローバル資本主義と農業・農政の未来像―多様なあり方を切り拓

く―』（小池恒男編著、昭和堂、2019 年）に「農地・森林における所有者不明土地問題の

顕在化と土地問題」という論考を分担執筆している。都市部でも近年空き家問題などを契

機にクローズアップされている所有者不明土地問題が、農山村では農地・森林などにおい

て先行する形で顕在化している実態を報告し、人口論の視点から理論的に分析、アジア諸

国の状況と比較している。その上で、近年の制度改革を伴う対策について概説し、それら

の対策の特徴を分析している。飯國教授は、2017 年 3 月に土地所有権空洞化に関する著

書を出版しており、それをもとに国際的な視点にも留意しつつ、条件不利地域問題の研究

を進め、本書他学会報告や学術雑誌等で広くこの問題を世に問うている。 
 
（2）その他 
 上記の他、以下に箇条書きする 
 
・サンゴの染色体分析に関する論文が公刊された。 
・フィリピン・ルソン島のカガヤン、ビコール両地方の MPA の実態調査結果の検討から、

MPA 管理に関わる地域住民へのインセンティブ付与が両地方で異なることを見出すと

共に、ビコール地方の中で Tiwi MPA の仕組が独特であることを見出した。その結果は、

日本の MPA とも比較し、台湾・高雄の中山大学で行われた第 12 回黒潮圏科学国際シン
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ポジウム等で報告された。 
・室戸岬付近における黒潮の挙動及び定置網に被害を及ぼす急潮をモニタリングするた

め、室戸岬東の高岡漁港に設置した水位計を用いた調査を行い、高知県水産試験場と共

同で観測データの解析を行った。 
・サンゴを研究対象として他研究分野との協同研究を進め，共生藻との関係について微細

細胞学的に研究を行い，サンゴ共生のメカニズムを明らかにすることに取組み、褐虫藻

のサンゴとの共生の関係をある一定のところまで解明した。 
・葉状緑藻の栄養細胞における細胞構造と原形質運動の多様性と共通性を明らかにする端

緒を得ると共に、その形態形成における無機イオンの関与を明らかにする栄養実験の結

果の評価方法を確立した。 
 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

科研費獲得額（千円） 

  2018 2017 2016 2015 2014 

直接経費のみ 22,300 41,500 42,700 17,200 23,530 

直接経費＋間接経費 28,990 53,950 55,510 22,360 32,890 

科研費種目別件数 

基盤研究(B) 4 5 4 4 3 

基盤研究(C) 2 3 2 3 2 

挑戦的萌芽研究 1 2 2 1 1 

若手研究(B) 1 1 1 2 3 

新学術領域研究（研究領域提案型） 0 1 1 0 0 

（出所:研究推進課データ） 

 

2018 年度の科学研究補助金への新規応募数は 13件であり、うち継続分の計 8件が採択

されている(部門構成員 15 名、ただしうち 1 名が休職）。補助金の直接経費総額は 2,230

万円である（間接経費も含めると 2,899 万円）。種目別に見ると、組織・金額の大きい基

盤研究(B)が 5割を占めている。この数年間、安定的に基盤研究(B)を獲得し続けているこ

とは特筆すべき点である。なお、2016～2017 年度に一時的に採択額が大きくなっている

が、これは新学術領域研究（研究領域提案型）の採択によるものと考えられる。 

 

（2）その他 

科研費以外の外部資金獲得等（千円） 

  2018 2017 2016 2015 2014 

助成金  0 25 0 30 80 

奨学寄付金 2,800 570 390 0 71 

共同研究（取得額） 11,887 1434.70 1415.00 1065.00 610.50 

受託研究（取得額） 3,301 2048.20 7787.80 7869.00 4531.00 

学長・学部長、その他裁量経費  198 5315 782.3 520.5 328 

その他競争的資金 0 0 1140 0 75 

計  18,186 9392.9 11515.1 9484.5 5695.5 

（出所:2017 年までは IR・評価室データ、2018 年は助成金、奨学寄付金、共同研究、受

託研究が研究推進課データ，それ以外が IR・評価室データ） 

その他学外からの資金として、奨学寄付金 280 万円、共同研究 1188.7 万円、受託研究

330.1 万円を獲得した 
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ただし、2017 年度以前のデータは IR・評価室の資料による。今年度は研究推進課のデ

ータを使っており、直接比較することはできないと考えられるが、単純比較で前年度より

879.31 万円の増加となっている。 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

 本部門は、文理融合型の研究組織であり、自然科学と社会科学の研究者が混在している。

そのため、それぞれの研究者の研究環境は、それぞれ所属する教育組織やセンターなどに

大きく依存している。しかし部門として、研究環境の維持発展のため、毎年間接経費等か

らそれらの費用を個々人に支給すると共に、研究機器の故障等の特段の事情がある場合は

一定の金額を用立てる仕組みを維持している（黒潮講）。ただし、これらの金額規模は限

られており、日常的な費用はまかなえても、研究機器のリプレース等は、概算要求に頼る

ことになる。 

 なお、それとは別途、理工学部、農林海洋科学部等の自然科学分野の電気代等の光熱費

は、額が大きいため所属学部の要求があり、構成員の平等な研究環境を維持するために、

間接経費等で負担している。 

 また、本部門には、海洋生物教育研究施設の教員 2名が所属しており、施設の持つ船舶

や計測機器の維持管理は常に問題になっている。部門としてできる限りの措置はしている

が、大きな修理等は、全学の支援がないと成り立たない状況である。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）学際的、文理融合的な共同研究を進めるために、科研費等の競争的資金や学内経費によ

るプロジェクトも過年度より大いに進められ、科研費だけで 8 件のプロジェクトが進行中であ

る。下記の科研費を部門教員が主査となって獲得し、うち 1)～5)は共同研究プロジェクトで

ある。またうち 4 件は、基盤研究(B)であり、比較的大型のプロジェクトである。 
 

1) 基盤研究(B)「白化した有藻性イシサンゴの回復過程で生じる褐虫藻獲得に関する細胞応答

機構の解明」（研究代表者：久保田賢） 
2) 基盤研究(B)「造礁サンゴ「種分類」の新機軸とその体系化－分子細胞遺伝学的アプローチ

－」（研究代表者：田口尚弘） 
3) 基盤研究(B)「サンゴ礁保全のための沿岸域総合管理と住民関与メカニズム：地域課題対応

型管理の創成」（研究代表者：新保輝幸） 
4) 基盤研究(B)「亜寒帯バイカル湖のカジカ類の湖底 1600m までの適応放散を分子・生活史か

ら探る」（研究代表者：木下泉） 
5) 挑戦的萌芽研究 「農村政治モデルの変容と展望－農業経済学と政治学からの双対アプロ

ーチ－」（研究代表者：飯國芳明） 
6) 基盤研究(C)「細胞壁分子相互作用の原子間力顕微鏡による連続観察」（研究代表者：峯一

朗） 
7) 基盤研究(C)「主要海産養殖魚のノカルディア症原因菌に対する高分子抗菌構造体の抗菌

活性とその応用」（研究代表者：大嶋俊一郎） 
8) 若手研究(B)「途上国で漁業者が資源管理組織に参加するインセンティブを探る」（研究代表

者：堀美菜） 
 

（2）部門教員が、最重要課題として取り組んだ研究は、以下のようなものである（順不同、IR・評

価室資料による）。 
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1. 中山間地域における自治の研究 

2. 東アジアにおける所有権空洞化の現状分析および対策 

3. 食料問題の解決に向けて３つのテーマを設定：(1)養殖の為の飼料の安定的な生産と供給、

(2)飼料効率の良い動物の生産、(3)感染症などの病気の制御技術の研究 

4. 土佐湾の生物生産に関する基礎研究 

5. 環境変動によるサンゴの変化解明 

6. 黒潮圏の沿岸生態系の保全と持続的利用に関わる研究 

7. ベトナム茶園土壌の肥沃度の研究 

8. 天然環境に自生する生物群集を利用したエビ養殖およびそれによる養殖池の環境改善、フ

ァインバブルを用いた汚濁海水および産業汚濁排水の浄化技術開発、海洋深層水を有効

利用した海洋生物によるタンパク食料源の効率的生産 

9. 高知県周辺での急潮の実態把握 

10. 産学官民連携による地域活性化に関する研究 

11. 渦鞭毛藻類の細胞外被パターンの制御の解明 

12. サンゴ-褐虫藻共生系の共生・白化メカニズムの解明 

13. サンゴ染色体の解析 

14. 地球温暖化が温帯域沿岸の魚類群集や水産資源に及ぼす影響の研究、沿岸環境の劣化

が魚類資源に及ぼす影響の研究 

15. 海洋植物の生殖システムの解明、および地下海水・海洋深層水を利用した海藻生産技術の

開発、気候変動が海洋植物に与える影響 

16. 巨大細胞性黄緑藻フシナシミドロの細胞壁における局所的な伸展性と強度の解明 

17. レジームシフトの研究 

 

２ その他 

（1）黒潮圏科学部門（図 1：◎）では、前身となる黒潮圏海洋科学研究科発足時より、黒潮の上

流域に位置するフィリピン・台湾の関連機関との連携体制構築について、「日台比黒潮トライアン

グル」（図１、破線）と銘打ち重視してきた。フィリピンについてはフィリピン大学、ビコール大学、フ

ィリピン農業省漁業・水産資源局第 2 地域支所（BFAR02）と、台湾に関しては国立中山大学との

間に大学間学術交流協定・学生交流覚書等を締結してきた。これを足掛かりに、フィリピン・ルソ

ン島南西部ビコール地方のサンミゲル島海洋保護区(MPA)等やルソン島北部沿岸域（カガヤン

地方）の MPA 群において、MPA 管理とその背後の地域社会の関わりに関する社会経済調査、

サンゴ礁・藻場の生態学的調査、MPA による沿岸資源管理と持続型社会への発展可能性等に

ついて共同研究の実績を積み重ねると共に、現地拠点としてビコール大学タバコ校と BFAR02
にはコラボレーション・オフィスを設置して、事業を継続的に展開している（三つ目として、下記の

パルティド州立大学にも、コラボレーション・オフィスが建設中である）。 
 

また黒潮圏総合科学専攻で学位を取得したラウル・ブラデシナ氏が、平成 27年 10月にビコー

ル地方のパルティド州立大学(PSU)の学長に就任、同学長の積極的な提案もあり、平成 29 年 11
月に同大と大学間協定が締結された。以前から進められてきた MPA に関する共同研究に加え、

幅広い教育研究上の交流が進みつつある。特に、今年度は 11 月～12 月にかけて 1 ヶ月間、同

校の学生 2名を受け入れ、短期教育プログラム（黒潮圏科学による沿岸資源管理教育プログラム

Education Program of Coastal Resource Management from the viewpoint of Kuroshio Science）を
実施した。このプログラムは PSU と高知大学が費用を折半して実施したた点は特筆すべきであ

る。 
また、2017 年の高知大学での黒潮圏科学国際シンポジウムの際に学長が来日したカタンドネ

アス州立大学とも、共同研究をはじめとする国際交流について議論を続け、近々大学間協定を

締結する運びになっている。 
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図 1 日台比黒潮トライアングルの協定校・協力校 
 

 
台湾に関しても、国立中山大に加え、東部の国立東華大学とも平成 25 年に大学間協定を締

結、造礁サンゴに関する共同研究や本学教員の現地セミナーや博士課程学生の短期研修受入

など、積極的な交流を図っている。国立東華大学との大学間協定は、本年度期限を迎えたが、

両校の話し合いにより、2018 年 9 月に無事に更新された。 
 
黒潮圏科学国際シンポジウムは、旧黒潮圏海洋科学研究科時代の2006年に高知大で開催さ

れ、以降、高知大と、台湾、フィリピンの協定校がローテーションで開催してきた。2018 年度は台

湾・高雄の国立中山大学で、第 12 回のシンポが The 12th International Kuroshio Sciences 
Symposium and South China Sea Marine Stations Conference として実施され、約 70 名の参加者

を集めた。日本からは、教員 1 名、大学院生 4 名が参加し、それぞれ研究発表を行った、 
このシンポジウムの内容は、毎回翌年度に雑誌『Kuroshio Science（黒潮圏科学）』誌にまとめ

て刊行し、協定校・機関にフィードバックして、黒潮圏科学に関する相互理解を深めている（2018
年度は『黒潮圏科学』12 巻 1 号に前年度の高知大学での第 11 回シンポジウムの内容をまとめて

いる）。このような一連の取組は、黒潮圏諸国内での国際的な学術交流を深めると共に、我々が

新しく確立しようとしている黒潮圏科学の進展に大きく役立っている。 
また上記さくらサイエンスであるが、平成 26 年以降、日台比トライアングルの若手研究者との

交流を通し、留学生確保や教育研究交流の質向上を図る目的で JST「日本･アジア青少年サイ

エンス交流計画さくらサイエンスプラン」に応募、5 年連続で採択されている。本年度も黒潮圏流

域の「沿岸域の海洋管理」を担う学術人材ネットワークの連携強化と拡大」をテーマに、

フィリピン・台湾の協定校等 7 大学より 11 名（学生・若手研究者 9 名、教員 2 名）を招き、高

知大学内外での先端研究に関わる研修･視察などを実施している。 
 

（2）黒潮圏の持続可能な社会を確立する上で、自然資源の持続可能な利用の仕組みの確立や

持続可能な食料生産の確立等が重要である。前者については、中村研究室、新保研究室など
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で、黒潮圏のフィールドにおいて、沿岸自然資源保全のための海洋保護区の研究が精力的に

進められている。たとえば、新保研究室では、社会科学的観点から、フィリピン・ビコール地方の

いくつかの海洋保護区について現地調査を行うと共に、沖縄県慶良間諸島や鹿児島県与論島

のサンゴ礁保全に関する調査を行っている。また後者に関しては、大嶋研究室で漁業養殖の持

続性を脅かす魚病に関する研究や陸上養殖の研究が進められている。 
また、久保田研究室や短期研究員の田口研究室では、サンゴ礁を形作る造礁サンゴについて

研究を進めている。その際、台湾・国立中山大学や東華大学、幡多郡大月町西泊の黒潮生物

研究所と密接に協力し研究を行っている。 
さらに平岡研究室では、四万十川河口汽水域で 10 年以上継続して毎月 1 回ペースでスジア

オノリの生態調査を実施している他、愛媛県八幡浜市の離島・大島でも5年以上継続して海藻調

査を実施している。また、海洋深層水や地下海水を用いた海藻類の大規模陸上養殖の技術を

開発し、多くの企業から共同研究や技術支援の申し出が集まっており、産業化に結びつきつつ

あるが、申し出が多すぎて研究者個人では対応しきれない状況になっている。既に特許技術を

供与し事業化しているものとして、(1)八幡浜市の離島・大島の産業振興のための海藻陸上生産

（5 年前から）、(2)平岡研究室所属の大学院生蜂谷潤君が室戸市に設立した合同会社シーベジ

タブルによるアオノリ生産（2016 年 4 月から）、(3)2016 年度から特許技術供与している宇和島市

のスリーラインズ株式会社によるアオノリ生産などがある。また次年度以降、三重県南伊勢町の東

海テクノによるアオノリ生産が計画されている。さらに、宮城県の理研食品株式会社と特許技術を

供与して海藻陸上生産の事業化を進めるべく、社員を社会人学生として受け入れ、ヒトエグサの

養殖の研究を進めている。 
 その他にも沿岸自然資源の持続可能性や保全、管理に関わる研究はさまざまに進んでいる。 

特に木下研究室では、土佐湾の生物生産に関する基礎研究を継続的に実施する他、有明海再

生に関する研究、四万十川流域圏における生態系研究を進めている。" 
 陸域の森林の持続可能な管理も黒潮圏諸国の課題であるが、飯國研究室は過疎化が進む我

が国の中山間地域の森林で土地所有権が空洞化し、管理主体が不明になり荒廃が進むという

問題を受け、実態調査等を通して現状を把握・分析、人口転換論の観点からさまざまなステージ

にある黒潮圏諸国では問題の位相もステージによって異なり、それぞれの条件に応じて別途の

対策が必要であることを明らかにしている。関連して、同研究室では、、地域社会と自治の現状を

経済学・社会学及び政治学・行政学から学際的に解明する研究プロジェクトを立ち上げ、移住者

の自治への参加を軸に今後のあり方を検討している。すなわち、我が国の中山間地域では社会

を牽引してきた昭和一桁生まれ世代が 80歳を越え、多くの集落では消滅の危機が現実になるほ

どの変革期が到来している。これに応じて集落レベルの自治は大きく変質している。その過程や

対策については詳細に検討されてきたが、地方議会を通じた自治については、近年十分な分析

はなくその空隙を埋めるものであると共に、東・東南アジアの黒潮圏諸国の農村自治との比較を

試みるものである。 
 また寄高研究室では、突然強い潮流が起こり、定置網を破壊するなど沿岸域の人間活動に影

響を及ぼす急潮という現象の解明に取り組んでおり、高岡漁協の管内に潮流計を設置し、水位

観測を行い、高知県水産試験場と共同で観測データの解析を行っている。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

1）新たな研究分野としての“黒潮圏科学”の発展を通じた貢献 

「黒潮圏科学」を基礎に、21 世紀型の持続的社会のあり方を鮮明にし、次世代の社会

像を描き発信する。  

 

2）学際性の追求を通じた貢献 

従来の学部や学問体系の壁を取り除いた学際的研究を実施し、環境問題や地域問題など

に対して複眼的な視点からのアプローチを行い、新しい切り口から社会が直面する問題の

解決を試みる。 

 

3）国際性の追求を通じた貢献 

「黒潮圏」をキーワードにした日本および諸外国におけるフィールド研究を実施し、国

際交流を活発化し、研究成果を現地に還元するとともに、人材育成を進める。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

本年度は、学際性・国際性に裏打ちされた黒潮圏科学の成果を社会に還元するためにシ

ンポジウムやセミナーなどを実施する。S状帯諸国を含めた黒潮源流域および沿岸諸国と

の学術的・人的交流をさらに強化し、成果の還元とともに人材育成を通じた社会貢献を促

進する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）『黒潮圏科学』誌の発行、

および Web ページによる

公開を通して、黒潮圏科学

の構築を広く社会に向け

て発信する。 

2017 年 7 月に高知大学で開

催した第 11 回黒潮圏科学シ

ンポジウム特集号となる、雑

誌『Kuroshio Science（黒潮圏

科学）』第 12 巻 1 号（英文誌）

を発刊した。 
雑誌『黒潮圏科学』第 12 巻

2 号（和文誌）を発刊した。 
また雑誌『Kuroshio Science

（黒潮圏科学）』第 13 巻 1 号

（英文誌）の編集を開始、協

定校・協力校の参加者、関係

者に Call for Paper を送付して

投稿を募っている。 

『Kuroshio Science（黒潮

圏科学）』第 12 巻 1 号（英

文誌）は、2017 年 7 月に

高知大学で開催した第 11
回黒潮圏科学シンポジウ

ム関連の論文 13 報の他，

シンポジウムの記録等，関

係の記事を掲載している 
また『黒潮科学』第 12

巻 2 号（和文誌）は、研究

論文 2 報、研究ノート 4
報、計 6 報の学術論文を掲

載した。 
両号共に、高知大学の得

ポジトリに全論文を掲載
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し、広くインターネット上

に公開している。 
本誌は、黒潮圏大学リー

グの国際的な教育研究の

交流のプラットフォーム

として、黒潮圏諸国、特に

フィリピンの協定校に認

知されるようになり、上述

のように多数の論文が投

稿されるようになってい

る。 

（2）黒潮圏科学による地域社

会発展とそれを通した自

然資源の持続可能な利

用・保全の社会的仕組みの

構築などの分野横断型の

研究を推進し、成果公表や

提言等の形で社会への還

元を行う。 

ここでは、飯國芳明研究室

の成果を取り上げる。飯國芳

明教授は、『グローバル資本主

義と農業・農政の未来像―多

様なあり方を切り拓く―』（小

池恒男編著、昭和堂、2019 年）

に「農地・森林における所有

者不明土地問題の顕在化と土

地問題」という論考を分担執

筆している。都市部でも近年

空き家問題などを契機にクロ

ーズアップされている所有者

不明土地問題が、農山村では

農地・森林などにおいて先行

する形で顕在化している実態

を報告し、人口論の視点から

理論的に分析、アジア諸国の

状況と比較している。その上

で、近年の制度改革を伴う対

策について概説し、それらの

対策の特徴を分析しその問題

点を論じている。 

飯國教授は、右記の研究

に関しては、科研費による

国際共同研究の結果を取

りまとめ、既に 2017 年 3
月に土地所有権空洞化に

関する著書を出版してい

る（飯國芳明・程明修・金

泰坤・松本充郎編『土地所

有権の空洞化 東アジア

からの人口論的展望』ナカ

ニシヤ出版)。このような

国際的な共同研究の成果

をもとに、国際的な視点に

も留意しつつ、条件不利地

域問題の研究を進め、本書

他学会報告や学術雑誌等

で広くこの問題を世に問

うている。 
農山村でまず深刻化し

た所有者不明土地問題は、

既に政府が法律制定を含

む対策に乗り出し、それら

に関して多くの論者が問

題点を指摘しはじめてい

るが、それらを先駆的に問

題提起したこの共同研究

の意義は、専門家に高く評

価されている。 

（3）今年度は第 12回黒潮圏科

学国際シンポジウムを台

湾・国立中山大学で開催

し、並行して日本、台湾、

フィリピンの学生に対す

る Cross Border Educati

on を実施する。これは黒

潮圏域の大学が黒潮大学

リーグを形成し、黒潮圏の

持続型社会形成を目指し

第 12 回黒潮圏科学国際シ

ンポジウムは、2007 年度より

高知大学と台湾、フィリピン

の協定大学のローテーション

で実施している。今回は、2018
年 11 月 18 日～21 日の期間、

協定校である台湾高雄市の国

立中山大学において、東シナ

海臨海実験所会議とジョイン

トで開催された (The 12th 

第 12 回黒潮圏科学国際

シンポジウムには、日本、

台湾、フィリピンの他、 イ
ンドネシア、マレーシア、

ベトナム、シンガポール等

の黒潮圏諸国の大学・研究

機関から約 70 名の研究

者・学生が参加した。高知

大学からは教員 1 名、大学

院生 4 名が参加、研究発表
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た研究・教育を国境を越え

て実施することを見据え

て為す計画である。短期的

には協定校・協定協力機関

の黒潮圏科学研究振興に

役立つが、そのことを通し

て、黒潮圏諸国の現場での

持続可能な社会構築へ向

けた取組を振興し、現地の

地域住民の福祉向上に結

びついていけばと願って

いる。 

International Kuroshio Sciences 
Symposium and South China 
Sea Marine Stations 
Conference)。 
  
 また JST さくらサイエンス

に応募・採択され（5 年連続）

黒潮圏流域の「沿岸域の海洋

管理」を担う学術人材ネット

ワークの連携強化と拡大」を

テーマに、フィリピン・台湾

の協定校の学生・若手研究者

を招き、高知大学内外での先

端研究に関わる研修･視察な

どを実施した。 

を行った。その他に、日本

からは九州大学の教員等

が参加した。 
 
 
JST さくらサイエンス

フィリピン・台湾の協定校

7 大学より 11 名（学生・

若手研究者 9 名、教員 2
名）を招聘し、実施された。 

（4）地域セミナーの開催など

によって、研究成果の地域

への還元を行う。 

(1) 8 月 31 日に宿毛市立文教
センター中央公民館会議室 2
（宿毛市中央 2-7-14）におい
て，第 2 回宿毛湾大学を開催
した。高知大学の共通教育講
義である「土佐の海の環境
学：柏島の海から考える」の
現地実習にあたり，その現地
講義の一部を一般開放しよう
というものである。今年度は
「地域と災害」をテーマに，
座談会（ミニシンポ）を行っ
た。高知県地域支援企画員・
山崎水紀夫氏の「災害にも強
い地域コミュニティ～19 災害
の被災地支援から学ぶ現場力
～」という話題提供の講義を
得て，下記のメンバーを中心
に学生を交えて活発に議論を
行った。 
 
コーディネーター：石筒覚（高
知大学地域協働学部准教授）
パネリスト（50 音順・敬称
略）：神田優（NPO 法人黒潮
実感センター・センター長），
山崎水紀夫（高知県産業振興
推進部計画推進課 地域支援
企画員） 
 
(2) 2017 年 11 月に高知大学と

大学間協定を締結したフィリ

ピン・パルティド州立大学の

ジョセフィーナ・ボロメイオ

副学長の講演会「パルティド

地域のコミュニケーションと

文化：史的展開としきたり」

(1) 宿毛湾大学は、高知県

柏島の NPO 法人黒潮実感

センターと協力して、高知

大学の学生・教員と地域住

民が、宿毛湾地域の自然資

源や環境、さまざまな社会

問題について座談会（ミニ

シンポ）形式で共に学び，

議論するという趣旨から、

2017 年度に開始された。 
2 度目となる本年度は、

高知大学学生を含め約 43
名の参加者を得て，活発な

議論が行われた。その様子

を報じる記事が、読売新聞

（2018/9/16）に掲載され

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 学生・教員、地域住民

等、あわせて 37 名の参加

があった（必要があれば名

簿あり）。講演後の質疑応

答においても、活発な議論

が行われた。 
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を 11 月 15 日に高知大学朝倉

キャンパスで開催した。大小

合わせて七千を越える島々か

ら構成される多民族国家フィ

リピンでは、公用語としてフ

ィリピン語（いわゆるタガロ

グ語）と英語が使用され、他

に多様な言語が母語として話

されている。パルティド州立

大のあるルソン島南東部ビコ

ール地方南カマリネス州のパ

ルティド地域は、ビコール語

（ビコラーノ）が母語として

話され、その上にタガログ語

や英語といった公用語が折り

重なっている。ボロメイオ教

授の講義では、歴史的経緯を

追いながら、このパルティド

地方のコミュニケーションと

文化を紹介した。 
（5）個別研究及びプロジェク

ト研究などの成果を論文

として公表し、社会へ還元

する（社会のどのような層

に還元されるかは、研究の

内容によって当然異なる

だろう）。 

今年度は、平岡雅規准教授

の研究室の成果を取り上げ

る。 

(1)大型多細胞の藻類ヒトエ

グサは単細胞の状態から葉を

つけ葉状体になるために、海

洋バクテリアが産生するサル

ーシンという物質が必要であ

ることが従来から知られてい

た。しかし今回、サルーシン

なしでもフラスコでエアレー

ションすることで単細胞の状

態のまま 1 日あたり 2 倍の速

度で増殖できることを平岡雅

規准教授らが明らかにした。

しかもこのようにして増殖し

た細胞に事後的にサルーシン

を添加すると正常な形のヒト

エグサにまで成長することも

わかった。この技術を使うと

植物工場的な形でヒトエグサ

を大量生産できることが期待

できる。ヒトエグサは、例え

ば高知ではアオサノリの通称

で流通し、天ぷらや佃煮など

様々な料理が供されており

（四万十川産が有名）、産業的

な価値が高い。 

 

(1)右記のヒトエグサ養殖

技術は既に国内特許を出

願中であり、また共同研究

を行っている民間企業（理

研食品）が数年以内にこの

技術で生産した商品を販

売する予定である。 

 

(2)さらに海藻類の大規模

陸上養殖について、既に特

許技術を供与し事業化し

ているものとして、(1)八

幡浜市の離島・大島の産業

振興のための海藻陸上生

産（5年前から）、(2)平岡

研究室所属の大学院生蜂

谷潤君が室戸市に設立し

た合同会社シーベジタブ

ルによるアオノリ生産(の

ち安芸市にも養殖施設）、

(3)2016 年度から特許技

術供与している宇和島市

のスリーラインズ株式会

社によるアオノリ生産な

どがある。 

 

(3)右記の朝鮮半島での海

藻産業振興プロジェクト

のシンポジウム野際に、平
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(2)さらに平岡研究室では、海

洋深層水や地下海水を用いた

海藻類の大規模陸上養殖の技

術を開発し、多くの企業から

共同研究や技術支援の申し出

が集まっており、産業化に結

びつきつつある。 

 

(3)また平岡准教授は、これま

での成果から、韓国で開催の

デンマーク女王や潘基文元国

連事務総長が出席する式典に

招待され、引き続いて開催さ

れた朝鮮半島での海藻産業振

興プロジェクトのシンポジウ

ムで高知県の海藻産業開発を

紹介する招待講演を行った。 

岡准教授は、プロジェクト

に協力する MOU に世界 13

か国の研究者と共に調印

した。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

(1) 第 12 回黒潮圏科学国際シンポジウム（2007 年度より高知大学と台湾、フィリピンの

協定大学のローテーションで実施）は、2018 年 11 月 18 日～21 日の期間、協定校であ

る台湾高雄市の国立中山大学において、東シナ海臨海実験所会議とジョイントで開催

され(The 12th International Kuroshio Sciences Symposium and South China Sea Marine 
Stations Conference)、黒潮圏諸国 (日台比の他, インドネシア、マレーシア、ベトナム、

シンガポール等）の大学・研究機関から約 70 名の研究者・学生が参加した。高知大学

からは教員 1 名、大学院生 4 名が参加、研究発表を行った。 
(2) 2017 年 7 月に高知大学で開催した第 11 回黒潮圏科学シンポジウム特集号となる、雑

誌『Kuroshio Science（黒潮圏科学）』第 12 巻 1 号（英文誌）を発刊した。シンポジウ

ム関連の論文 13 報の他，シンポジウムの記録等，関係の記事を掲載している。また雑

誌『黒潮圏科学』第 12 巻 2 号（和文誌）を発刊した。研究論文 2 報、研究ノート 4 報、

計 6 報の学術論文を掲載した。 
(3) 宿毛湾大学は、高知県柏島の NPO 法人黒潮実感センターと協力して、高知大学の学

生・教員と地域住民が、宿毛湾地域の自然資源や環境、さまざまな社会問題について

座談会（ミニシンポ）形式で共に学び，議論するという趣旨から、2017 年度に開始さ

れた。 
2 度目となる本年度の第 2 回宿毛湾大学は、8 月 31 日に宿毛市立文教センター中央

公民館会議室 2（宿毛市中央 2-7-14）において，が開催された。「地域と災害」をテー

マに，座談会（ミニシンポ）を行い、高知大学学生を含め約 43 名の参加者を得て，活

発な議論が行われた。その様子を報じる記事が、読売新聞（2018/9/16）に掲載された。 
(4) 平岡雅規研究室では、海洋深層水や地下海水を用いた海藻類の大規模陸上養殖の技術

を開発し、多くの企業から共同研究や技術支援の申し出が集まっており、産業化に結

びつきつつある。既に特許技術を供与し事業化しているものとして、(1)八幡浜市の離

島・大島の産業振興のための海藻陸上生産（5 年前から）、(2)平岡研究室所属の大学院

生蜂谷潤君が室戸市に設立した合同会社シーベジタブルによるアオノリ生産(のち安芸

市にも養殖施設）、(3)2016 年度から特許技術供与している宇和島市のスリーラインズ

株式会社によるアオノリ生産などがある。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：地域協働教育学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：大石 達良 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 8 0 1 0 

准教授 11 0 0 0 

講師 7 0 0 0 

助教 4 0 3 0 

合計 30 0 4 0 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）文・理諸学からの総合的アプローチにより地域の持続的発展を推進する実践的基礎

学としての「地域協働学」を構築する。 

（2）地域再生に不可欠な協働型産業人材を育成するための「地域協働学」に関する高等

教育システムを開発・研究する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）「地域協働学」構築に向けた研究活動の充実。 

（2）「地域協働学」に関する高等教育システムの開発・研究。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）部門研究誌『Collaboration』第 9号

の編集発行 

（1）部門研究誌『Collaboration』第 9 号を

編集・発行し、学術論文 4 本、研究活動

報告 3本を掲載した。 

（2）異分野融合型研究としての「地域協

働学」構築に向けた研究会の開催 

（2）異分野融合型研究の一環として、「地域

協働学」構築に向けた研究会を、学内に

おいて行うとともに、学外関係者との共

同研究会も開催した。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 

 2016年度 2017年度 2018年度 

著書数 19 10 9 

論文数 18 21 24 

論文数（査読

有り） 

2 3 3 

 

【主要な研究成果を記載してください】 

 著書数は昨年度を 1件下回ったがほぼ同等の数であり、論文（原著論文）数は昨年度を

3件上回る数であった。両者の合計数は、昨年度を 2件上回った。部門構成員一人あたり

の平均数は 1.1（＝33本/30人）であり、1.0を上回る水準を維持した。 

 

（2）その他 

（記載なし） 
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2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

科研費の応募数・採択数、採択額の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 2018年度 2017年度 2016年度 

採択数/応募数 6/22 5/18 7/12 

採択額 485.39 573.03 2202 

 応募数、採択数とも昨年度を上回っており、積極的に科研費に応募し採択されている。

ただし採択額は昨年度をやや下回った。 

 

（2）その他 

科研費以外の外部資金の獲得額の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 2018年度 2017年度 2016年度 

助成金 180 74.3 120 

奨学寄付金 0 20 0 

共同研究（取得額） 220 148.01 0 

共同研究（配分額） 209 40.6 82 

受託研究（取得額） 1178.7 237.6 184 

受託研究（配分額） 1050.8 237.6 214 

学長、学部長、他裁量経費 731.5 190 402.8 

その他競争的資金 145 165 0 

 各種の外部資金に応募し、上記の表のような資金を獲得した。助成金、共同研究（取得

額）、共同研究（配分額）、受託研究（取得額）、受託研究（配分額）、学長・学部長・他裁

量経費は、昨年度を上回る資金を獲得することができた。特に、受託研究（取得額）、受

託研究（配分額）、学長・学部長・他裁量経費は、昨年度を大きく上回る資金を獲得して

いる。 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

近年の研究予算削減の影響で部門研究者が安定的に使用できる研究費が逼迫している。

そのような研究環境の中で、部門研究者は必然的に、各種外部資金に依存する形で研究費

を獲得することが求められている。 

2018 年度の外部資金の獲得状況は、上記（2-2-2-3）の通りである。部門研究者は、科

研費に関しても、その他外部資金に関しても、積極的に研究費獲得に努めている。特に、

共同研究、受託研究に関しては、2018年度に積極的な取り組みが見られ、大きな成果をあ

げることができた。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述[公表項目] 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（1）「地域協働学」構築の一環として、部門研究誌『Collaboration』第 9 号を編集発行

し、研究の拠点づくりと研究成果の公表および地域社会還元を行った。 

（2）「地域協働学」構築の一環として、地域協働学の学術体系を明らかにすることをめざ

し、地域協働に関する過去の研究について検討した学術論文「「地域協働」に関する

研究の特徴と動向 －KH Coder による計量テキスト分析に基づく検討－」を、

『Collaboration』第 9号に掲載し研究成果の公表を行った。 

２ その他 

（1）（記載なし） 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）部門における研究成果の普及・還元。 

（2）高知県を中心とした地域協働・地域課題解決。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）研究成果の普及・還元機会の拡充。 

（2）コミュニティ・パートナーとの研究機会の拡充。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）部門研究誌『Collaborat

ion』第 9 号の編集発行、

それによる研究成果の地

域社会還元の実施 

（1）地域協働教育学部門研究

誌『Collaboration』第 9

号を編集発行した。また、

この部門研究誌を、学内

研究者、および学外の研

究機関・教育機関・地域

協働パートナー等、総計

約 400 カ所に送付し、研

究成果の地域社会還元を

行った。 

 部門研究誌の配布先か

ら、地域協働に関する研究

教育の理論的および実践

的な展開について理解が

深まったという意見が寄

せられた。 

（2）「地域協働教育推進会議」

等における研究報告会の

充実、それによる研究成果

の地域社会還元の実施 

（2）5月に開催された「地域

協働教育推進会議」にお

いて、地域協働学部にお

ける「地域協働実習」「地

域協働研究」に関する研

究成果報告会を実施し、

研究成果の地域社会還元

を行った。 

 地域協働教育推進会議

の会員から、地域協働に関

する研究教育の実態に関

して、様々な意見が出され

議論が深められた。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）部門研究誌『Collaboration』第 9 号を編集・発行し、研究成果の地域社会還元を

行った。 

（2）「地域協働教育推進会議」において研究成果報告会を実施し、研究成果の地域社会

貢献を行った。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：生命環境医学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：曵地 康史 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 11 0 1 2 

准教授 8 0 1 0 

講師 1 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 20 0 2 2 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

（１）植物のライフサイクルのすべてのステージにおいて、植物の健全性を実現させると

ともに、植物が持つ様々な機能と、得られる生産物や加工後の残渣などを、高度に利

用できるようにすることによって、「人間が健全に生存できる環境を創り出す」とい

う理念のもとに、植物の健康に資することを拠点研究とする。 

（２）上記の拠点研究の対象になっていない動物や微生物の機能、国内外の生物資源や環

境に着目した学内横断的、地域・国際連携研究を学系プロジェクトとして企画して、

「植物の病気と虫害の管理」、「土壌環境保全」、「機能物質の高度利用」、「環境物質の

動態把握」に貢献する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）高知発世界への研究成果発信の基地 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

（1）「植物の健康」に資するための「植

物の病・虫害管理」，「土壌環境」，「機

能物質」，「環境物質」等をキーワー

ドとした研究プロジェクト 

IoP 研究プロジェクトの中核を担うととも

に、Super Regional Science の構築の先駆

的研究と基盤の構築を行った。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

著書数  3   1  3  

論文数 45  58  54  

（内数:査読

付き論文） 

45  46  43  

【主要な研究成果を記載してください】 

上記の中で特筆すべき（IF３以上）業績 

1. Tsunemitsu, Y., Genga, M., Okada, T., Yamaji, N., Ma J.F., Miyazaki, A., Kato, 
S., Iwasaki K., Ueno, D. 2018. A member of cation diffusion facilitator family, 

MTP11, is required for manganese tolerance and high fertility in rice. Planta 

248(1), 231-241. (IF: 3.249) 

2. Honma, A., Kumano, N. and Suzuki, N. Noriyuki. 2018. Killing two bugs with one 
stone: a perspective for targeting multiple pest species by incorporating 

reproductive interference into sterile insect technique. Pest Management 

Science, 75, 571–577 (IF: 3.249). 
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3. Minobe,  A., Fukui, K., Yonezu, H., Ohshita, K., Mizobuchi, S., Morisawa, T., 
Hakumai, Y., Yano, T., Ashiuchi, M., Wakamatsu, T. 2019. Biochemical 

characterization of mismatch-binding protein MutS1 and nicking endonuclease MutL 

from a euryarchaeon Methanosaeta thermophila. DNA Repair, 75, 29-38.  DOI: 

10.1016/j.dnarep.2019.01.005. (IF: 4.461). 

4. Suetsugu, K., Funaki, S., Takahashi, A., Ito, K. and Yokoyama, T. 2018. Potential 
role of bird predation in the dispersal of otherwise flightless stick insects. 

Ecology, 99, 1504-1506. (IF: 4.809) 

5. Zhang, W., Li, J., Shi, X., Hikichi, Y., Zhang, Y. and Ohnishi, K. 2019. Functional 
characterization of two putative DAHP synthases of AroG1 and AroG2 and their links 

with type III secretion system in Ralstonia solanacearum. Frontiers in 

Microbiology, 10, 183. (IF: 4.019). 

6. Hayashi, K., Kai, K., Mori, Y. Ishikawa, S., Ujita, Y., Ohnishi, K., Kiba, A. 
and Hikichi, Y. Contribution of a lectin, LecM, to the quorum sensing signalling 

pathway of Ralstonia solanacearum strain OE1-1. Molecular Plant Pathology, 20, 

334-345. (IF: 4.188). 

7. Zhang, Y., Li, J., Shi, H., Luo, F., Hikichi, Y., Shi, X. and Ohnishi, K. A putative 
LysR-type transcriptional regulator PrhO positively regulates the type III 

secretion system and contributes to virulence of Ralstonia solanacearum. 

Molecular Plant Pathology, in press. (IF: 4.188). 

8. Uchiyama, J., Matsui, H., Murakami, H., Kato, S.-I., Watanabe, N., Nasukawa, T., 
Mizukami, K., Ogata, M., Sakaguchi, M., Matsuzaki, S., Hanaki, H., 2018. 

Potential application of bacteriophages in enrichment culture for improved 

prenatal streptococcus agalactiae screening, Viruses 10(10), 

DOI:10.3390/v10100552. (IF: 3.761). 

 

（2）その他 

日本食品化学学会 第 13回論文賞 

日本食品保蔵科学会 論文賞 

“Plant and Environment Minisymposium” for the 90th anniversary celebration of 

National Taiwan University にて招待講演 

 

2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

 のべ 24,440,000円 

 

（2）その他 

 受託研究  18,663,206円    

奨学寄附金 3,520,000円  

その他   6,711,110円 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

11 名が IoP 研究に従事しているため、大型機器の充足により、研究環境は格段に向上し

た。 
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2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

(1) 植物病害分子診断技術の開発 

(2) 環境保全型虫害防除技術の確立 

(3) 根圏環境の評価と改善 

(4) 生産物・残さの高度利用、高付加価値化 

(5) 各種吸着剤のインジウム吸着能の評価 

(6) 稀少種の保存と繁殖源の利活用拡大 

２ その他 

(1) JAMSTEC高知コア研究所地球深部生命研究グループとの「海底堆積物を用いた基質誘

導型遺伝子発現解析による新規有用遺伝子資源の探索」に関する共同研究 

(2) イノチオホールディングス株式会社との植物細菌病に対する防除方法開発研究 

(3) 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業シーズ創出ステージにおける「青枯病菌

特有のクオラムセンシング機構を阻害する次世代植物保護薬剤の開発」について大阪府

立大学との共同研究 

(4) 高知県工業技術センターとの共同による醸造用酵母の育種と県産酒米の評価 

(5) 高知県産海藻による地域バイオマスリファイナリーの実現に向けた機能性評価 

(6) 須崎市・竹虎と本山町・農業公社との共同による県産薬草茶葉の乳酸発酵と機能性評

価 

(7) 仁淀川町・（株）ソフィと南国市・ひまわり乳業（株）との共同による発酵乳に適し

た乳酸菌保護剤の開発 

(8) 平成 30年度高知県産学官連携産業創出研究推進事業 (高知県立大学、株式会社れい

ほく未来、牧野植物園） 

(9) 住友化学株式会社との「植物病原性細菌の植物への感染を抑制する化合物の探索」に

関する共同研究 

(10) 生研センター 技術開発・成果普及等推進事業 

(11) ＩｏＰ（Internet of Plants）”が導く「Next次世代型施設園芸農業」への進化 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高知発世界行、そしてその成果を地域へ 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）世界レベルの研究を、人材交流や産業との交流・共同研究を通じて地域に展開する。 

（2）研究成果を地域社会の経済や生活に貢献させるとともに、人材育成を強化し、地域

社会へのフィードバックを図る 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）まずは、世界 一人当たり年２報以上の国際

誌への掲載の推奨 

平均 2.7報 

（2）そして、地域 

 

地域を基盤とした産官学研究

の実施 

IoP 研究の実施 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知県工業技術センターとの共同による醸造用酵母の育種と県産酒米の評価 

（2）須崎市・竹虎と本山町・農業公社との共同による県産薬草茶葉の乳酸発酵と機能性

評価 

（3）仁淀川町・（株）ソフィと南国市・ひまわり乳業（株）との共同による発酵乳に適

した乳酸菌保護剤の開発 

（4）海洋性藻類を中心とした地域バイオマスリファイナリーの実現に向けた新技術の創

出（文部科学省特別研究費 研究プロジェクト） 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：複合領域科学部門 

組織長（部局の長）：部門長 

組織評価の責任者名：上田 忠治 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 11 0 0 0 

准教授 9 0 1 0 

講師 4 0 0 0 

助教 7 0 3 2 

合計 31 0 4 2 
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２ 研究活動の評価 

 

2-1 研究目的（前年度に作成したものを記載） 

「海洋」，「機能物質」，「環境」等をキーワードとする複合領域科学部門プロジェクト

研究を推進し，高い水準の研究成果を世界に向けて発信するとともに，地域への施策提

言等を通じて地域の活性化に寄与する。 

 

2-2 平成 30 年度の研究活動における成果について 

2-2-1 研究活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

部門構成員が主体となって，協力教員および客員教員等を組織し，「海底鉱物資源」，

「海洋生物資源」，「機能物質」，「グリーンサステナブルケミストリー」等のキーワード

に基づくプロジェクト研究を推進し，国際的レベルでの研究成果を発信する。それによ

り，本学の研究活性化に寄与するとともに，地域貢献・国際貢献に向けた組織的取り組

みを行う。 

グリーンサイエンス人材育成コースの教育の責任母体としての役割を果たし，プログ

ラムの実施に向けた国際連携組織を強化する。 

 

2-2-2 研究活動の計画と成果 

2-2-2-1 研究プロジェクト（「拠点化に資する研究」「異分野融合型の新しい領域に資する

研究」「地域に還元できる研究」などを含む）,その他 

 計画（前年度に作成したものを記載）  成果（左記に対応する取組を記載） 

以下の４件のプロジェクト研究を設定

し，部門として研究を遂行する。 

（１）海底鉱物資源に関する学際的研究： 

探査，解析，利活用 

（２）海洋生物資源を用いた生命科学研

究プロジェクト 

（３）持続可能社会における化学，環境，

医療，エレクトロニクス分野に貢献

する材料の創成 

（４）物質，反応および分析・評価法の開

発を通じた化学現象の探究 

 

（１）海洋資源に関する探査として海水熱水

鉱床における海底下物質循環の直接観

測を行うために，現場型間隙水採取装

置および打ち込み型海底下観測プラッ

トフォームの製作を行った。海底，島弧

および海嶺陸上域の地球化学的研究と

して，採取した海水および岩石などの

化学分析を実施した。さらにマグマ-壁

岩境界における熱移動・相変化解析に

関して研究も進めた。資源の利活用を

目指して, レアメタル含有機能性ポリ

オキソメタレート錯体の合成,蛍光体

材料等の機能性セラミックス材料の合

成を行った。 

（２）海洋生物資源を用いた生命科学研究に

関して,高知県および海洋研究機構等

との共同研究によって，海洋渦鞭毛藻，

微細藻類および海藻類から抗腫瘍性物

質の単離，薬理作用の解析，抗ウイルス

素材の開発，バイオ合成に関する研究

を行った。また，微生物についての生態

学的な研究から海洋環境を解析した

り，石油を生産する等の新しい細菌を

探索した。ウミガメの生態，巻貝と寄生
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虫の生態・進化に関する生物的な研究

も行った。ゲノム配列等のビックデー

タを利用して，生物の新規解析手法の

開発およびデータベースの開発も行っ

た。 

（３）化学，環境，医療，エレクトロニクス

分野への応用が期待される材料に関す

る研究を実施した。具体的には，バイオ

マス資源を利活用するための固体触煤

の創製，高知県の鉱産資源(石灰)の活

用，バイオセンシング材料の開発，温度

応答性ナノシリンダーチャネル膜の創

製，有機化学反応を制御する光触煤の

創製，生命化学的応用のための新奇ミ

セルや蛍光体分子の開発に関する研究

を行った。 

（４）物質，反応および分析・評価法の開発

を通じた化学現象の研究を行った。具

体的には，糖タンパク質の精密化学合

成と質量分析法による構造解析，固体

NMR 法の開発研究，クロマトグラフィー

を利用した分離分析法の開発，抗がん

剤治療における薬物動態に関するモニ

タリング，生体系モデル錯体の分子設

計と機能発現，微生物型人工シデロフ

ォアの植物用鉄供給剤としての応用研

究，生理活性微量物質の高選択的・高感

度分析法の開発，イオン排除クロマト

グラフィーの開発，食品分析用の陽イ

オン陰イオン同時分析法の開発，環境

汚染物質の調査等を行った。 

 

2-2-2-2構成員の研究成果 

（1）著書,論文（過去数年の傾向を踏まえて成果を示す） 

著書，論文数の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 平成 30年度 平成 29年度 平成 28年度 

著書数 3  14   5  

論文数 73  71  86  

（内数:査読

付き論文） 

73  64  81  

【主要な研究成果を記載してください】 

（記載なし） 

 

（2）その他 

（記載なし） 
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2-2-2-3外部資金の獲得状況 

（1）科研費 

科研費の推移（教員の自己点検・評価より引用） 
 2018年度 2017年度 2016年度 2015年度 

採択件数/応募件数 28/32 26/28 10/20 13/30 

総額/千円 47,975  37,504  31,449  26130  

 

（2）その他 

競争的資金の推移（教員の自己点検・評価より引用） 

 2018年度 2017年度 2016年度 2015年度 

助成金/千円 7,720  15,956  7,300  470  

奨学寄付金/千円 2,000  3,640  400  2,000  

共同研究/千円 3,105  7,859  2,100  10,370  

受託研究/千円 43,718  74,502  115,810  61,869  

学内 裁量経費/千円 39,300  570  1,426  6,645  

その他/千円 3,800  80  21,170  2,600  

 
 

 

2-2-2-4研究環境の状況 

基本的な共通機器は揃っていると言える。しかし一部の機器（透過型電子顕微鏡，ラマ

ン分光装置の励起用レーザ，制御用の PC 等）は，長期間更新されない状態が続いている

ため，故障や寿命などの原因で使用できない状態になる可能性が高い。また，NMR 等の毎

年ランニングコストが必要な機器に関しては，その費用を捻出するのが年々難しくなって

きている。一方，学部改組に伴って，研究室を異動してきた教員の中には，十分な居室，

実験室，測定室が確保されておらず，ドラフト等の労働安全上不可欠な設備が整っていな

い状態にあるため，研究推進に支障をきたしている状況が散見される。 

 

2-2-3 上記研究活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

１ 優れた研究成果（研究代表者や研究テーマ等を記述する） 

（１）内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）次世代海洋資源調査技術「海

のジパング計画」および地方大学・地域産業創成交付金「IoP が導く Next 次世代型

施設園芸農業への進化」の研究代表者および分担者として参画した。また，18件の

科研費プロジェクトを実施した。地球環境史学会貢献賞を受賞し，ChemElectroChem
誌の Cover Feature に選出された。また，インパクトの高い学術誌への論文の掲載と

して，Inorg. Chem.（IF=4.85），Scientific Reports（IF=4.525）があった。 
（２）農林水産省委託プロジェクト研究「農林水産分野における気候変動対応のための

研究開発」の研究分担者として参画した。また，13件の科研費プロジェクトを実施

した。研究成果のうち，インパクトの高い学術誌への論文の掲載として，Angew. 
Chem. Int. Ed.（IF=12.102）や Chem. Eur. J.（IF=5.16）があった。 

（３）文部科学省特別経費プロジェクト「海洋性藻類を中心とした地域バイオマスリフ

ァイナリーに向けた新技術の創出」の 研究代表者および分担者として参画した。ま

た，３件の科研費プロジェクトおよび戸部眞紀財団といった研究財団や企業との共

同研究を合計５件実施し，５件の特許出願をした。J. Mater. Chem. B.および Chem. 
Commun.誌の Back side Cover に選出された。インパクトの高い学術誌への論文の掲
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載として，J. Mater. Chem. B.（IF=5.047）および Chem. Commun.（IF=6.164）があっ

た。 
（４）12件の科研費プロジェクトを実施した。特に，平成 30年度採択分としては，「ボ

ーキサイト採掘による大気，水，土壌圏の水銀汚染と将来的な水銀溶出リスクの評

価」（若手研究（Ｂ） 代表：小崎大輔）である。内藤記念科学振興財団等の研究財

団や企業との共同研究を合計８件実施した。インパクトの高い学術誌への論文の掲

載として，Anal. Chem. （IF=6.042），J. Org. Chem. （IF=4.745），Food Chem.（IF=4.529）
があった。 

２ その他 

（記載なし） 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

複合領域科学部門では，地域にある公的高度教育研究機関の構成員として，国際貢献

活動と地域貢献活動に積極的に取り組む。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（１）研究成果を積極的に公表する。 

（２）構成員の海外派遣・海外調査研究・在外研究や外国人研究者の受入，さらには留

学生の派遣・受入を通して，国際交流活動および国際共同研究を推進する。 

（３）国際的学術雑誌の編集委員や国際シンポジウム等の組織委員，海外で講演等の活

動を積極的に行う。 

（４）企業，地方自治体などとの共同研究を行うと同時に，学会など学外諸団体の運営

に積極的に参加する。 

（５）一般に開かれたシンポジウム，講演会，展示会の開催，学外での教育活動などの

アウトリーチ活動に積極的に取り組む。 

（６）高校への出前授業などの広報活動を積極的に実施する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）アジア圏やオセアニアを

中心とした国際交流 

（１）中国，イランおよびイタ

リアから４名の博士研

究員を雇用し，メキシコ

から２名の教員を短期

研究員として受け入れ，

海外インターンシップ

等で４名の学生をベト

ナムおよびオーストラ

リアの大学に派遣した。

３名の教員がベトナム，

タイ，オーストラリアの

大学を訪問し，共同研究

を行った。 

（２）アイルランド，オースト

ラリアおよびタイから

４名の研究者を招聘し，

国際シンポジウムを高

知大学で開催した。

（2018.2.28） 

（１）国際誌に５編の学術

論文を発表した。 

（２）教職員合わせて 40

名が参加した。 
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（2）地域社会に向けた研究成

果発表 

（１）文部科学省特別経費プ

ロジェクト「海洋性藻類

を中心とした地域バイオ

マスリファイナリーの実

現に向けた新技術の創

出」（代表者 恩田歩武）が

主催する第７，８回講演

会を高知大学で開催した

（第７回 2018.7.4，第８

回 2018.11.8）。 

 

第７回の講演会には学生

および教職員合わせて 70

名，第 8回の講演会には 40

名が参加した。 

（3）熱意のある学生および優

秀な人材確保に向けた全

国的な広報活動の展開 

 

（１）高知大学オープンキャ

ンパスにおいて，土佐さ

きがけプログラムおよび

理工学部化学生命理工学

科の説明会参加者に対し

て，グリーンサイエンス

人材育成コースを案内し

た（2018.8.4）。 

（２）部門構成員の 2018年の

研究業績を取りまとめ

た。 

（３）教員や部門主催行事の

詳細情報に関して部門の

ホームページを更新し

た。 

（１）グリーンサイエンス

人材育成コースの説明に

は，学生４名および保護者

３名の参加があった。 

（２，３）http://www.kochi-
u.ac.jp/fukugo/index.htm に

て公開中 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）文部科学省特別経費プロジェクト「海洋性藻類を中心とした地域バイオマスリフ

ァイナリーの実現に向けた新技術の創出」（代表者 恩田歩武）が主催する講演会を高

知大学で開催した。 

（2）アイルランド，オーストラリアおよびタイから４名の研究者を招聘し，国際シン

ポジウム（世話人 上田忠治，梶芳浩二）を高知大学で開催した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：保健管理センター 

組織長（部局の長）：所長 

組織評価の責任者名：岩崎 泰正 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 2 0 0 0 

准教授 1 0 1 0 

講師 0 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 3 0 1 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）学生・職員の両者を対象としたメンタルヘルス維持・啓発活動（産業医活動を含

む） 

（2）ストレスチェック制度に基づいた高ストレス者へのカウンセリング体制の充実 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）発達障害者への支援・啓発活動の充実（学外施設との連携の継続） 

（2）内科疾患（甲状腺疾患など）の早期発見と、学外専門施設との連携 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）産業医２名体制（内科、精

神科）の確立と役割分担 

内科系診療とメンタル系診

療それぞれ責任ある体制を

構築した。 

内科系、メンタル系とも多

数の産業医面談を行い、病

状に応じて適切に対応し

た（産業医面談記録）。 

（2）メンタルヘルス問題に悩む

学生へのカウンセリング体

制の充実 

精神科医と臨床心理士がそ

れぞれ役割分担して対応し

た。 

メンタルの問題に起因す

る自殺者ゼロを本年も達

成した。 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）内科系：職員健診の受診率 100％を本年度も達成した。 

（2）メンタル系：学生のみならず職員（産業医として）のカウンセリング体制を確立し

た。 

 

3-3 組織活動の課題 

3-3-1 平成 29年度の組織活動における課題の取組状況 

平成 29年度に記述した課題を記載 左記の課題が平成 30 年度中にどの程度

取組・達成されたか記述 

（1）学生のみならず職員を対象としたメ

ンタルヘルス支援活動の充実 

本年度も自殺者ゼロを達成した。 

（2）産業医としての立場からメンタルヘ

ルス問題に対応するシステムの充実 

精神科医が産業医としてメンタルヘルス面

談を行う体制を確立した。 
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3-3-2 平成 30年度の組織活動における課題 

（1）職員健診後のフォローアップの呼び出しに、職員が必ずしも応じないこと。 

（2）保健師の業務量が多く、現在の１名体制では追いつかない面があること。 

 

3-4 組織活動目標の達成度を AA-Ｄ で評価し，１つを選択して○で囲む。 

AA  目標を上回る成果であった。 

Ａ   目標に十分に到達している。 

Ｂ   目標におおむね到達しているが，改善の余地もある。 

Ｃ   目標にある程度到達しているが，改善の余地がある。 

Ｄ   目標への到達が不十分であり，大幅な改善の必要がある。 

 

    上記の自己評価に至った根拠理由について 

内科系：職員健診の受診率 100％の達成と維持。 

メンタル系：精神科医が産業医として産業医面談を行う体制を構築。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域社会に開かれたメンタルヘルス啓発活動、および学外の精神保健に関する講

習活動を行う。 

（2）各教官が専門性に応じて国内外の学会における理事、評議員としての運営に参画

する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）朝倉、岡豊両キャンパスにおけるメンタルヘルス関連の公開講座の開催 

（2）全国的な学術集会の開催 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）学外者も対象とする「メ

ンタルヘルス講演会」の更

なる充実 

朝倉地区と岡豊地区における

「メンタルヘルス講演会」の

開催 

朝倉、岡豊両キャンパスに

おいて「メンタルヘルス講

演会」を開催した（開催記

録あり）。 

（2）発達障害者支援活動にお

ける学外施設との連携 

修学支援部門との連携による 

修学支援体制の強化 

修学に困難を抱える学生

のカウンセリングや助言

を行った（件数等は保健管

理センターの年報に記

載）。 

（3）全国的な学会・学術集会

への貢献や開催 

学会活動に積極的に参加する

ことにより、学術活動に寄与

する。 

１．全国大学保険管理施設

協議会の理事として運営

に貢献した。 

２．日本下垂体研究会年次

学術集会の全国大会を高

知で開催（所長の岩崎が会

長を務めた）。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）メンタルヘルス講演会の開催による啓発活動を継続した。 

（2）全国的な学術集会を高知市で開催した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：大学教育創造センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：小島 郷子 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 2 0 1 0 

准教授 3 0 1 0 

講師 2 1 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 7 1 2 0 
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３ センター系組織活動の評価  

 

3-1 組織目的 

（1）高知大学の教育に関する将来構想とこれを具現化するための企画・提案 

（2）将来構想を実現するためのプログラム開発および教員の職能開発 

（3）各部局による教育課程および授業改善に関する支援・検証・評価 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標  

（1）大学教育再生加速プログラム（AP事業）を円滑に実施し評価する。 

（2）中期計画の管理番号【６】【７】【８】【９】【１４】を円滑に実施し評価する。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）「大学教育再生加速プログ

ラム（AP事業）」の実施と評

価 

１）「大学教育再生加速プロ

グラム（AP事業）」の実施と

評価 

本事業の目的は，本学が第

３期中期目標（平成 28 年度

～６年間）に掲げる「総合的

教養教育を基盤とし，「地域

協働による教育」の深化を 

通して課題解決能力のある

専門職業人を養成する」こと

を加速させることであり，

「質保証の基盤構築に向け

た「地域協働による教育」の

多面的評価指標の実践的検

証」を行い，「地域活性化の

中核的拠点」のモデルとなる

ことを目指すものである。 

本事業の必要性は，大きく

分けると２つある。一つ目

は，「地域協働」を核とした

能動的学修モデルの多面的

評価指標の開発と実践を進

めること。二つ目は，教育改

革「高知大学の教育力向上計

画」を再生し加速させる“教

員のファシリテーション力

向上”を促進させることであ
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る。 

平成 30 年度は，上記の目

的を達成するための充実の

年度と位置付け， 

（１）「地域協働」を核とし

た能動的学修モデルの多面

的評価指標の開発・実践と，

（２）教育改革「高知大学の

教育力向上計画」を再生し加

速させる“教員のファシリテ

ーション力向上”に取り組ん

だ。詳細な実績については以

下に記述する。 

（１）「地域協働」を核とし

た能動的学修モデルの多面

的評価指標の開発・実践を促

進させるために，以下の取組

を行った。 

 

①学生の視点からわかりや

すく学修成果を可視化する

ツールである学修ポートフ

ォリオ（以下，「e-ポートフ

ォリオ」と称する。）の更な

る充実を図るため，e-ポート

フォリオの機能を拡充した。

具体的には，学部のニーズに

応じた独自機能の開発・運用

を開始するとともに，平成

29 年度に構築したプレ・デ

ィプロマ・サプリメント（「ポ

ートフォリオサマリー」と称

する：e-ポートフォリオのサ

マリー的な位置付け）をもと

に，ディプロマ・サプリメン

トを作成，発行できる仕組み

を構築した。 

 

②平成 29 年度に改定した多

面的評価指標を用いてアセ

スメントを本格実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「地域協働」を核と

した能動的学修モデルの

多面的評価指標の開発・実

践による学生教育の観点

からの成果は，以下の４点

である。 

①e-ポートフォリオの学

部独自機能の運用が開始

されたことで，学生は学部

等の指導の下，e-ポートフ

ォリオを利用した学修成

果の可視化とそれに基づ

いた学修の振り返りが可

能となった。また，令和元

年度卒業生からディプロ

マ・サプリメントを発行す

ることが決定し，学生は自

身の４年間の学修成果を

見やすい形で広く社会に

示すことができるように

なった。 

 

 

 

 

②多面的評価指標の改定

（ルーブリック化）によ

り，学生は自分の現在の状

況をより客観的に評価す

るとともに，大学での学び

における目標設定や学び

の方向付けに役立つ情報

を得ることができるよう

になった。また，学生は教

員との面談時に e-ポート

フォリオに掲載されたセ
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③外部の客観テストと学修

行動調査（質保証に関するア

ンケート）を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④平成 28・29 年度に引き続

き，卒業生とその就職先への

調査を行った。また，平成 29

年度にベネッセ教育総合研

究所と共同で実施した高知

県内及び首都圏に就職した

卒業生と，その就職先へのイ

ンタビュー調査の結果をも

とに，「大学でのどのような

学びが社会に出てから役立

っているか」という観点から

量的調査（卒業生アンケー

ト）を実施するとともに，調

査のためのシステム開発及

び実施方法の改善を行った。 

 

 

 

 

ルフ・アセスメントの結果

を参照することで，社会の

評価軸を意識する面談が

可能になった。 

③外部の客観テストの実

施により，本学の学生の特

徴を，他の大学と比較して

検証することができ，教育

の質保証のための客観的

なデータを得ることがで

きた。学生は，自分の能力

や資質について，多くの視

点で理解することができ，

大学の学びで伸ばしてい

くべき能力や，自分の性向

に合った進路に関するヒ

ントを得ることができた。

また，質保証に関するアン

ケートの実施により，大学

教育についての高い満足

度や授業外学修時間の伸

びが確認できるなど，今後

の学生教育の質保証に役

立つデータを得ることが

できた。さらに，これらの

結果を各学部にフィード

バックしたことで，各学部

における今後の教育活動

の参考となるデータを提

供することができた。 

④平成 28・29 年度に実施

した調査の結果を踏まえ，

ベネッセ教育総合研究所

との共同研究により卒業

生調査の指標に改善を加

えたことで，本学での学び

が卒業生のキャリア形成

の上でどのように役立っ

ているかを把握検証する

ことが可能となり，本学の

教育改善のためにどのよ

うな施策を講じればよい

かについて，より精度の高

い情報を収集することが 

できた。また，Web調査等

のシステムを整備し実施

方法を変更したことで，大

幅に回答率が向上し，今後

継続的にデータを収集す
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（２）教育改革「高知大学の

教育力向上計画」を再生し加

速させる“教員のファシリテ

ーション力向上”のために，

以下の取組を行った。 

 

 

①グッドプラクティス集の

作成を継続するとともに，ア

クティブ・ラーニングの実態

調査を実施し，調査結果を各

学部にフィードバックした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②各学部に設置済みの教育

ファシリテーション委員会

及び大学教育創造センター

内に本事業に関わるために

編成したワーキンググルー

プを継続して開催し，事業を

推進した。 

 

③平成 28・29 年度に引き続

き，FD・SDウィーク，外部講

師によるワークショップ及

び高大接続の視点からの高

知県内の高校教員への公開

授業と授業協議会を開催し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④平成 29 年度から設けた入

学時からの定期的な学生面

談（リフレクション面談），

３年次のリフレクション・セ

ることが可能となった。 

 

（２）教育改革「高知大学

の教育力向上計画」を再生

し加速させる“教員のファ

シリテーション力向上”に

よる学生教育の観点から

の成果は，以下の４点であ

る。 

①平成 30年度に実施した

アクティブ・ラーニングの

実態調査の結果とこれま

での取組を受けて，グッド

プラクティス集を作成す

ることで，教職員の情報共

有が促進され，本学のアク

ティブ・ラーニングに係る

実態が明らかになるとと

もに，「授業」に関わる良

いモデルを可視化でき，他

の教員へのモデル提示が

可能となった。 

②各学部のファシリテー

ション委員会と大学教育

創造センターのワーキン

ググループの双方向の情

報共有を定常化させるこ

とにより，本事業の取組を

迅速に全学で実施する体

制の推進を図った。 

③FD・SD ウィークの実施

により，大学教育に対する

意識改革につなげるとと

もに，教職員間で教育活動

の共有を図ることができ

た。また，外部講師による

ワークショップ及び公開

授業・授業協議会の実施に

より，アクティブ・ラーニ

ングや課題探求型授業に

ついて理解を深め，相互の

意見交換を通じて，高等学

校と大学で授業手法や考

え方，課題を共有できた。 

④キャリア形成に関わる

面談のための FD の実施に

より，キャリア教育の視点

からみたリフレクション・

セメスターの重要性を全
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メスターを実施し，形成的評

価をアドバイザー教員と学

生が共有していくために，学

生面談に関わる FD 等を開催

した。 

 
 

学に周知することができ

た。また，パフォーマンス

評価に備えた面談に関す

る FD の実施により，教員

が学修に問題を抱える学

生への対応からパフォー

マンス評価を基にした形

成的評価のための面談に

関する知見を得ることで，

学生は学修目標の達成に

ついて教員から支援を受

けることができる体制づ

くりの一環となった。 

（２）中期計画の管理番号【６】

【７】【８】【９】【１４】を円滑

に実施し評価する。 

管理番号【６】「能動的学習の促

進・支援」 

1)学生の能動的学習の促進 

・学外学修プログラムを正課授

業として実施 

・アクティブ・ラーニング型授

業モデルの学内普及及び教育

の量と質を向上させるための

ＦＤを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)開発した多面的評価指標によ

る評価の実施 

 

 

 

 

 

 

 

1）学生の能動的学修を促す

学外学修プログラムのモデ

ルとして，共通教育科目「プ

ロジェクト実践入門」（２学

期）を開講した。 

アクティブ・ラーニング型授

業の学内普及を目的とした

新たな手法等に関する FD と

して，４月 12日，19日，10

月５日，12 日「グループワー

クのはじめ方」，９月５日，

２月７日「学生の学びを支援

する授業準備ワークショッ

プ」（９月４日は台風のため

中止），９月６日「講義に小

グループ・ペア学習を取り入

れた授業デザイン」，「はじめ

てみよう！アクティブ・ラー

ニング」，９月７日「グルー

プワークの技法」，２月６日

「グループワークのための

ファシリテーション入門」，

３月 14 日「学生主体の授業

デザインと運営手法ワーク

ショップ」を実施した。 

 

 

2）本学が提唱する「10＋１

の能力」における，10の具体

的能力のうち GPA で評価す

る２つの能力を除いた８つ

 

 

 

「プロジェクト実践入門」

（２学期）の実施により，

地域課題に取り組むプロ

グラムの授業設計や評価

方法等における課題を把

握することができた。 

「10＋１の能力」におけ

る，学生の自己評価の結果

は，ｅ-ポートフォリオ上

で可視化され，学生は自ら

の到達度を客観的に把握

できるとともに，学生本人

とアドバイザー教員等が

これを共有することで，面

談等において形成的評価

が可能となった。 
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3)ラーニング・コモンズ等を必

要に応じて整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理番号【７】「e-ポートフォリ

オの開発・活用」 

・大学生基礎力テストを継続し

て実施し学生の現状を把握 

 

 

 

 

 

・大学・地域間の人的ネットワ

ークを活用し，評価システム

と e-ポートフォリオに関わる

研究会の開催 

 

 

 

・高知大学 e-ポートフォリオの

基礎機能，学部別機能の本格

稼働 

の能力については，ルーブリ

ックによるセルフ・アセスメ

ント・シートを用いた学生の

自己評価を，４月当初に１年

生を対象として実施した。ま

た，＋１の能力にあたる「統

合・働きかけ」については，

ディプロマ・ポリシーに基づ

くルーブリック評価指標を

用いて３・４年生を対象にパ

フォーマンス評価を実施し

た。１年生による自己評価に

ついては，大学教育創造セン

ターによる分析及び外部テ

スト「大学生基礎力レポー

ト」の結果と比較すること

で，その客観性を検証でき

た。 

 

3）「自律学習支援センター

（OASIS）」の運用の見直し等

について，各学部等で利用状 

況を確認するとともに，外国

語教材の充実や今後の活用

促進について意見を集約し， 

検討を行った。なお，意見へ

の対応として，教材リストの

整備や広報活動に取り組ん

だ。 

 

 

 

・新入生および新３年生の

スタート時点において，大 

学生基礎力テストを継続し

て実施し，学生の現状を把 

握した。受験率は，新入生（１

年生）は，89.9%，３年生は

62.3％であった。 

・大学・地域間の人的ネット

ワークを活用し，評価システ

ムと e-ポートフォリオに関

わる研究会（多面的評価指標

開発研究会）を第１学期は９

月 25日，第２学期は２月 27

日に開催した。 

・e-ポートフォリオは，基本

機能（共通機能）の本格稼働

を開始し，学生が身につける

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e-ポートフォリオの基本

機能（共通機能）が本格稼

働し，学生の利用率は約

70%となった。なお，学部

独自機能の運用が進んで

いる学部の利用率は 90%

以上であり，自らの学修成

果を振り返ることができ

るシステムとして，ほぼ全

員が活用している学部も

あるなど，活用が進んでい

る。 
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・学生に対する学期ごとの目標

設定及び振り返りの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理番号【８】「教育のＰＤＣＡ

機能の強化」 

・教育ファシリテーター等に向

けた研修・ワークショップを

企画・実施 

・新任教育研修プログラムの実

施，研修効果の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理番号【９】「四国地区５国立

大学連携による大学教育の共同

実施」 

1）共同実施の定常的提供 

・科目の定常的提供（コースコ

ンテンツの更新） 

べき「10＋１の能力」の到達

度や成績分布，正課外活動の

記録などを蓄積し，各学生の

学修プロセスと成果をポー

トフォリオサマリー等によ

り可視化できるシステムと

なった。 

・学生に対し，学期のはじめ

に，前学期のふりかえり及び

今学期の目標を設定させ，e-

ポートフォリオシステムへ

登録するように，説明会等で

促した。学期目標の入力率

は，全学年で第１学期は，約

30%,振り返りは，約 10%，第

２学期の目標入力は，約 12%

であった。 

 

 

 

・教育ファシリテーター向

けに４月に「質保証に関する

FD ワークショップ」を開催

し，９月に「大学生基礎力レ

ポート」の結果に関する FD，

11 月，１月に「リフレクショ

ン・セメスター」に関する FD

を開催した。 

・新任教員研修については，

本年度から新たに採用され

た者は，原則研修の受講が必 

須となっており，新任教員研

修プログラムの実施に係る

要項及び受講要領に基づき， 

研修を受講した。大学教育創

造センター及び各学部等で

は，新任教員のための研修プ 

ログラムや教育の質保証に

関する FD を実施するととも

に，新任教員研修プログラム

受講報告書をもとに研修内

容の検証を行った。 

 

 

 

 

平成 30 年度の知プラ e科目

として，61科目（本学受講生

延べ 1,233名）を開講した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育ファシリテーター向

けのＦＤを開催したこと

で，教育ファシリテーター

の教育力が向上した。 

新任教員研修を必須とし

たことで，指導力及び教育

改善能力を保証する仕組

みを構築することができ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・知プラ e 授業科目を受

講した学生の増加５大学

連携による e-Learning科

目は，開講科目数が 61科

目（前年度から 23 科目）

となり，受講者は，延べ
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・新規提供科目の e-ラーニング

化支援（人的支援） 

・共同実施科目の受け入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理番号【14】「高大接続事業に

よる入試方法の開発・実施」 

・高大接続アクティブ・ラーニ

ング授業の実施，高等学校の

授業改革の支援 

 

 

このうち，高知大学では，本

学提供の 11 科目と，農林海

洋科学部開講の総合的海洋

管理教育プログラム（ICOM）

の 14 科目について，コンテ

ンツ作成や授業実施支援を

行うとともに，知プラ e科目

の受講生に対して moodle へ

の登録案内，問い合わせ対応

などの支援を行った。 

なお，本学開講の知プラ e11

科目については，授業終了時

に「授業振り返りアンケー

ト」を実施し，その結果を授

業担当教員にフィードバッ

クした。学生からの意見に基 

づき，シラバスの改訂や学修

スケジュールの見直しを行

う等，一部の科目で授業改善 

につながった。 

また，計画以外に次のことを

実施した。 

・moodle講習会を開催し，学

内から８名の参加者があっ

た。 

・大学 e-Learning 教育支援

センター四国において作成

した「オンライン授業のため

の著作権処理ハンドブック

～著作権処理マスターへの

第一歩～」及び「オンライン

授業のための著作権処理ハ

ンドブック～ケーススタデ

ィ～」を学内周知した。 

・その他，moodle システムの

クラウド化，システム管理の

外部委託を行った。 

・学内での moodle の利活用

促進のため，利用者へのアン

ケートを実施した。 

 

 

 

 

・高大連携アクティブ・ラー

ニング授業を継続実施する

とともに，高知県高大連携教

育実行委員会による高大連

携授業について，本学教員が

1,233 人（前年度から 652

人増）まで増加し，本格実

施の効果がみられる。 

・学内で moodleを利用す

る授業科目数の増加 

moodle を利用している授

業科目は，メディア授業科

目が 24 科目（前年度から

10 科目増）に増加した。ま

た ， 授 業 等 の 一 部 で

moodle を利用している科

目は 176科目（前年度から

51科目増）まで増加した。 

・ICT を利活用した教育の

推進 

知プラ e 授業科目を受講

した学生の増加や moodle

を利用する授業科目の増

加は，本学の ICTを利活用

した教育の推進に寄与し

ていると言える。 

・事務支援による普及効

果 

moodle 利用の増加は，教

員の moodle 利用に関する

質問や授業の開発支援依

頼に担当事務が対応して

いる効果であり，教員の授

業開発や授業実施負担軽

減の効果が出ている結果

で あ る 。 こ の こ と は

moodle 利用者向けアンケ

ートの意見にも多く挙が

っていた。 

・セキュリティ向上，管理

運営の負担軽減 

 

 

 

 

 

 

高大連携アクティブ・ラ

ーニング授業の継続実施

等により,高等学校の授業

実施支援やプログラム開

発等が進んだことによっ

て，自律的にアクティ

ブ・ラーニング等の授業
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・高等学校教育課程研究協議会

内の研修の共同実施 

授業を行うなどの高等学校

の授業実施支援やプログラ

ム開発に参画するなどの事

業を行った。 

・高大連携教育実行委員会

を開催し高等学校における

「総合的な探求の時間」への

新たな支援を次年度より実

施するとともに，このための

高等学校教員に対する研修

の実施についても検討した。 

を組み立て，指導できる

高等学校教員が少しずつ

増えてきた。 

 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）ＡＰ事業では，全学をあげて取り組んだ結果，ディプロマ・サプリメントの発行が

決定した。 

（2）本学の質保証の取組に関わって，学生の４(６)年間の学びと成長を支える学修ポ

ートフォリオが本格稼働し，教育環境が整備できたこと。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）高知県および四国地域の教育力向上に貢献する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（１）地域の企業・団体との連携による人材育成の場を形成し，これにプログラムを提

供する。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）教職員等の研修会等の講

師派遣（SPOD事業含む） 

SPOD加盟校内講師派遣プログ

ラムにおいて，３プログラム

（塩崎２プログラム２校，立

川１プログラム１校）を担当

した。また，SPODフォーラム

2018（香川大学）で４プログラ

ムを担当したほか，学内研修

の講師を 13 プログラム担当

した（全て SPOD内開放プログ

ラム）。 

SPOD 加盟校内講師派遣プ

ログラムでは，アクティ

ブ・ラーニングや障がいの

ある学生への支援につい

ての知見を共有するため

の FD 研修を，松山大学，

徳島短期大学，高知県立大

学において実施し，研修内

容・研修方法，満足度につ

いて肯定的な評価がなさ

れた。SPOD フォーラムに

おいては，ルーブリック，

TBL 等に関する知見を，

SPOD 加盟校の教職員に広

める研修を実施した。いず

れも，平成 30年度 SPOD活

動報告書に評価等が記載

されている。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）学外の研修会講師を多数担当し，高知県および四国地域の教育力向上に貢献する

ことができた。 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

1/アドミッションセンター 
304/368 

自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：アドミッションセンター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：高橋 俊 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 5 0 0 0 

准教授 4 1 1 0 

講師 0 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 9 1 1 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

(1)全学の入試および広報に関する企画を行い、入試課およびアドミッションセンター

運営委員会を通じて実施する。 

(2)入試の分析・調査を行う。 

(3)学部学科のアドミッション・ポリシー(AP)の策定に対して提言を行う。 

(4)四国地区国立大学連合アドミッションセンターの運営に参画する。 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

(1)入学者選抜方法、評価方法、志願者数の動向等に関する調査・分析データおよびかか

る研究成果をベースに、本学を志望する受験生の進学・学習意識を高め、優秀な人材

を入学させること。 

(2)入試ガイダンス、進学担当者説明会、オープンキャンパス、高校訪問、出前授業、

SNS、メルマガ等を通じて入試広報全般に係る活動を行うこと。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）全学の入試および広報を企

画・実施する。 

年報（2017-2018）を刊行し、

前年度入試状況及び入試広

報活動全般の報告をまとめ、

また各地で開催した入試ガ

イダンスや進学担当者説明

会等において広報した。 

『高知大学アドミッショ

ンセンター 年報 2017

～2018』 

（2）学部・学科・コース等のア

ドミッション・ポリシーに従

い、それぞれの入試区分にお

いて、学力 3 要素の評価の基

準と比率を明示し、入試要項

に記載するとともに、入試ガ

イダンスで内容を周知する。 

入試企画実施機構会議にお

いて各学部・学科・コースに

対して提言を行い、2020 年

からの新入試において実施

されることとなった。 

各学部の「学生募集要項」 

（3）多面的入学者選抜方法を開

発・検討し、評価基準の設定お

よびルーブリック評価の方法

について提言する。 

ルーブリック評価を開発し

た大学教育創造センターと

も話し合いながら、ルーブリ

ックを入試、とくに主体性評

価に取り入れられるような

提言を各学部に提言した。 

各学部の「学生募集要項」 

  



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

3/アドミッションセンター 
306/368 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）2020年度から実施予定の新入試に関して、各学部の実情を鑑みつつ、「学力の３要

素」を入試でいかに測定するかの手法を開発し、提言を行う。 

（2）進学ガイダンス、進学担当者説明会、オープンキャンパス等で本学の入試状況につ

いての広報を行う。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：学生総合支援センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：岩崎 貢三 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 0 0 0 0 

准教授 2 2 1 0 

講師 1 0 1 0 

助教 0 0 0 0 

合計 3 2 2 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

高知大学学生総合支援センターは，学生の修学及び生活に関する支援，障害学生に対

する支援，ならびに近年特にその重要性が指摘されているキャリア教育や就職活動等の

支援，奨学金や授業料免除等の支援，学生の正課外活動支援を行い，高知大学の学生支

援を充実・発展させることを目的とする。 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

【キャリア形成支援ユニット】 

（１）キャリア形成教育の体系化に向けた取組を行う。 

 

【特別修学支援室】 

（１）特別修学支援室の体制の充実を図る。 

（２）メンタルケア及び障がい学生に対する早期修学支援の実施，障害者差別解消法に

基づく対応や実施内容の点検を行うとともに，学生支援に関する高知県内の行政

機関，高等教育機関等との情報共有会を企画・開催し連携を継続する。 

 

【修学支援ユニット】 

（１）成績不振等修学困難学生への早期支援を実施し，学生対応の質的向上を図る。 

（２）正課外活動の支援，生活支援を推進する。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したも

のを記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組に対応

する結果を記載）（成果を示す

指標，エビデンス，資料名も

記述すること） 
【キャリア形成支援ユニット】 

各学部，大学教育創造センター，

地域連携推進センター，希望創発

センター，学生支援課就職室等と

連携し下記に取り組む。 

（１）共通教育における初年次科

目「大学基礎論」にて，導入できる

学部からキャリア教育を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

（２）共通教育における教養科目

（キャリア形成支援分野）にて，

体系だったキャリア教育を企画

し，導入可能なものから実施に移

す。 

 

【キャリア形成支援ユニット】 

各学部，大学教育創造センター，

地域連携推進センター，希望創発

センター，学生支援課就職室等と

連携し下記に取り組んだ。 

（１）初年次からのキャリア教育

を充実させるため，各学部が開講

している大学基礎論及び学問基

礎論の中でキャリアデザインに

関する授業を実施した。 

 

 

 

 

 

（２）学部教育でのモデルとなる

ような体系的なキャリア教育を

実施することを目標に，共通教育

において「キャリアデザイン I，

II，III」を開講することを検討

し，「キャリアデザインⅠ」を新

【キャリア形成支援ユニット】 

 

 

 

 

（１）成果を示す指標：共通教育初年

次科目「大学基礎論」におけるキャリ

アデザイン教育の実施状況 

 理工学部(5/2)，地域協働学部(4/12，

7/12)，土佐さきがけプログラム（4/19，

7/19），農林海洋科学部農林資源環境科

学科（11/14）。 

 

 

 

（２）成果を示す指標：共通教育教養

科目（キャリア形成支援分野）におけ

るキャリア教育の実施状況 

 今年度は，第 2 学期に「キャリアデ

ザイン I」を開講し，1年生を中心とす

る 81名が履修した。最終回に実施した
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（３）専門科目におけるキャリア

教育の実施状況を把握し，整理す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）1年生に対して「大学での学

びと将来のキャリアに関するアン

ケート調査」を実施し，キャリア

教育体系の改善・充実に向け，学

生の状況とニーズを把握する。 

 

 

 

 

 

 

（５）就職委員会等を通じて，キ

ャリア形成支援に関する情報提供

を開始し，各学部のキャリア教育

及び就職支援の質の向上に繋げ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規開講した。また，共通教育にお

いて，職業体験を通じた学生の将

来設計を促すため「インターンシ

ップ実習」を新規開講した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）専門教育におけるキャリア

形成支援の強化を目指して，ま

ず，各学部等の専門教育における

キャリア教育実施状況について，

調査を実施した。調査で抽出され

た課題を検討するため「キャリア

教育検討委員会」の設置を提案し

承認され（10/15），全学的にキャ

リア教育について検討していく

体制を構築することができた。 

 

 

 

 

（４）「大学基礎論」「学問基礎論」

でのキャリアデザインに関する

授業実施時に，キャリアに関する

意識調査（アンケート調査）を実

施し，キャリア教育体系の改善・

充実に向け，学生の状況とニーズ

を把握した。 

 

 

 

 

（５）教職員向け FD・研修会，保

護者向け就職ガイダンスを実施

し，各学部のキャリア教育及び就

職支援の質の向上に繋げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生への満足度調査では，30.4％が「と

ても満足」，66.7％が「満足」と回答し，

履修生から高い評価を得た。 

 「インターンシップ実習」の履修者

は 39名であった。事後指導における学

生の振り返りからは自分の課題を発見

し，これからの学生生活で改善したい

ことや今後，身につけたい能力を認識

するなど，社会で働くことの意義や将

来のキャリアについて考える機会とな

っている。また，インターシップの実

習先企業の８割が本学学生の評価を

「優れている」としている一方，２割

の企業は「普通」と評価し，その中に

は遅刻や就業中に居眠りする学生が見

受けられることから，カウンセリング

による学生の特性把握や実習先の選

択，事前指導の内容などが課題となっ

ている。 

 

（３）成果を示す指標：専門科目にお

けるキャリア教育実施状況の整理状況 

 アンケート調査（5-6月），ヒアリン

グ調査（7月）を実施し，その結果を取

りまとめ，学士課程運営委員会にて報

告した（10/15）。 

 「キャリア教育検討委員会」を開催

し，共通教育及び専門教育において提

供すべきキャリア教育の内容と今後の

進め方を議論した（12/12）。議論の結

果，全学的なキャリア教育の指針策定

を求める意見を得たため，指針策定に

向けた他大学の事例調査に入った。 

 

（４）成果を示す指標：「大学での学び

と将来のキャリアに関するアンケート

調査」の実施と分析状況 

 今回の結果については，次年度 1 学

期に実施予定の人文社会科学部のデー

タを合わせて集計・分析し，各学部の

大学基礎論担当教員，就職委員，キャ

リア教育検討委員に共有する。また４

年間を通じたキャリア教育体系化に向

けた基礎資料とする。 

 

（５）成果を示す指標：学部に対する

情報提供状況 

 教育ファシリテーター及び各部局フ

ァシリテーション委員会委員に対して

「キャリア教育の視点からみたリフレ

クション・セメスターの重要性と面談

の在り方」に関する研修を行った

（11/21）。その結果，当日研修に参加

した教員からの依頼で，理工学部大学

院における学生向け授業提供と，理工

学部教員向け研修会を実施することと

なり，キャリア教育の質の向上を図る

ことができた。 

 人文社会科学部保護者向け就職ガイ

ダンスにて講演を行い，高知大学の取
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（６）各学部等と連携し，新たに

開発した進路・修学相談体制，キ

ャリア形成・修学支援システムを

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別修学支援室】 

修学支援ユニット，各学部，保健

管理センター，学生支援課等と連

携し下記に取り組む。 

（１）修学困難な学生，障がいの

ある学生，成績不振学生等への対

応の有効性を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）各学部等と連携し，キャリ

アデザインに関する講義，特別な

ニーズを持つ学生に対する就職

相談に取組んだ。また，学生総合

支援センター及び就職室にて相

談記録システムの入力を継続し

て行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別修学支援室】 

修学支援ユニット，各学部，保健

管理センター，学生支援課等と連

携し下記に取り組んだ。 

（１）昨年度に継続して，早期学

生支援体制構築のために部署間

で連携した相談業務を展開し，早

期支援のための体制構築作業を

実施した。また，入学前相談の体

制を整備した。 

 

 

 

組と近年の就職活動に関する情報共有

を行った（7/14「大学生のキャリアデ

ザインと高知大学におけるキャリア教

育」，10/6「高知大学の就職支援とキャ

リア教育」）。  

 

（６）成果を示す指標：各学部等と連

携した，新たに開発した進路・修学相

談体制，キャリア形成・修学支援シス

テムの活用状況，個別相談システムの

運用状況 

 初年次における授業の実績を受け，

土佐さきがけプログラムにおいて，2～

4 年生に対しても，キャリア教育を実

施した（3年生対象「企業の人材戦略と

個人のキャリア形成」5/22，2，4年生

対象「留学とキャリア」5/30)。 

 人文社会科学部社会科学コース AO

入試合格者 8 名に対する第１回事前学

習会にて「大学生活とキャリアデザイ

ン」のテーマで講義を実施し，大学に

おける学びと活動への意欲形成をはか

った（11/10）。また，教員及び就職室

からの紹介を受け，特別なニーズを持

つ学生に対する就職相談を実施した。 

 就職相談システムのデータの内容に

ついて解析した結果，平準化がされて

いないことから，入力する際の観点の

統一に向け，検討に入った。 

 

（７）下記の情報収集活動を行った。 

 全国キャリア・就職ガイダンス

（6/19），国立大学キャリア支援担当者

情報交換会（8/24），に出席し，就職支

援・キャリア支援に関して意見交換し

た。8/24の情報交換会では，国立大学

合同企業説明会のアンケート集計結果

について情報共有し，分科会等におけ

る議論のための話題提供を行った。 

 キャリア教育学会中四国研究部会に

て，本学における「4年間を通じたキャ

リア教育体系の構築とその課題」を発

表報告し，同様の課題に直面する他の

国立大学キャリア教育担当者との情

報・意見交換を行った（3/2）。 

 

 

【特別修学支援室】 

 

 

 

（１）成果を示す指標：メンタルケア

及び障がい学生支援・早期支援状況と

支援学生フォローアップ状況，個別相

談システムの運用状況 

 特別修学支援室における支援対象と

なった成績不振等学生（平成 29年度２

学期時点）について，GPAを把握して修

学困難の兆候を早期発見し，１学期開

始時に個別面談を実施した結果，特別
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（２）県内関係機関との学生支援

に関する情報共有会の効果を検証

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）障害者差別解消法に基づい

た支援を改善し継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平成 30 年度公立高等学校

特別支援教育学校コーディネー

ター連絡協議会・高等学校生徒支

援コーディネーター研修，四国地

区高専学生相談室連絡会に出席

し，関係機関との連携を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）昨年度に引き続き，対応要

領に基づいて，合理的配慮に関す

る相談および合理的配慮依頼を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修学支援室の相談件数は，学生面談

141件，保護者同席面談 11件，教員面

談 23件及び入学前相談６件，合計 181

件（前年度同時期 148件，33件増加）

であった。特別修学支援室での面談結

果を，必要に応じて個別相談システム

に記録することを継続して行った。 

 これまでの特別修学支援室，学生何

でも相談室での相談受付状況を取りま

とめ，学生何でも相談室については６

月 29日開催，特別修学支援室について

は７月 20 日開催の学生支援委員会で

報告した。 

 

（２）成果を示す指標：関係機関等と

の情報共有会・共同研修会開催状況 

 高知県教育委員会特別支援教育課主

催の平成 30 年度公立高等学校特別支

援教育学校コーディネーター連絡協議

会・高等学校生徒支援コーディネータ

ー研修（第１回，5/30開催）では，「大

学における障害学生支援の実態」につ

いて講演を行い，高等学校との支援連

携推進活動を行った。に四国地区高専

学生相談室連絡会（9/6 開催）では，

「大学における障害学生支援」として

講話を行い高知県内高等教育機関との

連携活動を行った。 

 

（３）成果を示す指標：障がい者支援

及び修学・入学試験状況 

 合理的配慮決定のために，学部設置

の「特別修学支援委員会」を６学部計

９回対象学生数 16 名について実施し

た。５月１日時点での障がいのある学

生の在籍状況調査を行った（障害学生

数：学部 114名，大学院４名）。障害に

起因する授業欠席に対する合理的配慮

欠席制度の適用者は４学部６名となっ

た。 

オープンキャンパスにおいて特別修

学支援室のブースを設けるとともに，

障害のある参加者への支援を協議し

た。 

「受験上の配慮及び修学上の支援に

関する事前相談への対応に関する基本

方針」を検討し，全学教育機構会議で

審議了承された。また，関連して，「高

知大学学生総合支援センター特別修学

支援室と各学部等が連携して行う修学

支援に関する要項」において，「学生へ

の支援」に入学前の対応を含むことを

明記する提案を行い，学生総合支援セ

ンター企画会議（12/6），全学教育機構

会議（12/25）で審議了承された。 

 人文社会科学部 2名，理工学部 2名，

TSP 1名，教育学部 1名，医学部 1名，

地域協働学部 1 名の入学前相談に対応

した。 
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（４）個々の教職員がメンタルケ

ア及び合理的配慮提供が必要な学

生に対応できるよう学内研修会を

継続的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）学内設備のバリアフリー化

からユニバーサルデザイン化を視

野に入れた環境整備計画を策定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）全学新任教職員研修を担当

するとともに，障害者差別解消法

の考え方に関する全学 FD を開催

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）昨年度に継続して，朝倉キ

ャンパス内におけるユニバーサ

ルデザイン化の状況について調

査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）成果を示す指標：教職員向け研

修実施状況 

 全学新任教職員研修において「障害

者支援について」（４月２日）の研修を

特別修学支援室長が担当し，55名（事

務系職員 20 名，教員 32 名，附属学校

３名）が参加した。また，全学教職員

を対象として「障害学生支援－差別解

消法と合理的配慮について－」の FDを

開催した（参加者 23名）。 

岡山大学理科大学の川島 聡先生を

講師に迎え，「障害者差別解消法の考え

方―不当な差別的取扱い，合理的配慮，

事前的改善措置―」と題した全学 FDを

主催した（2/28)。 

 

（５）成果を示す指標：環境整備計画

策定状況，特別修学支援に資する共通

教育科目開講状況 

 朝倉キャンパスにおける多目的トイ

レ及び車イス用机の状況確認，化学物

質過敏症に関する教室環境を定期点検

した。また，点字ブロックの設置状況

を点検し，改善について提案した。バ

リアフリーマップは改定を行い全学生

に配布し，学生会館を中心にリーフレ

ットを配布した。共通教育科目「障害

者支援入門」の履修学生と 6/6 に学内

バリアフリー調査実習を行なった。ま

た，共通教育棟 2 号館の改修工事に伴

う多目的トイレの整備（オストメイト

の整備）等について提案した。特別修

学支援室前に障害者用駐車スペースを

整備するべく，整地・アスファルト塗

布を完了した。 

 

（６）下記の各種集会において情報収

集活動を行った。 

・中国・四国学校保健学会（6/23〜24） 

・AHEAD JAPAN 4th（6/28～30）（「合理

的配慮欠席制度の概要と課題」につい

て発表） 

・JASSO 障害学生支援実務者育成研修

会(8/30-31） 

・JASSO 心の問題と成長支援ワークシ

ョップ（9/6-7） 

・JASSO 障害学生支援理解・啓発セミ

ナー１（9/20） 

・東京大学バリアフリーシンポジウム

（11/17） 

・JASSO 障害学生支援専門テーマ別セ

ミナー（12/5） 

・東大 PHED×AHEAD JAPAN共催国際セ

ミナー（1/28） 

・東大 PHED SIG-EP企画専門的研修ウ

ェビナー（2/13） 

・京都大学バリアフリーシンポジウム

（2/22） 

・東大 PHED SIG-EP専門的 CBIワーク

ショップ（3/11） 
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【修学支援ユニット】 

特別修学支援室，各学部，保健管

理センター，学生支援課等と連携

し下記に取り組む。 

（１）新入生に対する大学生活移

行支援，修学スキル修得支援に資

する共通教育科目，学習相談室等

の点検を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【修学支援ユニット】 

特別修学支援室，各学部，保健管

理センター，学生支援課等と連携

し下記に取り組んだ。 

（１）①新入生に対する大学生活

移行支援，修学スキル習得支援に

資する取組として，大学生活に役

立つ勉強法・文章表現法を学ぶこ

とをテーマに，共通教育教養科目

を開講するとともに，共通教育初

年次科目においてアカデミック・

ライティングに関する講義を担

当した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）②新入生に対する大学生活

移行支援，学生の修学スキル修得

支援に資する取組として，レポー

ト作成セミナー，学習相談室，学

生サポートデスクを開設した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【修学支援ユニット】 

 

 

 

（１）①成果を示す指標：修学支援に

資する共通教育教養科目（人文分野）

の開講・履修状況及び共通教育初年次

科目における大学生活移行支援・修学

スキル修得支援に資する授業の実施状

況 

［文章表現入門（共通教育教養科目人

文分野）］ 

受講生履修者 17 名，合格 16 名。授

業改善アンケート（15週目）では，「こ

の授業は総合的に考えて満足がいくも

のだと思えますか」という問いに，回

答者 15 名中 14 名が「はい」，１名が

「どちらかというとはい」と回答し，

高い満足度が示された。 

［初年次科目でのアカデミック・ライ

ティング講義］ 

（※カッコ内の人数は履修者数）。 

〔大学基礎論〕 

・人文社会科学部：国際社会コース（86

名）5/13,18 

・教育学部（138名）4/19 

・農林海洋科学部（208名）4/13 

〔学問基礎論〕 

・人文社会科学部：社会科学コース（65

名）10/12 

・人文社会科学部：社会科学コース（55

名）10/15 

・教育学部（138名）11/22, 29 

・理工学部：化学生命理工学科（74名）

10/3 

・理工学部：地球環境防災学科（40名）

10/17 

・理工学部：情報科学科（35名）10/24 

・理工学部：数学物理学科物理学科コ

ース（25名）1/31 

・農林海洋科学部（205名）10/3 

・TSP/LE（３名）10/3 

・TSP/GE（２名）10/3 

・TSP/IEP（10名）10/24 

 

（１）②成果を示す指標：学習相談室・

レポート作成セミナー等参加学生数，

個別相談システムの運用状況 

［レポート作成セミナー］ 

５月～７月，10月～11月にかけて，

学術情報基盤図書館と共同で開催し

た。 

〔第１学期レポート作成セミナー〕 

昨年度と異なり，５回シリーズで開

催し，興味のある回だけ参加可能とし

た。各回の内容は，【第１回】「要約の

しかた」，【第２回】「説得力のある文章

を書く」，【第３回】「レポートのルー

ル」，【第４回】「サンプルレポートを読



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

8/学生総合支援センター 
314/368 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

む」，【第５回】「レポートの書式」とし，

各回でパソコンを使用した演習や練習

問題に取り組む時間を設け，好評を得

た。その結果，セミナーには延べ 263

名（学部生 261 名，大学院生２名）の

参加があった。これは，昨年度第１学

期参加者の延べ人数（110名）の約 2.4

倍にあたる。 

〔第２学期レポート作成セミナー〕 

（セミナー内容は第１学期と同じ） 

 延べ 22 名（実人数９名）が参加し

た。昨年度（延べ 12名，実人数 12名）

と比べ，延べ人数は増加したが実人数

は減少する結果となった。今後，学問

基礎論でのアカデミック・ライティン

グ講義との棲み分けも含めた改善の必

要性を確認した。 

 なお，年間の参加者数は延べ 285 名

と，当初の目標（延べ 130 名以上）を

大きく上回った。 

［学習相談室］ 

４月～２月の間で，延べ 107 名の利

用があった（昨年度同期間の延べ 164

名から，57名減少）。内訳は状況報告が

72 名，授業や課題に関することが 43

名，単位や履修に関することが８名，

レポート・卒論作成が 38名，成績不振

が３名，学習方法が２名，その他が９

名であった（※人数はいずれも延べ人

数）。 

 他大学からの聞き取り結果を踏ま

え，「学習相談室」の実施については，

専任スタッフが１名のみであること，

修学支援ユニットの業務を「（個人単位

ではなく）組織としての学生支援（修

学支援）」の充実にできるだけ集中させ

る目的から，第２学期以降，学生対応

の範囲を「大学での学修（レポート・

論文作成・英語学習）に関する相談へ

の助言のみ」とすることを決定し，学

生総合支援センター特別修学支援室・

保健管理センター・学生何でも相談室

と共有した。 

［個別相談システム］ 

学習相談室での相談・助言内容はす

べて個別相談システムに記録し，必要

に応じてアドバイザー教員及び特別修

学支援室・保健管理センター・学生何

でも相談室等との連携・協働に活用し

た。 

［学生サポートデスク］ 

学術情報基盤図書館と連携し，４月～

５月・７月（火・水：13:00～17:00）

にメディアの森（図書館）で学生から

の相談を受付・対応を行い，計 60件の

利用があった。相談内容は，情報検索・

文献検索７件，レポートのプリントア

ウト 12件，無線 LAN利用７件，メール

システム（Office365）切替１件，PC使

用 21件，KULAS使用方法１件，履修方
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（２）「学生対応マニュアル」「面

談シート」の利用を促進するとと

もに効果を点検する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）『学生対応マニュアル』を

ふまえ，全学新任教職員研修にお

いて学生対応に関する講演を行

った。また，「面談シート」を改

訂し，欠席の多い学生・成績不振

の学生への対応の改善を図った。

あわせて，欠席の多い学生・成績

不振の学生との面談における留

意点等に関する FD を全学部で開

催した。平行して，学生対応マニ

ュアルの効果・課題の検証を目的

として教職員を対象としたアン

ケート調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法や教室２件，就職に関すること１件，

その他８件であった。年次別では，特

に１年生において情報サービス（ICT

利用）のニーズが高いことが明らかと

なった。 

［メディアの森（図書館）の利用と大

学での学習に関するアンケート］ 

平成 29年度教育研究活性化事業（教

育改善・修学支援）（学術情報基盤図書

館との共同事業）の中で実施されたア

ンケート結果を集計・分析し，結果を

『高知大学教育研究論集』第 23巻に投

稿した（９月）。分析の結果，１年生と

他の学年では，図書館の利用日・利用

時間帯・利用エリア・利用目的に違い

があること，大学での学習に困った場

合は「友人・知人（学内）」・「関係資料

（インターネット上）」を利用し解決す

る傾向があり，「教員（授業担当者等）」・

「職員（図書館内）」の利用は少ないこ

と，試験・課題の有無に関係なく「自

宅」・「図書館（学内）」がどの学年でも

非常に良く利用されている一方，「学生

専用控室・研究室」は４年生以上の学

生のみが有意に多く利用していること

等が明らかとなった。得られた知見を

もとに，今後ピア・サポート制度を導

入する際の課題（ただ導入しても利用

されない可能性），図書館の機能強化・

充実の可能性（１・２年生と学科・コ

ース教員，先輩学生との学術的な交流

の場の創設等）について考察し，学術

情報基盤図書館と共有した（２月）。 

 

（２）成果を示す指標：面談シート（学

生対応マニュアルに掲載）の改訂，各

学部での FD実施 

［学生対応に関する講演］ 

 平成 28年度末に完成・配布した学生

対応マニュアルに基づき，全学新任教

職員研修において「学生対応について」

（４月２日）の研修（学生面談・アド

バイザー教員の業務等の心得の説明）

を修学支援ユニット長が担当し，55名

（事務系職員 20 名，教員 32 名，附属

学校３名）が参加した。 

［面談シート］ 

 内容を４月１日付で改訂し，e ポー

トフォリオでダウンロードできるよう

にした。欠席が多い理由や成績不振の

理由を単刀直入に質問する面談方式か

ら，面談に至るまでの大学生活をアド

バイザー教員とともに振り返る面談方

式へと変更し，対象学生・アドバイザ

ー教員双方の精神的な負担が軽減され

るよう工夫した。また，「今後の支援の

ありかた」の記録欄に新たに「適切な

学内相談窓口に学生をつなぎたい」と

いう選択肢を設け，適切な相談窓口に

ついて学生何でも相談室・特別修学支
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（３）授業料免除方法の改善を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）「高知大学課外活動団体リー

ダーシップセミナー」の改善を図

るとともに，活動助成を実施し効

果の検証を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）成績優秀者に対する授業料

免除に関し，他大学の動向等を調

査した。 

 

 

 

 

 

 

（４）学生リーダーシップセミナ

ーを学生支援課と共同で開催し，

アンケート結果をフィードバッ

クすることにより，課外活動の運

営の質の向上につなげた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援室等からアドバイザー教員に速やか

に助言できる仕組みを整えた。 

［欠席の多い学生・成績不振の学生と

の面談に関する FD］ 

全学部で「欠席の多い学生・成績不

振学生との面談における留意点」と題

した FDを開催し，改訂した面談シート

の利用方法，朝起きられない学生への

対応の留意点等について講演した（５

月 16日：教育学部・70名，理工学部・

80 名，地域協働学部・25 名，６月 12

日：農林海洋科学部・65名，６月５日：

医学部・55 名，２月 13 日：人文社会

科学部・61名）。 

さらに，学部での FDに参加できなか

った教職員を主な対象として，再度（６

月 20日），全学対象で FDを行った（参

加者 19名）。 

 また，高知大学 Moodle2018年度版に

「学生総合支援センターFD コンテン

ツ」を作成し，講演内容・資料をアッ

プロードした（資料３件，動画２件。

閲覧者延べ 20名）。 

［学生対応マニュアルの効果・課題の

検証］ 

学生対応マニュアルの効果・課題の

検証を目的として「アドバイザー教員

の学生対応とサポートの状況」に関す

るアンケートを実施した（地域協働学

部 5/16，理工学部・教育学部 5/16，医

学部 6/5，農林海洋科学部 6/12，人文

社会科学部 6/13）。期間は６月 29日ま

でとした。113 件回収され，現在集計・

分析中である。 

 

（３）成果を示す指標：授業料免除制

度の改善状況 

 他大学調査結果を参考に，平成 31年

度以降の「大学院成績優秀者授業料免

除」の廃止ならびに平成 31年度の「卓

越した学業等成績優秀者授業料免除」

実施方法について検討し，原案を学生

支援委員会に提出し，了承された。 

 

（４）成果を示す指標：「高知大学課外

活動団体リーダーシップセミナー」の

実施状況 

 学生自治会，サークル，同好会及び

学生寮の代表を含めた学生リーダーシ

ップセミナーを，学生支援課・学生総

合支援センターが共同で３回開催し

た。 

 第１回学生リーダーシップセミナー

（６月 13 日，82 団体 149 名が参加）

では，学生生活の法令遵守とマナーに

関する周知及び保健管理センター所長

から健康（熱中症）に関する講演等が

行われ，今後の課外活動及び学生生活

の充実化を図った。 

 第２回学生リーダーシップセミナー
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（５）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12 月 20 日，65 団体 110 名が参加）

では，学生生活の法令順守とマナーに

関する周知及び入学試験時のサークル

活動制限に関する説明を行った他，寒

中水泳への参加呼びかけを行った。 

第３回学生リーダーシップセミナー

（３月 13日）では，「飲酒と喫煙」・「課

外活動をするにあたっての留意点」等

に関する講演，AED講習会，各種事務連

絡等を行った。 

 また，正課外活動の質の向上に向け

た取り組みとして，まず理想とする「団

体の活動の質」を「活動環境及び活動

内容が，安全面・人間的交流について

配慮されていると同時に，地域社会へ

の適応・大学生活への適応に資するも

のであること」と規定した。その上で，

課外活動が「大学生活への適応に資す

るものになっているか否か」を明らか

にするために，学校生活への適応感を

規定する要因とされている「運動部活

動における適応感」（桂・中込 1997，青

木 1997）に着目し，「学生団体（サーク

ル・同好会）の活動における適応感」

の調査を行い（１月～２月）１年生 225

名，３年生 155 名，計 380 名の有効回

答を得た。結果を第３回の学生リーダ

ーシップセミナーでフィードバック

し，課外活動における人間関係への配

慮の重要性について喚起した。 

 さらに，正課外活動がもたらす教育

的効果を「課外活動」の観点から検証

し，学生自身の認識を把握する取り組

みとして，セルフ・アセスメント・シ

ートの結果を利用し，AP事業で提示さ

れた「10+1 の能力に関する到達度評

価」のうちの【対課題】，【対人】，【対

自己】の能力について，課外活動参加

者と非参加者の比較を行うことにし

た。平成 30年度３年生（課外活動参加

者・非参加者）のデータ（１年生時・

３年生時）を入手し（２月），現在集計・

分析中である。 

 

（５）①「修学困難な問題を抱える新

入生への支援」及び「成績不振学生へ

の対応」の対象学生数等に関する調査

結果を集計し，対象学生数が減少傾向

にある学部が多いことを学士課程運営

員会で報告した（2/18）。 

②信州大学高等教育研究センターシン

ポジウム「学生に届く学習支援」に参

加しピア・サポート制度等に関する情

報収集を行った（10/19） 
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3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1） 専門教育におけるキャリア形成支援の強化および体系的なキャリア教育の実施を目指して，「キャリ

ア教育検討委員会」を設置し，取り組みを開始した。また，「キャリアデザインⅠ」を新規開講した。 

（2）早期学生支援体制に基づく合理的配慮を実施するとともに，入学前相談への対応体制を整備した。ま

た，学外講師による「障害者差別解消法の考え方」に関する全学ＦＤを開催した。 

（3） 学生対応の質の向上を図るために，面談シートを改訂し，全学部で学生面談に関する FDを実施した。

また，学生の修学支援に資するため，「レポート作成セミナー」「学習相談室」「学生サポートデスク」

を開設した。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：教師教育センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：柳林 信彦 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 0 0 0 0 

准教授 1 0 0 0 

講師 0 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 1 0 0 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的  

（1）教育活動：全学教職教育の実施と質保証 

（2）地域貢献活動：教師教育を通した人材育成と地域連携 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標  

（1）全学教職教育の質保証 

（2）教師教育を通した地域との連携 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）教職カリキュラムの管理、

教育実習・介護等体験の実

施と充実 

○全学教職カリキュラムを

運営すると共に、教育実習

（事前指導・事後指導含

む）、介護等体験（事前指

導・事後指導含む）を実施

した。 

〇教育実習 

事前指導：145名 

事後指導：135名 

○介護等体験 

事前指導：205名 

事後指導：197名 

（2）教職系カリキュラムの点

検・評価 

○カリキュラムの点検と評

価のために、以下の調査

を実施した。 
・教職課程に関するアンケ

ート 
・県外の教育実習受入校に

対する教育実習に関する

アンケート 
・教育実習受講生に対する

教育実習に関するアンケ

ート 
・教職実践演習に関するア

ンケート 

 

 

 

○対象 136名、回答 133名 

 

○対象 81校、回答 57校 

 

 

○対象 136名、回答 132名 

 

○対象 125名、回答 116名 

 

（3）教職キャリア支援教育の実

施と充実 

○教職キャリア形成支援ガ

イダンス及び、教職キャリ

ア支援合宿に関する学生

ニーズ調査を実施した 

教職キャリア形成支援ガ

イダンス：115名 

 

（4）博物館学芸員資格、学校図

書館司書教諭の講習と認定 

〇学校図書館司書教諭講習

の実施 

 

 

 

 

○司書講習 

・学習指導と学校図書館：

32名 

・読書と豊かな人間性： 

29名 

・情報メディアの活用： 
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〇学芸員博物館実習（通年） 

 

31名 

・修了者 7名 

○博物館実習 

博物館学内実習：42 名、

博物館館園実習：45名 

（5）教員免許状の再課程認定 ○新免許法に対応した教職

課程認定について遅滞な

く準備を終えた 

○教育職員免許法改正に

おける現行法及び新法

間の授業科目対照表 

（6）教師教育コンソーシアム高

知への対応 

〇教職実践演習指導主事派

遣のとりまとめを行った 

〇教員採用試験説明会の相

互開放を行った 

〇教師教育コンソーシアム

高知共同研究事業部会の

発足を行った 

○高知大 16 名、工科大 2

名、県立大 6名の調整 

○14名が活用 

 

○共同研究事業部会に関

する要項の制定 

 

（7）教員免許状更新講習の実施 ○必修領域 5講習、選択必修

領域 18 講習、選択領域 65

講習の実施 

 ・高知大学教員免許状更新

講習実施委員会の実施 

 ・免許状更新講習必修領

域・選択必修領域専門部

会、及び、選択領域専門

部会の実施 

○申請者 2,914名 

内訳・必修：714 名 

・選択必修：635名 

・選択：1,565名 

 

（8）高知 CST養成・育成事業の

実施 

○高知 CST養成・育成事業

として以下を実施した 

 ・理科授業改善セミナー 
・高知 CST 東部シンポジ

ウム 
・第 8 回高知 CST 受講生

懇談会・活動報告会 
・高知 CST 認定証交付式 

 

 

 

・理科授業改善セミナー 
：77 名 
・高知 CST 東部シンポジ

ウム：約 60 名 
・高知 CST 受講生懇談

会・活動報告会：37 名 
・高知 CST 認定証交付式： 

認定者 21 名 
内訳・初級 2 名 

・中級 4 名 
・中級(昇級)15 名 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）教職カリキュラムの管理、教育実習・介護等体験の実施と充実 

（2）教師教育コンソーシアム高知への対応 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）教職教育と教師教育を通した人材育成と地域連携 

（2）地域連携事業の実施を通した高知県への社会貢献 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）教師教育コンソーシアム高知の運営 

（2）高知 CST養成・育成事業の実施 

（3）教員免許状更新講習の統括 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビデ

ンス（外部の意見や反応，

評価も含む），資料名も記

述すること） 
（1）教師教育コンソーシアム

高知における共同研究の

実施 

・高知県における教職希望

学生の属性分析 

〇教師教育コンソーシアム高

知共同研究事業部会の発足

を行った 

○高知県における教職希望学

生の属性分析のための調査

用紙の原案が作成され始め

た 

〇教師教育コンソーシアム

高知運営協議会議事要

録 

〇教師教育コンソーシアム

高知共同研究事業部会

議事メモ 

（2）高知県教育委員会と連携

した高知 CST養成・育成事

業：第 3期活動の着実な実

施と点検 

○高知 CST養成・育成事業と

して以下を実施した 

・理科授業改善セミナー 
・高知 CST 東部シンポジウム 
・第 8 回高知 CST 受講生懇談

会・活動報告会 
・高知 CST 認定証交付式 
 

・理科授業改善セミナー：

77 名 
・高知 CST 東部シンポジ

ウム：約 60 名 
・高知 CST 受講生懇談

会・活動報告会：37 名 
・高知 CST 認定証交付

式： 認定者 21 名 
内訳・初級 2 名 

・中級 4 名 
・中級(昇級)15 名 

（3）教員免許状更新講習受講

者増加への対応及び県内

実施大学機関との連携に

よる県内受講生に対する

多様な講習の提供 

○更新講習の各講座の定員を

増加させると共に、必修領域

の開講数を 2 クラス増加さ

せた 

○講習者数は、2,914 名と

例年よりも増えたが、開

講数の拡充などで対応

できた。 
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4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）高知 CST養成・育成事業の実施 

（2）教師教育コンソーシアム高知の運営 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：希望創発センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：池田 啓実 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 7 0 0 0 

准教授 1 0 0 0 

講師 1 0 0 0 

助教 0 0 0 0 

合計 9 0 0 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）俯瞰的な視点から社会の問題を捉え、なすべきことに向き合い、実際にそれを遂行

する能力を有し、信念と希望に満ちた次世代の担い手を育成する。 

（2）本学が研究活動で重視する「人と環境との調和のとれた発展に貢献」と本学の持つ

研究シーズ状況を踏まえ、「持続可能な環境・社会づくり」をテーマに社会的イノベ

ーションの創発を実現する。 

（3）大学がこれまで担ってきた「普遍的な真理や高度に抽象化された概念理解を目指

す学習・研究機能」と、企業、自治体等の社会的実践が有する「流動的な社会状況

において他者と共創する経験に基づいた学習・研究機能」を両輪に据え、かつ、両

者の往還をシステム化することで双方の機能の融合を具現化する。 

（4）産官学が一体となって取り組む“学びのプラットフォーム”の基盤を確立する。 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）企業人材の再生と育成に寄与するための希望創発研究会を核とする教育研究シス

テムを開発試行する。 

（2）地元企業や大手企業が独自に解決困難な課題の解決実現（企業イノベーションの

創発）に必要な実践環境の構築に向けた準備を図る。 

（3）地元企業と大手企業間の協働関係（協働プラットフォーム）の醸成による新ビジネ

ス創出に必要な人的交流スキームについて検討する。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）企業人材の再生と育成に関

する今年度目標の達成のた

め教育研究システムの中核

である希望創発研究会を月

１回の定例開催とする。 

2018年 4月から 2019年 3月

までの期間において、月 1回

土日 2日間の例会を、台風で

中止となった 8 月例会を除

き、11回を開催した。 

・『2018 年度 希望創発セ

ンター 事業報告書』 

※例会の詳細は、センター

HPに掲載 

（2）地元企業や大手企業が独自

に解決困難な課題の解決実

現（企業イノベーションの

創発）に関する今年度目標

達成として相互支援型のダ

イバーシティ・コミュニテ

ィ機能の実践的試行に必要

な基本的環境について検討

を行う。 

・企画運営室の下部機関の

１つ研究支援ユニットに「新

規研究会設置準備会」を開設

し、10回の会合を実施。 

・準備会での検討の結果、

2019 年度に「“明日の日本の

姿”を創る」をテーマとする

新規研究会を開設したほか、

PFI による相互支援型のダ

イバーシティ・コミュニティ

機能内包の「社会実験場（仮

・準備会の実施要項 

・『2018 年度 希望創発セ

ンター 事業報告書』 

・「社会実験場（仮称）」構

想資料『社会実験系インキ

ュベート施設「社会実験

場」の創設について』 
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称）」創設の構想案を策定し

た。 

（3）希望創発研究会や参画者支

援プログラムなどセンター

が行う事業を地元企業と大

手企業間の協働関係（協働

プラットフォーム）の醸成

による新ビジネス創出に必

要な人的交流機会としても

試行する。 

・県内企業 6社 7人、県外企

業 13 社 13 人の若手社員に

加え、3年生以上の学部学生

と大学院生 18 名が参画の希

望創発研究会（月 1 回開催）

において、「持続型・安全・

安定食糧生産システムの開

発と高知からの発信」と「医

療・介護分野での課題解決」

に関わる課題解決策につい

て検討を行い、その成果を派

遣企業関係者等が参加の最

終報告会（3月例会）におい

て報告を行った。 

・『2018 年度 希望創発セ

ンター 事業報告書』 

 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）月 1 回開催の希望創発研究会に、県内企業 6 社 7 人、県外企業 13 社 13 人の若手

社員 20 名と 3 年生以上の学部学生と大学院生 18 名の計 48 名が参画。これによっ

て、大学と企業のそれぞれの人材を協働してイノベーション創発の担い手とする人

材育成の基盤が確立した。 

（2）PFI 活用による研究成果の社会実験系インキュベート施設「社会実験場（仮称）」

創設案の策定によって、1)実践的教育研究機能と全学の正課教育機能とが有機的に

往還するシステムを日本で初めて確立、2)ダイバーシティ化が急速に進む日本社会

のあり方について貴重な情報を提供、3)本事業に参画する企業等の学外機関が試行

を基にした自社の事業のあり方改革や新たな商品の開発等といった社会的価値創

出の具体化が始まった。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：総合研究センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：大西 浩平 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 15 0 0 0 

准教授 6 0 0 0 

講師 0 0 0 0 

助教 2 0 1 0 

合計 23 0 1 0 

  



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

2/総合研究センター 
328/368 

３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）海洋生物の生物学的研究及び教育を行う。 

（2）環境と生物生態の連関研究及び教育を行う。 

（3）海洋科学と生命科学の関連研究及び教育を行う。 

（4）海洋流域圏の人類社会学的な国際研究を行う。 

（5）生体機能解析実験技術と安全管理に関する教育・訓練を行う。 

（6）生体機能解析研究の実施及び支援を行う。 

（7）生体機能解析研究に関する啓発活動及び地域社会への貢献を行う。 

（8）放射線業務従事者に対する教育及び訓練を行う。 

（9）遺伝子組換え実験技術と安全に関する教育及び訓練を行う。 

（10）遺伝子研究の実施及び支援を行う。 

（11）遺伝子研究に関する啓発活動及び地域社会への貢献を行う。 

（12）動物実験取扱いに関する教育及び訓練を行う。 

（13）実験動物開発等の研究の実施及び技術支援を行う。 

（14）動物実験に関する啓発活動及び地域社会への貢献を行う。 

（15）研究機器、設備の維持管理及び提供を行う。 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

○動物実験施設 

（1）動物実験の支援を充実させ成果をあげる。 

（2）研究プロジェクトに積極的に参加する。 

（3）学内学外からの動物実験施設の利用を促進する。 

（4）施設職員の動物実験の技術を向上させる。 

（5）外部資金を獲得する。 

（6）老朽化による施設の大型設備を更新する。 

（7）高校生向け体験学習を実施する。 

（8）国立大学法人動物実験施設協議会活動に積極的に参加する。 

○実験実習機器施設・RI実験施設 

（1）教育・研究体制を充実させる。 

（2）老朽化した設備機器の更新を行う。 

（3）スタッフが行っている研究課題の成果は学会発表もしくは論文発表で社会に還元

する。 

（4）当施設の共通利用機器を用いる共同研究及び受託解析を積極的に実施する。 

（5）高校生を対象とした体験学習を実施する。 

（6）当施設が設置されている岡豊キャンパスはもとより、物部、朝倉キャンパスの教

員・大学院生・技術補佐員が当施設を利用するきっかけ作りを積極的に行う。 

○遺伝子実験施設 

（1）遺伝子実験施設内の汎用機器・大型機器の利用を促進する。 

（2）学内横断研究プロジェクトに積極的に参加する。 

（3）耐用年数を超過した大型機器を更新する。 

（4）高校生向け体験学習を継続的に実施する。 

（5）全国大学等遺伝子研究支援施設連絡協議会および遺伝子組換え実験安全研修会に

参加する。 
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（6）遺伝子実験施設放射性同位元素等教育訓練を実施する。 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組に

対応する結果を記載）（成

果を示す指標，エビデン

ス，資料名も記述するこ

と） 

○動物実験施設 

（1）利用者講習会、技術講習会

を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）技術講習会の内容をより

充実させ、動物実験福祉に

貢献する。 

 

（3）動物実験施設 HPを充実さ

せ、利用者への情報提供を

行う。 

 

 

 

（4）動物実験の技術を向上し、

高度な研究支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）動物実験の研究環境を整

備する。 

 

 

（6）遺伝子組換えマウスの作

製・解析の支援をさらに充

実させる。特に、ゲノム編

集技術のレベルを上げる。 

 

（1）新規施設利用者につい

ては、利用者講習会の

受講を義務付ける。 

動物実験初心者に対

して技術講習会の案内

をした。 

 

 

 

 

 

 

（2）技術職員の技術向上に

努めた。 

 

 

（3）定期的に更新し、情報

を提供している。また、

動物実験計画書申請の

ための参考資料も公開

した。 

 

（4）研究支援に対して積極

的に取り組んだ。 

・動物実験支援（尾静脈投

与、心臓採血など） 

・受精卵凍結 

・産仔作製 

・遺伝子型判別 

 

 

 

（5）行動解析装置の予約シ

ステムを構築した。 

 

 

（6）ゲノム編集による遺伝

子組換えマウスの作製

支援を受け付けるよう

にした。 

 

（1）年間に以下の回数開催

した。 

・利用者講習会：21回 

（50名） 

・技術講習会：5回（6名） 

これら講習会によって、動

物の適切な飼育や、実験技

術向上による Refinement

につながった。 

 

 

 

（2）技術講習会の内容充実

にまでは至らなかっ

た。 

 

（3）動物実験計画書申請に

おける手助けとなって

いる。 

 

 

 

（4）研究支援実績 

・動物実験支援：10件 

（4教室） 

・受精卵凍結：14件 

（6教室） 

・産仔作製：4件 

（4教室） 

・遺伝子型判別：5件 

（2教室） 

 

（5）PC 上で予約可能とな

り、利用しやすくなっ

た。 

 

（6）5系統の遺伝子組換え

マウスを作製し、解析

中である。 
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（7）施設に導入されている動

物用イメージング装置、行

動解析装置の利用を促し、

研究の質を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）臍帯血を用いた再生医療

のプロジェクトに参加、先

端医療学推進センターと

連携し、実験動物を用いた

前臨床研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

（9）学内・学外の共同研究を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）新しい技術の開発により

特許を取得する。 

 

（7）利用者への周知と使用

方法の説明を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）特別経費「先端医療学

推進センターにおける

医療イノベーション創

出と人材育成 -臍帯血

幹細胞を用いる包括的

再生医療研究拠点の構

築-」（代表者：本家孝

一）に参加し、実験動物

を用いた前臨床研究を

支援した。 

 

（9）共同研究に積極的に取

り組んだ。 

・企業 

・学外 

・学内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）取得に向けて取り組

んでいるところであ

 

（7）各装置について、以下

の教室等が利用した。 

・イメージング装置： 

脳経外科、整形外科、消

化器内科、薬剤部、一生

理、免疫、免疫難病セン

ター先端医療学推進セン

ター、理工学部など 

・行動解析装置： 

解剖学、薬理学、産科婦

人科、薬剤部、先端医療

学推進センターなど 

 

（8）成果として学会で発表

した。 

馬場伸育 他. 臍帯血治

療における障害脳組織周辺

でのケモカイン発現プロフ

ァイル. 第 6回臍帯血によ

る再生医療研究会学術集

会, 名古屋, 2018 年 7 月

22日 

 

 

（9）企業との共同研究 

・SBI ファーマ株式会社「5-

ALA による抗がん剤副作

用軽減効果」 

金額：2,000千円 

・MRI 代謝画像研究所

「17OMRI による薬効評価

システム開発」 

 金額：1,500千円 

学外の共同研究 

・日本医科大学、 

・大阪医科大学 

学内の共同研究 

 解剖学、薬理学、生化学、

免疫学、遺伝子機能解析

学、消化器内科、内分泌

代謝・腎臓内科、皮膚科、

小児科、産科婦人科、神

経精神科、泌尿器科、眼

科、薬剤部、先端医療学

推進センター など 

 

（10）達成できていない 
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（11）技術職員も含めて科研費

等外部資金を獲得する。 

 

 

 

 

（12）老朽化している大型設備

を更新する。 

 

 

 

（13）高校生向け体験学習を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

（14）国立大学法人動物実験 

施設協議会活動に積極的

に参加する。 

 

 

 

 

 

 

○実験実習機器施設・RI実験施

設 

（1）教育・研究支援体制を充実

させるために次のような

システムに沿って支援業

務を行う。 

本施設の教育・研究支援体制

は、 

① 技術トレーニングコース 

② 受託業務 

③ 研究支援・指導 

④ 学生実習等の補助 

からなる。 

教育支援に関しては主に④

で対応する。 

一方、研究に関しては①、②、

③のいずれかで対応する。 

ユーザーが希望するサポー

トが①、②の業務で対応可能な

る。 

 

（11）教員 2名と技術職員 1

名（延本）が基盤研究

（C）に、技術職員 1名

（茂川）が奨励研究に

申請した。 

 

（12）概算要求、学内予算等

に申請した。 

 

 

 

（13）「ひらめきときめきサ

イエンス」に応募した。 

 

 

 

 

 

 

（14）社会貢献活動として

積極的に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）教育・研究支援体制を

充実させるために①か

ら④まですべの支援業

務を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）教員 1 名（基盤 C）

と技術職員 1名（奨励

研究）に採択された。 

 

 

 

（12）学内予算により、導

入後 23 年経過したロータ

リーケージ洗浄機を更新し

た。 

 

（13）採択され、7/28（土）

に実施した。参加した

高校生は 19 名であっ

た。 

https://www.jsps.go.jp/ 

hirameki/ht30000_jisshi/ 

ht30240jisshi.pdf 

 

（14）国立大学法人動物実

験施設協議会 

・「調査委員会」 委員 

・「学術情報・広報委員

会」副委員長 

・「外部検証委員会」副委

員長 

 

 

 

 

（1）平成 30年度に各項目

に依頼があった件数は

下記である。 

① 技術トレーニングコー

ス: 7件  

② 受託業務:DNA シーケン

サー約 2000 サンプル、組

織形態解析 80件 

③ 研究支援・指導: 14件  

④ 学生実習等の補助: 9件 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jsps.go.jp/hirameki/ht30000_jisshi/ht30240jisshi.pdf
https://www.jsps.go.jp/hirameki/ht30000_jisshi/ht30240jisshi.pdf
https://www.jsps.go.jp/hirameki/ht30000_jisshi/ht30240jisshi.pdf


平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

6/総合研究センター 
332/368 

場合はそちらで行う。 

①、②のサポートだけでは不十

分な場合は、③の研究支援・指

導を希望することが可能とな

る。しかしながら③によるサポ

ートはユーザーと担当技術職

員が密にコミュニケーション

をとりながら進めていくこと

になるので、③のサポートを円

滑に行うためには依頼者と担

当技術職員との人間関係が重

要なファクターとなる。そこで

③のサポートをユーザーが希

望した場合は、サポート開始前

に、依頼者、担当技術職員、専

任教員で打ち合わせを行い、そ

の内容を考慮してサポートを

開始するか否かを専任教員が

判断する。昨年度に引き続き今

年度もこのシステムに沿って

行い、改善点があれば技術職員

と話し合いながらより良い支

援体制を構築していく。 

（2）老朽化した大型機器(200

万円以上)に関しては、施設

運営費、施設利用料、受託業

務による自己収入だけでは

更新は不可能である。そこで

更新が必要な大型機器に関

しては、1 千万円以上の機器

は概算要求し、1 千万円以下

の機器に関しては学長裁量

経費に応募し要求を続ける。 

（3）スタッフ自身がライフワ

ークとしている研究課題を

推し進め、そこから得られた

成果は学会発表および学術

論文として発表し、積極的に

研究成果を社会に発信し、還

元する。 

（4）土佐あかうしの保存と生

産振興に関するプロジェク

トに参画する。 

（5）本年度は「サイエンス体験

学習 2018－血液から見る遺

伝子の働き－」という高校生

を対象にした体験学習を日

本学術振興会の「ひらめき☆

ときめきサイエンス」事業の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 老朽化した大型機器の

更新、修理 

学長裁量経費の支援によ

り、更新した。 

 

 

 

 

 

 

(3)専任教員の業績 

学会発表、論文発表を行

った。 

 

 

 

 

(4) 土佐あかうしプロジェ

クト:国内学会の発表に

貢献。 

(5)サイエンス体験学習を

開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) マイクロプレートリー

ダーを更新した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)サイエンス体験学習を

開催した。 

平成 30 年 8 月 1-2 日に

開催。日本学術振興会の「ひ

らめき☆ときめきサイエン

ス」事業に採択され、全国
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一環として実施する予定で

ある。本施設のスタッフおよ

び職員、大学院生がこのプロ

グラムに参画する。 

（6) 当施設では毎年度、当施

設の共通利用機器を用いた

「技術演習コース」を開催し

ている。当該コースは 10 以

上のコースから構成されて

おり、内容は免疫系・生化学

系・形態系の幅広い分野に及

ぶ。岡豊キャンパスのみなら

ず、物部・朝倉キャンパスの

教員・大学院生・技術補佐員

に対し当施設の利用のきっ

かけを作るために、両キャン

パスで当施設利用のための

ガイダンスを実施すると同

時に「技術演習コース」への

参加者を募り、当該コースへ

の参加を当施設利用の取っ

掛かりとする。岡豊キャンパ

スにおける当施設の利用者

拡大に関しては、当施設の専

任教員が担当している博士

課程 1年生に対する大学院講

義「医学研究法」の中で、一

部施設紹介を行うことで、新

たに基礎医学研究に取り組

む大学院生の当施設の活用

を促す。 

 

○遺伝子実験施設 

（1）技術講習会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）遺伝子実験施設 HPを充実

させ、また設備サポートセ

ンターから保有装置の情

報提供を行う。 

（3）細菌におけるゲノム編集

技術について検討する。 

 

 

 

 

(6)技術演習コースを実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）２回の講習会を開催し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）遺伝子実験施設 HP を

一部改訂したが、設備

サポートセンターとの

連携は未構築。 

（3）細菌におけるゲノム編

集技術について文献検

に開かれた体験学習として

実施した。24名の参加者で

実施した。 

 

(6)技術演習コース: 平成

30 年 6 月から 11 月にか

けて 12 項目のコースを

開催。受講者数: 19名(延

べ人数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）平成 30年 5月 24日 

ライブラリ調製キッ

ト デモンストレーショ

ン（キアゲン） 
 

平成 30年 7月 24日 

カールフィッシャー

法による水分分析テク

ニカルセミナー（メル

ク） 

（2） 

http://www.rimg.kochi-

u.ac.jp/jge.html 

 

（3）細菌におけるゲノム編

集技術についていまだ

検討段階で、具体的な

http://www.rimg.kochi-u.ac.jp/jge.html
http://www.rimg.kochi-u.ac.jp/jge.html
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（4）学内・学外の共同研究を推

進する。 

 

 

（5）老朽化による施設の大型

設備を更新する。 

 

 

（6）高知県内（特に小津高校）

の高校生向け体験学習を

継続的に実施する。 

 

 

 

 

（7）国立大学法人動物実験施

設協議会活動に積極的に

参加する。全国大学等遺伝

子研究支援施設連絡協議

会および遺伝子組換え実

験安全研修会に参加する。 

索を行ったが、実用例

は多くないことが判明

した。 

 

（4）学内の特に農林海洋科

学部との共同研究を推

進できた。 

 

（5）予算不足のため、設備

の更新を行うことがで

きなかった。 

 

（6）高知小津高校の生徒に

対し体験学習を実施し

た。 

 

 

 

 

（7）全国大学等遺伝子研究

支援施設連絡協議会お

よび遺伝子組換え実験

安全研修会に参加し

た。 

開発にはいたっていな

い。 

 

 

（4）農林海洋科学部の曵地

研究室、田中研究室、

山根研究室との共同研

究を遂行している。 

（5）未達。 

 

 

 

（6）平成 30年 12月 19日

～12月 21日に高校 1、

２年生、参加者２６名

で遺伝子実験施設 P2

実習室において実施し

た。 

 

（7）専任教員１名が。平成

30年 7月 28日 

第 10回 遺伝子組換え実

験安全研修会（名古屋）、平

成 30年 8月 6日 

放射線障害の防止に関す

る法令改正の説明会（岡

山）、平成 30 年 11 月 8 日

第 34回 全国大学等遺伝子

研究支援施設連絡協議会 

総会（長崎）、平成 30年 11

月 9日全国大学等遺伝子研

究支援施設 安全研修会（長

崎）に参加した。 

 

 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）（記載なし） 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：次世代地域創造センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：石塚 悟史 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 3 2 0 0 

准教授 7 2 1 0 

講師 3 0 0 0 

助教 1 1 1 0 

合計 14 5 2 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

＜域学連携推進部門＞ 

（１）地域再生・課題解決のため、「高知大学インサイド・コミュニティ・システム（KICS）」

において構築したネットワークを活用し、地域社会と連携した全学的な教育・研究・

社会貢献活動を実施する。 

（２）専門人材育成事業を実施する。 

（３）生涯学習事業を実施する。 

＜産学官民連携推進部門＞ 

（１）教育 

１）地域イノベーションの創出に係る企画立案及び推進   

２）企業、研究機関等との共同研究及び受託研究 

３）企業、研究機関等に対する学術情報の提供 

４）企業、研究機関等からの科学・技術相談 

５）企業、研究機関等の技術者に対する技術教育及び研修 

６）学内及び他大学との共同研究及び連携 

（２）研究 

１）産学官民連携に関する調査及び研究 

２）教育研究成果の活用 

３）産学官民連携に関する地域振興の研究 

（３）社会貢献 

１）産学官民連携事業の推進 

２）教育研究成果の活用 

３）科学・技術相談及び学術情報の提供 

４）地域の発展及び振興 

＜知的財産部門・四国共同機構＞ 

（１）知的財産に関する教育活動及び啓発活動相談及び情報の提供、調査及び活用の支

援 

（２）知的財産を地域社会に還元・貢献及びその啓発活動 

（３）研究成果の知的財産権化の支援、研究成果の技術移転の支援 

（４）四国 5大学が保有する産学官連携に関する資源の効果的、効率的な活用 

（５）四国 5大学産学官連携によるイノベーションの創出 

＜地方創生推進部門＞ 

（１）「まち・ひと・しごと創生 高知イノベーションシステム」事業における教育プロ

グラムの継続実施 

（２）「まち・ひと・しごと創生 高知イノベーションシステム」事業における雇用創出

支援プログラムの継続実施 

（３）地方創生に係る事業の推進 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

＜域学連携推進部門＞ 

（１）「高知大学インサイド・コミュニティ・システム（KICS）」において構築した UBC

等のネットワークをもとに情報を集積・共有し、地域再生・課題解決に資する連携

事業を推進する。 
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（２）高知大学まちづくり塾：自治体職員研修を実施する 

（３）地域ニーズに即した出前公開講座を実施する。 

＜産学官民連携推進部門＞ 

（１）教育 

１）地域イノベーションの創出に係る企画立案及び推進を図る。 

２）企業、研究機関等からの科学・技術相談及び学術情報の提供を行う。 

３）シンポジウム、セミナー等を開催し、地域の発展に貢献する。 

４）企業、研究機関等の技術者に対する技術教育及び研修を行う。 

５）学内及び他大学との共同研究及び連携を行う。 

（２）研究 

１）教育研究成果を活用し、外部資金獲得及び事業化を推進する。 

２）共同研究及び受託研究等を推進する。 

３）広域連携プロジェクト、自治体や企業との連携プロジェクト等の研究を行う。 

４）地域の課題を取り入れた地場産業の発展・創造に関する研究を行う。 

（３）社会貢献 

１）産学官民連携に関する事業を企画・立案し、その推進を図る。 

２）共同研究及び受託研究等を推進する。 

３）科学・技術相談及び学術情報の提供等を行う。 

４）地域の発展・創造に関する支援を行う。 

５）自治体との連携により地域の課題を把握、各自治体と連携し、国等の公的資金

を活用し、大学の教育研究成果を地域社会に還元する。 

＜知的財産部門・四国共同機構＞ 

（１）知的財産に関する教育活動及び啓発活動を企画・立案し、その推進を図る。 

（２）知的財産に関する講義、知的財産セミナー及び発明相談会等を実施する。 

（３）四国地区 5国立大学産学官連携によるイノベーションを創出する。 

（４）特許等の出願、権利化、維持を推進及び支援する。 

（５）知的財産の有用性、商業化可能性及び社会的貢献性等の目利き機能の充実に努め

る。 

（６）知的財産に関する研究資金等の獲得を推進及び支援する。 

（７）大学発ベンチャー等による新事業を支援する。 

＜地方創生推進部門＞ 

（１）「地方創生推進士」育成科目を整備し、1st～5th phaseに分類した一連の教育プ

ログラムを継続実施する。本プログラムにより、地方創生推進士の育成を一層本格

化する。また、雇用創出に向けたプログラムを継続実施することで、雇用面におけ

る取り組みを加速させる。 

（２）地域に対する理解と愛情を有する自律的で協働能力を持った人材「地方創生推進

士」を育成することで、地域課題解決に資する学生教育を推進するとともに、地域

企業の雇用創出にも寄与するため、大学の知を生かした人材育成プログラムを複数

企画、実施することで、地域産業の振興、ひいては大学による地域貢献を果たす。 
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3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 

取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

＜域学連携推進部門＞ 

（１）4名の高知大学地域コーデ

ィネーター（UBC）を中心に、

年間 100 回以上の地域相談

会を行うとともに、地域再

生研究会（地域本部・地域支

援員連絡会等）を年間 24回

以上実施し、自治体等との

地域再生・課題解決及び雇

用創出に資する連携事業に

発展させる。（累計 20 事業

以上）また、KICSについて

は、文部科学省補助期間（5

年間）における実績と成果

にもとづく外部評価を実施

し、連携事業を含め、PDCAサ

イクルによる事業改善を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）文部科学省 COC 事業

（事業名：高知大学インサイ

ド・コミュニティ・システム

（KICS））で構築（COC事業は

平成 29 年度末で終了）した，

地域連携プラットフォーム

を発展的に継続させるべく，

平成 30 年度文部科学省概算

要求において，運営の中核を

担う地域連携推進センター

を 10 月 1 日に改組（次世代

地域創造センター）し，セン

タービジョンとミッション

や部門体制等を刷新した。 

UBC における活動状況につ

いては，地域のステークホル

ダー等と 633 回の相談会の

実施，154件の課題抽出，57

回の地域再生研究会を実施

するなど，地域および UBC の

カウンターパートである高

知県産業振興推進地域本部

との実質的な連携および，地

方公共団体等との連携のも

と，地域の課題やニーズを収

集することができた。 

これら UBC 活動及び UBC が

構築しているネットワーク

を活用して，平成 30 年度は

地域再生・課題解決及び雇用

創出に資する連携事業を新

規６事業実施することがで

きた。特に，黒潮町の事業で

は，ふるさと納税の受入額が

これまでの約 1.3 倍に拡大

した。また，一次産品や加工

食品中心であった外商産品

に，新たに防災分野の商品を

開発し主力商品として展開

できたなど，新たな商品も開

発できた。この他，「納税状

 

UBC 活動報告(相談・課題)

事項一覧 
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（２）大学が保有する知的・人的

資産の活用による、自治体

（県・市町村）の政策課題の

解決及び人的連携の強化を

目的とした「高知大学まち

づくり塾：自治体職員研修」

を新たに実施する。 

 

 

 

 

 

（３）地域における学びの意欲

の充足のため、地域課題や

ニーズに即した出前公開講

座を全県域で実施する。 

 

＜産学官民連携推進部門＞ 

（１）研究開発及び事業化支援 

１）競争的資金獲得 

国の競争的資金事業などに提

案できる研究テーマの発掘を引

き続き実施する。また、産学官連

携機関（四国経済産業局、四国総

合通信局、中国四国農政局、JST、

高知県産学官民連携センター

（ココプラ）、高知県産業振興セ

ンター、四国産業・技術振興セン

ター、金融機関等）とも緊密に協

議・調整するとともに、テーマの

絞り込み、ブラッシュアップを

行う。研究プロジェクトのうち、

有望なテーマについては、各省

庁の公募事業へ積極的に応募す

る。 

若手教員（45 歳以下）、5年以

内に採用された教員の研究室を

訪問し、研究内容（研究者の守備

範囲）のヒアリングを実施し、企

況の PDCA 管理」や「事業者

のコミュニケーションの場

作り」等の中間支援機能を充

実することで，事業者の営業

活動を活発化させることへ

の道のりを示せた。 

KICS の 5 年間の実績と成果

を取り纏めた書籍を発刊し

た。令和元年度に外部評価委

員に郵送する。 

（２）社会人セカンドライフ

学び直し（CCRC）プログラム

については，今年度，新たに

「高知大学まちづくり塾」を

企画・開設し，大学が保有す

る知的・人的資産の活用によ

る，自治体（県・市町村）の

政策課題の解決及び人的連

携の強化を目的とした社会

人向けプログラムを実施し

た。延べ 78 名の参加があっ

た。 

（３）地域ニーズに対応した

出前公開講座を県内 10 地域

で 40 講座開催し 1,096名の

参加があった。参加者は前年

度より 76名増加した。 

 

（１）研究開発及び事業化支

援取組状況 

1) 国立研究開発法人海洋研

究開発機構 

戦略的イノベーション創造

プログラム（SIP） 

次世代海洋資源調査技術（海

のジパング計画） 

3件（52,640千円） 

 

2) 国立研究開発法人農業・

食品産業技術総合研究機構 

生物系特定産業技術研究支

援センター委託事業ほか 

3件（10,800千円） 

 

3)高知県 

高知県産学官連携産業創出

研究推進事業 

2件（24,009千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域コーディネーショ

ンの実践」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 126 回次世代創造セン

ター連絡会資料 

 

 

 

 

別表１：共同研究、受託研

究、寄附金の推移 

（平成 22年度から平成 30

年度） 

 

別紙 学部関与調査 
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業ニーズに基づく研究テーマが

設定できるかを協議することを

基本とする。しかしながら、過去

5 年間で新規採用された教員は

約 300 名と多く、効率が悪いこ

とから、若手教員（45歳以下）、

5 年以内に採用された教員を対

象としたセミナーを平成 30 年

度に開催し、参加者のうち地域

連携と産学連携に関心がある教

員に対してヒアリングを実施す

る。同時に学長が主催する若手

の会や新規採用職員研修等にお

いて地域連携と産学連携に関心

がある教員を発掘する。国の競

争的資金事業などに提案できる

研究テーマを知的財産部門と連

携し発掘する。新規大型産学官

連携プロジェクトを企画・立案

する。特に、JST 競争的資金、高

知県補助事業、地域志向研究経

費等に申請した案件、特許出願

中の案件を中心に、外部資金獲

得支援を行う。また、産学官連携

機関と協議・調整を行い、各省庁

の公募事業へ積極的に応募す

る。 

２）共同研究 

企業訪問等による企業ニーズ

の発掘を積極的に行うととも

に、大学のシーズと企業のニー

ズのマッチングを図り、共同研

究件数の増加を目指す。 

目標 150 件、受入金額の増加

を目指す。金融機関、ココプ

ラ、高知県産業振興センター、

大学等によるチームを形成

し、企業訪問を実施する。県内

企業との共同研究を増加させ

る。 

３）受託研究 

共同研究と同様に、受託研究

件数の増加を目指す。 

目標 100 件、受入金額の増加

を目指す。 

４）寄附金 

共同研究と受託研究同様、奨

学寄附金の受け入れについて支

援を行う。 

4)国立研究開発法人日本医

療研究開発機構（AMED） 

研究成果展開事業（産学連携

医療イノベーション創出プ

ログラム）ほか 

新規 4件（239,100千円） 
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受入金額の増加を目指す。 

（２）産学官連携の推進 

１）高知県産学官連携会議との

連携 

高知県産学官連携会議では、

県内の産学官が一堂に会して相

互の情報共有を図るとともに、

科学技術を生かした産業の創出

や共同研究の推進に向けた議論

を進めている。高知県産学官連

携会議及び同運営委員会に出席

し、高知県の具体的なプロジェ

クトの企画・立案・推進に貢献

する。 

プロジェクトの推進に貢献す

る。特に、室戸地域において深層

水継続飲用による健康増進効果

を検証するため、引き続き大規

模臨床評価を実施する。ファイ

ンバブルを用いた 1 次産業分野

での実証研究を推進する。 

２）機能性表示食品制度への対

応 

高知県における食品産業の活

性化のための機能性食品の開

発、特産品開発などを支援し、高

知県食料産業クラスターの構築

に貢献する。 

産学官民連携により、食品の

機能性表示制度に対応した企業

支援及び商品開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

３）自治体との連携協定に基づ

く産業振興事業の推進 

自治体との連携事業を通じ

て、地域活性化に貢献する。 

域学連携推進部門、地方創生

推進部門と協働し、COC/COC+事

業の推進と地域経済活性化のた

めの支援事業を実施する。 

 

 

 

 

 

（２）産学官連携の推進取組

状況 

 高知県産学官連携会議等

に出席し、高知県のプロジェ

クトの企画・立案・推進に貢

献した。 

また、室戸海洋深層水の価値

を更に高めることを目的と

して引き続き高知海洋深層

水企業クラブ会企業複数社

との連携を推進するととも

に、継続飲用による健康増進

効果の検証を目的とした共

同研究を継続実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度から高知県機

能性表示支援事業委託業務

を受託し、高知県内への制度

の普及、啓発を推進するとと

もに、機能性表示食品届出の

支援を行った結果、高知県内

初の自社開発・製造による２

つの商品の届出が受理され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 現在、連携協定を締結する

自治体等を中心に、地域活性

化に向けた調査・研究を９件

の受託研究として実施し、地

域における課題解決と併せ

て人材育成に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

〇高知県産学官連携産業

創出研究推進事業 

1)食用カンナの他分野活

用の研究 

（委託総額：10,896 千円） 

2)ユズ成分の機能性を利

用した健康領域新産業創

出 

（委託総額：17,251 千円） 

3)迅速な殺藻作用を持つ

樹脂系ナノ粒子の機能向

上と環境負荷の評価 

（委託総額：17,998 千円） 

4)ミョウガの健康食品と

しての価値の創出及び他

分野利用に関する研究開

発 

（委託総額：18,000 千円） 

〇高知県産学官連携事業

化支援補助金 

1)スズメバチ忌避剤を利

用したミツバチ保護装置

の開発と営巣活動防止剤

の開発 

（交付決定額：10,000 千

円） 

2)フッ素資源の循環利用

に資する環境負荷低減型

フロン分解装置の開発 

（交付決定額：9,999 千

円） 

3)ファインバブルの革新

的利用に基づく地方創生

事業を目指した研究開発 

（交付決定額：18,000 千

円） 

 

連携自治体等との受託研

究実績（主なもの） 

黒潮町：黒潮町缶詰製作所

を活用した地場産業の活

性化事業 

四万十町：平成３０年度四

万十町人財育成支援事業

の実施にかかる地域人材

育成モデルの開発・研究 

中芸のゆずと森林鉄道日

本遺産協議会：研究者と地
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４）産学官民連携ネットワーク

の構築 

高知県産学官民連携センター

（ココプラ）、土佐まるごと社中

（TMS）の活動を通じて、高知県

における地域の自立のために重

要な産学官民の有機的なネット

ワークを形成し、広範な交流を

図り、社会に貢献する高知の科

学技術と産業の振興を図るとと

もに、地域経済の活性化に寄与

することを目指す。 

産学官民交流の拠点であるコ

コプラと土佐まるごと社中事務

局との関係を整理し、効果的な

交流事業の推進体制について協

議するとともに、ココプラの交

流事業、人材育成事業等を推進

し、産学官民連携による地域活

性化に貢献する。 

５）その他、具体的な個別研究シ

ーズの事業化支援 

研究シーズをもとにした商品

開発資金の獲得から事業化まで

を支援する。 

特に本年度より学金連携にお

いて金融機関と協働し、本学の

シーズと企業にニーズをマッチ

ングさせ、共同研究や受託研究

に発展させる支援を行う。外部

資金獲得を支援し、事業化を加

速させる。 

（３）マッチングセミナー、シ

ーズ紹介（出展）、シンポ

ジウム等開催 

１）研究シーズ発表会及びマッ

チングセミナーの開催 

産学官連携機関（四国経済産

業局、四国総合通信局、中国四国

農政局、JST、高知県産学官民連

携センター（ココプラ）、高知県

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24 年６月に設立され

た「土佐まるごと社中（TMS）」

の事務局を次世代地域創造

センター内に設置し、これま

でに世話人会 51 回、定例会 

27回、井戸端会議を 10回開

催した。また、本年度新たに

BIM 研究会が立ち上がって

いる。 

 ココプラとの共同事業で

ある研究シーズ・内容紹介 3

件や金融機関とも連携した

企業訪問キャラバン 10 件な

ど、産学官民交流を積極的に

推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）マッチングセミナ

ー、シーズ紹介（出展）、シ

ンポジウム等開催取組状況 

イノベーションジャパン

2018 においては、医療連携

の推進と拡充を目的として

医学部附属病院光線医療セ

ンターの取り組みについて

域住民の協働による日本

遺産サブストーリー調査

研究 

本山町：自治体職員による

大学連携コーディネータ

ー人材のキャパシティビ

ルディングに関する調査

研究 

 

【土佐まるごと社中】 

定例会（6/23、2/9） 

TMS 第 27 回定例会（プレ

ゼン大会）in 中土佐町

（2/9） 

世話人会（4/11、5/10、

6/13、7/11、9/12、10/10、

11/14、12/19、1/9、2/13、

3/13） 

井戸端会議（4/11、8/8、

12/19） 

第 12 回産学官民コミュニ

ティ全国大会 in高知（平

成 30年 10月 20日（土）） 

 

【高知県】 

高知県産学官連携会議

（10/23） 

高知県・大学等連携協議会

総会（2/26） 

コーディネーター会議 

（5/17、6/21、7/19、8/21、

9/20、10/18、12/20、1/17、

2/21） 

ココプラシーズ紹介 

・農林海洋科学部 教授 

足立 真佐雄（5/16）「海

洋性微細藻の可能性を探

る～有用微細藻と有毒微

細藻の研究～」 

・理工学部  教授  森 

勝伸 （9/19）「分析化学

を医療と環境にどのよう

に生かしてきたか」・理工

学部 教授 豊永 昌彦 

（11/21）「画像認識 AIと

IoT（Internet of Things）

とビッグデータの研究」 

高知県産業振興センター 

事業戦略支援会議（7/30、
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産業振興センター、四国産業・技

術振興センター、金融機関等）と

連携して、本学の研究成果を公

開し、民間企業とのマッチング

を図る。 

産学官民連携推進部門と知的

財産部門とのミーティングを定

期的に行い、共同研究、受託研

究、技術移転等の件数の増加を

図る。企業団体、銀行、産学官民

ネットワーク組織である土佐ま

るごと社中と連携し、大学内で

企業との交流イベントを開催す

る。 

大学研究室訪問ツアー：学科

単位もしくは研究分野で複数の

研究室を訪問するとともに研究

シーズ紹介を行う。終了後、軽食

をとりながら懇談会・交流会を

開催する（3回／年）。 

２）イノベーションジャパン、

アグリビジネス創出フェア、

ものづくり総合技術展等への

出展 

文部科学省、経済産業省等主

催の展示会に本学の研究成果

を出展し、民間企業とのマッチ

ングを図ると共に、ライセンシ

ーの発掘を行う。 

 

 

 

（４）自治体・民間等からの科

学・技術相談 

１）科学・技術相談 

社会の科学技術に関するニー

ズの把握や、自治体・民間企業等

からの要望にお応えするための

科学・技術相談事業を各界に PR

し、産学官連携事業へと発展さ

せる。 

待ちの科学・技術相談事業で

はなく、ことある毎（イベント、

委員会、連絡調整活動）に企業、

市町村、各団体関係者と面談し

意見交換することで、ニーズの

発掘に心がけ、課題解決に向け

努力し、新規プロジェクトの仕

掛けを常に行う。 

PR を行った。また、アグリビ

ジネス創出フェアにおいて

は、高知県を中心に展開する

Next 次世代型施設園芸農業

プロジェクトの概要につい

て企業等に向けた PR を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）自治体・民間等からの

科学・技術相談等の取組状況 

土佐経済同友会、高知県工

業会等の経済団体、や自治体

の会合等を通じて科学・技術

相談事業を PRした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8/27、9/26、10/30、12/21、

1/29） 

地方大学・地域産業創生事

業関係（12/5、12/21、

12/25、1/28、2/11、2/12、

2/28） 

Next 次世代産学官連携協

議会（7/31、11/26、1/31） 

 

別表２「シンポジウム開 

催、展示会出展等一覧」 

参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土佐経済同友会】 

第 2回定例会（12/13） 

通常総会（2/7） 

企画部会（2/12） 

【高知県工業会】 

新年賀詞交歓会（1/24） 

【安芸市】 

第 2 回安芸市まち・ひと・

しごと創生推進委員会

（2/26） 

 

UBC 活動報告(相談・課題)

事項一覧 
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＜知的財産部門・四国共同機構

＞ 

（1）特許事務所（弁理士）等と

連携し発明相談会等を開催

し、知的財産の出願から活

用までを通じて、教職員等

の教育研究の支援及び知的

財産の啓発活動を行う。ま

た、発明相談会を行うこと

により、研究成果の知的財

産化への貢献、研究及び発

明のブラッシュアップを行

う。 

（2）知的資産を社会に公開・還

元することにより、当該開

発の教職員及び関係学生が

参加した知的財産の幅広い

活用を図り、併せて本学学

生に対する知的財産・産学

官連携に関する教育活動を

行う。 

（3）土佐さきがけプログラム、

土佐 FBC 及び本学大学院博

士課程医学専攻の知的財産

権関連授業を担当し、知的

財産に関する教育活動を行

う。 

 

 

 

（4）各研究室における研究内容

のヒアリング等を積極的に

実施することにより、発明

に繋がる研究シーズの発掘

及び研究の初期段階からの

支援を行う。 

（5）大学シーズを動画及びパネ

ルを使って県内外、国外に

紹介する。 

 

 

 

（6）新規採用職員に対しては説

明会や個別相談を行い、本

学の知的財産・産学連携に

関する取り組みを説明し、

職員の意識の向上を図る。 

（7）共同研究契約等における知

 

 

 

 

（1）特許事務所（弁理士）

との発明相談会を 5 回開催

し、7件のヒアリングを実施

した。また、知財担当の発明

ヒアリングは 113 件であっ

た。これらを行うことにより

研究成果の知的財産化の検

討、発明のブラッシュアップ

を図り、特許出願 22 件（共

同出願 15件、単独出願 7件）

につながった。 

（2）高知大学新規採用教職

員に対し、知的財産の取り扱

いに関する説明を行った。 

 

 

 

 

 

（3）地域協働学部、大学院

博士課程医学専攻及び土佐

FBC の知的財産関連授業を

担当し、知的財産に関する教

育活動を行った。また、四国

共同機構として「大学の知の

活用」と題した E-ラーニン

グ授業を開講し 38 名が受講

した。 

（4）発明ヒアリングの活動

を継続した結果、ヒアリング

件数が 100 件を超え、発明届

出件数、特許出願件数は例年

並みとなった。 

 

（5）高知県が主催する知財

サロンにおいて、特許の技術

移転について高知大学がフ

ァシリテーターとなり、企業

や官との取組みについて意

見交換を行った。 

（6）新規採用教職員に対し

知的財産の取り扱いに関す

る説明を行った。 

 

 

 

 

地域イノベーション部門

（知的財産関連）数値実績

一覧 
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的財産権の取り扱いについ

て企業等と交渉を行い、大

学として研究成果に対する

適切な保護を図る。 

 

（8）研究成果を知的財産として

権利化することを通じて、

より多様な競争的資金を視

野に入れた上での、外部資

金の獲得の拡大に努める。 

（9）ＪＳＴ特許出願費用の支援

を受けることにより、外国

での特許登録を推進し、外

部資金の獲得を行う。 

（10）四国共同機構構成大学と

連携し、四国からイノベー

ションを創出する。 

 

（11）大学、公的研究機関等の各

種事業により生まれた研究

成果の実用化を促進するた

め、四国 TLO と連携して新

技術説明会を開催する。 

 

（12）産学連携支援マッチング

情報システムを活用し、産・

学・官の技術情報や人材情

報をデータベースに集約

し、県内外企業等とのマッ

チングや外部資金獲得機会

の向上を図る。 

（13）知的財産権化した特許に

ついて学内外のホームペー

ジ・データベース等への掲

載を行い、当該知的財産の

公開・還元を行う。 

（14）特許権等の実施許諾契約

等を行い、社会貢献に努め

る。 

 

（15）地域の自治体・企業等の各

機関と連携した「知財サロ

ン」に、高等教育機関におけ

る幹事の立場で参画し、当

該活動の活性化に寄与す

る。また、高知県発明協会主

催の特許等取得活用支援事

業連絡会議に支援機関とし

て参画し、県内における知

（7）企業等との共同研究等

契約における知的財産に関

する確認を 91 件行い、必要

な場合は企業との面談を行

い信頼関係の構築と研究成

果の保護を図った。 

（8）特許出願を行うことに

よる外部資金獲得の支援を

行った。 

 

 

（9）ＪＳＴ大学等知財基盤

強化支援（権利化支援）に申

請し、外国での特許登録を推

進した。 

（10）四国共同機構構成大学

及び四国 TLOと連携し、新た

な産官学連携活動の取組み

を検討した。 

（11）四国共同機構として四

国 TLO と連携し新技術説明

会を開催し、8件の技術説明

を行った。本学はテーマに沿

う案件がなかったため、参加

できなかった。 

（12）産学連携支援マッチン

グ情報システムを利用し、本

学では企業とのマッチング

を行い 1 件の秘密保持契約

につながった。 

 

 

（13）J-STORE、開放特許情

報 DB に登録し、特許情報を

公開した。 

 

 

（14）技術移転活動を積極的

に行った結果、実施料収入等

の実績は昨年度と同等の

1800 万円超となった。 

（15）高知県が主催する「知

財サロン」及び高知県発明協

会が主催する「知財総合支援

窓口運営業務に係る連携会

議」の出席し、本学のおける

産学連携を紹介するととも

に他機関との意見交換を行

った。 
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財啓発、発明相談等に協力

を行う。 

 

＜地方創生推進部門＞ 

（１）教育プログラム 1st phase

～5st phaseの運用と整備 

 

 

 

 

 

（２）土佐 FBC「食 Proコース」

として、引き続き食 Pro.の

LEVEL1 若しくは LEVEL2 の

取得を目的とした受講生を

受け入れると共に、これま

での土佐 FBC A,B,Cコース

の修了生に対しても、引き

続き食 Pro 認定を得る資格

を与える。また、「土佐 FBC

グローカルプログラム」と

して、企業の出展募集及び

派遣学生の募集を行い、8月

に開催される予定の香港・

フードエキスポへの企業出

展及び学生を派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「観光人材育成事業」とし

て、平成 29年度に実施した

試行プログラムの検証結果

に基づいた教育カリキュラ

ムを構築し、平成 30年度か

ら本格実施を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)平成 29 年度から各学部・

参加大学に対し科目整備に

係る要請を行った結果、地方

創生推進士育成科目は、一定

の整備が進んだが、なお毎年

科目の整備充実に取り組み、

科目数は年々増加している。 

(2)平成 30年度から土佐 FBC

はⅢ期目（5 年間）を迎え、

これまでの食品産業におけ

る中核人材・基礎人材の育成

から、高知県食品産業に競争

優位性をもたらす研究開発

人材の育成を行うことを目

的として、より高度化を図る

ことにより土佐 FBCⅢBB コ

ー ス が 食 ProLEVEL1 ～

LEVEL3 まで認定可能な育成

プログラムとなり、平成 30

年度は 20 名の修了者を輩出

した。そのうち 5 名が食

ProLEVEL3 に認定された。

（令和元年 5月現在） 

「土佐 FBC グローカルプロ

グラム」においては、企業 1

社及び学生 3名が、6月から

の事前研修後、8月に開催さ

れた香港フードエキスポ

2018 に出展参加し、香港で

の販路拡大等行う海外研修

を実施した。また 10 月に報

告会を開催し、研修の成果発

表等を行った。 

(3)「観光人材育成事業検討

会」において、育成すべき人

材像や必要とする開講科目

を決定し、その内容に基づ

き、平成 29 年度試行プログ

ラム数より 18 時間増やし、

充実したプログラムを構築

した結果、平成 30 年度は、

前年度比 2名増の 18 名の修

了生を輩出した。また、平成

29 年度に修了した 1 期生の

 

 

 

 

 

①地方創生推進士育成科

目推移表 

 

 

 

 

 

②食 Pro修了者一覧 

③研修プログラム 

④研修報告会資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤募集要項 

⑥修了生一覧 

⑦起業者名刺 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成 30 年度 組織評価_自己評価報告書 

13/次世代地域創造センター 
347/368 

 

 

 

（４）「起業支援事業」として、

学生の起業を支援するプロ

グラムとして検討した結果

に基づきプログラムを構築

し実施する。「起業マインド

醸成セミナー」については、

引き続き開催する。 

 

 

 

 

 

（５）高知県内の課題であり学

生の県内定着または雇用創

出の可能性を秘める分野と

本学教員の研究内容とマッ

チングを行い、学生の県内

定着または雇用創出に繋が

る研究を推進するとともに

既に研究を開始しているプ

ロジェクトについては効果

の把握に努める。 

（６）平成 27 年度に制定した

「地方創生推進士」のロゴ

マーク、及びそのイメージ

を盛り込んだパンフレット

やチラシを活用し、引き続

き周知を行うと共に、研修

会等を通じて学内教員に対

しても周知徹底を図る。ま

た、企業に対しても、事業協

働機関である高知県や産業

界と連携を取りながら、「地

方創生推進士」を県内に輩

出していくことの理解と採

用面における検討を引き続

き促す。 

（７）外部評価委員会の提言等

に基づき評価項目等の見直

しを行い、外部評価委員会

を開催して評価を得る。 

 

 

 

 

 

中から、仁淀川の観光事業を

立ち上げた者 1名、観光会社

を合同で起業した者 2名の 3

名が事業化をした。 

(4)平成 30 年度は、起業部に

新たに 3 名が入部し 7 名で

各種活動を行った。起業部の

取り組みは全国的にはまだ

稀有であることから、本学の

取り組みを以下により情報

発信し、成果とした。 

【論文投稿】産学官連携ジャ

ーナル 2018年 5月号,P4-6 

【学会発表】産学連携学会山

口大会（6/14～6/15）一般講

演 

(5)平成 30 年度は、雇用創出

に繋がる研究課題 1件（日本

遺産を活用した中芸 5 ヶ町

村の観光雇用を創出・拡大す

るための調査研究）について

研究を推進した。 

 

 

 

 

(6)「地方創生推進士」を平

成 30 年 7 月 27 日に商標登

録した。また「地方創生推進

士」の PRポスターを 2 種類

作成し、学生会館、各学部並

びに多数の学生が出入りす

る高知市内の自動車学校に

許可を取り、掲示させてもら

った。 

こうした周知及び個別の協

力依頼により「地方創生推進

士」の申請者数を大きく伸ば

し、平成 30年度までに 68 名

もの資格取得者が誕生した。 

 

(7)平成 30 年度は、29 年度

事業に係る外部評価委員会

を平成 30 年 6 月 18 日に開

催し、「全体的に中間評価の

とおり、計画どおり進捗され

ているのではないかと考え

る」との講評及び以下の 3点

の提案をいただいた。 

 

 

 

 

⑧産学官連携ジャーナル

2018 年 5月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩「地方創生推進士」ポス

ター2種類 

⑪地方創生推進士認証者

リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫平成 30年度外部評価委

員会議事要録 
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（８）「大学連携まち・ひと・し

ごと創生推進本部」におい

て、全ての事業協働機関が

集まり、地方創生に対する

地域の高等教育研究機関及

び産業界との連携について

議論する。また、補助期間終

了後のあり方など検討す

る。地域の高等教育研究機

関に加え、産業界からも委

員参画いただいた、「教育プ

ログラム開発委員会」では、

地域のニーズを取り込んだ

教育プログラム開発及び改

良を引続き検討する。 

 

（９）本事業を COC＋推進コーデ

ィネーターを中心として運

営する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）高知大学が主体となって

実施してきた COC及び COC+

シンポジウムについては、

COC の補助期間が終了した

①県内企業との連携強化に

ついて、県との太いパイプを

活かした取り組みを検討し

実行する。 

②参加大学との連携強化に

ついて、県内就職率が減少し

ている大学や目標達成して

いる大学の分析を行い、対応

策を考える。 

③学生の活躍の場について、

地方創生推進士の役割を活

かし、企業とのマッチングの

企画から全てを学生に実施

させることで、成長に繋が

り、地方創生推進士の活躍と

してロールモデルになると

考えられる。 

(8)平成 30年度の「大学連携

まち・ひと・しごと創生推進

本部」会議は、メール会議を

含め 3回開催し、本事業（ま

ち・ひと・しごと創生 高知

イノベーションシステム）の

取り組みやその連携につい

て議論された。 

また、教育プログラム開発委

員会は、メール会議を含め 4

回開催され、地方創生推進士

認証取得審査や平成 30 年度

開講地方創生推進士育成科

目及び平成 31 年度開講地方

創生推進士育成科目につい

て議論された。 

(9)本事業の推進にあたっ

て、COC+推進コーディネータ

ーを中心として運営を行っ

た。参加大学等との連携を図

り平成 31 年度開講の地方創

生推進士育成科目増、地方創

生推進士取得人数増等の成

果が表れている。 

また、高等教育機関及び県と

月に一度担当者連絡会を開

催し、情報交換を行ってい

る。平成 30年度は、11回開

催して連携を深めている。 

(10)COC/COC+全国シンポジ

ウムは、平成 31年 2月 19日

～20 日に「見える大学、魅せ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬「大学連携まち・ひと・

しごと創生推進本部会議」

議事要録 

⑭「教育プログラム開発委

員会」議事要録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮平成 30年度開講地方創

生推進士育成科目 

⑯平成 31年度開講地方創

生推進士育成科目 

⑰【冊子】平成 30 年度ま

ち・ひと・しごと創生高知

イノベーションシステム

報告書 

⑱COC+担当者連絡会次第 

 

 

 

 

⑲【冊子】全国ネットワー

ク化事業平成 30 年度

COC/COC+全国シンポジウ
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ことに伴い COC+としての内

容を検討し開催するととも

にコーディネーター会議に

ついても内容を検討し開催

する。 

る大学」をテーマとして、1

日目は基調講演者にジャー

ナリスト、『未来の年表』著

者、本学客員教授でもある河

合雅司氏を迎え「人口減少日

本でキラリ輝く大学」と題し

て講演いただき、グーグル合

同会社執行役員、中谷公三氏

から「地方大学のブランド戦

略に今求められているもの」

と題した話題提供、「大学の

見える化と魅せる化」と題し

たパネルディスカッション

を行った。2日目は、採択 42

機関のうち特に秀でた活動

をしている 4 大学から取り

組みについて事例発表が行

われ、2 日間を通して約 300

名の参加者があった。 

また、2日目の午後には、第

3 回目となる全国 COC+推進

コーディネーター会議を開

催し、全国 6ブロック別に各

大学での取り組み等が報告

され、課題の共有とともにネ

ットワーク化が図られた。 

 

ム報告書 

⑳全国 COC+推進コーディ

ネーター会議次第 

㉑参加者集計 

 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）地域連携推進センターは、組織変遷を経ながらも理念に基づき長年に渡る地域課

題対応を続けながら、センターが果たすべき機能について検討を重ねてきた。原点

となる地域共同研究センターでは研究開発成果を活かした社会貢献を主軸として

おり、更に国際・地域連携センターや地域連携推進センターでは高知県全域的な官

民を交えた深い関係性の構築を重視した。これらを承継しつつ、更に次のステージ

として、地域が多様な価値観や考え方、行動、想いを認め合い、新たな挑戦が続け

られる社会の実現のため、高知大学が産学官民連携のプラットフォームとしての役

割を果たすために機能改善する必要があると考えた。すなわち、地域の中核的な役

割を担う人材輩出を一層強化するとともに、地域への強い当事者意識を有した教員

による地域プロジェクトの実施と社会実装を進めることで、高知県の地域課題解決

と高知大学関係人口を増加し、更なる高知大学の各種事業の活用と連携・協働を創

出する。この往還を「地方創生イノベーションサイクル」とし、高知大学がそのプ

ラットフォームとなる。これらを学内において中核的に推進するために、平成 30年

10月に地域連携推進センターを改組し、次世代地域創造センターを設置した。 

 

（2）自治体等との地域再生・課題解決及び雇用創出に資する連携事業を展開し、地域の

技術開発や専門人材育成事業を強化するために、UBC の継続雇用と平成 31 年４月

からの UICの新規雇用を実現した。 
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（3）平成 30 年 10 月に、これまでの高知県庁や県内機関との地域課題解決や産業振興

のための連携関係に基づき、新たに地域における中核的な産業の振興および専門人

材育成並びに地域における若者雇用機会の創出に資するプロジェクトとして、内閣

府「地方大学・地域産業創生交付金」事業に高知県庁、高知工科大学、産業界とと

もに申請し採択を受けた。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局等）名：国際連携推進センター 

組織長（部局等の長）：センター長 

組織評価の責任者名：新納 宏 

 

 

 

組織（部局等）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 7 0 1 2 

准教授 5 0 1 0 

講師 4 1 2 1 

助教 1 0 1 1 

合計 17人 1人 5人 4人 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）グローカルな国際連携を目指す：高知県と同様の開発課題を抱えるアジア・大洋州

等の開発途上国とのつながりを重視し，教育，研究，国際貢献の面で重点化を図って

いく。地域と共に学び研究する「知の拠点」として，地域から世界に発信する大学を

目指す。 

（2）双方向の国際交流を推進する：留学生の受入のみならず，本学学生の海外留学の促

進に重点を置く。ワンストップサービスを強化し，海外からの優れた留学生受入れを

増やす。日本人学生と留学生が集い，互いに学びあうキャンパスを創造する。 

（3）地球規模の課題に対する国際協力にチャレンジする：本学の研究シーズと高知県の

地域資源の特徴を生かして，国際協力を推進する。国際協力の現場を教育・研究の場

としても活用し，実践的で国際的な教育・研究を発展させる。 

 （センターの基本方針より） 

 

3—2 平成 30年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）大学主催の地域課題を含む国内外での国際セミナー・研修を増やす。 

（2）大学主催の海外実習，交換留学数を増やす。 

（3）外国人留学生に対し地域課題，文化に関する体験プログラムを試行的に実施する。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

１ 計画（前年度に作成した

ものを記載） 
２ 取組状況（左記に対応する取組を記載）（成果を示

す指標，エビデンス，資料名も記述すること） 

（1）センター主催の地域課

題を含む国際セミナー・研

修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①センター主催 JICA 受託国際研修を４件実施 

研修名 研修員

数 

実施期間 主な内容 

インクルーシブ

教育実践強化 

15人 平成30年４

月８日～29

日 

高知県のイ

ンクルーシ

ブ教育実践 

“子どもの学び

を保障する”へき

地教育の振興 

12人 平成30年８

月26日～９

月 23日 

へき地校で

の学校運営，

複式学級指

導法 

島嶼国総合防災

行政 

14人 平成30年８

月14日～９

月 23日 

国・自治体・

民間による

総合防災 

青年研修バング

ラデシュ防災 

13人 平成31年２

月26日～３

月８日 

自治体・自主

防災組織等

の自助・共助 

<エビデンスは各契約書・業務完了報告書(JICAへ提出)>  

②「インクルーシブ教育国際セミナー」：平成 30年４月 17

日，上記 JICA 受託国際研修「インクルーシブ教育実践

強化」に合わせ，北欧の協定校等から２人の専門家を招

聘し，北欧の現状と課題を発表。フロア参加者は研修員
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他部局の同様の活動を支

援する。 

15名を含めて約 80名。＜エビデンスは本学 HP＞ 

 

③国際化戦略経費により以下４件の他部局の地域課題対

応型国際セミナーを支援 

・「地方大学発！教育・研究によるヘルシーエイジング事

業」教育学部主催，平成 30 年７月５日，協定校オラン

ダ・ハンゼ大学から専門家を招き，健康に加齢していく

ためのフィットネス，健康つくりのアイデアを地域の人

たちと話し合う。＜エビデンスは業務実施報告書＞ 

・「ハワイ国際交流セミナー（ Hawaii International 

Workshop）：30医学部主催，平成 31年３月４日（月）～

３月６日（水）ハワイ大学医学部と共催で保健医療に関

す現地セミナー開催。＜エビデンス，報告書＞ 

・「地域活性化・地域防災と学生活動」地域協働学部主催 

 平成 30年９月 20日，インドネシアの協定校タンジュン

プラ大学と共催で本学学生も参加して，現地セミナーを

実施。＜エビデンスは業務実施報告書＞ 

・「インクルーシブ教育の国際動向とインクルーシブ教育

推進者としての教員の意識の国際比較」教職実践高度化

専攻主催，協定校フィンランドのユバスキュラ大学と共

催でインクルーシブ教育の最新動向及び北欧，アメリカ

などの本分野先進国で実施した教員アンケート結果の

分析を踏まえ，インクルーシブ教育実践の課題を話し合

う。＜エビデンスは業務実施報告書＞ 

④その他センターが支援した地域課題対応型国際セミナ

ーとして，ネパール「防災と環境を両立させる現地適応

型蛇篭普及事業」（JICA草の根技術協力事業）において，

平成 30 年 10 月 28 日に梼原町，理工学部が実施した現

地ワークショップをセンター長が参加して支援をした。

＜エビデンスは事業実施報告書（JICA に提出済み）＞ 

⑤また，当センターが支援して，以下の JICA 草の根技術

協力事業を２件受託した。 

・草の根技術協力支援型「ラオスにおける，顧みられな

い熱帯病（NTDs）の１つ，寄生虫感染症のコントロー

ル対策に関する保健教育支援」（医学部提案） 

・草の根技術協力パートナー型「ネパール河川災害を防

ぐための低コスト現地適用型蛇籠護岸技術普及事業」

（理工学部提案）＜エビデンスは JICAの HP> 

（2）センター共催のグロー

バル・コミュニケーション

科目を行うとともに，他部

局の同様の活動を支援す

る。 

また，海外留学説明会等

で学生の留学への関心を

惹起する。海外危機管理マ

ニュアルを整備し，海外実

習を行いやすい環境を整

える。 

・グローバル・コミュニケーション科目：TSP-IEP と共同

で共通教育として実施。現地研修は，８月～９月にかけ

てアジア（マレイシア，フィリピン）において波状的に

実施し７人参加。＜エビデンスは共通教育履修届など＞ 

・海外留学説明会：国際交流室が平成 30年４月 25日，７

月 29日，11月２日，11月 21日，11月 22日の４回実施

し，合計 120名の参加を得た。内容は留学計画の立て方，

交換留学報告会，学内応募方法，大学院留学，SAF，海

外渡航危機管理など。＜以上エビデンスは大学 HP等＞ 

・12月５日には学生向け海外渡航危機管理セミナーを開催

した。＜以上エビデンスは当センターHP＞ 
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・海外危機管理マニュアルは累次の WG を経て，７月に完

成し，上記説明会，セミナーにおいて活用した。＜エビ

デンスは実物＞ 

(3）外国人留学生に対し，セ

ンター主催の英語による

サマープログラム，地域文

化体験プログラムを実施

する。 

また，他部局の活動を支援

する。 

①英語によるサマープログラム：本センター主催で平成 30

年７月２日～10 日にかけて英語圏留学生向け日本文化

体験コースを実施し，欧米から６名の参加を得たほか，

本学留学中のデンマーク人学生などの参加を得て実施

した。なお，クイーンズランド大学向け「日本語集中コ

ース」も開発したが，応募者が２名のみだったので実施

しなかった。＜エビデンスは HPの英文実施要領＞ 

②センター主催の外国人留学生向け地域文化体験プログ

ラムは以下のとおり実施した。 

「地域文化理解」授業：１学期に日本語総合コースの授業

（16 コマ）として開講。20名が参加した。この中で，地 

元との交流事業として，安芸高校及び安芸市地元住民と

の交流，高知市内の日曜市やひろめ市場，高知城などの

街歩き体験，大豊町住民との交流活動を行った。 

③共通教育の集中講義として SUIJI実施委員会と協働で，

国内サービスラーニング（２週間，安田・室戸）を実施

し，インドネシア学生 10 名，マレイシア学生６名本学

学生 11 名の参加があった。同じく海外サービスラーニ

ングには本学学生７名の参加があり，ボゴール農大，ガ

ジャマダ大学，ハサヌディン大学に派遣した。＜以上エ

ビデンスは本学 HP> 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで，特徴的な取組状況・

成果を抽出して記述 

当センターは地域資源を活用した「防災」「教育」関連の JICA受託国際研修を年に 4コ

ース（合計約５ヶ月間弱）実施したばかりでなく，当センターの支援により，平成 30 年

度は草の根技術協力２件が採択された。これら国際協力案件の採択・実施は同規模の国立

大学では屈指の取組みと言える。 

これらは「高知大学の理念」の「３．地域連携とグローバル化」に「アジア・大洋州等

の開発途上国とのつながりを重視し，高知県における地域資源の特徴を生かした国際協力

を推進するとともに，それらを教育・研究の場として活用し，実践的で国際的な教育研究

による国際貢献を図る。」，および「国際戦略」「２．地域資源を活用した国際協力にチャ

レンジし，地域の国際化に貢献する」に沿う活動であり，本学は国際協力の盛んな大学と

して知られるようになってきている。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：学術情報基盤図書館 

組織長（部局の長）：館長 

組織評価の責任者名：佐々 浩司 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 1 0 0 0 

准教授 2 0 0 0 

講師 1 1 1 0 

助教 1 0 0 0 

合計 5 1 1 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）学術情報基盤および学術情報資料の充実等による教育支援 

（2）学術情報基盤および学術情報資料の充実等による研究支援 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）学生が積極的に利用できる学習環境の整備と学習支援体制の確立 

（2）高度な情報セキュリティ対策をもつ情報インフラの充実 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）ラーニングコモンズの学習

環境と学習支援リーフレッ

トを充実させる。 

ラーニングコモンズの周知

に努め、利用率を向上させ

た。 

左の取組状況に記載のと

おり。 

 

（2）レポート作成支援など学生

サポーターを活用した支援

を実施する。 

学生総合支援センターとの

協働により、レポート作成セ

ミナーおよび相談会を定期

開催した。 

5〜7月、11〜1月に実施。 

全25回参加者のべ261名。 

（平成 30年度活動報告） 

（3）学生および職員を対象とす

る情報セキュリティに関す

る教育を充実させる。 

新入生対象、新任教員対象や

各部局対応を含め、計 10 回

の講習会、研修会を実施し

た。 

実施日(4/2, 4/5 2 回, 

4/10, 6/27, 7/11 2回，

9/26, 1/9, 2/12) 

（平成 30年度活動報告） 

（4）学認利用による学習・研究

支援を進める。 

学認、eduroamを利用可能と

し、10/24に説明会を実施し

た。 

（平成 30年度活動報告） 

（5）各部局の情報セキュリティ

について，自己点検を支援

する。 

情報セキュリティ自己点検

関連作業を図書館内 CSIRT
が中心となってまとめた。 

（平成 30年度活動報告） 

（6）新情報システム・ネットワ

ーク体制を完成させる。 

残っていた医学部内ネット

ワークの切り替えを完了さ

せ体制を構築した。10 月 11

日より毎月１回の定例会実

施により安定運用を図って

いる。また、moodleなどの教

育支援システムをクラウド

上に移行し、安定運用を図っ

た。 

(総合情報システム運用保

守定例会資料) 

（7）機関リポジトリの活用を含

めたオープンサイエンスへ

リポジトリへの移行は 6 月

に終了し、コンテンツの充実

コンテンツは紀要論文を

中心として 6249に増加し
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の体制作りを進める。 に努めた。 た。（平成 30年度図書館関

係統計） 

（8）そのほか、図書館ガイダン

スや広報誌発行などを含む

一般的な図書館業務を行

う。 

新入生向けや文献検索等の

ガイダンスを３館で計 23 回

実施し、1133 名の参加を得

た。また、学生からの要望を

取り入れるため、ブックハン

ティングを本館と岡豊分館

で実施した。広報誌は４月と

10月に２回発行した。 

（平成 30年度活動報告） 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）総合情報システムの完成と安定運用 

（2）学認利用や moodle等のクラウド移行に伴う教育・研究支援サービスの充実 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）地域に開かれた図書館として地域の情報高度化の支援 

（2）情報セキュリティに関する地域支援 

（3）ICT活用の地域支援 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）県内図書館との情報交流の促進と相互図書貸し出しの継続 

（2）学内利用に支障のない範囲内で学外利用の促進 

（3）情報セキュリティに関する地域支援 

（4）高知学術情報ネットワーク協議会を通じた ICT 活用支援 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）県内図書館関係者の集い

を開催し、県内図書館関係

者と情報交流を進めて、相

互利用を円滑にする。 

2月 18日に県内図書館関係者

の集いを実施し、67名の参加

者により盛況のうちに終了し

た。 

（平成 30年度活動報告） 

（2）県内中学高校における進

学・職業教育の支援を行

う。 

朝倉、西部、旭の三中学校から

合計７名の体験学習者を受け

入れた。 

（平成 30年度活動報告） 

（3）地域住民の情報収集に寄

与する開かれた図書館と

して利用を促進する。 

一般市民のべ 27,432名、中高

生 2,352名に利用された。 

（平成 30年度活動報告） 

（4）リユースセールや古本募

金を引き続き実施する。 

リユースセールを朝倉、岡豊

の２館で実施し、合計 194 千

円の売り上げがあった。古本

募金は 279千円であった。 

（平成 30年度活動報告） 

（5）情報セキュリティインシ

デントや情報ネットワー

ク犯罪を防ぐための啓蒙

と情報交流を行う。 

高知県ネットワークセキュリ

ティ連絡協議会総会、高知県

サイバーテロ対策協議会総会

などに参加した。 

（平成 30年度活動報告） 

（6）高知学術情報ネットワー

ク連絡会を運営し、県内情

報関係者との意見交換を

通じて ICT 活用を促進す

る。 

6/22,8/24 の２回連絡会を開

催するとともに、9/21にネッ

トワーク防災訓練を他機関と

共同実施した。 

（平成 30年度活動報告） 

（7）明治 150 年関連の展示会 明治 150 年関連展示 図書館 （平成 30年度活動報告） 
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の実施。 資料にみる幕末・明治期の土

佐の偉人たち」を 10/30〜11/5

に実施した。 

（8）国立国会図書館提供の歴

史的音源資料の図書館に

おける提供。 

国立国会図書館歴史的音源配

信に参加した。 

（平成 30年度活動報告） 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）県内に開かれた図書館として３万人近い利用者があった。 

（2）高知学術情報ネットワーク連絡会を通じて県内高等教育機関の連携がなされた。 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：防災推進センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：笹原 克夫 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 11 1 1 0 

准教授 8 0 0 0 

講師 6 0 1 0 

助教 0 0 0 0 

合計 25 1 2 0 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）高知県の地理的環境上特に問題となる大規模災害へ備えるための，防災・減災にか

かわる研究を行う。 

（2）防災・減災のための研究成果を論文や学会等での発表等により広く社会に公表す

ると共に，講演会や研修会を通じてその成果を地域に還元する。 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）地域の防災・減災に関わる研究の中核として研究を推進する。 

（2）研究成果を社会に還元するための取り組みを行う。 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）機能強化経費及び機能強化

促進経費を用いて，センタ

ー内プロジェクトを公募

し，教員の防災・減災に関わ

る研究を支援する。 

Ⅰ 自然災害から「命を守る」
ための「流域一貫型」防
災・減災研究と技術開発 

Ⅱ 災害発生後の「命をつな
ぐ」分野横断型の災害対
策技術の創出と地域防
災力の強化 

Ⅲ 「まちを力強く復興する」
災害に強いまちづくり
に貢献する幅広い視点
や国際的な課題解決能
力を備えた人材の養成 

をテーマとしてセンター内

の研究プロジェクトを応募

した。 

応募されたうち９課題を

実施することとした。この

ような研究活動の支援の

結果，論文 53 編，学会発

表 89 件などの成果を産み

出した。 

（2）教員の研究の推進と成果の

普及を図るため，外部機関

からの受託研究や共同研究

の実施を支援する。 

センター教員の個々の受託・

共同研究の獲得と実施を支

援した。 

受託研究７件と共同研究

16件を獲得し，実施した。

またセンターとして国立

研究開発法人防災科学技

術研究所，佐賀大学及び民

間４社と連携・協力に関す

る協定を締結し，共同研究

の推進を支援した。 

（3）教員の研究成果を還元する

ための講演会や研修会を行

う。 

 

センター主催の一般市民向

けの防災に関する講演会を

開催した他に，個々の教員が

防災に関する講演会等で数

センター主催の防災講演

会「高知大学は貢献します

－高知県の防災への取組

－」を高知市内で開催し，
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多く講演を行った。また教員

が主催する研修会を実施し

た。 

60名の参加者を得た。 

 小学校等での防災に関

する授業や講演を 12 件，

講演会や研修会での講演

を 73 件，そしてシンポジ

ウムや報告会の主催を 12

件実施した。 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）国立研究開発法人防災科学技術研究所，佐賀大学及び民間４社と本センターとの

連携・協力に関する協定の締結や，教員と国の研究機関や他大学，民間企業との多

くの受託研究や共同研究を推進するなど，産官学と連携した防災学理や技術の研究

を推進している。 

（2）12 月１日，２日に高知市，須崎市，土佐市の３会場で大学構成員及び子育て世代

の市民を対象とした防災ママカフェ（約 70 名の参加）のような，地域住民向けの

新たな防災支援の取り組みを行った。 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

（1）社会及び地域の課題である大規模災害に関する高度な知識や技術についての知見

を，公的機関の委員会などを通じて社会及び地域に還元する。 

（2）講演会や研修会を通じて，防災・減災に関する知識や技術を地域の住民やコミュニ

ティーに広く還元する。 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

（1）公的機関等の委員会への出席により，防災・減災に関する知識や技術に関する専門

機関の支援を行う。 

（2）講演会や研修会等を通じて，広く社会や地域への防災・減災に関する知識や技術の

普及を図る。 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（1）防災・減災に関する専門

的な知識や技術を必要と

される，公的機関等の委員

会等への積極的な参画を

促進する。 

公的機関等の主催する委員

会，審議会等に積極的にセン

ター教員を派遣した。 

学外の委員会等へのセン

ター教員の出席回数は合

計 111 件，学会等の委員は

50件を数えた。 

（2）地域や社会における講演

会や研修会への，積極的な

参画を促進する。 

 

地方公共団体等が主催する防

災講演会のみならず，地域住

民が開催する防災講演会にセ

ンター教員を派遣した。 

センター教員が派遣され

た小中高等学校での防災

に関する授業は 12 件，講

演会や研修会での講演等

は 73 件，センター教員の

シンポジウムや報告会の

主催や発表が 12 件であっ

た。 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（記載なし） 
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自己評価報告書 

（平成 30 年度 組織評価報告書） 

組織（部局）名：海洋コア総合研究センター 

組織長（部局の長）：センター長 

組織評価の責任者名：徳山 英一 

 

 

 

組織（部局）評価の対象者 

職 名 総 数 
特任・再雇用教員数

(内数) 
女性教員数 

(内数) 

外国人教員数 

(内数) 

教授 14 2 0 0 

准教授 1 0 1 0 

講師 2 1 0 0 

助教 5 3 3 1 

合計 22 6 4 1 
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３ センター系組織活動の評価 

 

3-1 組織目的 

（1）IODPのみならず幅広く地球掘削科学を推進し，その成果を国内外に発信する． 

（2）地球掘削科学のハブとして積極的に国内外から若手研究者を受け入れ、次世代の研

究者を育成する． 

 

3-2 平成 30 年度の組織活動における成果について 

3-2-1 組織活動の目標 

（1）地球掘削科学を推進する国際的な研究ハブ機関としての認知度向上のため、広報活

動を実施する． 

（2）センターが所有する先端機器利用の機会を研究・教育のみならず、産業界にも提供

する． 

 

3-2-2 組織活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したものを

記載） 
取組状況（左記に対応する

取組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス，資料名も記述す

ること） 

（1）センター訪問者にとどまら

ず、国内外で開催される学

会、さらに団体＆教育機関

で広報活動（センター紹介

＆最新の研究成果）を展開

する． 

・ 行幸啓 

 

 

・海洋コア総合研究センター

設立 15 周年記念シンポジウ

ム「地球を掘ってわかる–古

地震、気候変動、地球の姿」

の開催 

・ 第 8 回 KCC サイエンスフ

ェスタ「海のふしぎを探る」 

等 

・天皇・皇后両陛下が「豊

かな海づくり」時にご視察

（11月 29日） 

・平成 30 年 11 月 30-12

月 1日、於オーテピア（参

加者数：194名） 

 

 

・平成 30年 12月 1日、於

オーテピア（参加者数：212

名） 

 

（2）先端研究基盤共用促進事業

（高知コアセンター分析装

置群共用システム）の一層

の充実を目指す． 

・県内外で広報活動を展開

し、利用者＆機器使用料金収

入の増加を目指した． 

・ イノベーションジャパ

ン 2018（ビッグサイト）

にブース展示 

・ 利用者＆機器使用料金

収入（平成 29 年度比で

3-4 倍）が増加した． 

・ 民間企業が高知コアセ

ンター分析装置群共用

システムを利用した成

果で、高知県地場産業大

賞を受賞した． 

 

（3）文部科学省をはじめとした ・大阪府立豊中高等学校 SSH ・平成 30年 8月 4日（参
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政府機関関係者/一般市民、

小学生・中学生・高校生・

大学生の見学を積極的に受

け入れる。 

講演・実習/見学 

・高知教育研究理科部会 

 

・小津高校 SSH 講演、実習＆

見学 

 

・その他多数； 

加者数：16名） 

・平成 30年 11月 20日（参

加者数：70名） 

・平成 30年 11月 22日（参

加者数：29名） 

 

・参加総数；2801名 

 

3-2-3 上記組織活動において，組織及び大学の目的を果たすうえで重要かつ特徴的な取組

状況・成果を抽出して記述 

（1）平成 30年度共同利用共同研究拠点プロジェクト（古海洋コアビッグデータによる未

来地球の病描像—温暖化地球（400ppm 超 CO2ワールド）が採択され、センターに保管

されているコア試料のアーカイビング、試料を中核とした国際共同研究の促進（国際

化）、若手研究者の育成等の立ち上げ準備を行った． 

（2）IODP 研究を支援する目的で、共同利用共同研究申請の中から IODP 関連研究課題に

ついて研究費支援枠を新設した． 

（3）先端研究基盤共用促進事業を一層促進し、利用者＆機器使用料金収入（平成 29年度

比で 3-4倍）が増加した． 
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４ 社会貢献活動の評価 

 

4-1 社会貢献活動の目的（前年度に作成したものを記載） 

部局 

（1）地球掘削科学を推進する国際的な研究ハブ機関としての認知度向上のため、広報活

動を実施する． 

（2）第 3次海洋基本計画に述べられている、海洋立国を支える国際的研究者/高度技術者

の育成を目指す． 

 

全学 

（1）本学中期計画の 3 本の柱の１つである、海洋教育・研究の促進のため、学内共同利

用施設として学内教育環境の充実を目指す。 

（2）本学中期計画に含まれている、地域貢献のため、センターが所有する先端機器利用

の機会を県内外の産業界に提供する． 

 

4-2 平成 30 年度の社会貢献活動における成果について 

4-2-1 社会貢献活動の目標（前年度に作成したものを記載） 

部局 

（1）29 年度を上回るセンター見学者（小中高生＆一般者）を受け入れ、高知大学に地球

科学分野の研究ハブが存在する事をさらに周知する． 

（2）29 年度以上に国内外で開催される学会、さらに団体＆教育機関で広報活動（センタ

ー紹介＆最新の研究成果）を展開する． 

（3）先端研究基盤共用促進事業の一環として開始された、先端機器利用制度を充実させ、

利用者数の増加を目指す． 

 

4-2-2 社会貢献活動の計画と取組状況・成果 

計画（前年度に作成したもの

を記載） 
取組状況（左記に対応する取

組を記載） 
取組の成果（左記の取組

に対応する結果を記載）

（成果を示す指標，エビ

デンス（外部の意見や反

応，評価も含む），資料

名も記述すること） 

（１）地球掘削科学の講演会お

よび成果報告会を、小中高

校生、大学生/院生、一般

人を対象とし、それぞれの

理解度を考慮した内容で

実施する． 

 

・海洋コア総合研究センター

設立 15 周年記念シンポジウ

ム「地球を掘ってわかる–古地

震、気候変動、地球の姿」開

催 

・第 8 回 KCC サイエンスフェ

スタ「海のふしぎを探る」の

開催 

・高知みらい科学館とのオフ

ィシャルパートナー協定を締

結し、KCC の研究成果の展示

が可能となった． 

 

・平成 30 年 11 月 30-12

月 1日、於オーテピア（参

加者数：194名） 

 

 

・平成 30年 12月 1日、於

オーテピア（参加者数：212

名） 

 

・平成 30年 6月 29日 
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（2）先端機器利用の機会を、

国内外の研究者のみなら

ず産業界に提供する制度

を周知し、利用件数ならび

に機器稼働時間の増加を

目指す． 

・県内外で広報活動を展開し、

利用者＆機器使用料金収入の

増加を目指した． 

・イノベーションジャパン

2018（ビッグサイト）にブ

ース展示（平成 30 年 8 月

28-30 日） 

・高知県ものづくり総合技

術展出展（平成 30 年 11

月 15-17日） 

・利用者＆機器使用料金収

入（29 年度比で 3-4 倍）

が増加した． 

・民間企業が高知コアセン

ター分析装置群共用シス

テムを利用した成果で、高

知県地場産業大賞を受賞

した． 

（3）国内外の研究者に、セン

ター発の最新研究成果を

発信する目的で、国際会議

でのセッション、国際セミ

ナー/WSを企画する． 

・南極会掘削ワークッショッ

プ 

・ 国際有孔虫学学会 

・ 西太平洋掘削会議 

・平成 30年 6月 

 

・平成 30年 6月 

・平成 30年 8月 

 

4-2-3 上記社会貢献活動において重要かつ特徴的な取組状況・成果を抽出して記述 

（1）先端研究基盤共用促進事業（高知コアセンター分析装置群共用システム）の充実に

より、利用者＆機器使用料金収入が増加した． 

（2）高知みらい科学館とのオフィシャルパートナー協定を締結したことにより、今後の

広報活動が大きく進展すると期待される． 
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